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令和元年度に係る業務実績等報告書（総合評定） 

２．法人全体に対する評価 

我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する中核機関として、国内はもとより世界的にも最高水準の研究開発成果を創出するとともに、世界最高品質の研究基盤の

構築・運用により国内外の研究開発活動に対して広範かつ顕著な貢献を行うなど、研究開発成果の最大化に関する取組を中心に特に顕著な成果を創出した。業務運営につ

いても、センター等の研究推進を担う運営業務と管理系業務の効率的な運営による研究支援体制の下、顕著な取組を含め、効果的かつ着実に実施した。これらにより、全体

として、特に顕著な成果等を創出したと評価する。 

① 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築運用 

資源配分の最適化や機動的対応、理研独自の国際的な機関評価の取組であるアドバイザリー・カウンシルの活用、理研白眉制度や加藤セチプログラムなど若手や女性研

究者の育成・発掘に関する各種プログラムの推進、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に基づく成果活用等支援法人（株式会社理研鼎業）の設立とその会

員制共創機能等の推進、科学技術ハブの全国規模での展開実現、包括的な ICT 戦略の下での全所的な研究データの集積・公開に向けた取組の推進など、理事長のリーダ

ーシップの下、研究所運営システムの一層の強化等に向けた様々な取組を行った。さらに、人工アジュバントベクター細胞によるがん免疫療法に関する企業導出や多額の知

財収入の獲得、理研発の核酸等温増幅技術を用いた新型コロナウイルス感染症に係る自治体等の検査体制への貢献など、理研発の研究成果の社会への還元等において

も画期的な成果を挙げた。 

これらにより、我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する中核機関として、将来的な成果の創出等にもつながり得る運営上の顕著な実績を挙げた。 

 

② 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

数理科学や情報科学分野では、分野を越えた取組や所内外との連携を通じて、前立腺がんの病理画像から人間が理解できる情報を自動で取得する AI 技術を開発し、医

療現場での利用が期待される成果や、量子計算手法に基づき多変数代数方程式を効率的に解く新しいアルゴリズムを開発し、その得られた結果の汎用性から様々な工学応

用にもつながると期待される成果のほか、物質設計と数理科学の連携による人工次元の創出方法の提唱等の優れた成果を挙げた。 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

S ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

A S      

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果等を

創出したと評価するため。 
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ライフサイエンス分野では、ストレスを受けた細胞が翻訳を停止して細胞活動の負荷を下げる仕組みを解明し、神経変性疾患など翻訳開始因子が関与する疾患の理解に

資する成果を挙げたほか、100 歳以上の超長寿者が CD4 陽性キラーT 細胞を血中に多く持つことを発見し、免疫の老化予防・健康寿命延伸への理解に資する成果を挙げ

た。また、統合失調症のバイオマーカーと治療薬の候補分子の発見や、自閉症発症にオートファジー機能障害が関与することの発見にも成功した。このように、ヒトの機能解

明及び疾患の機構解明から予防や治療への貢献が期待される成果を多数創出した。 

また、高効率な超薄型有機太陽電池の寿命の従来の 15 倍への延伸や、シリコン量子ビットの高精度交換操作の実現、第二世代バイオディーゼル燃料合成の触媒開発の

成功など、SDGｓや環境調和型持続型社会の実現に資する成果を得た。さらに、小型中性子源システム RANSⅡの更なる小型化開発を行った上で安定的な中性子線の発生

に成功するとともに、「核のゴミ」問題解決に必要な加速器の概念を提案するなど、国家的・社会的課題の解決に向けた様々な成果を創出した。 

センター等の運営面においても、組織内で分野横断的な連携を図るプロジェクトの推進や、先端技術の共有、独自のプログラムや産業界との連携による若手研究者・技術

者の育成とキャリアパス支援など、それぞれの分野の特徴や課題に応じて優れた取組を実施した。 

以上より、センター等の効果的・効率的なマネジメントの下、研究開発成果の最大化に向けて特に顕著な成果等を創出した。 

 

③ 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

「京」は、約７年の共用期間において様々なスパコンの性能指標で世界トップクラスの水準を維持するとともに、極めて安定的な運用の下、約１1,000 名の利用者、約 4,50０

件の成果創出に貢献した上で、2019 年 8 月に運用を終了した。その後継機となる「富岳」については、国の開発目標達成はもとより、開発過程において目標を大きく上回る世

界最高の電力性能を持つ汎用 CPU の開発に成功し、スパコンの消費電力性能指標 Green500 で世界一位を獲得するとともに、米国 HPC に初めて採用された。産学連携コ

ンソーシアム等の活動を通じて研究分野コミュニティの拡大を着実に推進するとともに、「富岳」の開発・整備段階にあっても、新型コロナウイルス感染症対策を目的とした研

究に対し、その計算資源の優先的な試行的提供を前倒しで可能にすべく、政府との連携の下、迅速にその道筋をつけた。 

SPring-8 及び SACLA については、世界で類を見ない極めて安定した運転を実現し（総運転時間に対する極めて僅少なダウンタイム時間）、世界最高品質の放射光を国内

外の利用者に安定的・継続的に提供した。また、クライオ電子顕微鏡開発に関し、国内企業との連携により世界最高品質のデータ取得に成功し、国産機の普及や創薬研究

への応用加速への貢献が期待される成果を挙げた。 

バイオリソースについても、徹底的かつ不断の品質向上の取組により、国際的に類のない、極めて高品質のリソース提供を安定的・継続的に行い、目標を大きく上回る提

供実績を挙げた。 

以上のように、世界最先端の研究基盤を構築し、その世界最高水準での共用を実現することで、産業界を含む国内外の幅広い研究開発に対して特に顕著な貢献を行っ

た。 

 

④ 業務運営の改善・効率化、財務内容の改善、その他業務運営に関する重要事項 

新型コロナウイルス感染症への対応に関し、感染動向や政府の対応等を注視し、適時に所内にメッセージを発出するとともに、現場の意見・要望もくみ上げつつ、在宅勤務

のための情報基盤の立上げや人事制度上の特例措置等を含め、迅速かつ的確な対応を行った。 
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また、包括的な ICT 戦略の下での情報セキュリティ基盤の強化、本部・事務棟の PFI 事業の推進（新たな働き方の実現に向けたフリー・アドレスレディの導入方針の決定を

含む。）や施設に関する本部機能の強化など、業務運営の一層の改善に積極的に取り組むとともに、その他中長期目標等に照らし着実な業務遂行を図った。 

以上により、全体として業務運営の改善・効率化に向けて顕著な業務運営を行った。 

 

 

３．主要な経年データ 

 

①主要な参考情報 

年度 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

257 

2,702 

 

299 

2,672 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

1,665 

487 

 

1,624 

521 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

422 

202 

 

435 

272 

     

 

②主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

年度 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（百万円） 118,422 115,598      

決算額（百万円） 121,976 118,493      

行政コスト（百万円） ― 116,529      
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経常費用（百万円） 97,629 99,592      

経常収益（百万円） 97,908 98,812      

行政サービス実施コ
スト（百万円） 

89,104 ―      

従業員人数※ 2,968 3,024      

  ※ 従業員人数は、各年度末における常勤従業員の人数を計上している。 
 

 

 

４．項目別評価の主な課題、改善事項等 

該当なし。 
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令和元年度に係る業務実績等報告書 
 

【Ⅰ】 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

【Ⅰ-1】 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  A 

特 定 国 立 研 究

開 発 法 人 と し

て、理事長のリ

ーダーシップの

もと、他の研究

機関の模範とな

るような研究所

運営システムの

構 築 や 強 化 に

必要な制度をセ

ビ・運用するた

め、以下に示す

取組を行い、研

究開発成果を最

大化させ、イノベ

ーションを創出

する中核機関と

しての力を強化

する。 

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研

究所」という。）は、

世界最高水準の幅

広い科学の総合研

究所として我が国

のイノベーションを

強力に牽引する中

核機関となることが

期待されている。そ

のため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの研

究開発成果を生み

出すとともに、圧倒

的な基礎研究にお

ける成果を輩出す

ることで他の国立研

究開発法人のモデ

ルとなることを目指

す。 

また、世界の冠たる

研究機関となること

を目指し、「科学力

展開プラン」として、

1.研究開発成果を

最大化する研究運

営システムを開拓・

モデル化する、2.至

高の科学力で世界

に先んじて新た な

研究開発成果を創

出する、3.イノベー

シ ョ ン を 生 み 出 す

「科学技術ハブ」機

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研

究所」という。）は、

世界最高水準の幅

広い科学の総合研

究所として我が国

のイノベーションを

強力に牽引する中

核機関となることが

期待されている。そ

のため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの研

究開発成果を生み

出すとともに、圧倒

的な基礎研究にお

ける成果を輩出す

ることで他の国立研

究開発法人のモデ

ルとなることを目指

す。 

また、世界の冠たる

研究機関となること

を目指し、「科学力

展開プラン」として、

1.研究開発成果を

最大化する研究運

営システムを開拓・

モデル化する、2.至

高の科学力で世界

に先んじて新た な

研究開発成果を創

出する、3.イノベー

シ ョ ン を 生 み 出 す

「科学技術ハブ」機

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

【業務実績総括】 

●理事長のリーダーシップによる研究所運営を支

える体制・機能の強化に関し、以下をはじめとする

顕著な取組を行った。 

・理研全体の最適化に向けて、必要な基盤的・共

通的運営経費を確保した上で、個別センター事業

予算に固定化されない柔軟な資源配分を実施し

た。特に、国の戦略となる量子分野での強力な推

進を実現すべく重点的に資源配分を行った。さら

に、理事長裁量経費を活用し、単年度予算だけで

は導入困難な研究設備（クライオ電子顕微鏡、高

磁場 MRI）や、経営上の重要課題への対応（施設

老朽化や働き方改革への対応）について、効果的

かつ機動的な資源配分を実施した。 

・理研独自の国際的な機関評価の取組として、理

研アドバイザリーカウンシル（RAC）を開催し、有益

かつ多岐にわたる提言を受けた。これらについて

は、今後の理研の運営に活かすこととしている。 

・エンジニアリングネットワーク等の取組を通じて所

内の組織横断的なネットワークの強化が図られる

とともに、実施課題について、理研内外のより大き

な研究事業等への展開が図られた。 

 

●世界最高水準の研究成果を生み出すための研

究環境の整備や優秀な研究者の育成・輩出等に

関し、以下をはじめとする顕著な取組を行った。 

・理研白眉制度や加藤セチプログラムをはじめ、学

生からポスドク、独立した PI までの多岐にわたる若

手人材育成プログラム等を運用し、次世代の研究

人材を育成した。 

・国際化戦略について、平成３０年度に開設した欧

州事務所の１周年シンポジウムの開催、マックスプ

ランク協会およびドイツ物理工学研究所と三者協

定を締結するなど、欧州とのネットワーク強化を図

った。 

・広報・理解増進について、「科学道 100 冊」など独

 

理事長のリーダーシップの下、研究所運営システムの一層の強化に向けて

左記をはじめとする取組により、将来的な成果の創出等にもつながり得る顕

著な実績を挙げているため、A 評定とする。 
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能を形成する、4.国

際頭脳循環の一極

を担う、5.世界的研

究リーダーを育成

することを中長期計

画の柱とする。 

科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するととも

に、研究所が中核と

なり、社会と共創す

ることにより、革新

的なイノベーション

の創出を目指す。 

能を形成する、4.国

際頭脳循環の一極

を担う、5.世界的研

究リーダーを育成

することを中長期計

画の柱とする。 

科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するととも

に、研究所が中核と

なり、社会と共創す

ることにより、革新

的なイノベーション

の創出を目指す。 

自の取組を展開するとともに、スーパーコンピュー

タ「富岳」の名称を一般公募して、多くのメディアか

ら注目される等の成果があった。 

 

●関係機関との連携強化等による、研究成果の社

会還元の推進に関し、以下をはじめとする顕著な

取組を行った。 

・科学技術・イノベーション創出の活性化に関する

法律に基づき、理研全額出資の子会社として、9 月

に株式会社理研鼎業を設立した。理研鼎業におい

ては、理研と企業との組織対組織の連携を構築・

強化するための産業界との共創会員制度を創設

し、既に、独バイエル社、カールツァイス、シスメック

ス、トヨタ自動車の４社との共創契約を行った。 

・創薬・医療技術基盤プログラムにおいて、創薬テ

ーマ１件をシード探索段階からリード最適化段階に

進める目標に対し、２件（B 型肝炎治療抗体テー

マ、網膜色素変性症テーマ）を進めることに成功し

たなど、目標を上回る成果を得た。 

また、人工アジュバントベクター細胞（aAVC）によ

るがん免疫療法の開発について臨床開発段階に

入り、企業とのライセンス許諾契約締結に伴い、大

きな知財収入の獲得につながった。aAVC の企業

治験も開始された。 

・新型コロナウイルス感染症への対応に関し、理研

発の核酸等温増幅技術を用いた迅速検査プロトコ

ルを開発し、神奈川県衛生研究所をはじめとする

検査機関に導出した。 

・科学技術ハブに関して、新たに九州大学，広島大

学に拠点を設置し，既存の京都大学、名古屋大

学、大阪大学と合わせ 5 大学に展開した。これによ

り、大学と科学技術ハブの理念を共有した上で、全

国規模での科学技術ハブ設置に至った。 

 

●持続的なイノベーション創出を支える新たな科学

の開拓・創成に関し、以下をはじめとする顕著な取

組を行った。 

・平成 30 年度に策定した理研の包括的な ICT 戦略

の下、オープンサイエンスについて、その実践に向

けた全所的なシステム構築を精力的に推進した。

理研オープンサイエンスプラットフォームの実施に

より、組織を越えて生命科学分野の研究データの

利活用促進を行った。これらの取組は、全所的に

研究データの集積、公開を進める先行事例となる

ものであり、今後の展開が期待される。 

・本部長裁量経費や人材育成、異分野交流を促進

する仕組みを通じて新たな科学の創成に向けた取

組を推進するとともに、有機 EL の新たな発光機構

の発見や、触媒的生体内「現地合成」によるがん治

療法の開発など、優れた成果の創出等を行った。 
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●研究論文成果については以下のとおりある。 

・理研全体の令和元年（暦年）の査読付き論文数

は 2672 件となった。 

 

・理研全体の平成 30 年度の論文の被引用回数

Top10%論文の比率は 21.9％、Top1%論文は 3.3％

であった。分野補正を行った場合の理研全体の

Top10%、1%論文の比率はそれぞれ 15.7%、2.4％で

あった。（上記はいずれも令和 2 年 5 月時点におい

て Clarivate Analytics の Insite により算出した数値

である） 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1-(1)】 研究所運営を支える体制・機能の強化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

○経営判断を支える体制・機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究 所の有 する

研究・経営資源等

を踏まえ、国家戦

略及び将来のある

べき社会像を分析

し、研究所が向か

うべき方向性をビ

ジョンとしてとりま

とめ、具体的な研

究開発を企画・立

案・推進する機能

を強化する。 

我が国のイノベーシ

ョン創出に向けた研

究開発の中核的な

担い手として、科学

技術基本計画等の

科学技術イノベーシ

ョン政策を踏まえ、

政策課題の達成に

向け明確な使命の

下で組織的に研究

開発に取組むととも

に 、 社 会 か ら の

様々な要請に対応

した戦略的・重点的

に研究開発を推進

する。さらに、科学

技術に関する革新

的な知見が発見さ

れた場合や、その

他の科学技術に関

する内外の情勢に

著しい変化が生じ

た場合において、当

該知見に関する研

究開発その他の対

応が必要になった

際は、文部科学大

臣と十分な意志疎

通を図りつつ、迅速

な対応を行う。 

研究所内外の専門

的な有識者により

構成され、研究所

の経営、推進すべ

き研究等に関して

議論する理研戦略

会議や、研究所の

中核的な研究者が

科学的見地から研

平成 31 年度は、

理研戦略会議や

科 学 者 会 議 を開

催し、研究所の経

営や研究所が推

進すべき研究開発

の 方 向 性 等 を議

論するとともに、議

論を通して得られ

た意見等を研究所

の運 営に反映 す

る。さらに、科学技

術に関する革新的

な知見が発見され

た場合や、その他

の科学技術に関

する内外の情勢に

著しい変化が生じ

た場合において、

当該知見に関する

研究開発そ の他

の対応が必要にな

った際は、文部科

学大臣と十分な意

志 疎 通 を 図 り つ

つ、迅速な対応を

行う。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営シス

テムを構築・運用できた

か。 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要

請の分析や、法人運営に

係る適切な評価の実施

と、これらを踏まえた理事

長のリーダーシップによる

法人運営の改善状況 

 

（参考：評価の視点） 

【リーダーシップを発揮で

きる環境の整備状況と機

能状況】 

【人事評価における目標

設定と達成状況確認】 

【組織にとって重要な情

報等についての把握状

況】 

【役職員に対するミッショ

ンの周知状況及びミッショ

ンを役職員により深く浸

透させる取組状況】 

【組織全体で取り組むべ

き重要な課題（リスク）の

把握状況】 

 

【未達成項目（業務）につ

いての未達成要因の把

握・分析・対応状況】 

【内部統制のリスクの把

握状況】 

【業務実績総括】 

●理研戦略会議では、オープンサイエンスを含む情報系研

究の推進の方向性やスーパーコンピュータ「富岳」の整備・

運用に向けた検討状況等について説明を行い、産学官の

有識者と意見交換を実施した。 

 

●理研科学者会議では理研が推進すべき研究分野につい

て検討し、無期雇用研究系管理職を採用すべき研究分野

について研究人事協議会に答申した（分子細胞生物学分

野・物性物理学分野）。また、独創的研究提案制度の新領

域開拓課題採択審査並びに中間評価、奨励課題の採択審

査を行い、理事長に審査結果を報告した。 

 

●科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に

基づく成果活用等支援法人の設立にあたっては文部科学

省等と十分な意思疎通を図りつつ準備を行い、9 月 5 日付

で「株式会社理研鼎業」を設立した。 

適切に計画を遂行していると評価する。 
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究所が推進すべき

研究開発の方向性

等を議論する科学

者会議を開催し、得

られた適切な助言

を研究所の運営に

反映する。 

【内部統制のリスクが有

る場合、その対応計画の

作成・実行状況】 

○経営判断に基づく運営の推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所の業務の

改 善 を 進 め る 上

で、理事長の裁量

による研究費等の

機動的な措置や、

最適な予算の配

分など、理事長の

リーダーシップと

それを支える機能

のもと、最適な研

究所運営が可能と

なるよう取り組む。

その際、イ  その

際、イ ノベーショ

ン創出を促す組織

横断的かつ柔軟

な研究体制やネッ

トワーク構築を進

める。 

研究所全体を適切

に運営するため、研

究所全体の研究計

画の実施状況を把

握し、必要性、緊急

性等を踏まえた理

事長の経営方針に

基づき、理事長のリ

ーダーシップの下、

熟議を踏まえた経

営判断を行い、予

算、人員等の資源

を適切に配分する。 

また、国家戦略、社

会的ニーズの観点

から緊急に着手す

べき研究や早期に

加速することにより

成果創出が期待さ

れる研究等に必要

な経費を経営判断

に基づき理事長裁

量経費として機動

的に措置する。 

さらに、戦略的研究

展開事業を推進す

る。戦略的、政策的

に重要なテーマを

設定し研究開発成

果の創出を目指す

とともに、独創的研

究提案制度により

将来新たな研究分

野へ発展する可能

性のある挑戦的・独

創的な課題を選定・

実施し、新たな事業

に発展させることを

目指す。 

平成 31 年度は、

研究所全体の研

究計画が効果的・

効率的に進むよう

資 源 配 分 方針 を

策定する。また、

緊急に着手すべき

研究や早期に加

速することにより

成果創出が期待さ

れる研究等に対し

て、理事長裁量経

費として機動的に

措置するとともに、

戦略的、政策的に

重要なテーマを設

定して戦略的研究

展 開 事 業 を 推進

し、将来、新たな

研究分野へ発展

する可能性のある

挑戦的・独創的な

課題を選定して独

創的研究提案制

度を運営する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営シス

テムを構築・運用できた

か。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要

請の分析や、法人運営に

係る適切な評価の実施

と、これらを踏まえた理事

長のリーダーシップによる

法人運営の改善状況 

●資源配分方針 

理研全体の最適化に向けて、必要な基盤的・共通的運営経

費を確保するとともに、個々のセンター等の予算項目に固

定化されない資源配分を実現するため、各センター長等か

ら役員ヒアリングを行った上で、「2020 年度予算等の資源

配分方針」を策定した。特に、量子分野への取組を強化して

政府の量子戦略に対応するとともに、より効果的な研究事

業や取組に対して重点的な資源配分を行った。 

 

●理事長裁量経費 

（1）飛躍的な成果が期待できる基礎研究、（2）実用化に向

けた研究開発の加速、（3）センター等や研究所全体の業務

運営の改善・効率化に資する取組、（4）人材育成に資する

取組等を中心に措置を行った。具体的には、研究開発成果

の最大化に資する取組として、新たな小型軟 X 線光源に関

する研究開発の推進等のほか、クライオ電子顕微鏡や高磁

場 MRI などセンターの単年度予算だけでは導入が難しい

重要な設備等に本部からも機動的に措置した。また、施設

の老朽化に全所的に対応するための長期修繕計画の策定

作業や働き方改革に向けた取組など経営上の重要課題に

対しても速やかに実行に移すべく機動的に対応した。 

 

●戦略的研究展開事業 

理事長裁量経費を活用して研究課題「サピエンス学：文明

的人間の起源」を新たに開始するとともに、既存課題を着実

に推進した。 

 

●独創的研究提案制度 

分野融合により新たな研究領域の開拓等を目指す新領域

開拓課題について、8 課題（※）を実施するとともに、令和 2

年度に開始する 1 課題を選定した。若手研究者の意欲的な

研究を支援する奨励課題については 49 課題を選定し、37

の継続課題に加えて実施した。 

※新領域開拓課題のテーマ 

（令和元年度実施中） 

・Biology of Symbiosis（共生の生物学） 

・Cellular Evolution: Karyogenesis and Diversification（細胞

進化） 

・Dynamic Structural Biology by Integrated Physics, 

●左記の取組により、国の戦略も踏まえつつ、研究現場のニーズや

課題を把握し、全所的な観点で最適化し、効果的な資源配分を進め

た。理事長裁量経費を最大限活用して、機動的な研究や業務改善

への投資を適時に可能としている。これらにより、理事長のリーダー

シップの下、研究開発成果の最大化に向けた法人運営システムを

実現している。 
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Chemistry, and Computational Science（動的構造生物学） 

・Chemical Probe（生命現象探索分子） 

・Fundamental Principles Underlying the Hierarchy of 

Matter: A Comprehensive Experimental Study （物質 階層

の原理を探求する統合的実験研究） 

・Heterogeneity at Materials interfaces（ヘテロ界面研究） 

・Glyco-lipidologue Initiative（糖と脂質の構成原理(ことわり)

を読み解く先端研究） 

・Evolution of matter in the Universe -Nuclei, Atom, and 

molecule-（宇宙における物質進化ー原子核・原子・分子・そ

の先へー。令和元年度選定課題。実施は令和２年度～） 

・ Prediction Science：the 5th paradigm integrating 

computational science and data science（予測科学：計算科

学とデータ科学を融合する第 5 パラダイム） 

◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

法人運営にあたっ

て、海外の著名な

研究者を含む 外

部有識者等による

研究開発活動及

び法人経営への

提言や評価を受

けるとともに、研究

所内の中核的な

研究者による科学

的見地から新たな

研究分野の開拓

等を目指した研究

開発の方向性や

戦略等の助言を

得ることで、研究

所内外の幅広い

視 点か らの 研究

開発や法人運営

の課題抽出・課題

解決につなげる等

の取組を行う。 

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的に

評価の高い外部専

門家等による国際

的水準の評価を実

施する。研究所全

体の運営の評価を

行うために「理化学

研究所アドバイザリ

ー ・ カ ウ ン シ ル 」

（RAC）を定期的に

開催するとともに、

研究センター等毎

にアドバイザリー・

カウンシル(AC)を開

催する。 

RAC 等 の 評 価 結

果を、研究室等の

改廃等の見直しを

含めた予算・人材

等の資源配分に反

映させるとともに、

独立行政法人評価

の結果への適切な

対応を行い、研究

開発活動を強化す

る方策の検討等に

積 極 的 に 活 用 す

る。なお、原則とし

て、評価結果はウェ

ブサイト等に掲載し

RAC については、

平成 31 年度下半

期に開催する。AC

に つ い て は 当 該

RAC に結果報告

できる時期に開催

する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営シス

テムを構築・運用できた

か。 

 

（モニタリング指標） 

・学術論文誌への論文掲

載数、論文の質に関する

指標（Top10%論文数等） 

 

●11 月 25～28 日に RAC を開催し（11 カ国・地域から 19 名

の委員が参加）、別紙の提言を受けた。 

 

●各センター毎に AC を RAC に先立って開催した。AC の提

言については各センターの運営に資するとともに、RAC で

の全体の議論の一助とした。 

 

（研究論文成果について） 

●理研全体の令和元年（暦年）の査読付き論文数は 2672

件となった。 

 

●理研全体の平成 30 年度の論文の被引用回数 Top10%論

文の比率は 21.9％、Top1%論文は 3.3％であった。分野補正

を行った場合の理研全体の Top10%、1%論文の比率はそれ

ぞれ 15.7％、2.4％であった。（上記はいずれも令和 2 年 5 月

時点において Clarivate Analytics の Insite により算出した数

値である） 

●理研独自の国際的な機関評価の取組として、RAC 及び各センタ

ーで AC を開催し、それぞれ有益な提言を得た。これらの提言の内

容は、今後、理研の経営や各センターの運営に活用する予定であ

る。 
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公開する。 

研究所で実施する

研 究 等 に つ い て

は、社会的・政策的

要請の変化や長期

的視点に基づく研

究所の研究戦略の

変更等に応じた経

営判断に基づき、

終了する、もしくは

発展・拡充して重点

的に推進する等柔

軟に再編を行い、

研究所の研究活動

を最適化する。 

◯イノベーションデザインの取組及びエンジニアリングネットワークの形成 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

社会と科学技術と

の関係を俯瞰的に

捉え、どのような未

来社会を作りたい

かというビジョンと、

これを実現するた

めの未来シナリオを

描く。研究所はこの

担い手となるイノベ

ーションデザイナー

を第一線の研究者

との対話等を通して

育成するとともに、

イノベーションデザ

イナーが策定する

未来シナリオを活用

して、研究所内の研

究者や組織が、産

業界や社会と連携

した未来志向の研

究開発に取組む。

こうしたイノベーショ

ンデザインの活動を

通じて研究所の研

究活動に新たな価

値基準を与え、研

究所の有する研究・

経営資源等を踏ま

えつつ、未来社会

の実現に向けた研

究の推進を可能と

研究所は、社会と

科学技術との関係

を俯瞰的に捉え、

どのような未来社

会を作りたいかと

いうビジョンと、こ

れを実現するため

の未来シナリオを

描くための基盤を

構築する。  

細分化された科学

だけで解決するこ

とが困難な、複雑

化・流動化する社

会課題の解決に

向け、基礎から実

用化につなげるエ

ンジニアリング研

究を推進する。  

平成 31 年度は、

引き続きそのため

の基盤を構築する

ことを目指し、イノ

ベーションデザイ

ナ ー の 育 成 を 図

り、理研内外の協

力を得て継続的に

シナリオ創出を行

い、未来志向の研

究開発に繋げる。

また、細分化され

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営シス

テムを構築・運用できた

か。 

【イノベーションデザイン】 

●以下の取組により、未来シナリオの作成及びイノベーショ

ンデザイナーの育成等の基盤構築を着実に推進した。 

●所内外の分野横断的な研究者や産官学のステークホル

ダーの参加による未来戦略室フォーラムを 5 回開催し、延

べ 500 名を超える幅広い参加を得た。具体的なテーマとし

ては、①二酸化炭素の資源化、②AI ロボットによる科学の

自動化、③宇宙への生存圏の拡大と資源循環、④生殖工

学・臓器再生・人間機能拡張、⑤イノベーションエコシステム

構築を採り上げ、100 年後の独自性のある未来を展望し、

議論を行った。 

●その上で、これらの成果を基に、「未来シナリオ集β版

vol 1.1」を試行的に取りまとめたところである。本試行版は、

現時点でまだ確定的なものではなく、今後、更新・充実等を

図っていくことを前提としたものであるが、併せて、イノベー

ションデザイン活動に伴う連携協力を進めるためのツール

としての活用も図っていく予定である。 

●また、これらの取組から理研が自らの又はその外部との

連携等を通じた未来志向の研究開発につなげるべく、科学

の自動化、二酸化炭素の資源化などの研究開発について、

理研内外のより大きな研究事業へのステップアップに向け

た検討や準備を進めた。また、未来戦略室フォーラムの人

口冬眠に関する議論は、理研のセンターにおけるプロジェク

ト（「生命代謝スピードの多階層操作技術の開発」（令和２年

度予算 5.5 億円）に展開されている。 

 

【エンジニアリングネットワーク】 

●引き続き所内公募型課題を推進した。今年度は前年度ま

でに採択した 17 課題に加え、新たに 6 課題を採択した。ま

た、前年度に引き続き研究センターの垣根を越えた組織横

断的なネットワーク形成や推進課題の発展に向けた大学や

 

●イノベーションデザインは新しい取組であるが、これまでその方法

の構築や情報発信に試行錯誤しつつも、一連の未来戦略室フォー

ラム等の成果を基に未来シナリオ集が試行的に取りまとまるととも

に、それらの議論の波及効果として、理研のプロジェクトへの展開や

外部資金獲得、外部機関との連携への検討・準備につながるなど、

所内外の研究者等の協力を得て、一定の成果が積み上げられつつ

ある。今後、関係者の意見等も頂きつつ本β版の更新・充実等を進

めるとともに、理研の研究者との連携等により活動の更なる定着・展

開を図っていくことが重要と考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●所内公募型課題については、推進課題が理研内外のより大きな

研究事業へとステップアップし、基礎から実用化に向けた研究の発

展はもとより、異分野連携による新たな研究領域の開拓へと発展し

たことは大きな進展と考えられる。 
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する研究所運営シ

ステムを確立する。

また、イノベーション

デザイナーは、未来

シナリオの策定に

係る対話等を通し

て、産学官の様々

なステークホルダー

が共創していくため

の場を提供する。 

 

さらに、少子高齢化

や気候変動等、複

雑化・流動化する社

会課題が、細分化

された科学だけで

解決するのが困難

となっていることを

踏まえ、学際性を発

揮しやすい研究所

の環境を活かし、研

究所内の、個々の

研究分野で世界最

先端を行く科学者・

技術者が、分野を

超え柔軟に連携で

きる組織横断的な

ネットワークを形成

する。イノベーション

デザインの取組とも 

連携しつつ、社会課

題の解決に向け、

そのネットワークを

活用し、基礎から実

用化へつなげるエ

ンジニアリング研究

を推進する。 

た科学だけで解決

す る こ と が 困 難

な、複雑化・流動

化する社会課題の

解決に向け、基礎

から実用化につな

げるエンジニアリ

ング研究を推進す

る。 

学際性を発揮しや

すい研究 所の環

境を活かした組織

横断的なネットワ

ークの形成促進、

異分野連携による

エンジニアリング

研究を引き続き推

進するとともに、次

世代ロボティクス

の実現に向けた研

究を開始する。 

企業等との連携構築のための様々なワークショップ等を開

催した。 

●これらの取り組みにより、「“海を耕す”新時代を創生する

環境診断・予測技術の構築」が新たな研究領域の開拓等を

目指す理研内ファンドである新領域開拓課題へと発展し

た。また、「ロボットと人工知能を用いた人を介さない細胞培

養の最適化」が JST 未来社会創造事業へと発展すると共

に、参画メンバーが中心となりラボラトリーオートメーション

研究会を組織し、研究室のあらゆるプロセスの自動化に取

り組んでいる産学の研究者とのネットワークを構築した。 

 

 

●また、プロジェクト型課題として科技ハブ産連本部バトン

ゾーンプログラム内にロボティクスプロジェクトを立ち上げ、

脳 xAI の要素を取り入れた次世代ロボティクス研究の研究

体制の構築を進めると共に、人間機械協調研究チームを設

置し、研究を開始した。 

 

 

 

 

●プロジェクト型課題については、次世代ロボティクスプロジェクト及

びオルガノイドプロジェクトを新たに立ち上げることができた。 

ロボティクスに関しては、理研内外の有識者によるリトリートでの

議論などにより、人間の認知機能を中心とするこころのメカニズムを

構成論的に解明し、主体感を妨げないインビジブルな支援が可能な

ロボットの実現を目指す研究として活動内容の整理を行った上で、

組織化を実現することができた。 

オルガノイド研究に関しては、生命機能科学研究センターに拠点

を設置し、その拠点は米国シンシナティ大学との連携へと発展し、科

技ハブの展開としても進んでいる。 

●次世代ロボティクスプロジェクトについては、拠点の形成と人員の

確保、さらに大学、他の研究機関と企業を含めた連携により構築が

着実に進んだ。 

 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(2)】 世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指
標 

達成目標 29 年度 
（基準値） 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 参考情報 
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研究に従事する研
究者の外国人比率 

20％程度 19.5% 19.6% 22.9%       

指導的な地位にあ
る女性研究者の累
計在籍者 

累 計 45
名 

31 名 32 名 35 名       

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯若手研究人材の育成 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

世界に開かれた国

際頭として研究所

脳循環のハブが機

能することにより、

科学技術の水準の

向上と国内の若手

研究者の育成等を

推進するため、大

学との研究協力及

び優れた人材の育

成の観点から組織

的な連携を進め、

国内外の優秀な研

究者の受入れとそ

の育成・輩出、大学

からの学生の積極

的な受入れに取り

組むとともに、海外

の研究機関との共

同研究・人事交流

等の連携や、海外

の 研 究 拠 点 の 形

成・運営などを、戦

略的に推進する。 

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト、国際プ

ログラム・アソシエ

イト及び基礎科学

特別研究員等の制

度を活用して、独立

性や自律性を含め

た資質の向上を図

るべく、学生から若

手研究者まで人材

育成に取組む。ま

た、未開拓の研究

領域等、野心的な

研究に挑戦しようと

する若手研究者を

研究室主宰者とし

て任命する制度（理

研白眉制度）を活用

し、次世代の研究

人材を育成する。 

大学院生リサーチ・

アソシエイト制度で

は、柔軟な発想に

富み、活力のある

大学院生を積極的

に受入れ、育成す

る。平成 31 年度

は、130 人程度を受

入れる。  

国際プログラム・ア

ソ シ エ イ ト 制 度 で

は、科学技術の発

展に貢献する優秀

な人材を発掘・育成

し、将来、日本と海

外を結ぶ国際的な

ネットワークを構築

す る こ と を 目 指 し

て、年間 30 人程度

を新たに受入れる。  

基礎科学特別研究

員制度では、国籍

を問わず世界水準

で優秀な若手研究

者を採用し、自由な

発想で主体的に研

究できる機会を与え

ることにより、創造

性や独創性をより

高め、国際的に活

躍する研究者を育

成する。平成 31 年

度は、150 人程度を

受入れる。  

理 研 白 眉 制 度 で

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

（評価指標） 

・国内外からの研究者の受

け入れと育成・輩出の状

況、学生の受入状況 

 

（モニタリング指標） 

・国内外から受け入れた若

手研究者数、白眉 PI の採

用数 

 

●大学院生リサーチアソシエイト（JRA）として国内

大学院生を 147 名、海外の大学院生を国際プロ

グラム・アソシエイト（IPA）として 83 名、合計 230 

名を受け入れた。 

 

●基礎科学特別研究員については、155 名を受け

入れた。うち外国人は 50 名を受け入れ、全体の 3 

割が外国籍であった。 

 

●理研白眉研究チームリーダーとして３名を受け

入れた。第三回目の公募と同時に女性研究室主宰

者プログラムとして加藤セチプログラムの公募も行

い、女性１名を含む２名の理研白眉研究チームリ

ーダー内定者を決定した（令和２年度着任予定）。 

●各階層における若手人材を育成する制度を設け、さらに国際会議など

で紹介し国際的認知度を向上させる取組を行なったと認める。 

さらに、理研白眉制度の下、女性限定公募の「加藤セチプログラム」を

運用し女性 1 名が初めて着任したとともに、令和 2 年度採用の募集にお

いて女性の応募割合が増加するなど、既存分野にとらわれない次世代

を担う研究リーダー・女性の研究リーダーの育成を強力に推進したことを

高く評価する。 
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は、未開拓の研究

領域等、野心的な

研究に挑戦しようと

する若手研究者に

研究室主宰者とし

て独立して研究す

る機会を与え、広い

視野を持つ国際的

な次世代の研究人

材を育成する。平成

31 年度は、3 名を受

入れる。 

◯新たな人事雇用制度 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
若手をはじめとする

研究者等が、中長

期的視点を持って

研究に専念出来る

よう、研究者等の

任期の長期化や一

部の無期雇用化を

含む、人事制度の

改革・運用を行う。

この際、様々な特

色ある発想・知見を

持った研究者を受

け入れ、また輩出

する機能が、研究

所の活性化や科学

界全体の発展に重

要であることに鑑

み、人材の流動性

と安定性のバラン

スには十分配慮す

るとともに、無期雇

用となった研究者

等については、自ら

の研究の推進のみ

ならず、より広範な

研究分野での貢献

等、研究所全体の

発展に向けた取組

への参画を促すこ

ととする。 

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長

期的に進めるべき

分野等を考慮し、公

正かつ厳正な評価

を行ったうえで、無

期雇用職として任

期の設定がなく研

究に従事できる環

境を提供することと

し、対象となる研究

者の割合を 4 割程

度まで拡充する。ま

た、任期制研究者

についても、研究に

従事できる期間を

原則7 年とする等、

安定的な研究環境

を提供し、研究セン

ター等で柔軟かつ

機動的に人材を活

用するとともに、国

内外の大学・研究

機関等で活躍する

人材として輩出する

ことを目指す。 

加えて、全所的に

活躍し得る高度な

研究支援業務を担

うコーディネーター

（リサーチアドミニス

トレーター）等につ

平成 31 年度は、引

き続き無期雇用職

員の採用を進め、

公募選考等を通じ

て優れた人材の獲

得に努める。また、

任期制研究者につ

いても、研究に従事

できる期間を原則 7

年とする等、安定的

な研究環境を提供

し、研究センター等

で柔軟かつ機動的

に人材を活用すると

ともに、国内外の大

学・研究機関等で

活躍する人材として

輩出することを目指

す。 

加えて、全所的に

活躍し得る高度な

研究支援業務を担

うコーディネーター

（リサーチアドミニス

トレーター）等につ

いても人材確保に

努める。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で

優れた人材の登用、研究

支援機能の構築などの、研

究環境の整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・無期雇用化した職員数 

 

●無期雇用職の登用制度により公募・選考を行

い、研究系管理職 38 名、研究系一般職 22 名を登

用した。また、全所的に活躍し得る高度な研究支

援業務を担う研究支援職員として 7 名を登用した。 

 

●令和 2 年 4 月 1 日採用に向けて無期雇用職員

の公募・選考を行い、研究系管理職 1 名、研究系

一般職 27 名、研究支援職員 13 名を内定した。 

 

●常勤の研究系職員及び研究支援職員 3,053 名

のうち、定年制職員、無期雇用職員は 564 名(18．

5%)である。 

 

●任期制研究者による研究活動への従事期間に

ついては、その能力を最大限に発揮して研究に従

事できるよう原則 7 年として運用した。 

 

●社会情勢や所内の意見等を踏まえ、関係各所と

1 年半以上にわたる対話を行った上で、令和元年

12 月に、「研究職（研究系職、技術系職、研究支援

系職）における人事制度の方針」を所内に示した。 

 

適切に計画を遂行していると評価する。 
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いても人材確保に

努める。 

◯研究開発活動を支える体制の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究者が自らの研

究開発活動を効果

的・効率的に行うと

ともに成果の最大

化を図り、研究所と

してその得られた

成果の社会還元を

進めるために、研

究系事務職員や研

究補助者といった

研究支援者、研究

所内外の連携を進

めるためのコーディ

ネート人材等の配

置や、そのための

適切な事務体制の

構築等、研究開発

活動を事務・技術

で強力に支える機

能・体制を構築す

る。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化するため、事

業所毎にセンター

等研究組織の研究

推進を担う運営業

務と、管理系業務を

効 果 的 に 配 置 す

る。加えて、研究セ

ンター等研究組織

においてもアウトリ

ーチ活動、研究資

金獲得支援、学術

集会等開催、研究

所内外の大学、研

究機関等との連携

研究の支援等を行

うコーディネーター、

高度支援専門職等

の研究経歴を有す

る研究支援人材等

を配置することによ

り、多層の研究推

進・支援体制を整備 

し、研究者が研究に

専念できる研究環

境 を 構 築 す る。 ま

た、適正に業務を見

直し、あるいは不要

な業務は廃止する

等により、適宜業務

の改善を図る。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化する。 

平成 31 年度は、事

務組織、センター等

研究組織における

効果的な運用を進

める。また、本部と

和光事業所の業務

の融合を進めて、

限られた人員での

業務配分の最適化

をするとともに、セ

ンター長室等にお

ける研究支援機能

を強化する。個々の

事務職員や研究部

門におけるコーディ

ネーター・アシスタ

ント等がその立場

や環境に関わらず

高い意欲を持って

業務に取組めるよう

にするため、能力・

業務実績を反映す

るキャリアパスの設

計の検討を行う。 

さらに、無期雇用職

コーディネーター、

高度研究支援専門

職、研究支援専門

職について公募選

考等を通じて優れ

た人材の獲得に努

める。また、適正に

業務を見直し、ある

いは不要な業務は

廃止する等により、

適宜業務の改善を

図る。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で

優れた人材の登用、研究

支援機能の構築などの、研

究環境の整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・研究支援者等の数 

 

●所内公募により選考された無期雇用研究支援職

を各センターのセンター長室へ配置することによ

り、センターの安定的な研究支援機能を強化した。 

 

●全所的に活躍し得る高度な研究支援業務を担う

研究支援職員（コーディネーター、高度研究支援専

門職、研究支援専門職、アシスタント）として 7 名を

登用した。 

 

●令和 2 年 4 月１日採用に向け公募・選考を行い、

研究支援職員 13 名を内定した。 

 

●無期雇用職員登用制度の運用にあたっては、研

究現場からの要望を踏まえ、これまで研究系、技

術系、研究支援系のいずれにも位置付けがなかっ

た情報インフラを担う人材を、無期雇用研究支援

系職員として登用した。 

 

●任期制事務職員のキャリアパスとして事務基幹

職制度（無期雇用職）により 22 名を登用した。 

 

●研究支援を担う研究支援職及び事務系職員の

合計は、現時点において 842 名である。 

 

●限られた人員で効果的な業務を遂行するため、

施設部設置準備室を置き、施設業務に関する本部

機能の抜本的強化を行った。また、施設業務を担

当する准事務基幹職員を公募・選考し、和光事業

所において 3 名、播磨事業所において 3 名、横浜

事業所において 1 名を採用し、業務体制を強化し

た。さらに、建築、電気に関する専門技能・知識を

有する嘱託職員を公募・選考し、播磨事業所にお

いて 2 名を採用した。 

適切に計画を遂行していると評価する。 

◯ダイバーシティの推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
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これらを進める上

で、女性や外国人

研究者等が円滑に

研究活動に従事で

きるよう、ダイバー

シティの計画的な

推進に配慮した環

境 の 整 備 に 努 め

る。 

より多様な人材を確

保するための先導

的な研究環境の構

築等の取組を引き

続き推進する。 

女性研究者等のさ

らなる活躍を促すた

め、出産・育児や介

護の際及びその前

後においても研究

開発活動を継続で

きるよう男女共同参

画の理念に基づい

た仕事と家庭の両

立のための取組等

を実施し、研究環境

を整備する。 

外国人研究者への

様々な支援を含め

て、国際的な環境を

整備するため事務

部門における外国

語対応をさらに強化

する。また、既に導

入されている各種

の取組についても

利便性を高めるた

めの見直しや改善

を図る。 

加えて、研究所全

体で、障害者雇用

の 支 援 等 に 取 組

む。 

指導的な地位にあ

る女性研究者につ

いては、その比率

（第 3 期中長期計

画目標「少なくとも

10％程度」）の維持

向上及び輩出に努

め、当該中長期計

画期間における指

導的な地位にある

女性研究者の累計

在籍者数 45 名を

目指す。また、外国

人研究者の比率の

維持（第 3 期中長期

計画目標 20 ％程

度）等多様性の確

平成 31 年度は引き

続き、本部と実際に

外国人研究者の受

入れを行う各事業

所との連携を図り、

外国人研究者の家

族に対する生活支

援、生活に関連す

る諸手続きの簡素

化 の 推 進 等 の ほ

か、対応する各事

務部門の一層のバ

イリンガル化を推進

するとともに、外国

人向け生活マニュ

アルの充実化を図

る。また、外部向け

ホームページにお

ける研究所外外国

人研究者向けの情

報を整理し内容を

充 実 さ せ る と と も

に、英文の研究所

内ニュースレターで

ある 

RIKENETIC や研究

所内ウェブサイトを

通じて定期的に必

要な情報を発信す

る等、来日前から入

所後まで状況に応

じたきめ細かい対

応を行う。このよう

な環境整備のもと、

外国人研究者の受

入れを引き続き積

極的に進め、研究

に従事する研究者

の外国人比率の維

持（第 3 期中長期計

画目標 20％程度）

等、多様性の確保

を図る。 

加えて、研究所全

体で、障害者雇用

の 支 援 等 に 取 組

む。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

（モニタリング指標） 

・研究者の外国人比率、女

性比率 

 

● 出産・育児や介護の際及びその前後において

も研究活動を継続できる環境整備を推進し、男女

共同参画の理念に基づいた仕事と家庭の両立を

目指すための取組として「妊娠、育児又は介護中

の研究系職員を支援する者の雇用経費助成」で、 

のべ 43 人（平成 30 年度はのべ 56 人）に助成を

行った。 

 

●個別の事情に対応し支援を検討する相談窓口

「個別支援コーディネート」には 18 件（平成 30 年

度は 12 件）の相談があった。   

 

●仕事と育児・介護の両立を支援するための継続

的な取組として、研究費助成（計29名）や両立支援

セミナー（和光・横浜各 1 回、参加者計 124 名）・個

別相談会（計 5 回、相談者計 29）名等を実施した。 

 

●役職員の意識啓発を目的としたダイバーシティ

セミナーに加え、e ラーニング（日英版）を新たに導

入した。 

 

●優れた女性研究リーダーの採用を促進するため 

2018 年度から開始した「加藤セチプログラム」に、 

海外で活躍する女性研究者の受け入れを推進す

るためのクロスアポイントメント型を新たに導入し、 

常勤型を含めた計 3 件の助成を決定した。 

 

●女性研究リーダーの育成を目的に、PI を目指す 

11 名の若手・中堅女性研究者を対象とするリーダ 

ーシップ開発プログラムを新たに実施し、研究者と 

しての多面的な能力開発及びネットワーク構築を 

行った。 

 

●ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ事業

の補助金交付が平成 30 年度で終了したが、補助

事業の安定的な運営のため、自主経費により同規

模の予算措置を行った。 

 

●指導的な地位にある女性研究者の比率は 8.3%

で、累計在籍者数は 35 名となった。 

 

●障害者雇用の拡大のため、現在和光地区にお

いてのみ設置している業務支援室の他地区への

展開の検討を行い、令和 2 年度中に横浜地区に設

置することとした。 

●海外の若手研究者・学生等が理研に興味を持っ

てもらえるように、理研の若手研究者らが理研の魅

力を語る、英語版プロモーションビデオを作成して

所外向けウェブページで公表した。 

 

●女性研究室主宰者の公募実施や女性研究者の研究力強化支援・意

識改革の取組を効果的に推進することで、将来的に指導的地位に占め

る女性研究者の割合の向上が期待できる環境を整えており、順調に計

画を遂行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

18 

保を図る。 ●海外より赴任する外国人職員向けの有用情報を

掲載した所外向けウェブページのコンテンツを整備

した。 

 

●引き続き専門スタッフによる所内文書の翻訳を

行った。特に 2 月以後は新型コロナウイルスの感

染拡大に伴う緊急かつ重要な所内の通知文書等

を迅速かつ正確に翻訳し、ほとんどの文書を日英

同時に外国人職員に発信した。 

 

●所内のバイリンガル化、国際化の一助とするた

め、事務職員向けの英語ライティングワークショッ

プを 2 回開催し、高評価を得た。 

 

●英文所内報 RIKENETIC が外国人職員にとって

より魅力ありかつ有益なものとなるよう、記事内容

等を一新した。 

 

●研究者の外国人比率は 22.9%に達した 

 

 

 

 

●外国人職員向けに新型コロナウイルス関連の情報を迅速に翻訳しほ

ぼ日英同時に提供できたことは、高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●各種取組により研究者の外国人比率が 20%を超えたことは評価でき

る。 

◯国際化戦略 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

世界に開かれた国

際頭脳循環のハブ

として研究所が機

能することにより、

科学技術の水準の

向上と国内の若手

研究者の育成等を

推進するため、大

学との研究協力及

び優れた人材の育

成の観点から組織

的な連携を進め、

国内外の優秀な研

究者の受入れとそ

の育成・輩出、大学

からの学生の積極

的な受入れに取り

組むとともに、海外

の研究機関との共

同研究・人事交流

等の連携や、海外

の 研 究 拠 点 の 形

成・運営などを、戦

略的に推進する。 

国際的な科学技術

ハブとして、国際連

携を通じた世界最

高水準の研究成果

の創出や国際頭脳

好循環を実現する

ため、互恵的な国

際協力関係を構築

する取組を国際化

戦略に基づき推進

する。具体的には、

海外研究機関・大

学等との覚書や研

究 協 力 協 定 の 締

結、国際共同研究

の実施、人材の派

遣や受入れを通じ

た国際交流等に取

組 み 、 ア ジ ア 、 米

国、ヨーロッパ等に

国際連携拠点を形

成する。また、取組

状況を適宜精査し、

終了した共同研究

や国際連携拠点は

速やかに廃止する

国外の研究機関と

の連携・協力につい

ては、研究所の国

際戦略に基づき、ト

ップレベルの海外

研究機関・大学と、

研究協力協定や国

際連携大学院協定

の締結等による機

関間連携・協力体

制の構築を進める。

平成 31 年度は引き

続き、共同シンポジ

ウムの開催等を通

じてさらなる国際協

力に向けた研究課

題の検討を進める

とともに、これまで

に構築した海外研

究機関等との連携

を強化する。また、

機関間連携等を通

じた国際的なネット

ワークを活用し、多

様な国際的人材の

獲得・育成を行う。

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

（評価指標） 

・海外の研究機関等との連

携状況 

●トップダウンによる戦略的な国際連携推進のた

めの「理化学研究所の国際化戦略」を着実に推進

するため、グローバル戦略委員会による審査を経

て、戦略的な研究パートナーとの国際連携事業（4

課題）を選定し、ボトムアップとトップダウンのマッチ

ングを図り、より科学的・社会的インパクトの高い国

際連携を所として推進した。 

 

●７月にルクセンブルク大学のルクセンブルク生命

医科学システムセンター及びルクセンブルク健康

研究所との間に研究協力に関する覚書を締結し、

理研－ルクセンブルク大学連携オープンラボを開

設した。 

 

●11 月に理研シンガポール事務所において、

Aging に関するマレーシア科学大学との研究協力

覚書に基づく連携研究プロジェクトに関するワーク

ショップを開催し、５か年間の研究活動について、

外部有識者による評価を行った。 

 

●12 月にブリュッセルにおいて、理研欧州事務所

開所一周年記念シンポジウムを行い、欧州と日本

から研究者や政府関係者ら 140 名人以上が参加し

た。 

適切に計画を遂行していると評価する。 
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等 適 切 に 対 応 す

る。 

国際連携研究や海

外拠点形成につい

ては、研究組織の

戦略と本部の国際

化戦略が合致した

国際連携研究を引

き続き推進するとと

もに、前年度に設置

した欧州事務所の

活動を強化する。 

◯研究開発活動の理解増進のための発信 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

我が国を代表する

研究機関として、自

らの活動を科学界

のみならず広く一

般社会に発信し、

その意義や価値に

ついて、幅広く理解

され、支持を得るこ

とが重要である。こ

の た め 、 論 文 発

表、シンポジウム、

広報誌や施設公開

等において、引き

続き、研究活動や

研究成果の分かり

やすい発表・紹介

に 取 り 組 む と と も

に、あわせて、当該

研究によって期待

される社会還元の

内容等について情

報発信を行い、国

内外の各層から幅

広く理解・支持され

るよう努める。 

国民の理解増進を

図るため、優れた研

究開発成果や期待

される社会還元の

内容についてプレス

発表、広報誌、ウェ

ブサイト、SNS、施

設公開、各地で開

催する科学講演会

やメディアとの懇談

会等において情報

発信を積極的に行

う。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用

語や映像を用いて

国民にわかりやす

い形で情報提供す

る。また、施設公開

や各種講演会に加

え、セミナーや出張

レクチャー等の機会

を通じて、国内外の

各層から幅広く 理

解・支持されるよう

努める。 

海外との連携強化

や国際人材の確保

を目的として、海外

メディアを対象とし

たプレスリリースや

RIKEN Research 等

により海外への情

報発信を行う。 

国民の理解増進を

図るため、平成 30

年度に策定した広

報戦略に基づき、

優れた研究開発成

果や期待される社

会還元の内容につ

いて情報発信を積

極的に行う。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用

語や映像を用いて

国民にわかりやす

い形で情報提供す

る。また、施設公開

や、各種講演会に

加え、セミナーや出

張レクチャー等の機

会を活用するととも

に、「科学道」を用

いた理解増進活動

により、国内外の各

層から幅広く理解・

支持されるよう努め

る。公式ウェブサイ

トについては、ウェ

ブアクセシビリティ

を考慮し、インター

ネット利用の習熟

度、障害の有無、年

齢等にかかわらず、

誰もが利用しやす

いウェブサイトを基

本方針とし改訂を進

め、平成 31 年度内

にリニューアル公開

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・研究成果の発信、アウトリ

ーチ活動の取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・アウトリーチ活動の実施

件数 

 

●理研のブランディング活動として「科学道」を使っ

た広報活動を進めた。具体的には、「科学道100 冊

フェア」の令和元年度版を全国の図書館や教育機

関等にて展開した（令和 2 年 3 月 27 日現在で図書

館 211 館、教育機関 194 校、書店 33 店）。 

 

●プレスリリースや、必要に応じ報道機関向け勉

強会を開催するなど、正確で適切な報道発表の取

組を行った。定例記者懇談会を 5 回開催し、記者と

の交流を深めた。 

 

●令和元年度理研主導のプレスリリースは、184件

（資料配布 100 件、レクチャー15 件、参考資料配布

69 件、他機関主導の発表を含む数は 275 件)を行

い、その約 6 割が新聞に掲載された。 

 

●「理研ニュース」（月刊）、理研全体から代表的な

研究成果を紹介する「広報誌 RIKEN」（年刊）、小中

学生と保護者をターゲットにした子供向けミニ冊子

（年刊）を発刊し、理研ウェブサイトにも公開した。 

 

●和光、筑波、播磨、仙台、横浜、神戸、名古屋、

大阪など、各地区で一般公開を行い、全体の来場

者は約 27,000 名であった。 

 和光地区の一般公開では、初めて英語でのサイ

エンスカフェを開催し、好評を得た。 

 

●「科学講演会」（東京、静岡）、「スパコンを知る集

い」の開催、文科省主催の「子ども霞が関見学デ

ー」への参加、参加者との双方向のコミュニケーシ

ョンイベントとして「理研 DAY：研究者と話そう」の開

催（7 回）、SSH 校の集まる「サイエンスフェア in 兵

庫」や、はこだて国際科学祭 2019 に出展し、サイエ

ンスレクチャーなど理解増進の取組を行った。 

 

●高校生向けプログラムとして、「RIKEN 和光サイ

●「科学道 100 冊」では、多くの図書館や教育機関等でフェアを開催し好

評を得た。継続開催の希望も多数寄せられ、新聞やＴｗｉｔｔｅｒ、ブログなど

で多数紹介された。この活動を通して、理研はもとより科学一般への関

心を高めることにも大きく貢献した。 

 

 

●研究成果の報道発表を継続して適切で正確な報道につなげることが

できた。また、記者懇談会を通じて、理研の研究成果や取組が新聞で取

り上げられ、正確で適切な報道につなげられた。また、経営陣と記者との

双方向のコミュニケーションもとることができた。 

 

 

 

 

 

 

●分かりやすく伝える観点からのプレス発表・動画配信、各種広報誌や

子供向け小冊子、ウェブサイト等により情報発信、地域と連携した活動を

順調に展開した。科学講演会、一般公開等のイベントに加え、高校生向

けのプログラムを充実させた。 
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する。 

研究所の国際社会

における存在感を

高めるため、英語で

の情報発信経験を

有する科学コミュニ

ケーターによる海外

メディアを対象とし

た記事作成を行うと

ともに、外国人向け

の 広 報 誌 RIKEN 

Research を発行す

る。また、アメリカ科

学振興協会年次総

会等、国際的な科

学技術関連会議で

のジャーナリストと

のネットワーキング

や、英文によるプレ

スリリースを行う。 

エンス合宿 2019」、「夏休み高校生理科教室」、「高

校生のための生命科学体験講座」を実施した。ま

た、各地区において高校の団体見学を受け入れた

（190 校、約 5,700 人）。 

 

●メールマガジンの発行（24 回、会員数：約 11,000

名/R2.3.27 現在）、及び Twitter での情報発信を行

った（年間ツイート数 326 回、フォロワー約 31,000

人（R2 年 3 月））。また、YouTube「RIKEN Channel」

に研究の紹介やプレスリリース関連の動画を 40 本

掲載した。 

 

●理研ウェブサイトを 10 月にリニューアル公開し

た。その際、総務省の「みんなの公共サイト運用ガ

イドライン」に基づき、ウェブアクセシビリティ対応を

進め、その達成基準 A25 項目と AA13 項目をほぼ

達成した。 

 

●理研ウェブサイトのリニューアルに際し、英語ペ

ージについて研究成果情報の掲載方法を整理し、

分野別やキーワード検索を可能とした。 

 

●一般公開等の来場者やイベント参加者に理研グ

ッズを販売し（8,937 点）し、平成 28 年度からは自己

収入事業として、R 元年度収入予算（435 万円）に

対して約 525 万円の収入を達成（120％）した。 

 

●英文プレスリリース 38 件を発表、ニュース配信

サービス経由の他独自に 230 名の、ほとんどが海

外在住の外国人ジャーナリストに配信した。外国人

向け英文広報誌 RIKEN Research について印刷媒

体は年 4 回発行、WEB 版は随時記事を作成・発信

し、海外メディアから問い合わせを受けた。  

 

●海外の若手研究者・学生等が理研に興味を持っ

てもらえるように、理研の若手研究者らが理研の魅

力を語る、英語版プロモーションビデオを作成して

所外向けウェブページで公表した。 

 

●アメリカ科学振興協会年会（AAAS）で、前年度

に引き続き科学セッション提案が採択され、外部研

究者や産業界からもスピーカーを招いて主催し、

100 名を超える出席者があった。 

 

●国際発信の効果を測る方策の一つとして、

Altmetric スコアを自動的に取得できるプログラム

を内製で開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●アメリカ科学振興協会年会（AAAS）で科学セッションを主催したこと

は、理研の国際社会におけるプレゼンス向上や国際頭脳循環に貢献す

るものと考えられる。 

 

 

●Altmetric スコアのプログラム開発により一度の動作で全登録データの

同時アップデートが可能となり、今後業務の効率化及び広報活動の検討

に貢献が期待される。 
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【スーパーコンピュータ「京」及び「富岳」に関する広

報・理解増進対応】 

●「スーパーコンピュータ「京」」の撤去にあたり、

「京」の筐体や化粧パネル等は、子どもや学生のス

ーパーコンピュータに対する理解増進に活用しても

らうため、希望のあった科学館等 13 館に寄贈され

た。寄贈にあたっては、寄贈式を開催し、シャットダ

ウンセレモニー同様にメディアで広く報道され、国

民の関心を集めた。 

 

●「京」の後継機「富岳」の製造拠点がある石川県

(金沢市)にて講演会「富岳を知る集い」を開催し、

その様子が全国レベルで報道された。高性能計算

科学に係る研究および研究者育成のために寄附し

た者に対して「京」の CPU を加工した記念品を贈呈

するため、準備を進めた。 

 

●「富岳」の名称決定にあたり一般から公募し、全

国の科学館や博物館、スーパーサイエンスハイス

クール校等を通じた若年層への積極的な呼びかけ

を行った。また、名称案募集のリリースの関東の記

者会への配布や、理研ニュース（2019．3）へ名称

募集記事を掲載した。これらの取り組みにより、

「京」のときに比べ約 2.5 倍の約 5,200 件の応募が

あった。名称決定やシャットダウン式典、寄贈式の

様子は、主要テレビ局、主要紙や地方紙などメディ

アで広く報道されたほか、国会議員等のご参加も

あり、非常に注目されるものとなった。  
 

 

 

 

●適切な時期に効果的なリリースや会見を繰り返すなど、常に話題づく

りを心掛けたことにより、TV 報道を含め数多くのメディアにおいてポジテ

ィブに報道され、「富岳」への期待感を醸成するとともに、その役割や意

義について、国民の理解度を高め、広く関心を集めたことは、高く評価す

る。 

 

 

 

●単に「京」を撤去するだけでなく、後世に残るスーパーコンピュータの歴

史としてその一部を残し、CPU を感謝の意味を込めた記念品に加工する

創意工夫を行ったことは、非常に高く評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(3)】 関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯産業界との共創機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

イノベーション創出

のために、研究所

が有する革新的研

究シーズの社会還

元を加速する。この

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、ニーズ

探索、新技術開発

テーマ創出から事

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、平成 31

年度は、産業界と

の融合的連携研究

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

●産業界との連携 

（産業界との融合的連携研究制度） 

令和元年度は新規チームの設置はなかったが、

令和 2 年度以降の設置に向け、関心のある企業と

の個別相談や説明会を実施した。活動中の全 8 チ

●産業界との連携 

（次世代の技術基盤の創造） 

企業との共同研究を通じて、ミドリムシを対象とした高効率のゲノム編

集方法の確立といった社会実装に繋がる基礎研究での成果を創出し

た。 
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ため、産業界や大

学といった外部機

関との連携を強化

し、分野や業種を

超えて結びつく場と

して、研究所の研

究 成 果 の 実 用 化

や、関係機関によ

る新たな価値の共

創のためのオープ

ンイノベーションの

推進や、そのため

の企画・立案機能

の強化及び体制整

備、知的財産の戦

略的な取得・管理・

活用等の取組を推

進する。また、それ

らの取組を通じ、外

部資金の獲得・活

用に努める。 

特に、外部機関と

の連携にあたって

は、個々の研究者

同士の共同研究を

実施するだけでは

なく、組織対組織の

連携を強化し、研

究所内外の知識や

技術を融合・活用

することでオープン

イノベーションの推

進に資する。 

産業界との連携に

あたっては、組織

的かつ大型の共同

研究等の取組を強

化することで、外部

資金を獲得・活用し

つつ、自らの研究

シーズの社会還元

を行う。その際、イ

ノベーション創出を

促進し先導する観

点から、研究所の

知的財産の管理・

活用、法人発ベン

チャーの育成・支援

のための組織的な

取組を強化する。 

業化に向けて、諸

外国での取組状況

等も踏まえ、オープ

ンイノベーションを

推進し、組織対組

織の連携による産

業界との共創機能

を強化する。そのた

め、学際・業際等の

領域を跨がる連携

チームを構成した戦

略的な共創テーマ

を創出し、産業界と

研究所の複数の研

究チームより構成さ

れる連携センター、

産業界と研究所が

協働して研究計画

の立案から成果創

出までを一体的に

担 う 連 携 プ ロ グ ラ

ム、産業界の先導

による課題解決に

取組む融合的連携

研究等を推進し、大

型共同研究に結実

させる。また、それ

らの共同研究の実

施に当たって、その

着実な進捗と成果

の社会実装に向け

た組織的なプロジェ

クトマネージメントを

行う。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、技

術の優位性判断、

市 場 調 査 等 を 進

め、外部ベンチャー

キャピタル等の協

力を得ながら事業

計画の立案、経営

支援及び資金調達

支援を一体的に推

進する。 

産業界が活用し得

る質の高い知的財

産 権 の 確 保 の た

制度において、次

世代の技術基盤の

創造や、成果の早

期実用化等に向け

て発展が見込まれ

る研究開発課題を

着実に設置するとと

もに、産業・社会の

ニーズを捉えた研

究開発課題発掘の

機 会 を広げ る こ と

で、より確実に成果

が創出され、推進で

きる体制を強化す

る。産業界との連携

センター制度につい

ては、産業界の潜

在ニーズの開拓に

努め、これまでに設

置した連携センター

の持続的発展ととも

に、研究所内各所

の 調 整 を 密 に 行

い、連携プログラム

の実施も含めた組

織的かつ包括的な

連携の提案と構築

を積極的に行う。ま

た、産業界との共創

機能を強化するた

めに、企業の経営

戦略の把握とそれ

に基づくコンサルテ

ィング、研究センタ

ー等の積極的参加

を引き出すテーマ

創出活動を推進す

るとともに、企業と

の組織対組織の連

携を前提とする産

業界会員制度を創

設し実施する。企業

との共創、知財のラ

イセンス、ベンチャ

ー支援、共同研究

促進等の活動を一

元的に担う成果活

用等支援法人に対

し、出資並びに人的

及び技術的援助を

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界や

大学との連携状況と、これ

による研究成果の社会還

元等の状況 

・知的財産のマネジメント、

ベンチャー創出・育成の進

捗状況 

・出資等の業務を通じたイ

ノベーション創出強化に係

る取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・国内外の外部の研究機

関等との連携数、連携プロ

ジェクト数 

・大型の共同研究等による

民間企業からの資金受入

状況、特許件数（出願、登

録）、10 年以上保有してい

る特許の実施化率、研究

所発ベンチャー数 

・出資等の業務を通じた民

間企業等との連携数、資金

受入状況 

 

ームは、それぞれ産業界のニーズに基づいた研究

開発を実施した。 

「微細藻類生産制御技術研究チーム」では、バイ

オ燃料や食品への応用が期待される有用な微細

藻類である Euglena gracilis を対象とした高効率の

ゲノム編集方法の確立に初めて成功した。ミドリム

シの基礎研究の推進や有用株の育種に大きく貢献

することが期待される。 

平成 28～30 年度に設置された「次世代臓器保

存・蘇生システム開発チーム」で構築に成功した基

本システムを用いて、株式会社 SCREEN ホールデ

ィングスは、移植技術をサポートする臓器潅流シス

テムの構築に成功した。 

 

（産業界との連携センター制度） 

全 11 の連携センターが研究活動を行った。 

「理研-JEOL 連携センター」では、令和元年度に

原著論文が 38 報出るなど活動が活発化するととも

に、100nm～1μm の微結晶を用いて、低分子有機

化合物の水素原子の位置を含む結晶構造を詳細

に観測する手法を開発し、発表した。低分子医薬

品の開発促進や品質向上への貢献が期待される。 

 

（特別研究室） 

・有本特別研究室において、コナジラミ類成虫忌避

剤「ベミデタッチ®」が上市された。有効成分グリセ

リン酢酸脂肪酸エステルは、植物由来成分で、国

内外で食品に用いられる。従来の殺虫剤とは異な

り直接的に殺虫することなく、コナジラミ類成虫の

飛来、吸汁や交尾の行動を制御するヒトだけでなく

環境にも優しい新しいタイプの薬剤を開発した。コ

ナジラミ類の媒介するウイルス病の被害を大きく軽

減する効果が期待される。 

 

●株式会社理研鼎業の設立 

研究開発成果の社会還元とそれによるイノベー

ションの創出を図るため、科学技術・イノベーション

創出の活性化に関する法律に基づいて文部科学

大臣の認可を受け、9 月に理研の全額出資により

株式会社理研鼎業（以下「理研鼎業」という。）を設

立した。出資にあたっては、研究所内の推進体制

や規程制定、外部有識者による審議体制の整備を

行った。 

12 月より、知財のライセンス、ベンチャー支援、

共同研究促進、企業との共創に関する業務委託を

開始した。委託業務では、シーズの発掘からライセ

ンス契約、共同研究契約に至る企業との交渉、ベ

ンチャー設立のための支援、企業の経営者・研究

者との間で共創のための協議を本格化させた。こ

れらの活動を有機的に連携することにより、相乗効

（開発実績） 

産業界との融合的連携研究制度を用いて創出された成果を元に企業

側で開発を継続しており、新たなシステムの構築へとつながった。 

ヒトだけでなく環境にも優しい新しいタイプであるコナジラミ類成虫忌避

剤「ベミデタッチ®」が上市された。 

連携センターでも多くの原著論文が出ており、企業ニーズを踏まえた

基礎研究が進行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●株式会社理研鼎業の設立 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律等に準拠し、こ

れまでの独立行政法人としての国立研究開発法人の枠組みの下に株式

会社という全く異なる仕組みを据える組織改革を成し得た。 

株式会社としての独立性やダイナミズムを活かすため、関係部署との

組織・制度運営に関して、意識あわせとともに必要な研究所内外の体制

整備を行った。 

業務委託により、その目的である研究成果の社会還元、組織対組織

の連携強化などが機能し始めている 
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 め、基礎研究段階

の研究成果を実証

段階の成果まで高

める研究開発や知

的財産権を強化す

るための研究開発

を 推 進 す る 。 さ ら

に、複数の特許技

術のパッケージ化、

バリューチェーン化

等により、知的財産

権のライセンス活動

を強力に推進する。 

行う。出資等に係る

専門性・客観性を確

保するため、研究所

内の推進体制や、

外部有識者による

審議体制を構築す

る。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、平

成 31 年度は、職員

の起業意識を醸成

するための講演会

やピッチイベントを

開催するとともに、

アントレプレナーマ

インド、事業計画立

案、市場戦略等の

研究開発型ベンチ

ャーがとるべき視点

を得るためのアクセ

ラレーションプログ

ラムを引き続き開催

する。 

産業界からの関心

を集める質の高い

知的財産権の確保

のため、平成 31 年

度は、課題解決を

提案する技術をパ

ッケージ化した紹介

を行い、知的財産

権のライセンス活動

を強力に推進する。

また、当該知的財

産権に関心を持つ

ことが考えられる企

業への紹介・提案

活動、展示会にお

ける産業界との面

談、ウェブサイトを

活用した情報発信

等により、知的財産

権のライセンス活動

を強力に推進する。

これら活動の結果

を踏まえ、一定期間

毎にその知的財産

としての価値や費

果を発揮させることとしている。 

さらに、理研鼎業の事業活動にあたり、研究所

の全研究室を網羅した研究室総覧を作製した。 

産業連携活動全般に関する方針や制度策定、

知財管理、企業等との連携に関する契約など、権

利者としての最終的な決定は理研が行うとしてい

る。また、共創機能と共同研究、ベンチャー支援等

において利益相反が生じないよう逐次、兼業規程

や技術指導の規程を整備している。 

 

●共創機能の強化 

理研鼎業において、理研と企業との組織対組織

の連携を構築・強化するための産業界との共創会

員制度を創設した。令和元年度は、理研鼎業設立

準備期間中から交渉していたバイエル社、カール

ツァイス㈱、シスメックス㈱、トヨタ自動車㈱の 4 社

と共創契約を締結し、本格的な協議を開始した。 

具体的には、理研の役員と企業の経営層との方

針、意識合わせの会議を元に、将来の日本の科学

技術と産業、理研の科技ハブネットワーク等の視

点を考慮し、両者の研究者レベルによる共創の方

向性を調整し、共同研究等テーマの検討を実施し

ている。 

また、理研-ダイキン工業健康空間連携プロジェ

クトにおいては技術トップレベルでの協議を行い、

「社会のあるべき将来像に向けて」をテーマに、必

要な課題解決対象やそのための方法論等に関す

る集中的な議論を 2 回にわたり行った。 

 

●民間企業からの資金受入状況 

JST 新技術説明会、理研と未来を創る会セミナ

ー・交流会、イブニングセミナーといったイベント

や、Web・メールマガジンによる情報発信、個別企

業への技術紹介活動を行った。 

上記の結果、民間企業との共同研究等の受入

額は 24 億 1200 万円、知的財産権の実施許諾契

約 285 件、実施料等収入約 12 憶 3200 万円となっ

た。 

研究者による民間企業に対する技術指導を促進

し、民間受託収入の増加を図るため、コンサルティ

ング契約を令和 2 年 4 月から可能とするよう規程を

改正した。 

 

●知的財産権の確保と効率的な維持管理 

積極的に知的財産権を確保する一方で、その価

値と費用対効果を検証した結果、令和元年度末で

は 10 年以上保有している特許の実施化率は

88.3％（前年度実績 86.0％）を達成した。 

 

●理研ベンチャーの認定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●共創機能の強化 

株式会社理研鼎業（以下「理研鼎業」という。）の設立を目指して、産

業連携部及び事業開発室を改組し、イノベーション事業本部として準備

を進めてきたことから、設立後、イノベーション事業本部から理研鼎業へ

の業務委託及び委託後の業務開始を円滑に行うことができた。 

組織対組織の連携を構築するための産業界会員制度を業務委託前

から準備し、理研鼎業が設立されてから速やかに立ち上げたことにより、

理研鼎業において初年度から計 4 社との共創契約の締結に繋がった。 

共創を元にした共同研究では、理研が 3 年前から構築している大学お

よび他研究法人との科学技術ハブのネットワークにおける幅広い展開が

計画されている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

●民間企業からの資金受入れ 

民間企業との共同研究やライセンス等による収入総額が増加し続け

ている。 

コンサルティング契約に関する規程改正やライセンス対価としての新

株予約権取得に向けた方針を検討するなど、民間資金の受入拡大のた

めの環境整備を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●知的財産権の確保と効率的な維持管理 

有効性や市場性を検証し、効率的な維持管理を行い、10 年以上保有

特許の実施化率が昨年度を超える実績を挙げた。 

 

 

 

●理研ベンチャーの認定 
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用対効果を検証し、

権利維持の必要性

を見直す等、効率

的な維持管理を行

う。実施許諾した知

的財産についても、

一定期間毎にその

実施状況や市場状

況を踏まえ、権利維

持の必要性を見直

す。 

理研の研究成果の実用化を促進するため、理研

ベンチャー1 社を新たに認定し、累計 49 社となっ

た。 

企業成長に資する制度とするため、理研ベンチ

ャー認定・支援制度設置規程の改正を行った。 

理研の研究成果を活用した新たな事業創出やそ

の成長発展を支援することを目的として、ライセン

ス対価としての新株予約権を取得することができる

よう規程を改正した。 

 

●研究成果の実用化を加速させるための制度の

充実 

研究成果の実用化を加速させるため、より強い

特許の取得を目指す「特許強化費」、研究開発成

果の実用性の検証・向上を目的とした「実用化支

援ファンド」、ベンチャーの設立を目指す課題の概

念実証を支援する「ベンチャー育成ファンド」と位置

づけ、従前の仕組みを強化し、運用を開始した。 

理研ベンチャー候補や認定後企業からの要望に応じ、起業シーズや

事業計画の発表・ブラッシュアップのための機会やベンチャーキャピタル

等の紹介、公的資金獲得相談、知財戦略相談等を通じて、研究成果の

事業化促進のための活動を継続的に行った。 

 

 

 

 

 

 

●研究成果の実用化を加速させるための制度の充実 

理研鼎業のアクティビティを活用しながら研究成果を迅速に社会還元

するための仕組みを強化したことは、時宜を得たものであり、高く評価さ

れる。 

 

◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

大学との連携にあた

っては、複数の分野

の研究者が流動性を

持ちながら、組織的

に連携するハブとして

の機能を研究所が中

心となって構築し、そ

れぞれの強みを活か

しつつ組織や分野の

壁を越えた融合研究

を展開する場を構築

することで、研究所及

び連携先の大学によ

る新たな革新的研究

シーズの創出につな

げるとともに、当該ハ

ブ機能を中核として

地方自治体や地域産

業との連携を強化し、

成果の社会還元につ

なげる。 

大学、研究機関

や産業界と協働

し、研究所が科学

技術におけるハ

ブの役割を担い、

研究開発のネット

ワークを 形成及

び強化することに

より我が国の科

学力の充実を図

るとともに、イノベ

ーションの創出を

推進する。このた

め、従来型の研

究者間の個別の

共同研究による

つながりにとどま

ることなく、高い

研究開発力や産

学連携能力等を

有する大学等と

組織対組織で協

働できる体制を形

成するとともに、

それぞれの組織

の強みを生かし

た組織や分野の

壁を越えた融合

平成 31 年度は、九

州大学、広島大学、

名古屋大学、京都

大学及びけいはん

な 地区 を対象 と し

て、科学技術ハブ

（以下「科技ハブ」と

いう。）機能の強化

を推進する。具体的

には、科技ハブ形

成先との合意がな

された場合には、科

技ハブの特性及び

進捗を踏まえて、大

学等に研究所との

連 携 の た め の 組

織、研究室及び協

議体を設置し、科技

ハブ形成先におい

て、機関間の連携

や地域への展開を

促進するためのシ

ンポジウムを開催

するとともに、連携

講座の設置等によ

り人材育成に取組

む。さらに、研究所

においても大学等と

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界や

大学との連携状況と、これ

による研究成果の社会還

元等の状況 

（モニタリング指標） 

・国内外の外部の研究機

関等との連携数、連携プロ

ジェクト数 

 

●九州大学，広島大学に科学技術ハブ機能形成

に関する組織間合意のもと、大学本部が管理運営

に責任をもつ組織として新たに〇〇大学―理研科

技ハブ拠点等の名称の組織を設置し、拠点運営と

共同研究の推進を行なった。既に設置した京都大

学、名古屋大学、大阪大学を含め、全国規模で科

学技術ハブ形成を推進した。（計 5 件） 

 

 

 

 

●新たな大学・研究機関との連携は、連携候補先

毎に論文、共同研究、人材交流等のデータを整

理・共有の上、どの研究領域で連携するかの検討

を進めた。その結果、沖縄科学技術大学院大学、

東京理科大学及び宇宙航空研究開発機構と包括

的な協定の締結に至り、組織間連携を推進した。 

●理研所内の科学技術ハブに対する認識のさらな

る浸透、理解と支援を得ることの重要性から、研究

主宰者 7 名を有識者として招聘し、運営上重要な

施策や予算について意見を取り入れる体制を構築

した。 

 

●科学技術ハブの取組を以下のとおり推進した。 

【九州大学 応用化学】 

これまでの 2 つの共同研究成果により，6 件の連

携と異分野連携が展開でき，領域を超えた論文な

ども成果として出ている．加えて，大学執行部との

●「科学技術ハブ」構想の下、国内の大学・研究機関との基本協定の締

結や大学等への科学技術ハブの設置により、新たな組織間連携の関係

を構築している。 

●既に科学技術ハブ設置に関する覚書を締結した京都大学、名古屋大

学、大阪大学に加え、新たに九州大学、広島大学と覚書を締結した。大

学と科学技術ハブの理念を共有した上で、全国規模で科学技術ハブ設

置に至った。 

●科学技術ハブの理念を共有しつつ、両組織全体で新たな連携の芽の

発掘するため、双方初の取組として九州大学と公募形式のマッチングフ

ァンドによる共同研究をスタートさせたことは、新しい組織間連携の一例

となるものである。 

●組織間連携にあたり、連携先との論文、共同研究、人材交流の実績を

整理し、エビデンスに基づく連携を推進することは重要な取組と認められ

る。 

●各科学技術ハブを起点として研究分野毎に以下のように外部機関と

のネットワークを構築し、48 件の共同研究、3 件のサテライト設置に発展

している。 

 

 

 

 

 

 

 

【九州大学 応用化学】 

理研-九大科学技術ハブを起点として、表面・界面科学の連携に加え

て、新たな連携テーマを展開すべく、両機関の関係する研究者を集めた

戦略的な研究集会を実施し、ナノデバイスなどの連携テーマの検討を進
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研究を実施するこ

とで、革新的な研

究成果や新たな

基礎研究のシー

ズを創出する。ま

た、クロスアポイ

ントメント制度等

を活用し、大学等

の研究所外との

ネットワークを形

成することで、頭

脳循環を図るとと

もに、若手研究者

や学生等の人材

育成を図る。さら

に、創出した研究

成果の社会導出

等を図るため、産

業界、自治体及

び関連団体等と

の連携により、連

携フォーラムやシ

ンポジウムを開催

するとともに、産

学官の協働によ

る新たな共同研

究の実施を通じ

て創出した 研究

成果の社会導出

等を促進し、地域

産業の活性化に

資することを目指

す。 

なお、「政府関係

機関移転基本方

針」（平成 28 年 3 

月 22 日まち・ひ

と・しごと創生本

部決定）への対応

については、平成

29 年 4 月公表

の年次プランに基

づき推進する。 

の連携のための組

織、研究室を必要

に応じて設置する。

また、新たな科技ハ

ブ機能の形成に着

手する。 

科技ハブの意識の共有に基づき，両者のマッチン

グファンドによる異分野共同研究を募集し 11 件の

連携を展開した。また，新たな拠点の発展の計画

を企画し，卓越大学院の運営、設置準備等への協

力も推進している 

（新しい異分野連携等の推進） 

新たな連携としてナノデバイス分野の研究プロジ

ェクト実施にむけた研究集会を実施し、テーマ設定

ができ共同での大型外部資金申請に発展した。 

（地域・近隣機関等との連携） 

九州大学、福岡市との 3 者連携協議会で取組の

検討を行うとともに、九州先端科学技術研究所とも

連携のうえ 10 月に連携フォーラムを開催。それぞ

れ企業や研究機関等から 150 名の参加を得て、産

学官連携を推進した。 

 

【広島大学 イメージング】 

 理研－広大科学技術ハブを起点として 15 件の連

携を展開した。 

（人材交流） 

科学技術ハブ連携を契機に、クロスアポイントで

原爆放射線医学研究所の教授のポジションを得

て、両機関をつなぐなど人材交流を実現した。 

（新しい異分野連携等の推進） 

広大、理研とそれ以外の研究者も含めたイメー

ジングと理論の連携を目的とした学術集会と理研

エンジニアリングネットワークのワークショップを同

時に開催するとともに、同時期に理研と広大の合

同シンポジウムを開催し、異分野連携を推進した。 

（地域・近隣機関等との連携） 

近隣研究機関との連携を促進し、酒類総合研究

所、産業総合研究所中国センター、広島県立総合

技術研究所、県内企業等と共同研究を開始した。 

 

 

【名古屋大学 植物育種】 

 名古屋大学に設置した理研―名大科学技術ハブ

を起点として、成果の国際展開を図るため、アフリ

カケニアの研究機関にも連携を展開した。 

連携により創出された品種の実証栽培をアフリ

カケニアで実施し増収効果を確認した。今後はアフ

リカの他の国での実証栽培への展開を検討してい

く。科学技術ハブ本部長が名古屋大学関係者とと

もにアフリカケニアの研究機関を訪問し、連携関係

の強化を図った。 

 

【京都大学 数理科学】 

 京都大学に設置した理研-京大科学技術ハブ及

びそのもとに設置した理研-京大数理科学研究拠

点 を 起 点 と し て 、 新 た に 九 州 大 学 に SUURI-

め、構想の具体化を推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【広島大学 イメージング】 

理研-広大科学技術ハブを起点として、広島大学内（原爆医療射線研

究所、工学研究科、総合生命科学研究科）との共同研究が展開されると

ともに、近隣研究機関（酒類総合研究所、産業技術総合研究所中国セン

ター等）、県内企業とも共同研究が開始され、着実なネットワーク展開が

されている。 

理研から広大に教授として研究者が転出するなど組織間連携の効果

が表れてきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名古屋大学 植物育種】 

理研-名大科学技術ハブを起点として、ケニア農畜産業研究機構との

連携関係を構築し、共同研究の成果について、ケニアにある名大の圃場

での実証を進め、増収効果を認めるなど研究成果が出ている。また、ケ

ニアのムエア地区の研究従事者の技術向上や人材育成に貢献してい

る。今後、他のアフリカの国や南米での実証も構想するなど世界的な展

開が期待されている。 

 

 

 

 

【京都大学 数理科学】 

理研-京大数理科学研究拠点をハブとして東北大学材料科学高等研

究所内、九州大学理学研究院内にサテライトを設置するとともに、ローレ

ンスバークレー国立研究所内にも設置し、国内外 3 か所にネットワークを
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COOL(Kyushu)を設置。既に設置している東北大

学、米国ローレンスバークレー研究所と合わせて

国内外 3 箇所にサテライトを展開した。 

（新しい異分野連携等の推進） 

数学・数理科学と医学の研究者を集めた研究集

会、約 2 週間に及ぶ滞在型国際研究集会を開催

し、異分野連携を推進した。さらに、文理融合を目

指し、京都大学思修館と連携し、経済学との異分

野連携に着手した。 

 

【けいはんな地区 iPS 細胞創薬基盤開発】 

 iPS 細胞創薬基盤開発連携拠点を起点として、新

たに 4 大学、民間企業 3 社との共同研究を展開し、

既に開始しているものと合わせ、15 件（8 大学、7 民

間企業）の共同研究を展開した。 

(地域・近隣機関等との連携) 

けいはんな学研都市において、国内外約 1 万人

以上の来場者、130 以上の企業・団体が参加する

「京都スマートシティエキスポ 2019」に出展し、同地

域における科学技術ハブの取組の紹介とともに、

外部機関とのネットワーク形成を推進した。 

 

【東北大学】 

 平成 31 年の基本協定締結を契機に、テラヘルツ

分野をテーマとして研究集会を実施し、組織的な連

携テーマの検討に着手した。 

 

【科学技術ハブ形成に関する取組の発信】 

2 月に科学技術ハブシンポジウムを理研におい

て実施し、約 60 名の参加を経て、理研や科学技術

ハブ形成先の大学関係者間の連携を促進した。 

 

【国立研究開発法人との連携】 

産総研とのマッチングファンドによる共同研究課

題は光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-

LEAP）へと発展した．また，その他の国立研究開

発法人との共同研究を組織的連携に基づいて展

開するため，各国立研究開発法人との協定の締結

を実現している。 

展開している。 

医学との連携を推進するとともに、文理融合との連携にも着手するな

ど、異分野連携が着実に推進されている。さらに約２週間に渡る滞在型

国際研究集会を開催し、国内外の研究者ネットワークの構築も着実に進

めている。 

◯産業界との連携を支える研究の取組 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

オールジャパンで

の研究成果の実用

化に向けた橋渡し

への貢献として、健

康・医療分野にお

いても、研究所の

有する研究基盤を

健康長寿社会の実

現に資する連携を

促進するため、 創

薬・医療技術基盤プ

ログラム及び予防

医療・診断技術開

発プログラムを実施

創薬・医療技術基

盤プログラムでは、

医薬品の候補とな

る低分子化合物、

抗体、核酸等の新

規物質や細胞医薬

品の候補を創成し

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

 

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

 

●中長期計画の目標を達成するために、令和元年

度は以下の 3 つの計数目標を設定した。 

1)シード探索段階の創薬テーマ 1 件について、リ

ード（動物モデルで有効な化合物等で欠点を改良

以下の通り、各プログラムとも極めて顕著な成果を挙げた。 

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

以下の特筆すべき成果を挙げており、高く評価される。 

●シード探索段階の創薬テーマ1 件をリード最適化段階に進める目標に

ついて、目標を超える 2 件を進めることができたことは、高く評価する。 
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横断的に活用する

ことで、内外の革新

的シーズを実用化

するために必要な

支援を行うなど、政

府の関係機関等と

連携しながら、革新

的な創薬や医療技

術の創出につなげ

る取組を推進する。 

するとともに、健康・

医療データプラット

フォームの構築を

行う。 

創薬・医療技術基

盤プログラムでは、

各研究センターや

大学等で行われて

いる様々な基礎疾

患研究から見いだ

される創薬標的（疾

患関連タンパク質）

を対象に、医薬品

の候補となる低分

子化合物、抗体、核

酸等の新規物質や

細胞医薬品の候補

を創成し有効な知

的財産権の取得を

目指すとともに、非

臨床、臨床段階のト

ランスレーショナル

リサーチを推進し、

これらを適切な段階

で企業や医療機関

等に導出する。この

ため、本プログラム

にマネジメントオフィ

スを置き、適切な専

門人材を配置し、各

センター等に設置

する創薬に関する

基盤ユニットを連携

させ、リソースの重

点化や進捗管理を

効果的・効率的に

実施する。また、府

省が連携してアカデ

ミア等の創薬研究

を支援する取組等

を通じて、大学や医

療機関との連携強 

化や先端的技術を

創薬研究に展開す

るための企画・調整

を行う。 

予防医療・診断技

術開発プログラムで

は、研究所の各セ

ンター等の様々な

有効な知的財産権

の取得を目指すとと

もに、非臨床、臨床

段階のトランスレー

ショナルリサーチを

推進し、これらを適

切な段階で企業や

医療機関等に導出

する。これらの取組

を通じて、取組を通

じて、中長期目標期

間において 4 件以

上を企業または医

療 機 関 に 導 出 す

る。 

平成 31 年度は、上

記目標を達成する

ために新たなテー

マの導入を行うとと

もに、シーズ探索段

階の創薬・医療技

術 研 究 に つ い て

は、1 件に関してリ

ード最適化段階に

進める。また、リー

ド最適化段階の研

究については１件に

関して最終製品を

包含する特許の取

得段階まで進める。

さらに、創薬・医療

技術プロジェクト 1

件に関して非臨床

試験を実施する。大

学等の基礎的研究

成果を医薬品として

実用化に導くため

の研究開発を支援

する取組である「創

薬 支 援 ネ ッ ト ワ ー

ク」の参画機関とし

て、関係機関と連携

してアカデミア発の

創薬に取り組む。 

予防医療・診断技

術開発プログラムで

は、平成 31 年度

は、感染症を迅速

かつ精度よく計測・

検出・予測する核酸

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界や

大学との連携状況と、これ

による研究成果の社会還

元等の状況 

すれば知財や開発品を創製できるもの）最適化段

階に進めること、2)リード最適化段階の創薬テー

マ1件について、最終製品を包含する特許の取得

段階まで進めること、3）創薬テーマ 1 件につい

て、非臨床試験を実施すること。 

 

●シード探索段階の創薬テーマ 1 件をリード最適

化段階に進める目標については、「B 型肝炎治療

抗体テーマ」、「網膜色素変性症テーマ」の2件を進

め、計数目標 1 件を上回る形で達成した。 

 

●リード最適化段階の創薬テーマ 1 件を最終製品

を包含する特許の取得段階まで進める目標につい

ては、「異常ヘモグロビン症治療薬テーマ」、「B 型

肝炎治療抗体テーマ」の 2 件を進め、計数目標 1

件を上回る形で達成した。 

 

●創薬テーマ 1 件について非臨床試験を実施する

目標については、「子宮頸がん、中咽頭がん等のヒ

トパピローマウイルス（HPV）関連がんを標的とした

人工アジュバントベクター細胞（aAVC）テーマ」、

「異常ヘモグロビン症治療薬テーマ」の 2 件を実施

し、計数目標 1 件を上回る形で達成した。 

 

●水溶液中で変化し続けるタンパク質構造を解析

するために、タンパク質を構成する原子や周囲の

水分子に働く力を計算し、コンピュータ内でタンパク

質を「動かす」手法である分子動力学（MD）のシミュ

レーション専用計算機「MDGRAPE-4A」の開発に成

功した。 

 

●理研 BDR の泰地チームが主催している「理研-
製薬協連携フォーラム」においても GENESIS で利

用できる計算を紹介し、今後の連携について議論

した。 

 

【特筆すべき事項】 

●人工アジュバントベクター細胞（aAVC）によるが

んワクチンのプロジェクトは、臨床開発ステージに

入り、令和元年 9 月にアステラス製薬株式会社に

ライセンス許諾、全世界における独占的契約を締

結し、企業治験が開始された。今回の契約締結は

大きな知財収入の獲得につながった。 

 

●辻孝 PL の「毛包再生医療プロジェクト」と「咬合

刺激による歯周組織の形成・成熟機構に立脚した

次世代インプラントの開発プロジェクト」の 2 件につ

いて、TR 非臨床研究が終了し、臨床研究に向け、

着実な進展を遂げた。また、大野博司 PL の「NKT

細胞標的がん治療プロジェクト」についても、予定し

 

 

 

 

 

 

●リード最適化段階の創薬テーマ 1 件を最終製品を包含する特許の取

得段階まで進める目標について、目標を超える 2 件を進めることができ

たことは、高く評価する。 

 

 

●創薬テーマ 1 件について非臨床試験を実施する目標について、目標

を超える 2 件を実施できたことは、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●人工アジュバントベクター細胞によるがんワクチンのプロジェク

トにおいて、本プログラムを通じたプロジェクトマネジメント等に

より、世界初かつ理研初の医師主導治験として順調に進捗しており、

ライセンス契約締結に伴って、理研の知財収入実績に大きく貢献し

たことは、非常に高く評価する。 

 

 

●毛包再生医療プロジェクトおいても、TR非臨床研究の結果、世界初の

器官再生医療である毛髪（毛包）再生医療の First-in-Human となる臨床

研究を開始するにあたっての安全性上のリスクは小さいと判断され、臨

床研究に向け、着実に進展していることは非常に高く評価する。 
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基礎研究の成果や

研究基盤等と、医

療機関、企業等の

有するニーズをマッ

チさせ、臨床現場で

使える予防医療・診

断技術の共同研究

等の取組を推進す

る。 

加えて、高度個別

化医療を実現する

ため、革新知能統

合研究センターと連

携して、研究所や連

携する医療機関か

ら集めたデータ及び

新たに取得したマ

ルチオミックスのデ

ータ、製薬企業等が

保有する創薬関連

のデータを統合した

健康・医療データプ

ラットフォームを構

築する。機械学習

や数理・理論科学

の手法を活用して、

個人の疾患形態や

将来の変化を予測 

する推論モデル（疾

患予測推論モデル）

や創薬プロセスの

高効率化、新規医

薬品等の創製に資

する機械学習とシミ

ュレーションを用い

たハイブリッド創薬

プロセス提案システ

ムを開発する。さら

に、医療や創薬の

高度化を目指して、

疾患予測推論モデ

ルを基盤としたアル

ゴリズムや創薬プロ

セスの提案を高度

化する最適化方法

論を開発する。 

感染症診断システ

ムの開発において、

企業による据置型

システムの実用化

に適宜協力するとと

もに、携帯型システ

ムの要求仕様を検

討する。また、医療

機関、企業等の有

するニーズを掘り起

こし、臨床現場で使

える予防医療・診断

技術の共同研究等

の取組につなげる。 

高度個別化医療を

実現するため、平成

31 年度は、医療機

関からのデータ収

集及びマルチオミッ

クスデータの取得、

並びに製薬企業等

が保有する創薬関

連のデータの取得

を進めて解析すると

ともに、データの統

合技術の開発を進

める。疾患予測推

論モデルやハイブリ

ッド創薬プロセス提

案システムを開発

するため、理論構築

を進め、プロトタイプ

の 作 成 に 着 手 す

る。 

ていた薬効薬理、品質・安全性試験などの非臨床

研究が終了した。本プロジェクトについては、すで

に平成 30 年 3 月より慶應義塾大学病院において

医師主導治験がスタートしている。 

 

【マネジメント・人材育成】 

●戦略的な資源配分マネジメントのため、プログラ

ム推進会議を 6 回開催、また統括担当理事を委員

長とする運営委員会を 2 回開催し、研究テーマの

優先順位付けや中止等、戦略的判断が求められる

事項について適時判断を行うとともに、予算執行や

研究進捗をモニタリングし、予算配分に反映した。

効果的かつ効率的な研究開発を進めるため、個別

の研究テーマについては、テーマリーダーまたはマ

ネージャーを中心としたプロジェクトマネジメントシ

ステムにより適切な推進を行った。 

 

●各センターの研究系職員に対し、センター横断

型のテーマ支援に従事することへのインセンティブ

を付与し、イノベーション創出を加速するため、横

断プログラムの実施に係る報奨金制度により、研

究開発ステージの進展に特に貢献した 9 名に報奨

金や表彰状の授与を行った。 

各センターにおかれる創薬基盤ユニットにおいて

創薬研究経験を持つ人材を育てるため、企業ある

いは医療界出身の経験を積んだ人材である本プロ

グラムのマネージャーがテーマ・プロジェクト毎の会

議や助言等を通して人材育成を進めた。 

 

●大学等の基礎研究の成果を医薬品として実用化

に導くための支援を行う「創薬支援ネットワーク」の

構成機関として、意思決定会議体である創薬支援

ネットワーク研究会議ならびに運営会議に参加し、

本プログラムの経験を生かして実効性のあるネット

ワーク形成に貢献するとともに、ハイスループットス

クリーニング等によるテーマ支援を通じてアカデミ

ア発の創薬に向けて貢献した。令和元年度は、理

研は 1 テーマの支援を行った。 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

 

●本プログラムは「理研のシーズを医療のニーズ

につなげ、プロダクトを世に送り出す」をコンセプト

に、理研の研究室主宰者との打合せを 45 回、医療

現場の医師等との打合せを 51 回、企業関係者と

225 回の打合せを実施し、8 件の横断型プロジェク

トを提案した。加えてニーズ、シーズの調査をもと

に立案した所内外連携のプロジェクトを始めるべ

く、企業資金や競争的資金を積極的に獲得してお

り、その額は本プログラムの活動に係る交付金予

 

 

 

 

 

 

●プログラムディレクターのリーダーシップの下、的確な戦略的判断や

資源配分マネジメントが実施できる体制になっていることは高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●創薬支援ネットワークに主体的に参画し、低分子創薬支援機関の中

核として大学等の基礎的研究成果の社会への還元に向けた取組に貢

献したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

以下の特筆すべき成果を挙げており、高く評価される。 

●新型コロナウイルスの発生に機動力高く対応し、迅速検査プロトコル

の短期間での開発と導出を推進し、行政や企業と連携して最前線の検

査態勢の強化に著しく貢献したことは、組織としての理研が社会問題の

解決に直接貢献できることを示したものであり、特筆に値する。 

また、インフルエンザ迅速診断システムの普及に協力するとともに、政府

レベルの外交案件に貢献していることは、特定国立研究開発法人の活

動として極めて有意義と認められる。 
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算 72 百万円を大きく上回る 182 百万円に上る。 

 

●理研発の核酸感染症診断技術の実用化に向け

て以下の取組を進めた。 

検疫感染症研究として新型コロナウイルスの迅

速検査プロトコルを開発し、神奈川県衛生研究所

をはじめとする検査機関に導出した。 

また、政府が日露協力案件の一つとして推進す

るインフルエンザ迅速診断システムの企業におけ

る開発・実用化に協力した。具体的には、企業が上

市予定国（ロシア）で据置型診断システムに関する

薬事申請を行うにあたり解決すべき基礎技術の開

発と臨床評価体制や製造体制の構築に貢献した。

本件は日露協力案件のひとつとして政府レベルの

外交において取り上げられており、両国の関係緊

密化に貢献している。 

 

●バイオマーカーに関する研究として企業共同研

究を支援し、バイオマーカーの新ジャンル（エンハ

ンサー活性）の開拓に貢献した。エンハンサー活性

を解析する NET-CAGE 法が企業から受託解析サ

ービスとしてリリースされた。 

 

●再生医療で注目される iPS 細胞の品質管理に理

研技術（CAGE 法）が有用であることを例示し、企業

に技術移転を行い企業による受託解析サービスの

立ち上げにつなげた。 

 

●プログラムディレクターのリーダーシップのもと、

プロジェクトの立案から事業化までコーディネート

するために必要な専門性（医療資源、医療情報、

医事、薬事、知財）を持つ人材を雇用している。令

和元年度においては理研技術の実用化に重要な

企業参加型 TR 臨床研究（１件）を倫理委員会に諮

り承認を得た。 

 

●人材育成として、専門性を備えた人材を雇用し

ているが、日々のコーディネート活動で様々な経験

を積ませている。また、若手PI による国際連携を推

進し、ロシア・カザン連邦大学との共同研究契約を

延長し研究資金を得た。加えて発展著しい最先端

のオミックス医科学を大学病院臨床医に普及する

ため大学院医学部の講義コースを実施した。 

 

●令和元年度において 9 件の共同研究や協定を

締結し、計 39 件の共同研究契約のプロジェクトマ

ネジメントを行った。 

 

【医科学イノベーションハブ推進プログラム】 

 

 

 

●理研内のシーズ調査、医療現場・企業のニーズ調査を精力的に実施

し、多数の横断型プロジェクトを提案した。また交付金予算が限られてい

るなかで、所内外連携プロジェクトを立案して外部資金を呼び込んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●NET-CAGE 法の開発を推進した結果、創出されたバイオマーカーの

新ジャンル（エンハンサー活性）は将来、疾患診断法の開発に貢献する

ことが期待される。 

 

 

 

●理研発の CAGE 技術の再生医療産業における利用可能性を示し、企

業活動としての受託解析サービスの立上げをコーディネートした。 

 

 

 

●様々な専門性を持つ人材を雇用し、プログラムディレクターのリーダー

シップが発揮でき、かつ限られた予算の中で適正、効果的なマネジメント

ができる体制になっていると認められる。 

 

 

 

 

 

●日々のコーディネート活動で様々な経験ができるよう運営の配慮がな

されている。また、最先端科学に従事するトップクラスの研究者を擁する

理研が、社会のフロントエンドに立つ大学病院の医療の質向上に寄与し

ていると認められる。 

 

 

 

 

●企業・大学等との横断プロジェクトを開拓し、共同研究契約を着実に成

約させていることを評価する。 

 

 

【医科学イノベーションハブ推進プログラム】 

以下の特筆すべき成果を挙げており、高く評価される。 
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●深層学習を用いて、集中治療室で一般に測定さ

れている時系列データを用いて、患者が敗血症を

発症することを予測するアルゴリズムを開発した。

人間には予測不可能なものを人工知能で実現した

顕著な例。 

 

 

●人の健康状態を表現するエネルギーランドスケ

ープモデルで、32 万人の健康診断で 5 年間以上継

続して測定したデータから、糖尿病の発症リスクの

高さを可視化するアルゴリズムを開発した。 

 

●NGS データを用いて、患者個人のがん免疫状態

を多角的に評価することが可能なイムノグラムを構

築 し た 。 胃 が ん に お い て 新 し い 病 態 分 類

(Immunological Subtype)を提唱した。分子マーカー

に加えて免疫パラメータを加えることで、より正確な

プレシジョンメディスンを可能にした。 

 

●抗体医薬品設計において、2 アミノ酸同時変異

戦略による新規抗体の創製を試み、その有効性を

実証した。従来困難であった抗体医薬品開発に新

たな戦略を提案できた顕著な例。 

 

●AI 創薬手法として 3D-CNN を活用することによ

り、リガンド親和性予測及びリガンド結合サイト予

測において高精度で予測可能であることを実証。

創薬に必要な AI 手法の開発に成功した顕著な例。 

 

●患者の変化を予測する推論アルゴリズムを開発

するため、数学と医学に通じた優れた学生（これま

でに 9 名、今年度 2 名）をパートタイマーとして採用

し、1 名を研修生として受け入れ、研究活動に参加

させた。国際学会での発表や論文投稿を行い、本

研究領域で最先端の研究を担うことができる人材

の育成を図っている。 

 

●医療機関からのデータ収集及びマルチオミック

スデータの取得、並びに製薬企業等が保有する創

薬関連のデータの取得を進めて解析するとともに、

データの統合技術の開発に着手した。疾患予測推

論モデルやハイブリッド創薬プロセス提案システム

を開発するため、理論構築を進めた。 

 

●岡山大学と共同で、微量の血液（1μl）を用いて

80 種類のがん抗原に対する抗体反応を検出する

アッセイ法を構築した。 

 

●京都大学乳腺外科と共同で、Trogocytosis という

現象に着目し、AI を用いて手術検体を解析し、

●深層学習を用いて、集中治療室の患者が敗血症を発症することを予

測するアルゴリズムを開発したこと。人の健康状態を表現するエネル

ギーランドスケープモデルで、32 万人の健康診断データから糖尿病の

発症リスクを可視化するアルゴリズムを開発したこと。抗腫瘍免疫応

答を多角的に評価する手法としてイムノグラムを構築し、肺がんや胃

がんのがん免疫治療の指標となりうることを明らかにしたこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医薬品開発の新規モダリティーである抗体設計において、2 アミノ酸同

時変異戦略による新規抗体の創製を試み、その有効性を実証したこと。

AI 創薬手法として 3D-CNN を活用することにより、リガンド親和性予測お

よびリガンド結合サイト予測において高精度で予測可能であることを実

証したこと。 

●本研究領域に不可欠な医科学と数学を融合させて問題解決できる人

材の雇用と育成体制を継続して増強しており、高く評価できる。 
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Trogocytosis を検出するシステム構築を開始した。 

 

●慶應義塾大学病院と共同で、162 例の転移性腎

がん・術後再発腎がん患者の臨床情報を AI で解

析し、分子標的薬の治療効果を予測するバイオマ

ーカーの探索と、術後再発を早期に検出するバイ

オマーカーの探索を開始した。 

 

●発達障害に関して、共同研究先及びその連携医

療機関での各倫理審査を完了させてデータ取得・

収集体制を整え、妊婦のリクルートを順調に進め

て、新規胎児心拍モニターや胎児エコー計測器等

によるデータ取得、臨床情報取得、臨床検体解

析、データの一元的収集を着実に行った。また、既

収集の小児睡眠データを解析対象に加える手続き

も完了した。これらにより、機械学習等による解析

に着手できる環境が完成した。 

 

●創薬分野で連携を行っているライフインテリジェ

ンスコンソーシアムが「第 2 回 日本オープンイノベ

ーション大賞」厚生労働大臣賞を受賞。 

 

●本プログラムでは、医療データを取り扱うことか

ら、研究倫理教育を重視している。研究倫理教育

責任者が講師となり、定例会合の中で、個人情報

の適切な取り扱いについて、その精神や個人情報

保護データマイニング技術について講義を行った。

この他、研究倫理講習会を開催した。 

 

●人の臨床データを解析する研究を実施する者へ

の倫理教育や研究に対する監督を行うため、関連

する研究実績と倫理支援の実務経験を有する者を

上級技師として引き続き配置し、強固な体制を保

持している。同者を東京大学医科学研究所ヒトゲノ

ム解析センター公共政策研究分野との共同研究に

参加させ、最新の知見が得られる環境を確保し

た。倫理審査の結果は、速やかにホームページで

公開し、透明性を確保する体制を整えた。 

 

 

●がん免疫治療のバイオマーカーとしての開発につながる成果であり、

高く評価できる。 

 

 

 

 

●データの収集・解析を進めるとともに、データの統合技術の開発を進

める等、順調に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医療データを取り扱うにあたり適切な教育体制を構築している。また、

人を対象とする研究の実施にあたり教育・指導を担う適切な人材を配置

しており、さらに、同者が最新の知見を得られるような環境を確保してお

り、順調に計画を遂行している。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(4)】 持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価  

科学技術イノベー

ションの実現のた

めには、新たな研

究領域を開拓・創

成し、インパクトの

ある新しい革新的

研究シーズを創出

していくことが重要

である。 

このため、研究分

野を問わず、卓越

した研究実績と高

い識見及び指導力

を有する研究者に

よる、豊かな知見・

想像力を活かした

研究開発や、研究

所内の組織・分野

横断的な融合研究

を実施し、新たな研

究領域の開拓・創

成につなげる。 

この取組を進める

にあたっては、研究

者の分野を超えた

取組を強化し、各

研究開発の目標設

定と進捗管理をそ

れぞれの課題の科

学的・社会的意義

等に照らし厳格に

行い、諸情勢に鑑

み対応の重要性・

必要性が生じた課

題に対して機動的

かつ重点的に取り

組むとともに、必要

性・重要性が低下

したものは廃止を

開 拓 研 究 本 部 で

は、様々な分野で

卓越した研究実績

と高い指導力を持

つ研究者が研究室

を主宰する。喫緊の

課題や短期的なミッ

ションにとらわれる

ことなく、研究分野

の違いや組織の壁

等の制約なく互いに

影響を与えながら、

所内外の研究者・

研究組織と協力し

て研究を行うことに

より、抜きん出た基

礎研究成果を生み

出すとともに、新し

い研究領域や課題

を見出すことにより

新たな科学を創成

することを目指す。

そこには社会の中

での科学の在り方

や基礎研究の成果

を応用に活かす長

期的展開も視点に

入れる。 

平成 31 年度は引き

続き、研究室主宰

者がそれぞれの専

門の研究を様々な

視点、技術等を活

用して推進するとと

もに、新しい研究領

域や課題の創出に

つながる基礎的研

究を推進するため、

試行的なプロジェク

トを実施する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

（評価指標） 

・新たな科学の開拓・創成

の取組状況と、これによる

革新的シーズの創出等の

成果 

等 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、卓越した研究実績

と高い識見及び指導力を

有する研究者（主任研究

員）の活動状況 

等 

●本部長裁量経費制度により、飛躍的な成果が期

待できる萌芽的研究や、大きな予算獲得のための

先行投資となる研究について積極的な支援を行

い、新領域開拓を推進した。 

 

●組織を超えた研究を推進するため、海外研究者

招聘制度により、研究員を海外から招聘すること

で、若手研究員の育成や、研究室の国際交流を支

援する仕組みを構築した。 

 

●理研研究員会議を積極的に支援し、全理研に所

属する研究者が参加する交流会「異分野交流の夕

べ」を和光事業所だけでなく横浜事業所でも開催し

た。和光と比較し参加者の少なかった事業所につ

いても参加しやすい環境を構築し、事業所を超え

た交流を促した。「異分野交流の夕べ」で生まれた

新しい連携研究を募集し「連携のタネ」としてインセ

ンティブを与える等の活動も行った。 

 

●理研とドイツのマックスプランク協会、物理工学

研究所が基礎物理学分野における連携に向けた

三者協定に調印し、3 機関連携による研究センター

を立ち上げた。香取秀俊主任研究員や Stefan 

Ulmer 主任研究員が中心となり、計測技術・知見を

海外機関と協調することで、時間と物理定数の精

度の高い測定や、物質と反物質の間での差違の

実証など基礎物理学の開拓を進めている。 

 

●田中克典主任研究員はがん細胞で遷移金属触

媒反応を実施することにより、体内の狙った部位で

抗がん活性分子を合成して、がんを効果的に治療

することに成功した。本成果は副作用の少ない次

世代治療戦略「生体内合成化学治療」の開拓とい

える。 

 

●坂井南美主任研究員らは化学的分析手法を用

いて宇宙観測を行う「星間化学」ともいうべき領域

を開拓。銀河と銀河をつなぐように帯状に広がった

「宇宙網」と呼ばれる水素ガスの大規模構造を初

●本部長裁量経費制度により生物、物理、化学などの分野から新たな

科学の開拓・創成につながる可能性のある研究課題を多数支援したこと

を評価する。 

 

 

●海外研究者との交流の垣根を低くすることによって、若手研究者が組

織の壁にとらわれずに国際連携にチャレンジできる仕組みを構築したこ

とを評価する。 

 

 

●これまでは和光事業所での活動が主であった理研研究員会議による

集会を他の事業所でも開催し、事業所やセンターを超えて交流できるよ

う制度を拡大したことを評価する。 

 

 

 

 

 

 

●研究室主宰者が卓越した基礎研究の成果をもとに所内外の研究者や

研究組織と協力して応用や実用化に向けた研究を展開していることは、

新たな科学の開拓・創成につながる可能性がある活動であることを評価

する。 
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含めた見直しを行

うなど、不断の改善

に取り組む。 

 

めて発見した。初期宇宙における銀河や巨大ブラ

ックホールの成長の源となった、ガスの供給過程

の解明に大きく貢献。 

 

●Kim Yousoo 主任研究員らは単一分子の発光メ

カニズムを解明することで、よりエネルギー効率の

高い、有機 EL デバイスの新たな発光機構を発見し

た。基礎研究で得られた知見が応用研究に新たな

知見を与える好例と言える。 

 

●染谷隆夫主任研究員が「伸縮性と生体親和性を

もつ新しい有機半導体エレクトロニクスの開拓」に

より「第 16 回江崎玲於奈賞」並びに「第 89 回服部

報公賞」を受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●左記の受賞は、当該主任研究員の長年の取り組みによって得られた

成果である。 

 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価  

科学技術イノベー

ションの実現のた

めには、新たな研

究領域を開拓・創

成し、インパクトの

ある新しい革新的

研究シーズを創出

していくことが重要

である。 

このため、研究分

野を問わず、卓越

した研究実績と高

い識見及び指導力

を有する研究者に

よる、豊かな知見・

想像力を活かした

研究開発や、研究

所内の組織・分野

横断的な融合研究

を実施し、新たな研

究領域の開拓・創

成につなげる。 

この取組を進める

にあたっては、研究

者の分野を超えた

取組を強化し、各

研究開発の目標設

定と進捗管理をそ

れぞれの課題の科

学的・社会的意義

等に照らし厳格に

行い、諸情勢に鑑

国家的、社会的要

請に応える戦略的

研究開発の候補と

なり得る融合的か

つ横断的な研究開

発課題を、研究所

内外の優秀な研究

者を糾合して経営

戦略に基づき実施

する。研究開発課

題毎に研究の評価

を適時行い、国際

的な研究開発の動

向も含めて厳格に

見直し、新たな研究

領域の開拓を行う。 

 

平成 31 年度は引き

続き、後天的なゲノ

ム修飾制御機構の

解明（エピゲノムプ

ロジェクト）、共生原

理の理解と活用に

向けた研究開発（共

生プロジェクト）を実

施する。また、オー

プンサイエンスの実

践のための環境整

備等を進める。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、組織・分野横断的

な融合研究の実施件数 

等 

【エピゲノム操作プロジェクト】 

●開拓研究本部眞貝細胞記憶研究室は、食事に

よるエピゲノムの変化が世代を超えて遺伝すること

を明らかにした。父親の低タンパク質の食事が生

殖細胞でエピゲノム変化を誘導し、精子を通じてそ

れが子供に伝わり、子供の肝臓における遺伝子発

現変化とコレステロールなどの代謝変化を誘導す

る。本成果はエピゲノム変化を介した遺伝病のメカ

ニズム理解に貢献。 

 

【共生生物学プロジェクト】 

●環境資源科学研究センター植物共生研究チー

ムは、マメ科植物と根粒菌の共生に関わる重要な

遺伝子を発見した。空気中の窒素をアンモニアに

変え、植物に供給する根粒菌について、窒素固定

の鍵となる遺伝子を特定した。本成果は植物と根

粒菌の共生窒素固定を農業への有効利用に貢献

すると期待される。 

 

 

 

 

【オープンサイエンスの推進】 

●データ科学基盤を新たに構築することを決定し

た。データ科学基盤は大量の研究データの保存・

共有・公開や高速・並列データ処理を円滑に行うた

め理研内サーバである。研究データの組織・分野

横断的な利活用を目指し、研究分野ごとに研究デ

ータをデータ科学基盤に集積、データポリシーに基

づき情報を公開することとした。 

 

 

●エピゲノム操作プロジェクト、共生生物学プロジェクトについて、着実に

研究成果を生み出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●オープンサイエンスについて、その実践に向けた全理研的なシステム

構築を精力的かつ着実に推進したことは特筆に値する取組と認められ

る。 

理研オープンライフサイエンスプラットフォームの実施により、組織を越

えて生命科学分野の研究データの利活用促進を行った。本事業は、全

理研的に研究データの集積、公開を進める先行事例となるもののであ

り、今後の展開が期待される。 
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み対応の重要性・

必要性が生じた課

題に対して機動的

かつ重点的に取り

組むとともに、必要

性・重要性が低下

したものは廃止を

含めた見直しを行

うなど、不断の改善

に取り組む。 

●個人データや機密データを管理し、オープン・ク

ローズド戦略に沿った情報公開を行うため、理研

のデータポリシーを策定・公開した。 

 

●情報の管理に必要な研究データ管理システム構

築、メタデータ付与に関する研究開発を実施。国内

外から5日間研究者を招聘し研究開発を行う「理研

ハッカソン」を開催。共同でメタデータ整備や情報

基盤の構築に取り組んだ。 

 

●生命科学分野において各研究室の保有する研

究データをメタデータ化、統合、データ公開を行う

理研オープンライフサイエンスプラットフォーム事業

を実施。本事業の成果として、筑波、神戸、横浜事

業所の生命科学系研究データをメタデータ化し統

合。公開データについては理研メタデータベースに

登録を行なった。 

◯共通基盤ネットワークの機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

研究所内の共通研

究基盤施設・機器

等の存在や利用方

法等を可視化し、研

究所の研究資源利

用 の 効 率 化 を 図

る。研究所には国

家的、社会的要請

にこたえる戦略的

研究開発の推進に

おいて整備された

共通研究基盤とな

る施設・機器等があ

ることに鑑み、本来

の事業に支障なく

所内での利用が可

能となるシステムを

構築する。 

平成 31 年度は、共

同利用機器運営協

議会を運営し、研究

所共通研究基盤施

設・機器等ポータル

サイトの改善、維持

管理運営業務を行

うとともに、研究所

外への展開の可能

性を検討する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

 

●本部長の下に、共同利用機器運営協議会を運

営し、研究所共通研究基盤の利用支援にかかるポ

ータルサイトを導入した。 

詳細な情報の登録・整備により、各事業所の共

同利用機器および研究支援事業を一覧で示すとと

もに、研究所運営の基盤システムとしての活用さら

には所外への利用展開を目指して、サイトの改善・

維持管理を行った。 

 

●ポータルサイトの導入・運用により共同利用機器の利用支援を開始

し、サイトの活用を通じた一元的管理により、組織的運営による共用機

器・設備の戦略的な更新を可能にしたことは特筆すべき取組の進展を認

められる。 
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【Ⅰ-２】 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  S 

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、科学技術

基本計画をはじめ

とする国家戦略等

に挙げられた国家

的・社会的な要請

に対応し、以下に

示す研究開発領域

において、戦略な

研究開発を行い、

優れた研究成果の

創出及びその最大

化を目指す。各領

域において定める

目標を各領域にお

いて定める目標を

達成するために、

研究所は、国家戦

略等を踏まえ、新

たな知見の創出か

ら研究成果の最終

的な社会への波及

までを見据えた主

要な研究開発課題

を 領 域 毎 に 設 定

し、その進め方及

び進捗に応じて見

込まれる成果等に

ついて、中長期計

画及び年度計画に

おいて定めることと

する。 

これらをもとに、各

領域において、３．

１に示した研究所

全体の運営システ

ムのもとで、年度ご

とに各研究開発の

進捗管理・評価とそ

れらを踏まえた改

善・見直しの実施、

研究所内の組織横

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、研究所全

体の運営システム

の下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を 推 進 す る と と も

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以

下の研究開発を実

施する。 

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、研究所全

体の運営システム

の下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を 推 進 す る と と も

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以

下の研究開発を実

施する。 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に

挙げられた、我が国や社

会からの要請に対応する

ための研究開発を、中長

期目標・中長期計画等に

基づき戦略的に推進でき

ているか。 

 

・世界最高水準の研究開

発成果が創出されている

か。また、それらの成果の

社会還元を実施できてい

るか。 

 

・研究開発成果を最大化

するための研究開発マネ

ジメントは適切に図られて

いるか。 

 

（業務実績総括） 

【革新知能統合研究、数理創造研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取組を実施した。 

・革新知能統合研究：他機関と 50 件の共同研究及び

連携センター等による企業と 41 件の共同研究を実施

するとともに、AI 戦略に基づき、AIST、NICT との連携

により AI 研究開発ネットワークを設立しオールジャパ

ンの連携体制を構築した。 

・数理創造研究：若手研究者による３つのワーキング

グループを開始し、理研内外の研究者との共同研究

を行った他、コロキウム、セミナーなどを通して国内外

の機関と人材交流を促進する仕組みにより、国際的

な頭脳還流プラットフォームを構築した。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出し

た。 

・革新知能統合研究： 前立腺がんの病理画像から人

間が理解できる情報を自動で取得する AI 技術を開発

した。また、深層学習が必要最低限の情報のみを抽

出し、重要な部分を重点的に学習することで最適な効

率で学習していることを証明するとともに、半分以上

が異常データでも正常に学習できる新アルゴリズムを

開発するなど、機械学習を飛躍的に発展させる基盤

技術を開発した。 

・数理創造研究： 物質のトポロジカルな性質と密接に

関係する量子状態の幾何学的性質を直接観測する

方法を理論的に提案するなど、人工量子系における

幾何学的効果に関する研究を先導した。また、量子

計算手法に基づいて多変数代数方程式を効率的に

解く新しいアルゴリズムを開発した。 

 

【生命医科学研究、生命機能科学研究、脳神経科学

研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取組を実施した。 

・生命機能科学研究においてセンター内での横断プ

ロジェクト（オルガノイド、研究自動化等の５プロジェク

ト）や、組織内での分野横断的な連携、連携部門の強

化を図るとともに、先端技術の共有を推進するための

技術基盤プラットフォームの強化や、効率的な計算機

資源の確保と有効活用のためのクラウド環境構築に

向けた検討を行った。 

・社会実装に向けては、創薬・医療技術基盤プログラ

 

以下により、各センター等における効果的・効率的な研究マネジメント

を図りつつ、研究開発成果の最大化に向けて、特に顕著な成果の創

出等を行ったと認め、S 評定とする。 

 

（マネジメント、人材育成、外部連携等） 

●先端技術の共有を推進するための技術基盤プラットフォームの強

化など、センター内外の連携体制を強化するとともに、各センターの特

徴・課題を踏まえ、海外を含む多くの研究機関と戦略的連携体制を構

築した。さらに、企業との連携センターや共同研究チームなどにより、

多くの企業との共同研究を推進した。また、各研究分野の特性等を踏

まえたセンター独自のプログラムや制度によって、若手研究者の育成

やキャリアパスャリアパス支援、人材交流などを実施することで、国際

的な頭脳循環における重要な役割を担った。 

 

（研究成果の創出） 

●数理科学や情報科学分野では、多変数代数方程式の量子コンピュ

ータによる新解法の開発などの数理科学を軸とした異分野融合研究

の成果のほか、前立腺がんの病理画像から情報を自動取得する AI

技術の開発など、機械学習を社会課題解決に応用する成果等を創出

した。 

●ライフサイエンス分野では、110 歳以上の超長寿者が持つ特殊な T

細胞の発見、ストレスを受けた細胞が翻訳を停止する仕組みの解明、

統合失調症のバイオマーカーや新しい治療薬候補の発見など、ヒトの

生物学的理解及び疾患の機構解明や予防・治療法開発に貢献し得る

成果を創出した。 

●また、第二世代バイオディーゼル燃料をカーボンニュートラル・省資

源・省エネで合成する触媒や、高いエネルギー変換効率と長期保管

安定性を両立する超薄型有機太陽電池の開発、光格子時計による一

般相対性理論の高い精度での検証や、高レベル放射性廃棄物処理

に資する新たな加速器概念の提案など、SDGs への貢献や社会的課

題の解決に向けた成果を創出した。 
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断的な連携の活用

等の取組を行うとと

もに、各領域に応じ

た個別の研究開発

マネジメントを実施

し、研究開発成果

の 最 大 化 を 目 指

す。 

ム等に対する各種シーズを創出した。特に、がん免疫

療法に関わる研究成果は、製薬企業にライセンス許

諾し全世界における独占的契約の締結に結びつき、

企業治験が開始された。また、製薬業界から強く要望

されていた、分子動力学（MD) シミュレーション専用

計算機 「MDGRAPE-4A」の開発に成功した。  

・頭脳循環に資する流動性の確保に関して、各センタ

ー独自のプログラムや制度を運用し、若手研究者の

育成とキャリアパス支援を実施した。国内外トップレベ

ルの大学の教授、准教授への任用も含めて 160 名超

が転出、チームリーダー等を含めて新たに 100 名超

の優秀な人材を採用するなど、世界的な頭脳循環に

おける重要な役割を担った。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出し

た。 

・生命医科学研究：110 歳以上の超長寿日本人の血

液を対象に１細胞解析を行い、血中に少量しか存在

しない CD４陽性キラーT 細胞が超長寿者では特異的

に増加していることを発見した。また、小腸の２型リン

パ球を欠損させたマウスが肥満になりにくいことを示

し、自然リンパ球が肥満を誘導することを発見した。 

・生命機能科学研究：クライオ電子顕微鏡を用いたタ

ンパク質の構造解析により、ストレスを受けた細胞が

翻訳を停止して細胞活動の負荷を下げる仕組みを解

明した。また、細胞の分化に伴う染色体の時間的・空

間的構造変化の実態が、トポロジカルドメイン（TAD）

と呼ばれる約 100 万塩基対の DNA の塊を単位とする

核内配置の変化であることを、１細胞レベルで解明し

た。さらに、神経幹細胞が「細長い突起」を再生する

能力を持つことを発見し、この能力により発生初期に

は柱状の神経幹細胞が増殖し、やがて、この能力が

減衰することで、脳室帯の中間に神経幹細胞層が出

現することを解明した。 

・脳神経科学研究：統合失調症に関して、毛髪中の硫

化水素産生酵素タンパク質の１つがバイオマーカーと

なる可能性を示すとともに、天然代謝物ベタインが新

しい治療薬候補となり得ることを発見した。さらに、自

閉症に関して、オートファジー機能障害が自閉症の発

症に関与する可能性を示唆し、新しい発症機構を提

起する画期的な成果となるなど、精神・神経疾患の診

断・治療法開発につながる多くの成果をあげた。 

 

【環境資源科学研究、創発物性科学研究、光量子工

学研究、加速器科学研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取組を実施した。 

・環境資源科学研究：SDGｓへの貢献を志向した５つ

のフラッグシッププロジェクト（革新的植物バイオ、代

謝ゲノムエンジニアリング、先進触媒機能エンジニア
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リング、新機能性ポリマー、先端技術プラットフォー

ム）を掲げ、資源枯渇、気候変動、食糧不足等の地球

規模の課題解決に向けた研究を実施した。その上

で、これまでの成果と構築したセンター内外の体制を

基に、分野間の垣根を越えてセンターで結集し、環境

負荷の少ないモノづくりを理念とした課題解決型研究

を推進した。 

また、データ駆動型触媒設計に向けたキャタリストイ

ンフォマティクスシンポジウムを開催するなど、国内外

の連携の強化が図られた。さらに、日本たばこ産業株

式会社と連携し、植物新育種技術研究チームを新た

に立ち上げ、受精卵培養を用いたゲノム編集作物作

出方法の最適化を実施したほか、株式会社ユーグレ

ナと連携し、日本全国の湖沼における採水を中心とし

たサンプリングを実施し、既存の野生株とは異なる性

質のミドリムシ収集を目指すプロジェクトを開始するな

ど、企業等との連携を促進した。このほか、「インフォ

マティクス・データ科学推進プログラム」を立ち上げ、

データ駆動型科学・情報科学の強化及び人材発掘・

育成を行った。 

・創発物性科学研究：国内外の研究機関、産業界と

の連携に関して、中国科学院・清華大学・東京大学・

産総研等との緊密な連携による若手研究者をはじめ

とする頭脳循環、人材交流、研究交流を推進したほ

か、量子技術を中心にソフトマテリアルや医療技術

等、幅広いテーマで産業界と１５件の共同研究契約を

締結し、社会実装に向けた研究開発を推進した。ま

た、それらの成果は「量子 ICT フォーラム特別講演

会」等の研究会合を通じて広く発信し、連携を促進し

た。 

また、オールジャパン体制での量子技術に関する研

究を推進すべく、産総研と合同で「量子技術イノベー

ションコア」ワークショップの実施に加えて、関連分野

の人材・技術が結集する量子コンピュータ研究拠点

の形成に向けた具体的な検討を行った。 

このほか、次世代の創発物性科学研究を牽引する人

材育成を目指し、シニア研究者のメンターシップの

下、若手研究者が研究チームを主宰する統合物性科

学研究プログラムを実施し、新たに1 名のユニットリー

ダーを採用した。 

・光量子工学研究：中国科学院と MOU を締結し、レー

ザー科学分野における人材交流と連携研究を開始し

たほか、海外研究所との共同研究を推進した。理研

内では、エンジニアリングネットワークに広く参画し、

その推進に大きく貢献したほか、年間 550 件以上の

研究工作支援を実施した。 

 また、産業界との協力による企業の若手研究者の

育成のため、企業側の派遣費、共同研究費の負担の

下、若手研究者を受け入れ、研究環境の提供、研究

指導等を実施し、学位取得につなげた。 
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・加速器科学研究：国際的な頭脳循環拠点としての役

割に関して、国際公募により利用課題を選定し、海外

からの 192 名を含む延べ 938 名が施設を利用した。

また、施設の高度化計画の検討において、「荷電変換

リング」という新しい着想を導入し、ビーム強度を20倍

に増強する RIBF 高度化計画を立案した。さらに、応

用研究への展開として、がんの放射線治療への応用

が期待されているアスタチン 211 の製造・精製技術を

開発し、大学・研究機関・製薬企業に供給しているほ

か、アクチニウム 225 を製造・開発し、核医薬品開発

に貢献した。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出し

た。 

・環境資源科学研究：脱酸素された炭化水素である

第二世代バイオディーゼル燃料をカーボンニュートラ

ル・省資源・省エネで合成する触媒を開発した。木材

の主要成分であるリグニンの分解生成物であるリグ

ニン誘導体を原料にして、これまで石油からしか作る

ことのできなかったアクリル樹脂の開発に成功した。 

・創発物性科学研究：バルクヘテロ接合構造の発電

層にポストアニール処理を施すことで、13％の高いエ

ネルギー変換効率と、大気中保管 3,000 時間で劣化

5％以下という長期保管安定性を両立する超薄型有

機太陽電池を開発した。また、シリコン量子ビットによ

るスピン操作の高忠実度化と量子非破壊測定を実現

するとともに、高忠実度の読み出しと２ビット交換操作

を達成するなど、誤り耐性量子計算に向けた多くの成

果をあげた。さらに、ホイスラー合金において面内磁

場の向きや強さを変えることにより、アンチスキルミオ

ンとスキルミオンとの相互変換を直接観察し、ナノス

ケール電子スピン構造の量子情報ビットへの応用研

究を加速した。 

・光量子工学研究：光格子時計の可搬型プロトタイプ

機を用いてスカイツリーにおける運転試験を行い、一

般相対性理論を高い精度で検証することに成功し

た。また、可搬型のプロトタイプとして開発した超小型

中性子線源 RANSⅡの稼働を開始し、安定的に中性

子線を発生させるとともに、コンクリート橋梁試体内部

の劣化を可視化する技術を開発した。 

・加速器科学研究：中性子過剰なニッケル同位体 Ni-

78 のガンマ線分光に成功し、長年未解決であった二

重魔法性の直接的証拠を発見した。また、高レベル

放射性廃棄物などに含まれる長寿命放射性元素を大

量に安定元素や短寿命元素に変換するための新た

な加速器の概念を提案した。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(1) 革新知能統合研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

8 

109 

 

86 

197 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

83 

46 

 

76 

45 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

5 

1 

 

14 

0 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

88 

542,620 

 

102 

631,789 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

次世代人工知能技

術等研究開発拠点

形成事業費補助金

（千円） 

3,521,000 3,055,100 

     

従事人員数 194 210      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

ICT の発展に伴い、IoT

や人工知能技術の利活

用が進む中、我が国が世

界に先駆けて「超スマート

社会」を実現し、ビッグデ

ータ等から付加価値を生

み出していくことが求めら

れている。このため、深層

学習の原理の解明に向

けた理論の構築や、現在

の人工知能技術では対

応できない高度に複雑・

不完全なデータ等に適用

可能な基盤技術の実現

に向けた研究を推進する

とともに、これらの基盤技

術も活用し、再生医療等

の我が国が強みを有する

ICT の利活用による

「超スマート社会」の

実現のため、政府が

とりまとめた「人工知

能技術戦略」に基づ

き、関係府省、機関及

び民間企業と連携し

ながら、グローバルな

研究体制の下、 

①汎用基盤技術研究

として、革新的な人工

知能等の基盤技術の

構築に向けた研究開

発を推進するととも

に、 

②目的指向基盤技術

研究として、これらの

基盤技術も活用する

ICT の利活用による

「超スマート社会」の実

現のため、汎用基盤技

術研究、並びに、目的

指向基盤技術研究を

行う。 

また並行して、社会に

おける人工知能研究と

して、人工知能技術等

の利活用に当たっての

倫理的、法的、社会的

問題についての研究

及び情報発信を行うと

ともに、優れたリーダー

の下、人材育成を進め

る。 

 

①汎用基盤技術研究  

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

① 汎用基盤技術研究 

●深層学習の汎化能力に関して、minimax の意味で

最適な汎化能力が得られることを理論的に初めて証

明した(ICLR2019)。 

 

●深層学習の記憶効果と呼ばれる性質を活用し、半

分以上のデータが異常値の場合でも正常に学習でき

る実用的なアルゴリズムを開発した(ICML2019)。 

●確率的最適化に基づく新たな近似ベイズ推論技術

を開発し、大規模なニューラルネット・大規模なデータ

への適用を初めて実現した(NeurIPS2019)。 

●プランニング問題に対して最速レベルのヒューリス

ティック探索技術を開発するとともに理論体系化を行

った(AAAI2020, Outstanding paper, Honorable 

Mention)。 

●テンソルリングと呼ばれる独自のデータ構造を提案

し、その高速計算アルゴリズムを開発した

(ICASSP2019, best student paper)。 

 

●深層学習が従来の浅い学習よりも性能が良いことを

理論的に示しており、今後の学習アルゴリズムの飛躍

的な性能向上につながる革新的な研究成果であること

から、非常に高く評価する。 

●従来のロバスト統計学の常識を覆す性能を達成し，

深層学習の信頼性を大きく改善する画期的な研究成果

であることから、非常に高く評価する。 

●不確定性を考慮できるベイズ推論は様々な分野で活

用が進んでおり、スケーラビリティ改善による実用的な

インパクトは多大であることから、非常に高く評価する。 

●探索技術の適用範囲を大幅に向上させるものであ

り、今後の当該分野の発展に大きく寄与する成果であ

ることから、非常に高く評価する。 

 

●深層学習と信号処理技術を融合する独自の取組で

あり，両分野の発展に貢献する成果であることから、高

く評価する。 
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分野の科学研究の更なる

強化及び防災等の国内

の社会課題の解決に資

する研究成果を創出す

る。また、人工知能技術

等の利活用にあたっての

倫理的、法的、社会的問

題について研究・発信す

る。これらを通じて、高度

な研究開発人材等の育

成を行う。その際、関係

省庁、機関及び民間企業

と緊密に連携し、世界的

な動向を踏まえながら、こ

れらの取組を着実に進め

る。 

ことにより、我が国が

強みを持つ科学技術

分野の強化及び社会

的課題の解決を図

る。 

また並行して、技術の

進展が社会にもたら

す影響や人工知能と

人との関係について

の洞察を深めることも

重要であり、 

③社会における人工

知能研究として、人工

知能技術等の利活用

に当たっての倫理的、

法的、社会的問題に

ついて、世界的な動

向を踏まえながら研

究及び情報発信を行

う。 

加えて、ICT に係る知

見や技術を理解し、課

題解決に結びつける

人材の育成も不可欠

であり、 

④人材育成として、優

れたリーダーの下、必

要に応じて幅広い分野

の多様なスキルを有す

る人材が集う柔軟な研

究体制、研究環境を整

備する。 

平成 31 年度は、引き

続き、深層学習の汎化

と最適化の原理の理

論的解明を進めるとと

もに、弱教師付き学習

やベイズ推論などの新

しい学習アルゴリズム

の開発とその理論解析

に取り組む。 

  

② 目的指向基盤技術

研究  

平成 31 年度は、引き

続き、医療、バイオ、福

祉、新材料、 防災・減

災、境域、知識ベース

などの分野において、

外部専門機関等との

連携により、課題解決

のための人工知能技

術の創出に取組むとと

もに、社会的ニーズに

より優先度が高い分野

においては、機械学習

の新しい基盤技術を実

装した解析システムを

実現する。  

 

③ 社会における人工

知能研究  

平成 31 年度は、シン

ポジウムを開催するな

ど、関連する分野を含

む国内外の研究者と

の議論の機会を設ける

とともに、人工知能技

術が普及する社会に

おける価値観、倫理、

法制度、社会制度に関

する検討結果を発信す

る。さらに、日本の社

会的・文化的特性を踏

まえつつ、人工知能を

活用した社会的モデル

の実証的構築、将来の

モデルの明確化を図

る。  

 

④人材育成  

平成 31 年度は、引き

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

●独自の作用素論的解析を用いた非線形ダイナミク

ス構造を持つ現象のモデル化・予測手法を開発し、そ

の有効性を示した(ICJNN2019, best student paper)。 

 

●複数の非凸・非平滑な関数の足しあわせから成る

複雑な最適化問題に対して、勾配計算と近接写像の

計算から構成される新しいアルゴリズムを構築し有効

性を示した（Mathematical Programming, 2019）。 

●未観測共通原因を含むデータから因果グラフを推

定できる画期的な手法を開発した(AISTATS2020, to 

appear)。 

 

② 目的指向基盤技術研究  

●日本医科大学等との連携により、医師の診断情報

が付いていない前立腺がんの病理画像から、教師無

し学習により、がんに関わる知識を AI が自力で獲得

する技術を開発した（Nature Communications）。 

●富士通研究所と連携し、超音波検査に人工知能技

術を適用する上で、大きな課題の一つである「影」の

検出に関して、効率的な新技術を開発した

（MIDL2019）。 

●龍谷大学、名古屋大学との連携により、機械学習と

従来の遺伝子同定法を組み合わせた手法により、イ

ネの収量に関わる遺伝子を同定した（PNAS)。 

 

●京都大学 iPS 細胞研究所との連携により、アルツ

ハイマー病の病因分子産出の原因となる遺伝子を細

胞ごとに同定する技術開発に世界で初めて成功した

（Nature Genetics 投稿準備中、特許出願準備中）。 

●様々な地形情報から機械学習による地滑りの発生

予測マップ生成技術を開発、イランの実データでの適

用実験において優れた予測精度を達成した

（ISPRS2019）。また、機械学習に基づく新たなハイパ

ースペクトルイメージング技術により災害後の高速、

高精度な広域被害推定技術を開発した。 

●ヒューマンコミュニケーション研究の一環で、適応的

かつパーソナライズした教育のための新たなモデルを

考案した（EDM2019, Best Paper Award)。 

 

 

 

③ 社会における人工知能研究  

●約 300 名の参加者（うち半数以上を企業が企業関

係者）を集め、全国紙にも掲載された「機械学習と公

平性シンポジウム」など、社会から高い関心を集める

シンポジウム等を 10 回開催し、多くの人たちとの議

論の機会を設けた。 

●AI 倫理指針の発信に関連して、Personal Data and 

Individual Agency の章の執筆に参加し IEEE EAD 

1e(Ethically Aligned Design 1st edition)が公開され、

●深層学習では捉えられない非線形ダイナミクス構造

を持つ現象のモデル化・予測を可能にする研究成果で

あり、今後の更なる発展が期待できることから、高く評

価する。 

●非凸・非平滑な関数を Moreau 包絡関数で近似する

という独自のアプローチで、当該分野の研究を国際的

にリードしていることから、高く評価する。 

 

●深層学習では解析できない因果関係の解析を可能

にする研究成果であり、今後の更なる発展が期待でき

ることから、高く評価する。 

 

 

●がんの再発の診断精度を上げる新たな特徴を見つ

けることに世界で初めて成功した優れた研究として国内

外で多数報道されており、非常に高く評価する。 

 

●超音波画像に映り込んだ影が異常検知に与える影

響を自動的に評価できるようになり、昨年度より推進し

ている胎児心臓超音波スクリーニング技術の臨床応用

に向けた研究をさらに前進させたことを高く評価する。 

●イネの収量増加に貢献すると期待でき、AMED 理事

長賞を受賞している。また今後、本研究で使用した解析

手法を、イネ以外の作物にも応用することが可能という

点で高く評価する。 

●複雑なアルツハイマー病態を、細胞と遺伝子により再

定義し、疾患研究および治療法開発を刷新可能とする

という点で高く評価する。 

 

●災害ハザードマップの自動生成技術、および、被害

推定技術は、防災・減災の観点で我が国における重要

研究テーマである。これらの成果は、前者は国際ワーク

ショップで Best Paper Award を受賞、後者は、コンピュ

ータビジョンのトップ国際会議に採択という点でいずれ

も高く評価する。 

●大規模オンライン講義における課題評価法として、受

講生による相互評価が有望である。本成果では、受講

生の能力や成果物の品質等を精度高く推定可能なモデ

ルを考案した。相互評価の統計モデルという独創的な

研究として評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●研究成果の発信のみならず、提案が国際的な倫理

指針（IEEE EAD 1e）に採択され、人工知能技術が普及

する社会における制度の構築に貢献したことを高く評価
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続き、大学等との連携

及び企業からの研究

者・技術者受入れ、海

外の大学・研究機関と

の連携による人材交

流等を通じ、情報科学

技術分野における人

材育成に努める。 

世界的に頻繁に参照されている。 

●人工知能を活用した社会的モデルに関しては技術

的観点から公平性に関して機械学習を欺くモデルを

国際会議で発表した(ICML2019)。 

●世界的な合意形成に関してはロボット開発に AI 倫

理を適用する目的で、人間工学の国際規格である

ISO/TR 9241-810: Ergonomics に提案が採用され

た。  

●掲げた個人データの流通に関する問題への対応に

関しては、PLR (Personal Life Repository)の開発を進

め、市立伊丹病院の電子カルテシステムと PLR を連

携させて母子手帳アプリを実現することになった。 

●AI ネットワーク化社会における「こころの涵養」「人

材育成」という観点から、わざの修練、心のタフネスに

関する考察を手がかりとして、剣道などの東洋固有の

伝統芸能・思想等を AI 時代に求められる考え方の一

部として応用していくことに関する可能性を示した。

(Neurosci) 

 

④ 人材育成 

●非常勤 PI を通じた国内各地の大学、研究機関との

連携体制等を通じて、学部生、大学院生を研究パート

タイマー等として 133 名登用し将来を担う人材の育成

に努めた。 

●海外研究機関等との MOU に基づき、17 の国と地

域から 61 名の海外インターン学生を受け入れた。 

●企業との共同研究の枠組みの中で、企業の抱える

課題やデータとともに 39 社から 179 名の客員研究員

を、受け入れ、OJT を通じて人材育成に努めた。 

●前年度に整備した人工知能技術研究用の計算機

システム（miniRAIDEN）について、科学技術振興機構

（JST）と連携し、JST の AIP プロジェクトを推進する

若手研究者に対し供用を開始した。 

●特別研究員が国内外の IT 企業へ転出するととも

に、研究員 2 名が国公立大学教授、特別研究員の 2

名が国内外大学の准教授、3 名が講師の職を得て転

出するなど、優秀な人材の輩出にも貢献した。  

 

⑤ その他 

●機械学習のトップカンファレンスである

NeurIPS2019 で、21 件の論文が採択された（日本か

らの採択 36 件）。 

●機械学習の主要なカンファレンスである AISTATS 

2020 において 10 本の論文が採択された。 

●AAAI-20 において Outstanding Paper Award, 

Honorable Mention を受賞するなど、内外の国際会

議、学会等において、多数の賞を受賞した。 

●大学・研究機関等と 50 件の共同研究を実施した。

また、4 社（NEC、東芝、富士通、富士フイルム）との

連携センターの研究を進めるとともに、他の企業と 37

する。 

 

 

 

●ロボットと人間のインタラクション方法に関する提案が

国際規格に採択され、人工知能が普及する社会におけ

る制度の構築に大きな貢献したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

●当初計画の進捗に加え、剣道という具体例による日本

的価値観の効用という新機軸で年度計画を前倒しで進

捗しており、高く評価する。 
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件の共同研究を実施した。 

●新たに 5 件の MOU を締結し、海外の研究機関等

計 45 機関と連携研究、人材交流等を行うとともに、

海外機関との国際ワークショップ等を 7 件開催した。 

●政府の人工知能戦略に基づき、産総研、NICT と連

携して AI 研究開発ネットワークを設立し、国尾内の大

学や研究機関の参画を呼び掛け、オールジャパンの連

携体制構築を図った。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(2) 数理創造研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

0 

69 

 

0 

72 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

11 

3 

 

10 

4 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

0 

0 

 

1 

0 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

14 

26,775 

 

28 

83,205 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 207,123 245,697      

従事人員数 17 17      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

自然科学や社会科学に

おける学際研究の重要性

が益々高まりつつある

中、各分野で個別に進化

してきた科学的方法の共

有と結合、大規模データ

からの情報抽出や高度に

複雑なシステムの制御に

必要な数理科学的手法

の開発が求められてい

る。このため、数学・数理

科学を軸として、物理学、

化学、生物学等における

理論科学や計算科学等

を融合し、数理科学の視

点から自然科学における

基本問題（宇宙や生命の

起源等）や、国家的・社会

今世紀の基礎科学の

重要課題の一つであ

る“宇宙・物質・生命

の統合的解明”のた

め、数学・理論科学を

軸とした異分野融合と

新たな学問領域創出

を目指し、諸科学を統

合的に推進し、それを

通して社会における

課題発掘及び解決に

取組む。具体的には、 

①新しい幾何学の創

成をはじめとする数学

と自然科学の共進

化、 

②複雑化する生命機

能の数理的手法によ

① 数学と自然科学の

共進化  

数学と自然科学の共

進化を加速するため、

自然科学と数理科学

の相互交流を拡大す

る。現代数学の自然科

学への適用にとどまら

ず、自然現象から数学

に新たな動機を与える

ことにより、新しい幾何

学の創成とミレニアム

問題等、数学における

重要問題の解決へ向

けての取組を促進す

る。 

平成 31 年度は、京都

大学数理解析研究所

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

①数学と自然科学の共進化 

●多様体の幾何学，特にスカラー曲率に関するトポロ

ジーにおいて、閉スピン多様体の高階指数とその余次

元 2 の部分多様体の高階指数を結び付ける定理を証

明した。また、結晶対称性を持つようなトポロジカル相

を分類する K 群に関する T-双対性の証明を進展させ

た。 

●ゲージ理論を 4 次元多様体の連続族に適用するこ

とで，4 次元空間の連続族の形に制約がかかるという

結果を得て，それを 4 次元多様体の対称性の全体の

なす空間に応用し、これまで予期されていなかった結

果を得た。 

●代数的サイクルの理論と密接に関連するモチーフ理

論の一般化を行い、モチーフ理論の重要な材料である

ニスネヴィッチ位相の一般化を定義し、種々の基本的

な性質を拡張することに成功した。 

●ナノ磁石などの大きなスピンとそれに結合したリング

上を動く電子から成るメゾスコピック系で、スピンを人工

●分野や所属を越える基礎及び応用研究活動は、学際

的研究を促進し、諸科学の統合的解明、社会における課

題発掘及び解決を図り、数理科学を活用した破壊的イノ

ベーションの創出を目指す、理研ならでの革新的な取組

であり、総合的な研究機関として高い基礎研究力を有す

る理研ならではの取組として非常に高く評価する。 

 

●政府の研究力強化の方策として新興・融合領域の取

組の強化が求められている中、時代を先導する価値創

出の源泉となる数理科学のポテンシャルを最大限に発

揮させるための理研の体制を強化し、数理科学を軸とし

た我が国の学際的研究を促進し、新興・融合領域の創出

を加速するプログラム運営として非常に高く評価する。 

また、政府の量子技術イノベーション戦略に鑑み、理研

内はもとより国内外の研究者と連携し、特に量子計算科

学における成果を創出しつつあることは評価する。 
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的ニーズに応えるための

諸課題（自然現象や社会

現象の数理モデリング技

術の進展等）の解決に向

けた取組を推進する。ま

た、それらの分野や階層

を横断的に見ることで解

明可能な社会課題の発

掘と、これらの推進を行う

人材の育成を行う。 

る解明、 

③数理的手法による

時空と物質の起源の

解明、 

④数理科学的手法に

よる機械学習技術の

探求を行う。 

さらに、国内・国際連

携のネットワークを構

築し、 

⑤既存学問分野の枠

を越えて活躍できる人

材育成を行い、頭脳還

流の活性化を図るとと

もに数学・理論科学を

活用し、科学界のみな

らず産業界に対するイ

ノベーションの創出へ

の貢献を図る。 

をはじめとする国内外

の数理科学関連機関

や数理創造プログラム

サテライトを活用して、

宇宙・気象における流

体現象を扱うための数

学と計算科学の統合

的アプローチ、非可換

幾何学の数理研究とそ

れに基づく物質設計、

臨床医学における数理

解析、に関する共同研

究を推進する。これら

は、数学者、理論物理

学者、医学者が、それ

ぞれの最先端の手法

や知見を活かして協働

することで進展が見込

まれるテーマであり、

理化学研究所の分野

横断的研究の発展に

資する。 

 

② 数理科学と生命の

起源の解明  

現代生物学の重要課

題である、「生命機能

が進化してきたプロセ

ス」の解明を目指す。

細胞が持つ自律性や

恒常性、発生の過程で

作り出される機能、環

境変動に対する適応

性等、遺伝子やタンパ

ク質等の生体分子の

仕掛けから生まれる原

理について、数理的手

法を用いて解析し、生

体分子が様々な環境

において進化する中で

システムとして生命機

能を獲得し、複雑化し

てきた過程の解明を目

指す。 

平成 31 年度は、真核

生物のゲノムの大半を

占める非コード領域の

機能を解明するため

に、その進化過程を数

理生物学者と数学者

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

次元とみなした二次元系での人工ゲージ場の効果とそ

こでのトポロジカル現象を理論的に明らかにした。ま

た、トポロジカルレーザーを代表とする活性物質におけ

るトポロジカル効果についての総合報告を完成した。 

 

 

②数理科学と生命の起源の解明 

●北海道の複数の生産牧場から取得したサラブレッド

の DNA データの解析により、競走能力と強く関係する

遺伝子マーカーの同定に成功し、その結果を各牧場に

フィードバックしてさらなるサンプルの取得を行った。 

●植物の有性生殖にかかわって生じる種内競争が植

物群集内の多様性に与える影響について、従来のモ

デルの拡張と数学的な厳密解を与えて、競争に加えて

共同効果も生じる条件を明確化し種内進化と群集動態

の関係に対する視点を与えた。 

●子孫数の個体間でのばらつきを考慮することによる

進化ダイナミクスの修正を理論的に明らかにした。その

結果は、海洋生物・ウイルスだけではなくバクテリアに

おいても普遍的に見られるので、バクテリアを用いた進

化実験に応用が可能である。 

●非線形力学系の近似解析に使われるくりこみ群法を

用いて、体内時計モデルや非線形振動モデルにおけ

る波形や周期のパラメータ依存性を研究し、周期の長

さが波形の歪みに比例するという普遍的性質を見出し

た。 

 

③数理的手法による時空と物質の起源の解明 

●グザイ粒子と核子の間に働く力を「京」コンピュータを

用いて導出し、それをもとに量子少数多体系の精密計

算を行うことで、グザイ粒子 1 個と核子 3 個の計 4 個

のバリオンからなる新たなハイパー原子核「グザイ・テ

トラバリオン」の存在を予言した。 

●アインシュタイン重力と物質場の量子論を組合せて

解析し、蒸発するブラックホール内部の量子状態の性

質や、ブラックホールのエントロピーは励起した S 波状

態が担っていることを明らかにした。 

●２次元 AdS 時空上のブラックホールの蒸発過程を量

子重力の低エネルギー有効理論に基づいて研究し、ブ

ラックホールの内部状態とホーキング放射をつなぐ新

たな時空の幾何構造の生成を通して、エントロピーの

増大が抑えられることを見出した。 

●銀河系内・系外のブラックホールジェット天体からの

拡散ガンマ線について、ジェットにともなったノット構造

を考慮にいれることで、観測されたガンマ線データが説

明できることを理論的に示した。 

 

④数理科学と人工知能 

●量子アニーラーを用いた線形計画問題の新しい解

放を提案し、この新しい技術の基礎科学や産業界での
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及び物理学者が共同し

て、バイオインフォマテ

ィクス手法と数値シミュ

レーションにより研究す

る。また、カリフォルニ

ア大学バークレー校の

生物物理研究室との

連携により、集団遺伝

学の数理研究を推進

する。更に、サイモンズ

生命機械研究センター

との数理生物学におけ

る連携研究を進める。 

 

③ 数理的手法による

時空と物質の起源の

解明  

物理学・計算科学・数

学の協働により、時空

の起源と物質の起源を

解明する。特に素粒子

原子核の大規模シミュ

レーションを推進すると

ともに、国内外の宇宙

観測データを基にした

ビッグデータ解析手法

の開発を行い、宇宙と

物質の起源の解明に

つなげる。 

平成 31 年度は、米国

ローレンス・バークレー

国立研究所内の数理

創造プログラムサテラ

イトを拠点に、大規模

数値シミュレーションに

よる原子核構造に関す

る共同研究を引き続き

進める。また、超新星

爆発・中性子星合体・

ガンマ線バーストの観

測データと大規模シミ

ュレーションの比較か

ら、爆発的天体現象の

解明と元素の起源を仁

科加速器科学研究セ

ンターの研究チームと

連携して進める。銀河

中心の大質量ブラック

ホールの周辺構造の

解明については、理論

応用を探索した。 

●大規模な最適化問題を高速かつ精密に解くための、

量子古典ハイブリット計算手法を提案した。その産業

応用を視野に入れて、特許出願を行った。 

●素粒子・原子核の格子 QCD 計算で生成されるペタ

バイト級のビッグデータを管理するために、UC バーク

レー・ローレンスバークレー研究所の研究者と協力し

EspressoDB および LatteDB という 2 つのオープンソー

スソフトウェアパッケージを公開した。 

 

⑤分野及び階層等を越えた人材育成 

●多くの数理科学者が集まるハブとなる“SUURI-

COOL”と名付けた数理創造プログラムサテライト（仙

台・東京・京都・神戸・米国バークレー）における活動

を、各地の数理研究者と数理創造プログラム(以下

iTHEMS)若手研究者の協力で活性化させるとともに、

新しいサテライトとして、SUURI-COOL Kyushu を九州

大学伊都キャンパス内に開設し、分野横断型国際研究

集会や国際スクールを実施した。 

●iTHEMS 若手研究者を中心としたボトムアップ型ワー

キンググループとして、経済物理学ワーキンググルー

プ、量子計算情報科学ワーキンググループ、暗黒物質

ワーキンググループが新たに発足し、理研内外の研究

者による情報交換や共同研究が進展している。 

●iTHEMS 若手研究者を中心としたボトムアップ型スタ

ディグループとして、仮想現実(VR)スタディグループが

発足し、理研内外の研究者にむけた VR の基礎科学

への応用に関する講義を開始した。 

●カリフォルニア大学バークレー校数学科との人材交

流事業を開始し、iTHEMS の若手数学者がバークレー

に長期滞在した。 

●学部・大学院生の分野横断的教育活動やダイバー

シティ推進のため、京都大学理学サイエンス連携セン

ター(SACRA)および奈良女子大学自然科学専攻との

連携を開始した。東京大学教養学部との連携を継続

し、iTHEMS 若手研究者による学部初年級への数理研

究フロンティア連続講義を開講した。 

●数理的手法を用いた国内外の民間企業との共同研

究を、iTHEMS 若手研究者を中心に進展させ、金融経

済現象のビッグデータ解析や量子コンピュータのアル

ゴリズム開発で、論文執筆や特許出願を行った。 

・ 量子情報科学分野の人材育成を目的に、文科省、

理研 CEMS と共同で産学連携型ワークショップを開催

した。 

 

【運営等】 

●国際頭脳還流ネットワーク、分野横断型スクール・ワ

ークショップ、日常的な分野交流などを通して、ブレー

クスルーをもたらす研究土壌の開発や若手人材の育

成を進めている。また 1 人 1 人の研究の活動度の向



 

46 

予測と宇宙観測の密

接な連携による協働研

究を推進する。更に、

理論物理学者と数学

者の連携による数理物

質科学の進展を測るた

め、カブリ理論科学研

究所（KITS）と共同で、

iTHEMS-KITS 連携オ

フィスの理化学研究所

内設置を進める。  

 

④ 数理科学と人工知

能  

機械学習技術が適切

に機能するための条件

や結果の不定性等に

関する数理的基礎につ

いて解明する。機械学

習技術を物理学、化

学、生物学等の基礎研

究に適応し、これまで

にない新しい発見を生

む可能性を探索すると

同時に、機械学習技術

の基礎を数理科学の

観点から深く掘り下げ

る。 

平成 31 年度は、革新

知能統合研究センター

や計算科学研究センタ

ーとの密接な協業によ

り、機械学習技術が基

礎科学や応用科学へ

適用できるよう、トップ

ダウン及びボトムアッ

プ型によるテーマ課題

設定によって研究・強

化を図る。特に、基礎

物理学におけるモデル

パラメータ抽出に対す

る深層学習の適用、医

療診断やスポーツ科学

への深層学習技術の

応用、天体観測データ

の機械学習技術を用

いた解析、大規模経済

ネットワークの機械学

習による理論解析等

を、上記センターのみ

上を図り、研究推進するため、チームやグループ等の

組織体制を形成せず「研究セル」という緩やかな仕組

みを用い、セル間を研究者が自由由自在に行き来する

柔軟な研究体制（数理創造プラットフォーム）を取って

いる。 
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ならず、大学、研究機

関及び民間企業との融

合研究として進め、産

業化に向けた技術開

発も視野に入れる。  

 

⑤ 分野及び階層等を

越えた人材育成  

国内外の数学者・理論

物理学者・理論生物学

者・情報科学者・計算

科学者が緊密に連携し

課題に取り組むための

国際頭脳還流ネットワ

ークを構築し、数理科

学を軸として既存分野

の枠を越えた新たなア

イデアの醸成とブレー

クスルーをもたらす優

秀な若手人材の育成

を行う。 

平成 31 年度は、国内外

の数理創造プログラム

サテライト（仙台、京都、

神戸、バークレー）にお

ける活動度を、サテライ

トに配置した若手研究

者を中心に高め、異分

野融合・新領域創出を

促進する環境を整備す

る。さらに、カリフォルニ

ア大学バークレー校へ

の若手研究者派遣プロ

グラムを開始する。ま

た、京都大学理学研究

科 MACS 教育プログラ

ムとの連携による学部・

大学院生の分野横断的

教育活動を継続する。

東京大学教養学部と連

携した学部初年級への

数理科学の分野横断講

義を継続すると同時に、

東北大学数理科学連携

研究センターと連携し数

理科学の学生を対象と

する国際産業連携スク

ールの推進、カリフォル

ニア大学バークレー校

数理科学研究所と共同
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で大学院生のための日

米合同数学スクールを

企画し、様々な分野で活

躍できる国際的視野を

持った数理科学者を育

成する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(3) 生命医科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

37 

221 

 

36 

295 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

248 

16 

 

246 

10 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

34 

24 

 

33 

53 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

229 

2,099,192 

 

222 

1,589,384 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 3,327,266 4,168,510      

従事人員数 320 316      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

がんや生活習慣病の克

服のために革新的な免疫

療法をはじめとした治療

法が開発されているが、

薬効の個人差や副作用

がその普及に向けた課題

であり、遺伝子レベルで

の層別化や発症メカニズ

ムの包括的解明による個

人に最適な治療選択が

必要である。このため、ヒ

ト免疫系基本原理の解明

やヒト化マウス等の基盤

技術開発、疾患関連遺伝

子の網羅的同定、一細胞

技術を活用した機能性ゲ

ノム解析研究等の成果を

発展・融合させ、がん免

ゲノムや環境による個

人毎の違いを踏まえ

た正確で効率的な予

防や治療を可能とす

るため、生命の高次

機能の理解や機能の

破綻による人間の疾

患発症機構の解明を

目指した生命医科学

研究を推進する。 

具体的には、 

①ゲノムを解析して機

能・疾患を理解するゲ

ノム機能医科学研

究、 

②ヒト免疫系による恒

常性維持・破綻のプロ

セスを解明するヒト免

① ゲノム機能医科学

研究  

個人差や副作用に配

慮したゲノム創薬手法

の開発やゲノム医療の

実現のために、制御性

RNA による細胞制御

の体系的な把握のた

めの技術の開発やヒト

ゲノムを起点とした疾

患発症メカニズム解明

のための大規模統計

学的解析を行う。 

平成 31 年度は、制御

性 RNA の機能推定の

ためのパイロット実験

として、高精度の

RNA-クロマチン相互

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

①ゲノム機能医科学研究 

制御性 RNA の網羅的機能解析および大規模統計

解析による疾患発症メカニズム解明へ向けた研究開

発を着実に進め、順調に進捗している。また、細胞核

内の RNA-クロマチン相互作用をゲノム全体から検出

できる独自技術 RADICL-seq 法を開発し、制御性

RNA の機能推定へ向けたインタラクトーム解析を可

能にした。また、エンハンサーを網羅的かつ精確に検

出し、活性度を測定できる独自技術 NET-CAGE 法を

開発し、がん細胞中に存在する約 3 万の活性化エン

ハンサーを同定、活性化動態やトポロジー構造を解

明した。 

 さらに、計画を上回る業績として、 

１）110 歳以上の超長寿日本人の白血球を対象に１細

胞発現解析を行い、血中に少量しか存在しない CD4

陽性キラーT 細胞が超長寿者では特異的に増加して

いる新知見を得た。 

 

 

●RNA の機能推定において従来の技術では未知 RNA

の解析に限りがあった。RADICL-seq 法は、制御性 RNA

の機能とゲノム上の作用領域の情報を同時に捉える大

規模解析を可能にし、高く評価する。 

 

 

●NET-CAGE 法による正確なエンハンサーの同定・活

性解析は画期的であり、疾患発症機序解明に役立つこ

とから、非常に高く評価する。 

 

 

 

●超長寿者において CD4 陽性キラーT 細胞が増加して

いることの発見や、細胞老化とがん化に関連する Y 染色

体の後天的喪失の機構解明は、高齢化社会における健

康寿命の延伸に貢献することが期待でき、非常に高く評

価する。 
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疫治療等における個別化

医療・予防医療の実現に

向けた研究を推進する。 

疫医科学研究、 

③ヒトの環境応答につ

いてデータ収集・計

測・モデリングを行う

疾患システムズ医科

学研究、 

さらに 

④これらを融合したヒト

免疫システムの解明か

ら個別化がん治療等へ

の応用を行うがん免疫

基盤研究を実施し、画

期的な治療法の社会

実装への橋渡しに向け

た研究を推進する。ま

た、生命医科学研究に

おける新たな研究領域

を開拓できるリーダー

の育成を行う。 

作用ライブラリーを調

製し解析する。また、

疾患発症に関わる生

物学的経路を特定する

ため、オミックスデータ

と遺伝統計学的解析

データを統合的に解析

するアルゴリズムの精

度向上を目指して手法

の最適化を行う。  

 

② ヒト免疫医科学研

究  

関節リウマチ等の疾患

発症機構の解明に向

けて、ヒト免疫機能研

究手法による疾患の原

因となる変異タンパク

や発現異常の同定や、

ヒトと実験動物の間に

みられる免疫システム

の異同を検証するため

の新たな研究手法の

開発を行う。 

平成 31 年度は、免疫

担当細胞サブセット毎

のゲノム多型と機能変

化のメカニズムを解析

するためのデータベー

スの構築を引き続き行

う。特にエンハンサー、

プロモーターとともに、

長鎖ノンコーディング

RNA に注目して、その

リンパ球機能との関係

を解析する。また、ヒト

細胞の機能の中心とな

る分子群とパスウェイ

を、マウスを用いてより

詳細に検証する。  

 

③ 疾患システムズ医

科学研究  

皮膚炎や糖尿病をはじ

めとした慢性炎症を多

階層に理解するため、

免疫系・神経系・内分

泌系各臓器間の相互

作用を介した、高次の

環境応答メカニズムを

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

２）国際共同研究を通し、95,380 人の日本人 DNA デ

ータを遺伝統計学的手法等で統合的に解析し、細胞

老化とがん化に関連する Y 染色体の後天的な喪失と

その機構を明らかにした。 

 

②ヒト免疫医科学研究 

ヒト免疫システムを直接解析する方向と、マウスで

の解析をヒトの免疫システムの理解に外挿する方向

の両面から研究を推進し、順調に進捗している。前者

に関しては、他部門と連携し、健常人リンパ球につい

て 30 サブセット別に遺伝子発現とゲノム変異に関す

るデータベースの構築を進め、特にプロモーター、エ

ンハンサー領域におけるゲノム変異の解析を大きく進

展させることができた。また、原発性免疫不全患者の

解析で、AIOLOS 遺伝子の突然変異で B 細胞が欠損

することを見出した。 

 さらに計画を上回る業績として、後者の方向に関す

る研究としては、マウス実験によりアレルギー反応に

関係することが理研において発見されていた自然リン

パ球 ILC2 が、ヒトの肺線維症においても関係してい

ることを見出した。また、食餌誘導性肥満におけるリン

パ球の関与について調べ、小腸の ILC2 が肥満の誘

導に働くことを明らかにした。さらに、宇宙空間の無重

力環境下に晒されたマウスにおいて、胸腺細胞の増

殖が抑制されることによって胸腺の萎縮が起きるこ

と、重力負荷により萎縮が軽減されることを発見した。 

 

 

③疾患システムズ医科学研究 

皮膚炎や糖尿病をはじめとした慢性炎症の多階層

計測を行い、ヒト慢性皮膚炎患者の多階層・時系列デ

ータを格納した解析プラットフォームを構築した。この

プラットフォームとモデルマウスとのデータ統合によ

り、新たな治療標的となる分子群を同定した。 

 さらに、計画を上回る業績として、ピロリ菌による胃

の免疫制御機能とそのメカニズムを新たに同定した。

また、皮膚バリアと感覚神経の関係を可視化し、アト

ピー性皮膚炎における新たなかゆみのメカニズムを

同定した。 

 

④がん免疫基盤研究 

がん細胞の層別化の研究として、ヒト肝臓がん、食

道がん組織の RNAseq のデータから、免疫活動性・

抑制に基づく分類を行い、免疫活性度の高い患者群

を同定した。多施設共同研究により大腸がんなど 4

種類以上のがんの多層オミクスプロファイルを取得

し、がんゲノムのヘテロ性と組織に浸潤する免疫細胞

を数理科学的に推定し、治療成績や予後との新たな

関係を発見した。またオミクスなど非画像データを画

像データに変換することによって人工知能の深層学

●日本人データを解析し、細胞老化とがん化での Y 染色

体の後天的喪失の機構を解明したことは臨床的意義が

高い。また統合的解析により後天的な染色体変化の情

報が抽出できる事を示した事は高く評価する。 

 

 

●多因子疾患である免疫疾患の病態を理解するには、

ゲノム変異と遺伝子発現の関係にバイアスの影響が少

ない健常人リンパ球サブセット別のデータベースの構築

が極めて重要であり、成果として高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●発症機序がほとんど分かっていないヒトの肺線維症に

関して、マウスで解析が進んでいる ILC2 の関与が判明

したことは、今後のこの領域の疾患研究の重要な指標と

なることから、高く評価する。 

●自然リンパ球が肥満の誘導機構を解明することで、新

しい肥満改善法やメタボリックシンドロームの予防・治療

法の開発につながると期待され、非常に高く評価する。 

●免疫機能に関与する胸腺の萎縮と重力の関係が明ら

かになったことは、将来の月・火星有人探査や宇宙旅行

に必要な健康管理や、免疫系異常の予防への応用が期

待され、高く評価する。 

 

 

●ヒト疾患の多階層データをリンク可能な形で格納した

データベースのプロトタイプであり、ヒト疾患を対象とした

医科学研究をオープンサイエンスとして展開するための

重要な社会基盤の構築として、高く評価する。 

 

●従来、常在細菌と病原細菌と分別されて研究が行わ

れてきた中で、長期にわたって定着する病原細菌に特有

の病態形成メカニズムを明らかにした点、また、社会的

にも大きな問題となっているピロリ菌の作用様式を明ら

かにした点で、非常に高く評価する。 

 

 

●RNA データから新しい肝がん、食道がん、大腸がんの

免疫ゲノム的分類を行ったことは、がんの層別化研究の

成果として高く評価する。 

 

 

 

 

●非画像データを画像へ変換する独創的な手法、及び

がん転移を定量化する手法の確立は、数理解析による
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細胞・分子レベルで層

別的に理解する事を対

象とした研究を行う。 

平成 31 年度は、前年

度までに慢性炎症の

各疾患モデルで行って

きた多階層での計測デ

ータを統合し、発症過

程の数理モデル化と、

治療標的やバイオマー

カー候補の抽出を行

う。また、ヒト由来材料

を用いた多階層でのデ

ータ収集とそれらのデ

ータベース化を行う。  

 

④ がん免疫基盤研究  

「がん」を免疫機構の

恒常性破綻という観点

から捉え直し、新たな

治療法として注目され

ているがん免疫療法を

対象とした研究を行う。

一細胞オミックス解析

技術等により、免疫原

性・細胞の発生機序等

を解明し、発症メカニ

ズムの包括的な解明

や遺伝子レベルでの

がんの層別化を行う。 

平成 31 年度は、がん免

疫研究、及びがんの層

別化研究、免疫療法研

究を継続して進める。オ

ミックス解析基盤技術に

よりがんモデルマウスの

がん組織を用いてがん

微小環境の免疫制御機

構の解明とネオ抗原を

用いた新規免疫療法の

ための技術開発を行う。 

習を活用し、がんの分類に適応することに成功した。

治療に関する研究では、急性骨髄性白血病の生存を

規定する二つの分子を同定し、同時阻害により白血

病幹細胞レベルでの根治が可能であることを示した。

またマウス担がんモデルにおいて、生物活性のある

ネオ抗原を新たに同定し高い治療効果を得られること

を示した。橋渡し研究としては、人工アジュバントベク

ター細胞(aAVC)の医師主導型第 I 相治験が終了し、

国立病院機構との先進医療第 II 相試験を順調に進

めている。 

さらに計画を上回る業績として、国際がんゲノムコン

ソーシアムの集大成として、次世代のがんゲノム医療

の解析基盤構築に貢献する全ゲノムの大規模解析を

行い論文化したことが挙げられる。 

 

【社会還元】 

1）当センターで開発した WT1 がん抗原を発現した人

工アジュバントベクター細胞(aAVC-WT1)は、東大医

科研病院との共同で進めてきた医師主導型治験・第 I

相試験(First-in man 試験)(用量漸増試験)において重

篤な有害事象はなく最大耐容量が決定し、第 II 相試

験への準備を開始した。また、ヒトパピローマウイルス

（HPV）関連固形がんを標的とした aAVC-HPV は

DMP のプロジェクトに採択され、PMDA との薬事戦略

相談を開始した。 

2）iPS 由来 NKT 細胞によるがん治療の医師主導治

験に向けて、臨床用に作製した新規マスターセルバン

クから iPS-NKT 細胞を製造し安全性を確認した。最

終製品の規格設定と千葉大学との作業手順の共有を

行い、臨床使用への適切性について PMDA の合意を

得た。 

 

【マネジメント】 

●センターの運営の効率化を推進するためセンター

長の指揮のもと、研究部門・事務部門両面の連携を

進めた。特に以下の取り組みを実施した。 

1）事務部門（センター長室）の統一体制の構築 

センター長室においては、新たに室長を配置し、研究

室支援とセンター全体の活動支援の二つの部署が有

機的に連携し活動する体制を構築した。また生命倫

理ワーキンググループを設置し、オープンサイエンス

における個人情報の扱い、中央一括 IRB 審査導入に

おける問題検討など、生命医科学が直面する生命倫

理課題に取り組んだ。 

2）技術基盤プラットフォームの取り組み 

生命医科学研究における先端技術の共有を進めるた

め、イメージングプラットフォームの強化を行い、環境

資源科学研究センターの顕微鏡解析室と共同で、走

査電子顕微鏡を用いた新たなイメージング技術の導

入を進めた。 

新規臨床解析への応用として高く評価する。 

●多数の症例で遺伝子異常と白血病細胞の脆弱性の関

連を見出したことは、実臨床への応用が期待されること

から高く評価する。 

●新しい生物活性のあるネオ抗原の同定法の構築は、

今後新規免疫療法の確立に貢献できることから、高く評

価する。 

●人工アジュバントベクター細胞(aAVC)の橋渡し研究と

して、新規がん治験の第 I 相試験が終了して第 II 相試験

に進めたことを、非常に高く評価する。 

●国際連携がん全ゲノム解析を完了し、次世代のがん

ゲノム医療の基盤構築に貢献したことを、非常に高く評

価する。 

 

 

 

●aAVC-WT1 の第 I 相治験の主要評価項目の評価、検

証ができたことを、高く評価する。 

 

 

 

●固形腫瘍に対する新たな aAVC-HPV 細胞を作製し、

PMDA 相談まで進めたことは、高く評価する。 

 

 

●研究の進展により iPS 由来 NKT 細胞によるがん治療

の臨床研究の開始が確実となった点を高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●事務部門の連携を強化し、効率的な運営を進めたこ

と、さらに生命医科学研究を促進するため倫理的・法的・

社会的問題へ取り組むための組織を設置したことを、高

く評価する。 

 

 

 

 

●生命医科学研究において重要性が高まっているイメー

ジング技術の導入を他センターと共同で進めたことを、

高く評価する。 
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3）クラウドサーバー化への取り組み 

センター全体での効率的な計算機資源確保と有効利

用を目指して、クラウドサーバーの運用を目指してワ

ーキンググループを作り、ゲノム個人情報を含むデー

タを解析可能なセキュリティの高いクラウド環境構築

の検討を行った。 

4）センター内の融合研究課題に向けた取り組み 

ヒト血液サンプルを採取、分画したリンパ球別に、ゲノ

ム、トランスクリプトーム、プロテオーム、免疫学機能、

といった多階層解析を行い、ヒト免疫細胞の標準カタ

ログを構築する試みを始動させた。 

 

 

【人材育成】 

1) 若手融合領域リーダー育成プログラムを実施し、5

名の若手研究者(YCI)の独立型研究について、それぞ

れにホストラボとセンター内外のアドバイザーがつい

て支援を行った。 

2）カロリンスカ研究所と連携し、バイオインフォマティ

クスに関する博士課程向けの国際集中講義をスウェ

ーデンにて開催し 9 名を派遣した。 

3）IMS インターンシッププログラムを実施し、海外から

6 名（夏期 3 名、冬期 3 名）を受け入れた。 

4）連携大学院制度や理研 IPA プログラムを通じてセ

ンターにて受け入れている学生に対し、チューターと

サブチューターがついて定期的に相談にあたる、チュ

ーター制度を実施した。 

5）発表した論文 260 報中、20%以上がインパクトファク

ター10 以上の科学ジャーナルに掲載された。12 月、

IMS の研究者 3 名が、トップ 1%の高被引用論文著者

として認定された。 

 

 

●計算機資源の効率的な運用とヒトゲノムデータへの対

応を目指すためのクラウド環境構築への取り組みとし

て、高く評価する。 

 

 

 

●疾患病態の理解に必要な基礎データの収集を行うた

め、異分野の研究者が連携してすすめる融合研究課題

を推進したことを、高く評価する。 

 

 

 

 

●センターとして若手研究者の育成に取り組み、融合領

域におけるリーダーを輩出していること、また国際的な学

生教育プログラムを実施していることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●発表論文の 20%以上が高インパクトファクターを持つ

科学ジャーナルへ掲載されており、またトップ 1%の高被

引用論文著者を複数輩出していることを、非常に高く評

価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(4) 生命機能科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

38 

327 

 

37 

339 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

314 

13 

 

282 

7 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

116 

43 

 

104 

95 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

463 

3,233,359 

 

457 

3,296,508 

 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 4,368,008 4,164,684      

従事人員数 417 407      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

超高齢社会である我が国

においては健康寿命の延

伸が求められており、ヒト

の健康状態の維持と老化

メカニズムの解明が急務

となっている。この課題の

解決に向け、細胞状態の

診断と評価手法の確立を

目指した非侵襲による可

視化技術と予測・操作手

法の開発、次世代の再生

医療を目指した臓器の立

体形成機構とその制御原

理の解明、および健康・

正常状態を測定するため

の非・低侵襲の計測技術

の開発を行う。またこれら

の技術等を用いて、発生

健康長寿社会の実現

に貢献するために、本

研究では、ヒトの発生

から成長、老化、生命

の終わりまでの時間

軸を貫く生命機能維

持の原理解明を目指

して、分子、細胞から

個体までの多階層に

わたる以下の研究を

推進する。そのため、 

①分子・細胞状態の

可視化及び非侵襲で

の臓器機能計測技術

から得られる情報を

元に、細胞状態の予

測と細胞操作を可能

とする技術を開発し、

① 分子・細胞状態の

可視化と予測・操作研

究  

平成 31 年度は、これ

まで開発してきた超解

像技術をライトシート顕

微鏡と組み合わせ、超

解像ライトシート顕微

鏡を実現する。また、

細胞の観察や動的情

報の推定のため、微細

デバイスのバイオ実験

への展開や胚発生モ

デルの分析を容易にす

る新規のデータ可視化

手法の開発を行う。さ

らに、細胞分析システ

ムの開発の一環とし

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

① 分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究 

●細胞は強いストレスを受けると翻訳を全体的に抑

制する。このストレス応答は翻訳開始因子「eIF2」の

α サブユニット（eIF2α）の１箇所のリン酸化が重要で

あることが知られていたが、その構造基盤は不明であ

った。クライオ電子顕微鏡を用いて、eIF2 とその活性

化因子 eIF2B の複合体の立体構造を解明し、リン酸

化 eIF2 は、eIF2B への結合の向きを劇的に切り替

え、別の eIF2 分子の活性化を阻害して、翻訳を抑制

することを見出した。 

●水溶液中で変化し続けるタンパク質構造を解析す

るために、タンパク質を構成する原子や周囲の水分

子に働く力を計算し、コンピュータ内でタンパク質を

「動かす」手法である分子動力学（MD）のシミュレーシ

ョン専用計算機「MDGRAPE-4A」の開発に成功した。 

●計算分子設計研究チームが主催している「理研-製

薬協連携フォーラム」においても GENESIS で利用で

きる計算を紹介し、今後の連携について議論した。 

 

●細胞に備わったストレス応答の基本的な機構の構造

的基盤を解明するものであり、神経変性疾患など翻訳開

始因子が関与するさまざまな疾患の理解に貢献すると期

待でき、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●候補分子とタンパク質とが実際に結合するときの構造

変化を探索し、より高精度な予測が可能となり、タンパク

質の「形」だけではなく「動き」を制御する分子を開発する

上でも有望であり、創薬の可能性の拡大が期待でき、高

く評価する。 
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から成長・発達・老化まで

の分子レベルから個体レ

ベルに至る生命機能維持

の仕組みを解明し、加齢

に伴う機能不全の克服に

向けた研究を推進する。 

健康状態の予測と医

療等への応用を図

る。 

②周辺環境との相互

作用による影響を考

慮した発生・再生原理

や臓器形成機構の解

明とともに、移植等の

医療応用を見据えた

次世代再生医療の基

盤を構築する。また、

非・低侵襲での計測

技術を用いた健康診

断技術の開発を行う。 

③上記の研究を基盤

として、生物のライフ

サイクル進行を制御

する機構を解明するこ

とにより、ヒトの健全な

成長・発達・成熟・老

化を維持する仕組み

の解明を目指す。 

さらに、生命機能科学

研究における総合力を

活かし、当分野の発展

に貢献する、社会課題

解決を見据えた広範な

視野を持った人材を育

成する。 

て、観察した細胞の遺

伝子発現状態を同定

できる計測プラットフォ

ームの開発や、自動化

１分子・超解像光学顕

微鏡の計測スループッ

トを 1 日あたり 1000 細

胞程度から 8000 細胞

へと高速化する。  

 

② 臓器の形成及び多

臓器連携の機構の解

明研究  

平成 31 年度は、抗体

を用いて臓器をまるご

と均一に染色し、細胞

の種類、細胞の状態、

細胞間のつながり等を

可視化する技術を確立

する。また、ES/iPS 細

胞から気管軟骨、膀胱

上皮細胞等の分化誘

導法を確立し、3 次元

臓器の再構成を試み

る。さらに、神経、肺、

腎臓、毛包等、複数器

官において一細胞トラ

ンスクリプトーム解析を

行い、これらの器官発

生・成熟を制御してい

る因子を探索し、その

因子が担う臓器の発

生・成熟過程における

役割を解析する。合わ

せて、幹細胞・前駆細

胞等の加齢に伴う超微

形態学的変化を定量

化し、解析できる技術

基盤を構築する。 

 

③ 生物のライフサイク

ル進行の制御機構の

解明研究  

平成 31 年度は、ヒト等

において胎生期に働く

多細胞システムの制御

原理の解明に向け、卵

母細胞における紡錘体

形成の原理を見出すこ

とで、不妊や流産の主

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

●超解像ライトシート顕微鏡を開発し、空間分解能

100 nm 以下、撮影時間数分以下で細胞 1 個まるごと

の超解像 3 次元像を実現した。さらに、新規蛍光プロ

ーブを開発し、ミトコンドリア内膜微細構造が細胞の

代謝状態により変化する様子を世界で初めて超解像

ライブイメージングで示した。 

●物理・化学・光学的特性に優れたガラス製マイクロ

流体チップとこれを用いた細胞解析手法を開発し、染

色等の処理を行うことなく、細胞の動態を一細胞レベ

ルで高速・正確に計測を可能とする技術を確立した。 

●クロマチンの３次元構造を反映するデータとして近

年注目されている Hi-C データをポリマーダイナミクス

として解読し、クロマチンの４次元的な動態として可視

化する新規シミュレーション手法 PHi-C を開発した。 

 

●少量の溶液を制御できるポンプとガラスニードルを

用いて、光学顕微鏡で観察した細胞を 1 つずつ分取

することに成功した。さらに、分取した細胞の遺伝子

発現状態を解析できるシステムを構築し、細胞の形

状などと遺伝子発現状態を結びつけることを可能とし

た。 

●自動化１分子・超解像光学顕微鏡のハイスループ

ット化を当初の計画通りに実現し、これにより受容体

に対する様々な薬剤の作用や疾病の原因となる遺伝

子変異の影響を従来よりも約 100 倍早く計測すること

を可能とした。 

 

② 臓器の形成及び多臓器連携の機構の解明研究 

●組織透明化技術「CUBIC」に適した高速イメージン

グ技術「MOVIE」を新たに開発し、MOVIE を用いた高

速かつ高解像度なライトシート蛍光顕微鏡（MOVIE 顕

微鏡）を作製した。透明化したマウス全脳の場合で

は、従来の５分の１以下の時間で、撮影することに成

功した。さらに、取得した画像データを高速に解析す

るアルゴリズムを開発し、マウス脳全細胞約 1 億個の

短時間での検出・解析を可能にした。 

●気道上皮における胎児性幹細胞から成体幹細胞

が確立されてくる変遷を一細胞解析で明らかにし、両

幹細胞で自己増殖を制御している共通分子を発見し

た。また、ヒト ES/iPS 細胞から気管オルガノイドを作

出する技術開発を行い、胎生期の気管細胞の誘導に

成功した。 

●広域電子顕微鏡で取得した画像ビッグデータを対

象に、機械学習を通して組織微細構造・細胞内小器

官などを定量化するミクロモルフォミクス解析技術基

盤を構築し、マウス中枢神経細胞や前駆細胞の加齢

に伴う超微形態学的変化を定量解析した。 

 

③ 生物のライフサイクル進行の制御機構の解明研

究 

●超解像ライトシート顕微鏡は、3 次元超分解能と高速

性(高スループット)から、脳のコネクトーム解析への応用

が期待されていることから、高く評価する。なお、一連の

超解像顕微鏡開発と、これを用いた軸索輸送の研究に

対して塚原仲晃記念賞を受賞している。 

 

●これまで一細胞測定が困難であった動きの速い微生

物細胞の測定に応用することで、微生物由来の有用化

合物の発見や利用につながる成果であり、高く評価す

る。 

●本成果により、Hi-C データからクロマチンダイナミクス

への理論に基づく数学的な変換が世界で初めて可能と

なり、遺伝子発現のエピジェネティックな制御とクロマチン

構造の関係の解明の飛躍的な進展が期待でき、高く評

価する。 

●多くの質の異なるデータから生命現象をより客観的に

理解することは重要なアプローチであり、実験の自動化

がこのアプローチを強力にサポートするが、開発した本シ

ステムによって一細胞に関する実験の自動化が期待で

き、評価する。 

 

●この計測法の応用により、従来の光学顕微鏡では解

像することができなかった回折限界以下における分子動

態、微細構造動態の観察から、有用な薬剤や遺伝子を

同定する新たなスクリーニング法の開発が期待でき、評

価する。 

 

 

●生命現象や病気の全容解明には、臓器の全ての細胞

一つ一つを整理・解析する全細胞解析が不可欠である

が、従来技術では解析に時間がかかるため、その高速

化が強く求められていた。開発に成功した高速な全細胞

解析技術は、一般的に 100 以上に上るサンプルを利用

する生物学・医学の基礎研究への応用、さらには創薬や

臨床病理診断への応用にも寄与し、次世代の研究基盤

になるものと期待でき、高く評価する。 

●世界で初めて幹細胞の起源とその分子的保存性を解

明したものであり、高く評価する。この研究成果に対し

て、花王科学賞を受賞している。 

 

 

 

●本技術は、生体のすべての組織、細胞を対象とするこ

とができ、蓄積されつつある画像ビッグデータを専門領域

を超えて多くの研究者・医療関係者が簡単かつ直感的に

観察操作できる Web システムの提供へと結実しており、

所期の目標を達成していると評価する。 
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要な原因である卵子の

染色体数異常に関す

る知見を得る。また、

霊長類の各年代にお

いて生じる生体内部の

機能と構造の変化を理

解するため、生体画像

の高密度解析ならびに

一個体レベルのコネク

トームの定量化を進

め、個体行動データ、

遺伝子情報との関連、

病態の解明を進める。

さらに、恒常性の維持・

破綻など老化を含む多

岐な生命現象の理解

に繋げるため、再生能

力を有する爬虫類のヤ

モリや老化促進マウス

について 

PET 撮像システムを構

築して、再生や老化過

程などにおける糖・アミ

ノ酸・核酸代謝について

解析する。 

●マウス ES 細胞の分化に伴う染色体の時間的・空

間的な構造変化の実態が、トポロジカルドメイン(TAD)

と呼ばれる約 1Mb（メガベース＝100 万塩基対)の

DNA の塊を単位とする核内配置の変化であること

を、1 細胞レベルで解明した。この核内配置の変化

が、染色体上のさまざまな領域で生じ、その領域の遺

伝子発現の活性化とよく対応し、遺伝子発現の活性

化よりも先に起きることも明らかにした。 

●哺乳類の脳発生初期において、放射性グリアと呼

ばれる神経幹細胞が柔軟にその「形」を再生する仕

組みを発見した。この「形」の再生能は発生期の脳構

造を安定に築くために必須である一方、脳発生後期

においてこの能力が失われることにより、ヒトのような

特徴的な高次脳形成の鍵となる別の神経幹細胞層

の出現を可能とすることを明らかにした。 

●マウス卵母細胞における紡錘体形成の新規機構と

して、動原体が微小管の自己組織化の足場として必

須の役割を果たすことを見出した。 

 

●霊長類動物の機能・構造を生きたままで観察する

ための MRI 用受信コイル、撮像プロトコルおよび解析

ソフトウェア等の要素技術の開発に成功した。生体内

の機能や構造・連絡性の全貌（コネクトーム）の今後

の展望について、科学雑誌（Van Essen et al. PNAS 

2019, Milham et al., Neuron 2020) に発表した。 

●環境温度制御 PET 撮像システムを構築し、従来の

医学研究の枠を超えて、ヤモリや老化促進マウスな

どへ対象のモデル生物を拡張した代謝イメージング

解析を実施した。  

 

【人材育成・マネジメント等】 

●センター長のリーダーシップのもと、センター内横断

プロジェクトを 5 つ立ち上げ※、センターミッションの

実現に向けた体制構築を進めた。各プロジェクトとも、

多様な研究分野のメンバーが揃う生命機能科学研究

センター（ＢＤＲ）の強みを最大限活かし分野の垣根を

超えた連携強化を図った。 

※１）オルガノイド：基礎研究から社会実装までのパイ

プラインを構築 

２）DECODE:細胞を観て状態を推定し、更には細胞状

態の操作により再生医療や免疫制御へつなげる 

３）研究自動化：生命科学研究に AI・自動化技術を広

く展開 

４）QMIN:休眠現象を解く・操る・作ることで、休眠の理

解から応用までを橋渡しする 

５）構造細胞生物学：分子と細胞の間の知識のギャッ

プを埋め、生命を理解する 

●米国シンシナティ小児病院/幹細胞オルガノイドセ

ンターとジョイントワークショップを開催した。また、研

究員を派遣し、双方の技術の交換や人材交流を促進

●哺乳類染色体の三次元構造の構築原理に迫るもので

あり、染色体の構造変化と遺伝子発現制御の統合的な

理解、例えば、染色体の三次元構造変化から、将来の遺

伝子発現変化の予測を可能にすることが期待できるもの

であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●「形」の再生能の発見は、従来のモデルを覆して、分裂

軸の厳密な制御は、放射状グリアの対称分裂による増

殖には不要であることを明確にしただけでなく、ヒトを含

む脳発生の基本的な仕組みや、その形成不全に伴う脳

疾患の原因解明に貢献すると期待でき、非常に高く評価

する。 

 

●不妊、流産の原因となる染色体数異常の卵子では、

紡錘体異常が多く観察されることが報告されており、今

回の発見は、ヒト卵子における染色体数異常の理解につ

ながるものと評価する。 

●国際的に重要な基礎研究を推進するための霊長類動

物を観察する基盤技術の開発に成功した点でインパクト

は大きく、既に複数の海外研究機関への技術導出が進

んでおり、高く評価する。 

 

 

 

●低温・低代謝生物学研究などへの有用性を示すもの

であり、冬眠・休眠の理解に貢献することが期待でき、所

期の目標を達成していると評価する。 

 

 

 

●幅広い分野を有するセンターの強みを最大限活用す

る体制構築を進め、生命機能科学研究センター（BDR）

のミッション達成を強力に後押しすることが期待でき、評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●世界初のオルガノイドに特化した研究所と継続して連

携を深めることで、BDR の持つ世界有数のオルガノイド
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し、世界における当該分野の牽引役として、戦略的に

連携を進めている。 

●理化学研究所広島大学共同研究拠点において、

科学技術ハブの活動として、広島大学との共同研

究、相互クロスアポイントメントなどを実施、地域の活

動にも積極的に参加した。大阪大学、神戸大学など

各地区におけるアカデミア機関とも研究交流を促進し

た。また、神戸医療産業都市にある兵庫県立こども病

院と合同セミナーの開催、病院の症例検討会への参

加など臨床現場との連携も促進した。 

●PI に対し、定期的なラボ評価を行った。若手研究

者に対し、研究発表や意見交換の機会を設け、研究

能力向上を図った。連携大学院制度等を通じた学生

の受入、大学生に対するインターンシップを実施し

た。 

 

研究体制を更に強化し、当該研究分野を牽引していくこ

とが期待でき、高く評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(5) 脳神経科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

19 

233 

 

13 

210 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

110 

19 

 

73 

8 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

22 

9 

 

19 

16 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

240 

3,646,117 

 

225 

2,528,612 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 3,527,274 3,842,537      

従事人員数 232 225      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

超高齢社会である我が国

においては、精神・神経

疾患の発症メカニズム解

析及び診断・治療法の開

発や、人工知能の高度化

等に向け、ヒト脳の高次

機能の解明が求められて

いる。このため、これまで

の知見をもとに、脳高次

認知機能のイメージング

研究、脳の遺伝子レベル

から表現型レベルまでの

全階層を対象にした横断

的研究、高次認知機能な

どに関わる脳の計算原理

の研究、データ駆動型脳

研究、精神・神経疾患の

診断・治療法開発研究等

本研究では、 

①脳イメージング解析

やオミックス解析を駆

使し、ヒトをヒトたらし

める推論や内省、互

恵性等のヒト脳高次

認知機能解明を目指

した研究、 

②分子、遺伝子、細

胞、回路、システム、

個体、社会性という脳

の多階層をまたぐ、動

物モデルに基づいた

階層横断的な研究、 

③脳計測技術、ビッグ

データ解析技術の開

発やそれを活用した

データの蓄積を通した

① ヒト脳高次認知機

能解明を目指した研究  

平成 31 年度は、ヒトで

高度に発達した高次認

知機能のメカニズム解

明研究を進める。前年

度に引き続きヒト及び

非ヒト霊長類に適用可

能な fMRI 計測や経頭

蓋磁気刺激法を用い

て、推論や内省、互恵

性等の高次認知機能

に加え、新たにメタ記

憶や社会的対人認知

を担う脳領域のマッピ

ング・同定を引き続き

行い、これを用いて他

者の行動の予測や社

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

●他人の利益を考慮する意思決定の脳回路を同定

し、この回路の働き方の違いが社会行動の個人差に

関与することを示した。他者の行動の予測メカニズム

の解明を目標とする年度計画に対し、更にその個人差

が生じるメカニズムも解明し、計画が大幅に進展した。 

●古い記憶を想起するメカニズムを同定し、さらに脳活

動信号を機械学習アルゴリズムで解析することで記憶

の古さを判定できることを発見した。長期記憶の想起

に関わる大脳領野間の情報伝達メカニズムの同定を

目標とする年度計画に対し、さらにそのメカニズムを基

盤とした機械学習アルゴリズムを用いて記憶の古さを

判定することに成功し、計画が大幅に進捗した。 

●ヒトの「主体感」を定量化する新しい数理モデルを構

築した。ヒト高次認知機能の発現を可能にする脳作動

理論モデルの構築を目指す年度計画に対し、客観的

観察や実験設計が非常に難しい「主体感」の認知指標

のモデル化に成功し、計画が大幅に進捗した。 

●オートファジー機能の欠損によるタンパク質恒常性

●当初の中長期計画を超えて進捗しており、人間の複雑

な社会行動の脳メカニズム理解につながる顕著な成果

で、非常に高く評価する。 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、脳活動を

記憶の古さを客観的に示すバイオマーカーとして利用で

きる可能性を示す顕著な成果で、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、学習の効

率、習慣の継続、対人関係などに大きな影響を与える

「主体感」の定量化は、これらの行動の改善を促すプロ

グラムの確立に貢献する顕著な成果で、高く評価する。 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、自閉症の
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の、ヒト脳の構造と機能

の理解に向けた研究を推

進する。 

脳の計算原理の解

明、脳型 AI アルゴリ

ズムの開発等、理論・

技術が先導するデー

タ駆動型脳研究、 

④精神・神経疾患の

診断・治療法開発及

び脳機能支援・拡張を

目指した研究を実施

することにより、ヒト脳

に特徴的な高次認知

機能を司る領域や構

造を網羅的に解析・同

定し、そこで働く新し

い分子機構や作動原

理等を解明するととも

に、多種脳計測データ

解析法の開発や脳の

理論モデル構築、精

神・神経疾患診断の

ためのバイオマーカー

等の開発を行う。これ

により、精神・神経疾

患の克服による健康

寿命の延伸等、超高

齢社会等に対応する

持続可能な社会の実

現に貢献する。 

また、我が国の脳神経

科学の中核拠点とし

て、国内外の研究機

関、大学、産業界等と

も協力し、世界トップレ

ベルの研究を展開する

とともに、次世代の脳

神経科学を担う人材の

育成や研究成果の社

会展開・還元のための

取組を推進する。 

会的価値から自身の

意思決定を行うメカニ

ズム等の解明を目指

す。また、ヒトでは実現

できない侵襲的な電気

生理学的及び回路遺

伝学的手法を霊長類

に適用するための技術

開発を進め、昨年開発

した実験心理学課題へ

の適用を行う。さらに、

ヒト認知特有な行動を

可能にする因果的メカ

ニズムを探索するため

に前年度開始した研究

基盤の構築について、

新たにゲノム解析の実

施に必要な体制を整備

する。  

 

② 動物モデルに基づ

いた階層横断的な研

究  

平成 31 年度は、課題

①のヒト脳高次認知機

能に関わる局所神経

回路階層の動態メカニ

ズムの解明を目指し、

動物モデルを用いて記

憶・学習、情動や意思

決定などヒト脳高次認

知機能の基盤となる脳

機能の解明を引き続き

進める。具体的には、

記憶や社会性に関わ

る回路や分子機構に

ついて昨年度に得た知

見を基に、報酬を目的

とした作業記憶におけ

るドーパミン神経細胞

の活動パターンの解

明、不安障害等に関わ

る神経ネットワークの

つながり（シナプス）強

化の分子機構の解明、

長期記憶の想起に関

わる大脳領野間の情

報伝達メカニズムの同

定などを行う。  

 

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

の低下が自閉症様行動を誘導することを発見した。自

閉症の発症に関わる新たな遺伝子、分子、神経回路

の同定を目指す年度計画に対し、オートファジー機能

の関与メカニズムを明らかにしたことで新たな診断法・

治療法の開発につながる知見が得られ、計画が大幅

に進捗した。 

●アルツハイマー病の悪性化に関与するタンパク質

CAPON を同定した。アルツハイマー病の発症に関わ

る新たな遺伝子、分子、神経回路の同定を目指す年度

計画に対し、アルツハイマー病の病理を加速させる因

子を同定したことで、計画が大幅に進捗した。 

●脳内の硫化水素の産生過剰が統合失調症の病理

に関与することを発見し、毛髪中に存在する硫化水素

産生酵素タンパク質の一つが高感度なバイオマーカー

となる可能性を示した。統合失調症の発症に関わる新

たな遺伝子、分子、神経回路の同定を目指す年度計

画に対し、硫化水素という新たな分子の関与を発見し

ただけでなく、バイオマーカーの候補も同定し、計画が

大幅に進捗した。 

●天然代謝産物ベタインが統合失調症の新しい治療

薬候補になりうることを発見した。統合失調症の発症に

関わる新たな遺伝子、分子、神経回路の同定を目指す

年度計画に対し、治療薬の開発が難しい統合失調症

において天然物質が治療薬候補になり得ることを示

し、計画が大幅に進捗した。 

●コモンマーモセットの大脳皮質運動野を光刺激する

ことで腕の運動を誘発することに成功した。 

●自閉症におけるこだわりの強さという症状と視覚の

非柔軟性といった感覚症状との間に共通の神経基盤

があることを発見した。順調に中長期計画が進捗して

いる。 

●恐怖の記憶が消去されると喜びを感じるメカニズム

を解明した。 

●動物の方向感覚に関わる情報が複数の脳部位にま

たがる神経回路のダイナミクスに符号化されていること

を発見した。 

●てんかん発作の一つで意識障害を伴う「欠神発作」

が、大脳皮質から大脳基底核への興奮性入力の低下

により引き起こされることを発見した 

●自閉症モデルマウスの脳機能異常の可視化に成功

し、ヒト臨床画像との比較を可能にした。 

●センターのアドバイザリー・カウンシルでヒト高次脳

機能研究の体制・設備強化の提言があったことを受

け、理事長裁量経費も活用し、超高磁場 MRI 装置を令

和 3 年度に導入するための整備を迅速に進めた。 

 

●連携・協力体制の整備に関しては、脳神経医科学連

携部門と統合計算科学連携部門の強化を図ったほ

か、企業連携では理研－トヨタ連携センターに社会性

研究を目指した連携研究ユニットの設置等を行った。 

発症機序においてオートファジー機能という新しい標的を

同定した顕著な成果で、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、アルツハ

イマー病の悪化に関与する新しい標的を同定した顕著な

成果で、高く評価する。 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、統合失調

症の病理に関与する新しい標的に加え、新たな診断用

バイオマーカー候補を同定した顕著な成果で、非常に高

く評価する。 

 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、統合失調

症の新たな治療薬候補を同定した顕著な成果で、高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ヒト高次脳機能研究の設備強化に向けてセンターで準

備を進め、理事長裁量経費も活用して、本部と連携して

提言に機動的対応したことは高く評価する。 

 

 

●研究体制や連携体制の強化などのマネジメント上の

取組や、若手研究者のキャリアパス支援策について特筆

すべき取組が行われ、高く評価する。 
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③ 理論・技術が先導

するデータ駆動型脳研

究  

平成 31 年度は、脳の

各階層をまたいだ神経

機能の追跡及び大規

模データからの脳作動

理論モデルの構築に

必要な技術開発を引き

続き進める。脳内で働

く分子を操作する技

術、新たな蛍光タンパ

ク質や透明化技術を用

いた神経細胞の構造

や働きの可視化技術を

継続するとともに、その

高度化を行う。また、広

範な脳領域における神

経細胞の活動記録が

可能な超広視野 2 光

子顕微鏡の開発を進

める。前年度開始した

認知機能特性の個人

差については、更に解

析数を増やし解明を進

めるとともに、現在のヒ

ト機能画像解析（fMRI）

について、より高い空

間解像度を持撮像技

術の開発を引き続き実

施する。さらに、新たに

脳神経科学におけるデ

ータ解析を目的とした

数理情報学に基づく手

法の開発を進めるとと

もに、ヒト高次認知機

能の発現を可能にする

脳作動理論モデルの

構築を行う。 

 

④ 精神・神経疾患の

診断・治療法開発及び

脳機能支援・拡張を目

指した研究  

平成 31 年度は、アル

ツハイマー病、双極性

障害、発達障害、統合

失調症などの精神・神

経疾患の発症機構の

解明研究を引き続き実

●研究体制の強化に関しては、計算脳科学研究分野

における若手 PI リクルートの一環として、脳科学以外

の数理科学・情報科学研究者を対象としてワークショッ

プを開催し人材発掘を進め、令和２年度採用を目指し

て若手 PI リクルートを開始した。 

●若手研究者のキャリアパス支援のため、以下の取組

を実施した。 

・Summer School, 脳科学塾 

 令和元年度より国際脳研究機構（IBRO）との連携を

開始し、４万€の協賛金を受けた結果、これまで参加が

なかったアフリカ等を含む１８カ国（インターン生１３名、

レクチャー性３２名）から参加があった。脳科学塾では

大学院生を対象とした通年講義を行った。 

・MIT exchange 

 若手研究者（ポスドク４名、大学院生１名）を MIT 

Picower Institute のリトリートに派遣し、研究発表や現

地の研究者との交流を介した若手研究者の研究キャリ

アパス教育を実施した。 

・CDP:Career Development Program 

 外部ポジション獲得を目指したメンタリングを１年を通

じて行い、東京大学医学部における通年講義等教育

実績を積む機会を提供した。並行して研究論文執筆活

動を支援した。 

 



 

60 

施する。アルツハイマ

ー病については、昨年

度に作成したヒト化タ

ウモデルマウスを用い

てタウタンパク質の凝

集機構を解明する。ま

た、昨年度作成した疾

患モデル細胞を用い

て、双極性障害のリス

ク遺伝子の同定や、気

分障害におけるにおけ

る視床室傍核の役割

の解明を目指す。統合

失調症、自閉症および

てんかん等の精神疾

患については、その発

症に関わる新たな遺伝

子、分子、神経回路を

同定し、病態の解明に

つなげる。さらに、複数

の精神・神経疾患に共

通する発症メカニズム

の一端を明らかにする

ため、タンパク質の翻

訳制御機構の解明を

進める。 

また、研究対象を非ヒト

霊長類まで拡大しつつ、

出産に伴う養育行動の

開始や子の愛着行動な

どの、親子関係等の形

成に関わる脳基盤の解

明を進め、情動、社会性

等の脳内機構の解明を

引き続き進める。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(6) 環境資源科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

13 

286 

 

10 

345 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

198 

18 

 

208 

13 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

41 

14 

 

60 

11 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

220 

1,461,236 

 

221 

1,328,932 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 1,706,353 1,766,610      

従事人員数 211 220      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

資源枯渇・気候変動・食

料不足等の地球規模の

課題を解決するために

は、食料、バイオマス、医

薬品・化学工業原料等を

少ない環境負荷で効率的

に生産する革新的な技術

の開発が求められてい

る。このため、植物科学、

微生物学、化学等を融合

し、ゲノム情報や、環境デ

ータ等を活用したデータ

科学を取り入れ、植物の

形質改良、植物や微生物

からの有用物質の合成、

地球資源を利用する高機

能資源化触媒の開発、有

用機能を持つ高分子素

本研究では、植物科

学、微生物学、化学、

データ科学等を融合

し、環境負荷の少ない

バイオ資源や化学資

源等の創生と利活用

を目指した異分野融

合研究を推進すること

により、資源枯渇・気

候変動・食料不足等

の地球規模の課題解

決に貢献する。 

具体的には、 

①持続的な食料、バ

イオマス生産のため

の植物の機能向上を

目指す革新的植物バ

イオ研究、 

① 革新的植物バイオ  

平成 31 年度は、新規

遺伝子及び機能性小

分子の探索とその機能

同定については、前年

度に引き続き、環境ス

トレス適応、バイオマス

生産、成長、ホルモン

情報伝達、共生、再

生、病害抵抗性等に関

わる変異体とその原因

遺伝子同定、転写因

子、機能性小分子の探

索、エピジェネティック

制御因子等の解析を

継続し、生物と環境の

相互作用データを収集

する。植物の環境スト

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

【マネジメント上の改善】 

●クラリベイト・アナリティクス社による発表「高被引用

論文著者（Highly Cited Researchers）」において、環境

資源科学研究センター（CSRS）から毎年多くの研究者

が選出されている。令和元年度は日本から 104 名が

選出され、このうち CSRS からは７名選出された（理研

在籍者は 16 名）。 

●「インフォマティクス・データ科学推進プログラム」を

立ち上げ、データ駆動型科学・情報科学を強化し、若

手研究者ら 7 名の人材発掘・育成を行った。 

 

①革新的植物バイオ 

●マメ科植物の根粒の形成過程に、植物が一般的に

持つ側根形成遺伝子が関与していることを明らかにし

た。 

●アフリカを襲う病害寄生雑草であるストライガの全ゲ

ノム解読に成功し、タンパク質をコードする遺伝子

34,577 個を同定した。 

 

●高い影響力を持つ研究開発成果が継続的に創出され

ていることを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●政策的に重要かつ人材が不足しているデータ科学分

野において、優れた研究者・技術者の育成、活躍促進に

係る取組を行っているとして、高く評価する。 

 

 

●当該分野の研究において顕著な成果であり、また中長

期計画における「共生に重要な新規遺伝子の同定」を前

倒しで進捗しており、非常に高く評価する。 

●中長期計画における「耐病性に重要な新規遺伝子の

同定」を前倒しで進捗しており、ストライガの撲滅に向け

た重要な成果で、高く評価する。 
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材の開発等を推進する。 ②植物や微生物を用

いた有用物質の生産

を目指す代謝ゲノム

エンジニアリング研

究、 

③地球資源を利用す

る高機能資源化触媒

に関する先進触媒機

能エンジニアリング研

究、 

④有用機能を持つ高

分子素材の合成等に

関する新機能性ポリ

マー研究を推進すると

ともに、 

⑤それらの研究開発を

支える先端技術プラッ

トフォームの開発を行

う。さらに、環境資源分

野における優れた研究

人材を育成し、科学技

術力の底上げに努め

る。 

レス適応、バイオマス

生産、成長等を制御す

る遺伝子や機能性小

分子等の新規因子の

探索を進めることで、

環境ストレス適応力強

化、バイオマス増産等

に資する研究を推進す

る。さらに、継続して植

物の環境ストレス適

応、バイオマス生産、

成長等を定量的データ

として解析するため

の、遺伝子型と表現さ

れた形質の相関を見る

フェノタイピング技術の

開発を進める。ゲノム

編集、化合物等による

機能向上した植物の創

出のための研究を進

める。 

  

② 代謝ゲノムエンジニ

アリング  

平成 31 年度は、有用

化合物の生産に関し

て、前年度に設計され

た代謝経路を実現する

酵素反応選択技術の

開発を目指す。そのた

めに、各化合物に対し

て構造特徴量となるべ

き指標を決定する。構

造特徴量としてまず 4

程度の指標軸を候補

にし、機械学習や統計

解析を用いて構造特徴

量の指標を最適化す

る。また、ゲノム科学等

を駆使した遺伝子・代

謝関連情報の収集に

ついては、放線菌等の

微生物や有用物質を

生産する植物からゲノ

ム、トランスクリプトー

ム、メタボローム等の

ゲノム関連情報の収集

を継続するとともに、バ

イオ生産に有用な遺伝

子等の同定を開始す

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

●相反する塩及び乾燥ストレス応答を担う、複数の異

なるヒストン脱アセチル化酵素が制御するカスケードを

同定した。 

●アセチル基転移酵素である HAG1 及び HAG3 が触

媒するヒストンのアセチル化が、傷害応答性の細胞リ

プログラミングに必須であることを明らかにした。 

●暗所で発芽したシロイヌナズナを青色光下へ露光し

たときに翻訳される、mRNA 上にある ORF 領域を同定

し、タンパク質または短いペプチドの生産量及び生産

効率の変化やその制御機構を明らかにした。 

●葉の葉柄の伸長成長は、転写因子ファミリーAHL が

別の転写因子ファミリーPIF と拮抗して作用することで

制御されていることを明らかにした。 

●食品やバイオ燃料への応用が進められている有用

な微細藻類であるミドリムシでの高効率ゲノム編集に

成功した。 

 

②代謝ゲノムエンジニアリング 

●バイオ生産に有用な遺伝子等を同定し、アルカロイ

ドを生産しないモデル植物であるシロイヌナズナに、ア

ミノ酸代謝酵素の遺伝子を導入することによってアルカ

ロイドが生成されることを確認し、植物の二次代謝の進

化を部分的に再現した。 

●バイオ生産の設計の具体的な手法を開発し、合成

生物学を用いた新規代謝経路の構築により、優れたバ

イオ燃料として注目されているイソブタノールを大腸菌

で生産することに成功した。 

●放線菌にβ-カルボリンを添加することにより、リベロ

マイシン生産が誘導されることを明らかにした。 

●ダイズ毛状根を用いた代謝ゲノムエンジニアリング

系を構築した。 

●微生物及び代謝因子を記述子とした栄養代謝モデリ

ングを遂行した。 

 

③先進触媒機能エンジニアリング 

●銅触媒を用いて、N/B Lewis ペアによる新奇な CO2

活性化を経由するイミン類のダブル官能基化反応の開

発に成功した。 

 

●持続性ラジカル種とアゾ化合物を用いるクロスカップ

リング反応により、異なる連続四級炭素を有する化合

物の合成法を開発した。 

●鉄触媒を用いた C–H 結合の直接クロスカップリング

を見出した。 

●脱酸素された炭化水素である第二世代バイオディー

ゼル燃料をカーボンニュートラル・省資源・省エネで合

成する触媒を開発した。 

●フロー型反応に適用可能な高耐久性のエステル化

に有効な固定化高分子酸触媒の開発に成功した。 

●反応速度論に基づき、化学反応における触媒活性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●民間企業との新たな連携構築による優れた研究成果

創出への貢献であり、高く評価する。 

 

 

 

●中長期計画における「植物を宿主とした複雑な化合物

のバイオ生産」を前倒しで進捗しており、医薬品開発に

向けたインドールアルカロイドの効率的な発掘に貢献す

る重要な成果で、高く評価する。 

 

●中長期計画における「微生物を宿主とした複雑な化合

物のバイオ生産」を前倒しで進捗しており、有機合成の

出発原料として利用されるイソブタールを大腸菌での生

産に成功した重要な成果で、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●当該分野の研究において顕著な成果であり、また中長

期計画における「安価で豊富な地殻資源を活かした触媒

の創製」を前倒しで進捗しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●有用物質を効率的な製造プロセスで合成する道筋を

付けたことで非常に高く評価する。 

 

●マイクロ波の活用による触媒反応の高効率化という顕

著な進展があり、高く評価する。 
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る。これらの AI 等の情

報科学やゲノム関連情

報、合成生物学やゲノ

ム編集技術を用いて、

微生物や植物を宿主と

して複雑な化合物や化

石資源に頼らない工業

原料等のバイオ生産

の設計を継続し、具体

的な手法開発を開始す

る。また、環境代謝ゲノ

ムについては、前年度

に引き続き、環境微生

物組成や物質組成か

ら、AI 関連の情報技術

高度化により重要因子

を抽出し、各因子関係

の可視化・構造化を推

進し、複雑系制御の指

針化に着手する。  

 

③ 先進触媒機能エン

ジニアリング  

平成 31 年度は、大気

資源を有効活用できる

触媒の開発について

は、二酸化炭素と有機

物等とのカップリング

反応においてキラル銅

触媒を用いる不斉反応

を検討する。また、分

子状酸素を利用したラ

ジカル反応として、位

置多様性クロスカップ

リング反応の開発を行

う。さらに、前年度に開

発した、多孔質担体に

担持したモリブデンクラ

スター触媒について、

異種金属の添加による

アンモニア合成の高効

率化を検討する。 

水資源を有効活用でき

る触媒の開発について

は、昨年度スクリーニ

ングを終えた酸化マン

ガン触媒材料を中心

に、活性と安定性の向

上に寄与する因子を特

定する。また、酵素模

を予測するための理論の拡張に成功した。 

●有機合成の「不斉触媒反応」において、不斉収率決

定段階の反応中間体の構造を用いてデータ解析を行

い、不斉収率が向上する分子設計に成功した。 

 

④新機能性ポリマー 

●木材の主要成分であるリグニンの分解生成物である

リグニン誘導体を原料にして、これまで石油からしか作

ることのできなかったアクリル樹脂の開発に成功した。 

 

●スカンジウム触媒を用いて、エーテルやチオエーテ

ル官能基を有する 1,6-ヘプタジエン類の位置及び立体

選択的な環化重合に初めて成功した。 

●バイオマス由来含芳香族ポリウレタン素材の合成と

その熱分解メカニズムを解明し、耐熱性に寄与する分

子構造因子を特定した。 

●クモ糸の変形速度依存性や表面構造を明らかにし、

エポキシや天然ゴムとの複合化に成功した。 

 

⑤先端技術プラットフォーム 

●新たな解析基盤技術を開発し、植物の成長観察を

全自動で行う表現型解析システムである RIPPS

（RIKEN Integrated Plant Phenotyping System）による

解析と本格運用体制を構築した。 

●化合物が熱安定性を変化させるタンパク質を網羅的

に探索する手法を構築し、同手法により抗がん活性を

持つ化合物の標的タンパク質の候補の同定に成功し

た。 

●光学顕微鏡と透過及び走査電子顕微鏡で捉える光

電子相関顕微鏡システムを改良するとともに、各試料

に対応した新しい試料調製法を開発した。 

 

 

 

 

 

 

●中長期計画における「生物有機化合物群からのポリマ

ー素材の創出」を前倒しで進捗しており、生物由来材料

でアクリル樹脂開発に成功した重要な成果で非常に高く

評価する。 

●国内外の多数の企業が求める様々な用途展開に対応

する成果であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●中長期計画における「データ科学を取り入れた計測・

解析基盤技術の開発」を前倒しで進捗しており、多様な

植物種の解析を行い、また RIPPS を利用した大学等と

の共同研究を行っており、高く評価する。 
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倣型の脱窒触媒にお

いては、モリブデンオ

キソ構造の調製条件

や構造等の最適化を

行い、脱窒反応の高効

率化を検討する。 

地殻資源を利用する触

媒の開発については、

希土類とヘテロ原子と

の相互作用を活用し、

不斉反応を含む選択

的 C-H 結合官能基化

に適用できる希土類触

媒の開発とともに、銅

触媒を用いた立体制御

を伴うアルケンのフル

オロアルキル化反応を

開発し、医薬や農薬の

ビルディングブロックと

して有用な分子の効率

的な合成を可能にす

る。これまで検討したニ

ッケル触媒、銅触媒に

ついては、計算科学を

活用し立体選択性の

発現機構を解析すると

ともに、より多彩な触媒

的不斉環化付加型反

応の開発に展開する。

一方、金属の使用低減

のために金属不使用

の固定化酸触媒を開

発し、カルボン酸とアル

コールとのエステル化

反応に適用可能なフロ

ー反応に適用し、数か

月の稼働を進める。シ

リコンナノ構造体担持

型金属触媒を開発し、

マイクロ波加熱による

バイオ資源からのバイ

オディーゼル燃料合成

反応に適用する。さら

に安価な金属触媒を用

いるべくニッケル触媒

による基質選択的なカ

ップリング反応を検討

する。 

 

④ 新機能性ポリマー  
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平成 31 年度は、希土

類錯体触媒とヘテロ原

子との相互作用を活用

できる極性オレフィンを

設計、合成し、その重

合反応における立体規

則性や重合活性を調

べる。一方、多置換型

バイオマスオレフィンモ

ノマーの重合反応にお

いては、より温和な条

件下（常温・短時間）で

重合を可能にする触媒

及び開始剤の分子設

計を行い、合成条件の

最適化を図る。 

生物有機化合物群か

らのスーパーエンジニ

アリングポリマー素材

の創出については、含

芳香族ポリマーを対象

として、構成モノマーに

おける芳香核への置

換基導入とその物性と

の相関を解明し、目的

性能を有するポリマー

素材の分子設計指針

を獲得する。 

高機能ペプチドポリマ

ー素材の創製について

は、化学酵素重合を基

盤技術として用い、非

可食バイオマス由来の

アミノ酸及びナイロン誘

導体をモノマーユニット

とした新規高機能性ポ

リアミド材料を創出す

る。また、光合成細菌

を利用したペプチドポリ

マー合成技術の構築

に向け、昨年度検討し

た大規模培養に最適

な条件を踏まえ、効率

的な形質転換技術や

セレクションマーカーの

確立、適したプロモータ

ーの選択、遺伝子破壊

を目的としたゲノム情

報の整備を行う。 
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⑤先端技術プラットフォ

ーム 

平成 31 年度は、質量

分析計を用いたメタボ

ローム解析について

は、前年度開発したケ

モインフォマティクスも

活用した植物メタボロ

ームアノテーション基

盤を実際のノンターゲ

ット分析に応用すると

同時に植物代謝に特

化した微量高速分析系

で取得する大規模デー

タをデータ科学により

解析する基盤技術を開

発する。 

顕微鏡解析、イメージ

ング技術開発について

は、倍率領域・観察項

目が異なる超解像光

学顕微鏡と電子顕微

鏡を組み合わせた光

電子相関顕微鏡法の

開発を継続して進め

る。 

表現型解析技術につ

いては、自動タイムラ

プスイメージング、セル

モーションイメージン

グ、一括測定が可能な

イメージング型プレート

リーダー等を導入し、

それらを組み合わせて

新たな解析基盤技術

開発を開始する。 

天然化合物バンクにつ

いては、化合物ライブ

ラリーの拡張と品質管

理、また化合物寄託元

に有用性の一次評価、

二次評価の結果報告

を継続するとともに、寄

託元と検討して、化合

物の活性向上を図る。

ライブラリー化合物の

溶液濃度を国際的標

準の 

10mM へ統一する。こ

れによってヒット化合物
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の活性比較及び評価

データに基づく定量的

な構造活性相関解析

を可能にする。 

データ科学の導入と情

報基盤整備に関して

は、前年度に引き続

き、プール培養した微

生物・動物細胞のバー

コードシーケンスから

得られる大量データを

活用し、化合物による

表現型と遺伝子機能を

統合したケミカルゲノミ

クスネットワークの構築

を行うとともに、ネット

ワークから得られた化

合物と遺伝子の相関

性の検証実験を行う。 

生理活性物質の解析基

盤の高度化に関して、

CRISPR-Cas9 を用いた

ノックアウト細胞を用い

てのケミカルゲノミクス

スクリーニング系の構築

を開始する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(7) 創発物性科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

19 

305 

 

12 

343 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

52 

3 

 

58 

4 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

47 

21 

 

50 

37 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

118 

990,393 

 

121 

1,122,289 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 2,319,610 2,432,474      

従事人員数 141 157      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

環境調和型の持続可能

な社会の実現に向けて、

超低消費電力デバイス等

の環境・省エネルギー関

連技術の研究開発が求

められている。このため、

これまでの研究開発を融

合・加速させ、エネルギー

機能創発物性、創発機能

性ソフトマテリアル、量子

情報電子技術、トポロジ

カルスピントロニクスの４

つの研究テーマに取り組

み、環境中の熱や光を高

効率で収集しエネルギー

に変換する新物質の開発

や超高速・超効率的な情

報処理技術、超低消費エ

本研究では、創発物

性科学の概念に基づ

き、これまで展開して

きた強相関物理･超分

子機能化学･量子情

報エレクトロニクスの

3 部門の融合を加速

させ、 

①革新的なエネルギ

ーの創成・輸送機能

の実現を目指すエネ

ルギー機能創発物性

研究、 

②人との親和性に優

れたソフトロボティクス

等への貢献を目指す

創発機能性ソフトマテ

リアル研究、 

① エネルギー機能創

発物性  

平成 31 年度は引き続

き、高温超伝導体の設

計に向けて、第一原理

に基づき、高圧下の水

素化合物の構造予測

を行う。熱電変換現象

の解明に向け、エネル

ギーバンドが接触する

際の熱電能の大きさ・

温度依存性等を電子

状態のトポロジカルな

性質の観点から実験

的・理論的に検証す

る。また、エネルギー

バンドの多谷構造等を

利用し、エネルギー変

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

① エネルギー機能創発物性 

●高温超電導体の開発に向けて、水素化物 LaH10 に

ついて非調和フォノンや水素原子の原子核の量子性を

取り入れた計算を行うことで、従来の理論予測よりも低

い圧力で立方晶構造の安定化が可能になることを明ら

かにした。 

●熱電変換現象の解明については、パイロクロア型イ

リジウム酸化物において、キャリア数を変化させること

で実験的に観測された、低温としては巨大な熱電能

（45μV/K）やその温度依存性が、放物線バンドが一点

で接触するトポロジカルな性質に起因することを理論

的に突き止めた。 

●高効率熱電変換材料については、化学的ドーピング

によって SnTe 系のエネルギーバンドの多谷構造及び

キャリア数を制御し、高い無次元熱電性能指数 ZT

（500℃で実用化の目安となる 1.5 以上、室温から

500℃までの平均値としては 0.8 以上）を得ることに成

功した。 

 

●フォノンの非調和性や原子核の量子性を取り込んだ超

伝導の第一原理計算はこれまでに例がない世界初の成

果で、今後より低圧で高温超伝導を実現するための基盤

を構築した点は、非常に高く評価する。 

 

●電子状態のトポロジカルな性質が熱電特性に影響を

与えることを実験・理論の両面から実証したことは、今後

の熱電材料開発において強力な指針となるものであり、

高く評価する。 

 

 

●多谷構造を有する系において、実際に使用する際の

熱電変換効率を左右する温度範囲で高い無次元熱電性

能指数 ZT を実現したことは、熱電材料の実用化に向け

た大きな進展であり、高く評価する。 
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ネルギー技術などの、革

新的なハードウェアの創

製を可能にする新しい学

理の構築と概念実証デバ

イスの開発を推進する。 

③低消費電力で超高

速・高効率情報処理

を行う量子計算技術

や物性予測の実現に

貢献する量子情報電

子技術、 

④省エネルギーエレク

トロニクスの実現に貢

献するトポロジカルス

ピントロニクス研究 

に取組み、革新的なハ

ードウェアの創製を可

能にする新しい学理の

構築と概念実証デバイ

スの開発を行うことで、

環境調和型の持続可

能な社会の実現に貢献

するとともに若手人材

の育成を推進する。 

換効率が高い熱電変

換材料を開発する。有

機薄膜太陽電池の開

発においては、太陽電

池機能の新機構であ

る反転対称性を持たな

い結晶によるシフトカレ

ントを生成する新たな

有機・無機材料を探索

する。非平面有機半導

体の開発と有機薄膜

太陽電池への応用研

究を推進するとともに、

基板界面修飾による高

性能化を行う。さらに、

高い規則性を持つコロ

イド量子ドット薄膜を用

いたエネルギー変換機

能材料を開発する。  

 

② 創発機能性ソフトマ

テリアル  

平成 31 年度は、新た

な光応答部位・熱応答

部位の設計により、刺

激応答能が高いセン

サーやソフトアクチュエ

ーター材料の高度化を

行う。また、特定の化

学物質に応答すること

で変化するナノ構造体

の反射波長を色相で

読み出すセンシングの

原理を探求する。過酷

条件下で利用するセン

サーやアクチュエータ

ーのための新たな構成

要素として、エアロゲ

ルに対し、高い耐熱性

を持たせるための材料

開発を行う。超フレキ

シブルエレクトロニクス

材料については、封止

膜形成技術や密着性

向上技術の開発によ

り、耐熱性と耐光性を

向上させる。  

 

③ 量子情報電子技術  

平成 31 年度は、前年

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

●反転対称性を持たない新規な有機材料の開発につ

いては、独自の分子設計法によって分子の積層状態を

制御し、同一方向に積層した構造に集積可能にすると

ともに、バルク光電効果の確認に成功した。 

●有機薄膜太陽電池の開発においては、有機半導体

平面ヘテロ接合を用いた検討により、有機半導体の励

起状態と電荷移動状態の間に 0.2～0.3eV のエネルギ

ー差があるときに、最も効率的に光を電流に変換でき

ることを見出した。また従来、光電流発生には電荷移

動状態と自由電荷状態のエネルギー差が重要とされ

てきたが、これには明確な相関がないことを示した。 

●コロイド量子ドット薄膜の開発については、特定の結

晶面からオレイン酸を選択的に除去することで、高性

能光電変デバイス等に応用可能な高い構造規則性を

持つ 2 次元コロイド量子ドット薄膜の作り分けに成功し

た。 

 

② 創発機能性ソフトマテリアル 

●ソフトアクチュエーター材料の高度化については、複

数の刺激に応答・配列するコアシェル型超分子ポリマ

ーを実現するとともに、血中のグルコース濃度（0–5.4 

g/L）を色相変化で読み出し可能なヒドロゲルセンサー

の開発に成功した。 

●エアロゲルについては、1800 ℃まで加熱しても熱分

解を起こさずに優れた力学物性（最大応力 15 MPa 以

上、最大ひずみ 70％以上）を保つものを開発し、高強

度と高耐熱性の両立を実現した。 

●超フレキシブルエレクトロニクス材料として、熱安定

性と光捕集性を併せ持つバルクヘテロ接合構造の発

電層を新たに作製し、ポストアニール処理による発電

層と正孔輸送層の界面における電荷輸送効率を向上

させることで、13％の高いエネルギー変換効率と、大気

中保管 3,000 時間で劣化 5％以下という長期保管安定

性を両立する、超薄型有機太陽電池を開発した。 

 

③ 量子情報電子技術 

●天然 Si/SiGe 量子ドットによる高速高精度のスピン

読み出し（忠実度>99%）、2 量子ビット交換操作の高忠

実度化（>99%）を達成するとともに、誤り訂正のプロトコ

ルを可能にする量子非破壊測定を実現した。また、

GaAs ドットを用いて、雑音の能動的抑制による量子ビ

ット制御誤りの低減に成功した。 

●超伝導量子ビットの集積化に向け、超伝導シリコン

貫通ビア作製技術および 3 次元マイクロ波配線用パッ

ケージ技術を確立し、拡張性のある 2 次元集積化実装

技術を開発した。さらに、16 量子ビット回路チップを作

製し、個々の量子ビットのコヒーレンスと制御・読み出し

配線間のクロストークの評価を実施した。 

●量子シミュレーション技術の機能実装に向け、2 ビッ

トゲートや周波数多重化読み出しの実装に取り組み、

●独自の構造を基にした新規有機半導体材料の開発が

大幅に進んでおり、有機太陽電池の効率化に向けた材

料開発に貢献するものとして、高く評価する。 

  

●有機太陽電池の高効率化のための動作機構の解明

において、必要な電子エネルギーの条件に関して従来の

有機半導体の開発指針に修正を迫る重要な成果を得て

おり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●コロイド半導体量子ドットにおいて、粒径や配位子密

度、配列様式の制御を実現したことは、薄膜での発光効

率や電荷移動度の向上につながる成果であり、高く評価

する。 

 

 

  

●超分子ポリマー材料については、複数の外部刺激に

応答して物性を劇的に変える前例なき材料設計指針が

開拓されており、非常に高く評価する。 

 

 

●新規開発されたエアロゲルにおいて実現された優れた

力学物性は、当初目標を大きく上回る性能を示しており、

非常に高く評価する。 

 

●超フレキシブルエレクトロニクス材料については、過去

の最高値と比較して、エネルギー変換効率は約 1.2 倍、

長期保管安定性は 15 倍向上した超薄型有機太陽電池

が開発され、これは当初目標を大幅に上回る性能であ

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●Si 量子ドットで達成したスピン操作の高忠実度化と量

子非破壊測定の実現、さらに、当初計画にはなかった、

高忠実度の読み出しと 2 ビット交換操作の達成は、誤り

耐性量子計算に大きく前進する世界初の成果であり、非

常に高く評価する。 

 

●独自方式による超伝導量子ビット 2 次元集積化および

マイクロ波配線の垂直実装が可能になり、16 量子ビット

回路を実現したことは超伝導量子コンピュータの実現へ

向けた重要なステップであり、非常に高く評価する。 

 

 

●「2 次元交差結合線ネットワーク」を使う集積量子ビット

回路方式は、高度な３次元配線・パッケージングが不要
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度の成果を踏まえ、Si

量子ドットのスピンによ

る 2 量子ビット操作精

度の制限要因を解明

し、誤り耐性閾値に近

づくための技術開発を

行う。また、多重の

GaAs ドットによるスピ

ン相関制御の原理を

確認し、Si への技術移

植の実験を開始する。

超伝導量子ビットの集

積化に向け、超伝導シ

リコン貫通ビア作製技

術や 3 次元マイクロ波

配線用パッケージ技術

を開発し、前年度に引

き続き、拡張性のある

2 次元集積化実装技

術を開発する。量子シ

ミュレーション技術の機

能実装に向け、量子ア

ニーリングの新規アー

キテクチャ基本要素の

実験を行う。さらに、制

御技術の高精度化に

向け、可変マイクロ波

ビームスプリッターや

高効率単光子源を開

発する。  

 

④ トポロジカルスピン

トロニクス  

平成 31 年度は、マル

チフェロイック物質（強

磁性と強誘電性の両

方の性質を持つ電気

磁気結合物質等）にお

いてドメイン及びドメイ

ン壁制御の理論を構

築するとともに、電気

磁気特性を最適化する

物質組成を見出し、電

場印加による磁化過程

の振る舞いを解析す

る。渦状トポロジカルス

ピン構造を持つ磁気ス

キルミオンに関しては、

前年度の研究成果を

発展させ、従来のスピ

基本動作を確認した。また、表面コードエラー訂正に対

応可能な「2 次元交差結合線ネットワーク」を使ったス

ケーラブルな新規の量子ビット集積回路方式を提案

し、この基本回路要素の特性が表面コードに必要な閾

値を満たしていることを示した。 

 

④ トポロジカルスピントロニクス 

●マルチフェロイック物質については、帯電したドメイン

壁を記述するためのモデルを構築し、六方晶マンガン

酸化物のドメイン壁内で観測された、通常とは異なる原

子変位の振る舞いの再現に成功した。また、特定の条

件下ではドメイン壁内に秩序変数ゼロの領域が出現す

ることを明らかにし、ドメイン壁に関する新しい理論的

な枠組みを提起した。 

●Y 型六方晶鉄酸化物において、電場印加による磁化

変化を測定し、電気磁気特性を最適化する物質組成を

決定した。さらに、電場印加下での磁化過程および磁

場‐分極曲線を調べることによって、分極‐磁化結合が

温度の上昇に伴って変化する様子を明らかにするとと

もに、これが二つの電気磁気状態間のエネルギー障壁

の減少によるものと結論し、今後の物質開発における

指針を得た。 

●磁気スキルミオンに関しては、新たに反転対称な磁

性体に着目し、新機構である RKKY 相互作用が温度・

磁場相図平面において短周期ヘリックス構造、スキル

ミオン結晶、ファン構造などをもたらすことを見出した。

また、同物質が極めて小さい（約 3nm）スキルミオンを

有することを明らかにし、対応するトポロジカルホール

効果等の輸送特性をも観測した。 

●反転対称性を持たない物質（ホイスラー合金）に外

部磁場を加えることにより、面内磁場を印加するとアン

チスキルミオンから非トポロジカルなバブルへ、さらに

磁場をゼロにするとスキルミオンへと転移することを見

出し、磁場による相互変換の直接観察に成功した。 

●トポロジカル絶縁体に関しては、Bi2Te3 と FeTe の

超構造における表面状態と超伝導の近接効果に着目

し、非相反電圧応答に伴う超伝導電流の整流効果を

測定した。また、新たに開発した超高エネルギー分解

能を持つ走査型トンネル顕微鏡を用い、トポロジカル超

伝導体の量子渦において、マヨラナ粒子由来と考えら

れるエネルギーがゼロの束縛状態の観測に成功した。 

 

⑤ 人材育成 

●東京大学、中国清華大学に若手研究者主宰の連携

研究室を設置し、若手研究リーダーの人材育成を行っ

た。また、前年度に連携協定を締結した中国科学院と

清華大学との 3 者で合同ワークショップを開催し、大

学・研究所間の頭脳循環および人材、研究交流を強力

に推進した。 

●物理、化学、量子技術の 3 分野を中心とした分野間

で、標準的な２次元配線・パッケージングのみで量子チッ

プが実現可能であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●ドメイン壁の理論を構築し、その内部構造の定量的記

述を可能にしたことで、ドメイン壁が競合する相の核とな

る可能性を示したほか、ドメインとドメイン壁との相互変

換などの現象の理解にも拡張できるものであり、高く評

価する。 

 

 

●Y 型鉄酸化物において電気磁気特性を最適化する組

成および磁気相図を決定したことは、今後の開発研究に

とって重要である。また、電場印加下での磁化および分

極の磁場依存性の解析から分極‐磁化結合の強さを実

験的に評価したことは、今後のマルチフェロイック物質の

評価手法として使えるものであり、高く評価する。 

 

 

●RKKY 相互作用によるヘリックス構造、スキルミオン構

造を示す物質開発に成功したことは、高密度のスキルミ

オンメモリだけでなく、創発電磁場を増大し応用への道を

拓いた重要な成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●磁場によるトポロジカルスピン構造間転移の制御に成

功したことは、世界初の成果であり、創発電磁現象の研

究を加速するものとして、非常に高く評価する。 

 

 

●従来の装置をはるかに超えた、世界最高性能の STM

を開発し、それによってマヨラナ束縛状態の観測に成功

したことは、トポロジカル量子計算に向けた重要な一歩で

あり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●中国のトップ研究機関や東京大学との緊密な連携を

確立できていることは、日中の研究交流、頭脳循環を推

進する上で極めて有効に機能しており、共著論文発表を

はじめ成果が形になっていることから、非常に高く評価す

る。 

 

●若手研究者のキャリアパスをバックアップする仕組み
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ン軌道相互作用による

機構以外での新たなス

キルミオン物質の開発

及びその磁場・温度平

面での相図を解析し、

同時に電子顕微鏡に

よる磁気構造解明と輸

送特性等の機能開拓

を行う。トポロジカル絶

縁体（内部は絶縁体だ

が表面は高い電子移

動度を持つ金属状態

が現れる物質）に関し

ては、超伝導を含む超

構造の理論設計と作

製を行い、非相反応答

及びテラヘルツ応答を

含むホール効果等の

機能開拓を行う。  

 

⑤人材育成  

平成 31 年度は、東京大

学、中国清華大学、中

国科学院カブリ研究所と

の連携協定を基に、合

同ワークショップを開催

し、研究交流を推進す

る。東京大学、中国清華

大学に設置している若

手研究者主宰の連携研

究室では、シニア研究

者によるメンターシップ

の下、研究リーダーの

育成を行う。物理、化

学、量子技術等、異分

野間で研究キャンプを

含むシンポジウム・討論

会を開催し、若手研究

者を中心に発表・討論

する機会を設け、より広

い知識と視野を育む環

境を整備する。特定国

立研究開発法人との連

携を強力に推進するとと

もに、産業技術総合研

究所と共同で独創的な

研究を支援するための

制度を設け、世界最先

端の研究を共同で実施

する。 

交流と、より広い知識、視野を育む環境整備により、3

名の研究員が文部科学省大臣表彰若手科学者賞を受

賞した。また、国立大学の准教授相当職への転出な

ど、優秀な若手研究者の人材育成・輩出を行った。 

●産業技術総合研究所と 5 回目となる合同ワークショ

ップを開催するとともに、「理研―産総研量子技術イノ

ベーションコア連携研究支援制度」を継続し、1 課題を

採択した。また、物質・材料研究機構との共同研究契

約も推進し、活発な研究交流を行った。 

が機能し、昇任・転出および新規採用が数多く行われた

ことは、人材育成に大きく寄与しており、非常に高く評価

する。 

 

●特定国立研究開発法人である産業技術総合研究所と

物質・材料研究機構との連携を強化することで、量子技

術を中心とした国内の基礎から応用までの一気通貫の

研究体制を整えていることは、我が国の研究力強化に大

きく寄与しており、非常に高く評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(8) 光量子工学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

36 

79 

 

21 

106 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

103 

13 

 

100 

5 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

42 

6 

 

34 

9 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

142 

1,262,886 

 

141 

1,254,505 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 888,298 1,055,523      

従事人員数 76 77      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

光・量子技術は、「超スマ

ート社会」の実現に資す

る我が国が強みを有する

基盤技術であり、革新的

な計測技術、情報・エネ

ルギー伝達技術、加工技

術の強化等が求められて

いる。このため、超高速

の物理現象の解明や生

体の超解像イメージング

等の最先端の学術研究

に加え、革新的な材料開

発、インフラ構造物の保

全等、社会的にも重要な

課題の解決に向けて、こ

れまで得られた知見を活

用しつつ、極短パルスレ

ーザーの発生・計測技

本研究では、最先端

の光・量子技術の研

究として、 

①超高精度レーザー

や極短パルスレーザ

ーの発生、制御、計測

技術を追究し、物質・

材料科学や測地学へ

の応用展開を目指す

エクストリームフォトニ

クス研究、 

②顕微計測技術とレ

ーザー加工技術を融

合し、精密加工・極微

光計測技術の工学・

生物医科学応用を目

指すサブ波長フォトニ

クス研究、 

① エクストリームフォト

ニクス研究  

平成 31 年度は、サブ

キロ電子ボルトのアト

秒パルス発生のため

に独自開発してきたア

ト秒精度の時間計測・

制御技術を高度化し、

超広帯域のフェムト秒

パルス分光技術に導

入することにより、より

複雑な分子の超高速

構造変化を捉えるため

の新たな技術を開発す

る。また、光格子時計

においては、引き続き

可搬型プロトタイプ機

を用いて実験室外での

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

① エクストリームフォトニクス研究 

●サブキロ電子ボルトのアト秒パルス発生のために独

自開発してきたアト秒精度の時間計測・制御技術を高

度化し、TW 級の高出力 (2.6TW) 3 波長レーザーシン

セサイザーを開発した。 

●超広帯域のフェムト秒パルス分光技術の導入によっ

て深紫外フェムト秒誘導ラマン分光（DUV-FSRS）を開

発し、深紫外光の共鳴ラマン効果を利用した複雑な分

子の超高速構造変化の観測を初めて実現した。 

●光格子時計の実用化に向けた研究では、可搬型プ

ロトタイプ機を用いて実験室外での運転試験を行い、

一般相対性理論を高い精度 (小数点以下 5 桁) で検

証することに成功した。 

 

② サブ波長フォトニクス研究 

●レーザー共焦点ライブ顕微鏡の超解像・高速化の開

発をさらに進め、シグナル増倍と高速高精細 CMOS カ

メラの利用によって、1 msec フレーム毎での単一光子

 

●高強度アト秒パルスの発生に新たな展開をもたらすの

みならず、広く高強度場物理分野の発展に大きな影響を

及ぼすものであり、非常に高く評価する。 

 

●超高速分光分野で数多く研究されてきたバクテリオロ

ドプシンの機能発現のメカニズムに対するこれまでの考

えを大きく変える成果として、高く評価する。 

 

●光格子時計の社会実装に向けた重要な一歩であり、

新たな相対論的センシング技術として、測地学や地球惑

星科学などの進展に大きく貢献するものであり、非常に

高く評価する。 

 

 

●高速超解像ライブイメージング技術において、単一光

子計測により超解像を実現しながら 3D において完全同

時 3 色、20 立体／秒という時空間分解能は、世界に冠
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術、超高精度レーザーの

制御技術、非破壊検査技

術といった最先端の光・

量子の発生、制御、計測

による新たな光量子技術

の研究開発を推進する。 

③独自のテラヘルツ

光発振技術、計測技

術を発展させ、テラヘ

ルツ光による機能制

御・物質創成等を目

指すテラヘルツ光研

究、 

④非破壊インフラ計測

技術、レーザー計測技

術、特殊光学素子の開

発等、最先端の光・量

子技術の社会への活

用を目指す光量子技術

基盤開発を推進するこ

とで、社会的に重要な

課題の解決に貢献す

る。さらに、次世代の光

量子科学研究を担う人

材を育成し、科学技術

力の底上げに努める。 

運転試験を行い、その

結果を踏まえ、重力ポ

テンシャル計としての

新たな可能性を追求す

る。  

 

② サブ波長フォトニク

ス研究  

平成 31 年度は、レー

ザー共焦点ライブ顕微

鏡の光子計測による超

解像・高速化の開発を

進め、10 立体／秒の

時間分解能を達成す

る。多次元画像解析に

より、細胞内構造の高

精度の 4D 可視化を実

現する。また、超解像

構造の機能素子を開

発するために、ナノス

ケール立体加工技術

の開発を進め、サブ波

長構造メタマテリアル

光吸収体の加工技術

をさらに改良し、10-19

モルレベルの検出感度

を実現する。さらに、ナ

ノスケール機能素子の

製作と応用のために、

フェムト秒レーザーマ

ニピュレーション技術を

高度化し、１μm 以下

チャネル構造の作製を

目指す。 

 

③テラヘルツ光研究 

平成 31 年度は、広帯

域バックワードテラヘ

ルツ発振器の高効率

化に向け、発振波長や

波長可変性について

計算モデルを構築し、

実験との比較を行い、

量子効率を従来の 100

倍以上に向上する。ま

た、高強度テラヘルツ

光を用いた生体組織、

高分子構造・機能変化

の観察の実現に向け、

生きた細胞への高強

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

計測に成功し、様々な蛍光標識試料を用いて 3D での

時間分解能 10-20 立体／秒を達成した。 

●ナノメートルのギャップを隔てて集積化された 3 次元

垂直配向構造を持つメタマテリアル吸収体の加工技術

を開発し、10-19 モルレベルの希薄ガスの検出、もしくは

それ以上の測定感度を実現した。 

●フェムト秒レーザーによるガラス 3 次元加工技術に

おいて、線幅 20 nm のマイクロ流体構造をガラス内部

に作製したのち熱処理を行うことにより、チャネル形状

を整形し、サブミクロン幅のガラスナノチャネルを形成

する技術を開発した。 

 

③ テラヘルツ光研究 

●広帯域周波数可変バックワードテラヘルツ発振器の

高効率化に向け、広帯域波長可変性の実証に加え

て、励起光の強度やビームサイズの調整を行い、量子

効率を従来の 100 倍に向上した。 

●高強度テラヘルツ光を用い、生きた細胞内でのアク

チンタンパク質の変化を顕微鏡観察し、細胞内での生

体関連タンパク質のテラヘルツ照射による変化を可視

光像として観測するとともに、その変化を定量的に示し

た。 

 

 

 

④ 光量子技術基盤開発 

●複合材料を利用したレーザー発振装置を開発するこ

とにより、従来の単結晶のシステムに比べ波長可変領

域を 110nm 拡張することに成功した。 

●ゲルマニウムを用いた赤外分光素子として利用可能

な回折格子の加工を新規ナノダイヤモンドによる特殊

フライカット工具により実現し、加工ピッチ約 17μm の

チッピング等の欠陥の無い表面を生成可能な条件を見

出した。 

●可搬型のプロトタイプとして開発した超小型中性子

源 RANSⅡの稼働を開始し、安定的に中性子線を発生

させ、RANSⅡによるコンクリート橋梁供試体内部の劣

化を可視化する技術を開発した。 

絶する性能の達成であり、細胞生物学分野の基礎研究

を革新的に発展させるものとして、非常に高く評価する。 

●これまでの分子検出感度を１桁以上上回る当初の計

画以上の成果であるため、非常に高く評価する。 

 

 

●マイクロ/ナノ複合炭化構造の形成はこれまでに例が

なく、また、線幅 20 nm は世界最小であり、用いたレーザ

ー波長の 1/50 に相当し、従来にはない高機能材料表面

創成への応用が期待されるため、非常に高く評価する。 

 

 

 

●量子効率を従来の 100 倍に向上したことは、各種応用

へのテラヘルツ波利用を促進させる成果として重要であ

り、高く評価する。 

 

●テラヘルツ照射による細胞内の生体分子構造制御の

機構解明につながる重要な成果であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●中赤外領域のシングルサイクルパルス光のレーザー

発振に大きく貢献することが期待でき、他のレーザー材

料への展開も可能であるため、高く評価する。 

●新規に開発した 5 軸サブナノメータ超精密加工装置が

予定通りの性能を発揮しており、硬脆材料の延性モード

加工を安定的に実施できることが確認され、予想を上回

る安定度を得られているため、高く評価する。 

 

●全長 5m 足らずの普及型小型パルス中性子源システ

ムが安定的に稼働する世界初の成功であり、屋外利用

を目指した可搬型中性子源への発展に大きく貢献するも

のとして、非常に高く評価する。 
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度のテラヘルツ光照射

を実現し、細胞内での

生体関連タンパク質の

テラヘルツ照射による

変化を可視光像として

観測するとともに、その

変化を定量的に示す。 

 

④ 光量子技術基盤開

発 

平成 31 年度は、波長可

変型・用途別レーザー

装置の製作に向け、中

赤外領域の波長可変領

域を拡張するために複

合材料によるレーザー

システムを開発し、波長

可変領域を 100nm 以上

拡大する。また、新規回

折光学素子加工のため

の微細溝加工の基礎技

術を確立し、ゲルマニウ

ムなどの硬脆材料に対

して、100μm 以下のピ

ッチで溝加工を実施す

る。さらに、小型中性子

源は、現行のシステムを

運用しつつ、可搬型のプ

ロトタイプとして開発した

超小型中性子源

RANSⅡの稼働を開始

し、RANSⅡによるコンク

リート橋梁供試体内部

の劣化を可視化する技

術を開発する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(9) 加速器科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

9 

286 

 

6 

301 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

51 

60 

 

66 

38 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

15 

3 

 

3 

9 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

100 

490,659 

 

112 

282,247 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 3,817,773 4,024,257      

従事人員数 121 125      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

物質の根源的理解や物

質創成の謎の解明を進

めるとともに、その成果を

応用することにより、食

料・健康・環境・エネルギ

ー・資源問題の解決に資

することが求められてい

る。このため、研究基盤

である RI ビームファクトリ

ーの加速器施設の高度

化を進め、元素合成過程

の解明等の原子核基礎

研究を幅広く展開すると

ともに、重イオンビームに

よる農業・工業・RI 医薬

等の産業応用を推進す

る。さらに、原子番号 119 

番以上の新元素合成に

加速器研究基盤であ

る RI ビームファクトリ

ー（RIBF）、並びに国

際協力に基づく米国

ブルックヘブン国立研

究所（BNL）及び英国

ラザフォード・アップル

トン研究所（RAL）にお

いて、原子核や素粒

子を支配する物理法

則の学理を究める。 

そのために、 

①原子核基礎研究で

は、究極の原子核像

の構築、核合成技術

の確立、宇宙における

元素合成過程の解明

等を目指す、並びに 

① 原子核基礎研究 

平成 3１年度は、引き

続き 119 番元素の超

重元素合成研究、中性

子超過剰核内部の有

効相互作用やクラスタ

ー効果に着目した魔法

数異常性の研究及び

未知 RI 核の特性の解

明、中性子星表面の爆

発現象の観測や氷床

コア自動レーザー融解

装置の開発を通じた元

素合成過程研究を進

めるとともに、元素変

換研究のための核反

応研究を新たに立ち上

げる。 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

① 原子核基礎研究 

●フッ素およびネオン同位体の存在限界を決定し、原

子核地図の境界線を 20 年ぶりに更新することに成功

した。 

●Ca-54 の分光に成功し、理研で発見した新魔法数

34 の新証拠を得ることに成功した。 

●Ca の中性子過剰な原子核の大きさを導出すること

に成功し、中性子魔法数 28 を超えた原子核でその大

きさが異常に増大する新現象を発見し、理論研究に大

きなインパクトを与えた。 

●Ni-78 の二重魔法性を発見し、長年に渡る問題に結

論を与えることに成功するとともに Ni-78 を越えた中性

子過剰な同位体では魔法数 28、50 が喪失する前駆現

象を見出した。 

●核分裂反応によるスピン制御技術を利用して、Zr-99

の励起状態の磁気モーメントの測定に成功し、Zr-99

の内部構造に関する情報を得た。 

●昨年度に引き続き RRC から得られるビームと仁科

 

●RIBF 施設の継続的な高度化により、核図表の拡大に

寄与し、20 年ぶりに原子核の存在限界に関する成果を

得たことを高く評価する。 

●魔法数研究において、RIBF で達成可能な新しい科学

的知見を見いだし、影響力の高い雑誌に研究成果が発

表されていることを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「熱い融合反応」を利用した 119 番元素生成の準備を
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挑み、原子核の寿命が極

めて長くなると予想されて

いる「安定原子核の島」

への到達に向けた核合

成技術の確立を目指す。 

②BNL 及び RAL との

国際協力に基づく素

粒子物性研究に取組

む。また、 

③重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研

究を進める。さらに 

④RIBF の加速器施設

の高度化・共用、国内

外の研究機関とその研

究者との連携を推進

し、これらにより原子

核・素粒子物理分野を

進展させ、学際応用研

究を含めた優れた研究

人材の育成に資する。

なお、RAL 施設の運営

は中長期目標期間中

に終了する。 

さらに、RIBF を擁する

優位性を活かして国内

外の機関との実験及

び理論両面での連携

体制を拡充するととも

に、当該分野の人材育

成を推進する。特にア

ジアの研究機関との連

携を進め、原子核物理

学の学生を育成するた

め「仁科スクール」を開

催する。 

 

② BNL 及び RAL との

国際協力に基づく素粒

子物性研究 

理研 RAL ミュオン実験

施設は、平成 30 年度

から理研と RAL による

共同施設運営に移行し

たが、研究に関しては

平成 34 年度末までは

理研主体の研究を継

続することとしており、

平成 31 年度は超低速

エネルギーミュオンビ

ーム発生の高度化を

進める。また、2 台の

μＳＲ分光器を同時活

用して、微小試料の極

低温や超高圧等の極

限環境下での測定や

アルミニウム中の水

素、圧電材料、磁性材

料等、大強度パルスミ

ュオンの特性を最大限

に活かした新機能性物

質の研究を行う。 

 

③ 重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研究 

平成 31 年度は引き続

き、ゲノム情報を用い

た重イオンビーム育種

技術の高度化を進める

とともに、照射実績を

収集したデータベース

を作成する。有用 RI の

製造技術開発と RI 頒

布事業を進め、RI 内用

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 等 

記念棟 E6 実験室に移設した GARIS-II を利用して、V-

51 と Cm-248 反応による 119 番新元素の探索を実施

した。また超重元素領域での精密質量測定に初めて成

功した。今後の長期的な実験に対応するため新たに

GARIS-III を整備した。 

●陽子過剰核および中性子過剰核の分光実験を国際

共同で実施し、魔法数に関するデータ取得に成功し

た。 

●Sn-132 の弾性散乱実験を行い、状態方程式に関す

るデータを取得することに成功した。  

●センターの同位体・微量分析の強みを考古学に応用

し、京田遺跡の出土品から赤色顔料を分析すること

で、古代日本の地域交流に関する新たな知見を得るこ

とに成功した。 

●氷床コア自動レーザー融解装置のプロトタイプ機を

開発し、-20℃下でダミー氷に対し、レーザー溶融し融

解水を自動採取する世界初の装置開発に成功した。 

●弱く束縛された重陽子を利用することで不完全核融

合反応が増大することを発見し、元素変換の新たな端

緒を切り拓いた。 

●高レベル放射性廃棄物などに含まれる長寿命放射

性元素を大量に安定元素や短寿命元素に変換するた

めの新たな加速器の概念を提案した。 

 

 

 

 

② BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性

研究 

●昨年度に引き続き PHENIX 測定器のアップグレード

を進めた。特に衝突点近傍の飛跡を検出するためのシ

リコン測定器の実機用部品製作を開始した。 

●これまで取得したデータ解析を進め、前方生成正電

荷粒子の左右非対称度を陽子・陽子と陽子・原子核散

乱とで比較した。これまでの知見と合わせ左右非対称

性には二種類の機構が関与している事を明らかにし

た。 

●京コンピュータを用いた物理点での格子量子色力学

計算と少数量子系厳密計算を組合せ、最も軽いΞ原

子核の候補（テトラグザイバリオン）を予言した。また、

ストレンジクォーク 2 個を含むバリオン間相互作用に関

する京コンピュータゲージ配位を用いた最終結果を公

表し、ハドロン物理学における様々な応用研究へ道を

拓いた。 

●RAL-超低速ミュオンビーム開発：シリカエアロゲル

からの真空放出ミュオニウム数を最大化するための研

究を継続した。また、µSR 法を利用してミュオニウム放

出量の温度依存性を調べた。 

●RAL-μSR 物性：有機超伝導体における内部磁場

分布測定と、密度汎関数法を用いた電子状態の第一

着実に進め、119 番元素探索に挑戦していることを高く

評価する。また、超重元素領域での精密質量測定を開

始したことを非常に高く評価する。 

 

 

●RIBF でのみ達成可能な実験研究プログラムが国際共

同研究のもと強力に推進されており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●元素変換に関する新しい反応と新加速器概念を提案

し、高レベル放射性廃棄物の問題解決に向けた研究成

果を挙げたことを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●PHENIX 測定器のアップグレードが順調に進捗し、過

去のデータの解析も順調に進んでいることを高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

●京コンピュータを活用した格子量子色力学計算によ

り、J-PARC, BNL, CERN での原子核・ハドロン実験に資

する予言を行い、その実験的検証が始まっていることを

高く評価する。 

 

 

 

●超低速ミュオンビーム開発において、ビーム発生に向

けた着実な進展と新たな手法開発を評価する。 
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療法に期待される銅

67、アスタチン 211 や

アクチニウム 225 の応

用研究を推進する。工

業利用では、宇宙航空

用電子部品の宇宙線

耐性試験を進め、試験

技術の高度化により利

用者の拡大を図る。 

 

④ RIBF の加速器施

設の高度化・共用の推

進 

平成 31 年度は引き続

き、ウランや金属イオン

のビームを大強度で長

期安定供給するための

開発を行う。さらに、より

効率的な加速器運転計

画を立案して運転を行う

とともに、加速器高度化

計画については、必要と

なる装置の要素技術開

発を進める。利用研究

については実験課題を

国際公募し、外部有識

者を含めた課題選定委

員会にて課題の選定を

行う。また、産業利用に

ついては別途国内公募

を実施し課題選定を行

う。施設の戦略的利用を

図り、RIBF を用いた研

究成果の最大化を目指

した運営を進める。 

原理計算を比較する新たな研究手法により、非対称な

超伝導ギャップの解析に成功した。 

 

③ 重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究 

●SIP で開発した変異検出パイプラインを使用して、ゲ

ノム情報を用いた変異箇所の抽出を行い、照射条件ご

との変異特性を解析した。 

●ゲノムサイズの大きなコムギでも容易にゲノム解析

できる技術を開発し、1 ヶ月早く花が咲く超早生新規遺

伝子を単離した。 

●Long Grain 1(LIN1)と命名したイネ多収性の新規遺

伝子は、千粒重が増大し、穂数・一穂粒数・稔実率は

野生型と変わらないため、1〜2 割収量を増加させるこ

とを明らかにした。 

●顕性のイネ早生新規遺伝子を同定した。 

●構築した変異統合データベースに、照射実績を入力

した。 

●生産農家と 1 つの花卉植物で新品種を育成した。ま

た大学や国立研究開発法人とクロマグロ等の初期餌

料となるワムシの大型化に成功した。 

●RI の製造・応用に関しては、AVF サイクロトロンで製

造した Zn-65、Cu-67、Sr-85、Y-88、Cd-109 を国内の

大学・研究機関に有償で頒布するとともに、新核種 At-

211 を開発し、大阪大学に頒布を開始した。 

●文科省科研費新学術領域研究「短寿命 RI 供給プラ

ットフォーム」事業において、昨年度よりも 11 件多い

41 件の RI 頒布を行った。 

 

●α線核医学治療用 RI として期待される At-211 なら

びに Ac-225 の製造技術開発を進め、32 μA の大強

度αビーム照射による At-211 と Ac-225 の製造に成

功した。At-211 を大学・研究機関に頒布し、新しい核

医薬品開発に向けた標識・動物実験を進めた。 

●AVF サイクロトロンを用いて、核医学診断治療用 RI

として期待される Re-186 の製造技術を開発し、東京

大学と共同研究を開始した。 

●産業応用では、宇宙利用半導体試験企業による有

償利用が順調に推移しており、利用企業が 5 社に増え

た。今年度は、産業課題審査委員会(IN-PAC)を 2 回

（うち 1 回はメール審議）実施し、2 件の新規有償課題

を採択した。 

●照射室(E5A)の利用環境を整備し、数社が同時利用

可能とした。大気中照射ビームに混入する核反応不純

物の量を測定し、半導体業界の国際学会で報告した。 

●RI トレーサーによる摩耗イメージング(GIRO 法)で

は、装置の小型可搬化を進めている。 

 

④ RIBF の加速器施設の高度化・共用の推進 

●リングサイクロトロン RRC において、従来の 1.5 倍

の加速電圧で安定にウランビームを加速することに成

 

 

 

 

●ゲノム情報を用いて多様な植物種で遺伝子単離に成

功している。また、植物のみならず、動物性プランクトン

でも産業利用可能な品種改良に成功したことを高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●短寿命 RI 供給プラットフォーム事業は、平成 30 年度

の中間評価を経て、令和元年度より 3 年間のプロジェク

ト延長が認められた。着実に新規利用者を開拓し、頒布

実績を上げていることを高く評価する。 

●At-211 の大量製造技術を確立し、国内 15 グループ

に At-211 を提供し、我が国のアルファ線核医学治療研

究を支えていることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

●宇宙利用半導体業界から、国内有数の重イオンビー

ムによる大気中照射施設として認知され、利用企業数も

増加傾向にあることを高く評価する。 
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功し、SRC 出口での強度が 94 pnA に向上した。これ

は世界最高強度であり、RIBF 施設の目標をほぼ達成

した。 

●重イオンリニアック RILAC に超伝導 ECR イオン源お

よび超伝導加速空洞を導入し、大強度ビームを加速し

て施設検査に合格した。リニアック施設において 119

番元素合成実験を長期間行う準備が完了した。 

●年度計画どおり RIBF 新施設を約 3 カ月運転した。

国際公募による利用課題選定委員会を 4 回（原子核

研究課題 1 回、物質・生命科学研究課題 2 回、産業利

用課題 1 回）開催した。施設利用者数は延べ 938 名、

うち海外機関から 192 名であった。 

●RIBF 新施設のユーザ利用時間は 948 時間で、イン

パクトの高い実験を多数実施することができた。

GARIS-II を用いた新超重元素探索実験を約 50 日実

施した。 

 

また、人材育成・マネジメントについて、次世代の国際

的研究者の育成と確保をねらいとして、実習と連続講

義を行う「仁科スクール」を北京大学、ソウル大学、香

港大学と合同開催し、学部生 15 名が参加した。今年

度は国内の立教大学、東北大学から 3 名の学部生も

参加した。また、外部資金による日中韓フォーサイト事

業では、日中韓３カ国の重イオン加速器施設における

実験研究とそれに関連する理論研究を有機的に結び

つけ、これを通じて、３カ国を中心とした国際共同研究

の強化、実験―理論連携研究の更なる推進、若手人

材育成を行っている。 

 

 

 

 

●基盤系部・室の連携に基づいて加速器システムの高

度化を図り、RIBF のウランビーム強度目標をほぼ達成し

た。リニアックの超伝導を短期間で達成し、119 番元素合

成の長期実験を行う体制が整った。これらを高く評価す

る。 

 

 

 

 

●RIBF の装置群の高い需要、優秀な人材を反映し、世

界の原子核研究を先導する数多くの研究が RIBF で実

施されている。当該研究分野の国際的リーダーシップを

確立しつつあることを非常に高く評価する。 
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【Ⅰ-３】 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  S 

世界トップレベルの

研究機関として、以

下の通り、超高速

電子計算機、バイ

オリソース基盤、大

型放射光施設等の

最先端の研究基盤

を着実に整備し、

共用に供するととも

に、高度化・利活用

研究を進めること

で、研究所内外で

の優れた研究開発

成果の創出及びそ

の 最 大 化 を 目 指

す。 

各研究基盤の領域

において定める目

標を達成するため

に、研究所は、研

究所内外における

研究開発成果の創

出を見据えつつ、

研究基盤の運用・

高度化・利活用研

究に関して取り組

むべき具体的に課

題を領域毎に設定

し、その進め方及

び進捗に応じて見

込まれる成果等に

ついて、中長期計

画及び年度計画に

おいて定めることと

する。また、これら

をもとに、各研究開

発基盤の領域にお

いて、３．１に示し

た研究所全体の運

営システムのもと

で、年度毎にそれ

ぞれの取組の進捗

管理・評価とそれら

を踏まえた改善・見

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成 

6 年 法 律 第  78 

号）第 5 条に規定

する業務（登録施

設利用促進機関が

行う利用促進業務

を除く。）の下、研究

所全体の運営シス

テムのなかで、世

界最高水準の大型

研究施設をはじめ

とする研究基盤の

整備並びに研究基

盤を支える基盤技

術の開発を着実に

進めるとともに、国

内外の研究者等に

共用・提供を行うこ

とで、外部機関等と

の相補的な連携の

促進を図る。またラ

イフサイエンス分野

に共通して必要とな

る 生 物 遺 伝 資 源

（バイオリソース）の

収集・保存・提供に

かかる基盤の整備

を行うととともに、バ

イオリソースの利活

用に資する研究を

行う。 

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

6 年法律第 78 号）

第 5 条に規定する

業務（登録施設利

用促進機関が行う

利用促進業務を除

く。）の下、研究所

全体の運営システ

ムのなかで、世界

最高水準の大型研

究施設をはじめと

する研究基盤の整

備並びに研究基盤

を支える基盤技術

の開発を着実に進

めるとともに、国内

外の研究者等に共

用・提供を行うこと

で、外部機関等と

の相補的な連携の

促進を図る。またラ

イフサイエンス分野

に共通して必要とな

る 生 物 遺 伝 資 源

（バイオリソース）の

収集・保存・提供に

係る基盤の整備を

行うととともに、バイ

オリソースの利活

用に資する研究を

行う。 

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、主要課題を

中心とした、研究開発基盤

の運用・共用・高度化・利

活用研究の取組の進捗状

況 

・高度化、利活用のための

卓越した研究開発成果の

創出、成果の社会還元 

・外部への共用等を通じた

成果創出 

・研究開発基盤の運用・共

用・高度化・利活用研究の

進捗に係るマネジメントの

取組 等 

（業務実績総括） 

【共用・利活用の促進】 

●世界最先端の研究基盤群の共用や利活用促進

について、以下の優れた実績を挙げ、内外の関連

する研究等の推進に大きく貢献した。 

・計算科学研究：2019 年 8 月に「京」が運用終了し

た。約７年にわたる共用期間において、様々な指

標で世界トップクラスの水準（ACM ゴードンベル賞

2 回、TOP500 1 位２回、Graph500 1 位通算 10 回

ほか）を維持した。極めて安定的に運転・運用さ

れ、利用者に提供した時間の割合は 93.6%を達成

し、11,095 名の「京」の利用、4,541 件の成果の創

出に貢献した。その後、新型コロナウイルス対策

研究に対し、設置作業中の「富岳」の計算資源を

提供する等、コンソーシアムや技術研究組合等に

より、研究分野コミュニティの拡大を図るとともに、

欧米や ASEAN 諸国等をはじめ、国内外の研究機

関、企業等と戦略的に関係を構築している。 

・放射光科学研究：SPring-8 については総運転時

間 5,286 時間のうち、ダウンタイムはわずかに 41

時間（稼働率 99.2％）という世界でも類を見ない安

定した運転を実現した。SACLA については世界唯

一の３本の FEL ビームラインを同時に利用しての

実験が可能な施設として、総運転時間 6,135 時間

のうち延べ 6,428 時間の X 線レーザー利用時間を

充当し、ダウンタイムは 312 時間という利用運転時

間の大幅な増加を実現した。令和元年度は、

SPring-8 は延べ 15,970 人、SACLA は延べ 1,214

人が利用し、世界最高品質の放射光を国内外の

利用者に極めて安定的に提供した。 

・バイオリソース研究：世界でも類のない多種多様

なバイオリソース群を扱う機関として、リソースの

高いニーズに対応し、技術向上や徹底的な品質

確保に取り組んだ結果、提供数は目標を大きく上

回る実績を挙げた（中長期計画における目標提供

数 22,000 件に対し 137％相当の 30,100 件。リソー

スの提供先は 25％が海外、12%は産業界。）。ま

た、主要なバイオリソースで世界１、２位の保存数

を誇る世界的にも稀なバイオリソース総合研究機

関として、実験動物 9,028 系統、実験植物 841,798

クローン・株、微生物材料 29,264 株、細胞材料

16,901 株（うち、iPS 細胞 4,999 株）、遺伝子材料

3,812,723 クローンの保存を行った。 

 

 

 

●以下のような研究基盤の共用・利活用促進や更なる高度化の取組を通

じ、研究所内外の優れた研究開発成果の創出等に向けた特に顕著な貢献

を認め、S 評定とする。 

 

・世界最先端の研究基盤群の共用や利活用促進に関して、極めて安定的

な基盤を構築しつつ世界最高水準での共用等を実現し、内外の研究等の

推進に大きく貢献した。 

・高度化に関しては、「富岳」の開発や国産クライオ電子顕微鏡の開発、国

際的に類のない極めて高品質のバイオリソースの提供等において、世界

最先端の研究基盤群の一層の高度化に大きく貢献した。 
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直しの実施、研究

所内の組織横断的

な連携の活用等の

取 組 を 行 う と と も

に、各領域に応じ

た個別の研究開発

マネジメントを実施

し、研究開発成果

の 最 大 化 を 目 指

す。 

【研究基盤の高度化】 

●以下とおり、世界最先端の研究基盤群の一層

の高度化や優れた成果等の創出を行った。 

・計算科学研究：国の開発目標達成はもとより、開

発過程において目標を大幅に超える世界最高の

電力性能を誇る汎用CPU の開発に成功し、スパコ

ンの消費電力性能指標 Green500 で世界 1 位を獲

得したほか、米国 HPC に初めて採用された。ま

た、複数の演算加速装置を用いた高速化を行うこ

とで、スーパーコンピュータのネットワークに応用

できる高品質なグラフを短時間で設計することに

成功し、国立情報学研究所が主催する Graph Golf 

2019 の 格 子 グ ラ フ 部 門 に お い て 「 Widest 

Improvement Award 」 と 「 Deepest Improvement 

Award」の２つを 2 年連続で受賞した。 

 コンピュータシミュレーションの結果により、現在

の地球及び月を作った原因とされる巨大衝突仮説

の矛盾を指摘し、月が原始地球のマグマオーシャ

ンから作られた可能性があることを解明した。ま

た、分子動力学（MD）計算を用いて、酵素活性を

低下させる阻害剤分子が標的タンパク質に結合す

る複数の経路と結合構造を特定し、結合初期に形

成される過渡的複合体が経路選択を制御している

ことを解明した。 

・放射光科学研究：クライオ電子顕微鏡開発にお

いて日本電子株式会社と連携を進め、単粒子解

析（1.9Åの空間分解能を実現）と電子線 3 次元結

晶構造解析の両方で世界最高品質のデータを取

得することに成功し、国産機普及への巻き返しや、

クライオ電子顕微鏡の創薬研究への応用加速に

貢献した。また、深層学習を用いた画像解析によ

り、X 線結晶構造解析用の結晶試料を自動検出・

センタリングするプログラム”Deep Centering”を開

発した。 

・バイオリソース研究： 10%程度存在する寄託リソ

ースの情報不備の誤りの是正と排除による品質管

理を行い、国際的に類のない、極めて高品質のリ

ソースを提供した。なお、品質確保に向けた不断

の取組として、令和元年度には１件の実験動物の

誤提供を内部での確認の過程で自ら発見し、即時

に利用者等へ周知するとともに、徹底的な原因究

明・改善策の検討を経て、作業手順書の大幅な見

直し・改定につなげるなど更なる業務の質向上に

確実につなげる取組を実施した。 

 

●また、以下をはじめとする人材育成、外部連携

等の優れた取組を行った。 

・計算科学研究：欧州・米・日本・カナダの 4 機関共

催にて毎夏開講（通算 10 回目）する 

 International HPC Summer School を初めて日本
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国内 R-CCS にて開催し、約 110 名の受講生及び

講師等をホストする等、国際的な「計算科学」と「計

算機科学」分野の中核拠点として、国内外の研究

機関と交流・連携によるプレゼンスを確立した。 

・放射光科学研究：多種多様な分野の研究者が集

う放射光施設を通じたダイナミックな連携を進める

ための「リサーチリンケージ」の形成を推進した。

令和元年度は３大学との研究協力協定を締結した

ほか、科学技術的交流の場としてシンポジウムを

開催し、359 名が参加した。また、QST の次世代放

射光施設の開発に際して必要な技術的協力を行

うなど、引き続きに我が国の放射光施設整備への

貢献を行った。 

・バイオリソース研究：iPS 細胞や ES 細胞の培養

技術やマウス胚等の凍結保存技術など各種技術

研修を実施した。アジアの学生・大学院生を対象と

してワークショップを開催するなど、国際的にも当

該分野の人材育成拠点として重要な役割を担っ

た。さらに、COVID-19 流行によってリソースが消

失した研究者への無償再提供などの支援策を検

討している。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(1) 計算科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

22 

89 

 

13 

127 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

42 

15 

 

44 

12 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

7 

0 

 

4 

1 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

76 

707,670 

 

88 

764,927 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 106,734 73,000      

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

 

33,018,044 27,438,744 
     

従事人員数 122 119      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

スーパーコンピュータ

「京」について、特定先端

大型研究施設の共用の

促進に関する法律（平成

６年法律第 78 号）（以下

「共用法」という。）に基づ

き、これまでの極めて安

定した運用実績等を踏ま

え、研究者等への共用を

着実に推進する。また、

その後継となるポスト

「京」について、早期に運

用開始することを目指し、

その開発を実施するとと

もに、「京」からポスト「京」

への移行を円滑に実施

し、必要な計算資源を研

究者等への共用に供す

我が国の計算科学及

び計算機科学の先導

的研究開発機関とし

て、スーパーコンピュ

ータ「京」を効果的に

運用するとともに、ポ

スト「京」の開発を実

施する。「京」からポス

ト「京」への移行を円

滑に実施し、研究者

等への共用に供する 

（①「京」・ポスト「京」

の共用と利用者拡

大）。 

また、国際的な計算

科学分野の中核拠点

として、これまでに培

ってきたテクノロジー

① 「京」・ポスト「京」の

共用と利用者拡大 

革新的ハイパフォーマ

ンス・コンピューティン

グ・インフラ（HPCI）の

中核である超高速電子

計算機（スーパーコン

ピュータ「京」）を含む特

定高速電子計算機施

設を適切に運転・維持

管理し、特に、スーパ

ーコンピュータ「京」に

ついては、平成 31 年

度は、3,000 時間以上

運転し、248,832,000 ノ

ード時間（82,944 ノード

×3,000 時間）以上の

計算資源を研究者等

（評価軸） 

〇中長期目標・中長期

計画等に基づき、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組を推進できている

か。 

 

○研究所として、高度

化、利活用のための卓

越した研究成果が創出

されているか。また、そ

れらの成果の社会還元

を実施できているか。 

 

○研究開発基盤の外部

への共用等を通じ、科

学技術や経済社会の発

①「京」・「富岳」の共用と利用者拡大 

【「京」の運転・共用】 

●特定高速電子計算機施設を適切に運転・維持管理

し、特に｢京｣については、年間 3,000 時間以上の運転

を目標としていたところ、3,253.6 時間と非常に高い割

合で安定的に運転し、269,866,598 ノード時間（82,944

ノード×3,253.6 時間）の計算資源を研究者等への共用

に供した。また、「京」の運用終了後には、「富岳」への

移行を円滑に実施するため、速やかに撤去作業を完

了した。 

 

【「富岳」の開発】 

●システム開発目標の達成を可能とするシステム設計

を実現し、総合科学技術・イノベーション会議による中

間評価結果に基づき、システムの製造及びシステムソ

フトウェアの開発等を進めた。その開発過程において、

目標を大幅に超える世界最高の電力性能を誇る汎用

CPU の開発に成功し、スーパーコンピュータの消費電

 

 

●｢京｣は令和元年度の運用可能時間あたりの稼働率

99.8%、運用期間に対する稼働率も 98.2%と、どちらも共用

開始後の最高値を更新しており、極めて高い割合で安定

的な運転を実現し、非常に高く評価する。さらに、7 年間

の「京」の運用により蓄積されたノウハウは、「富岳」の運

用への活用が大いに期待される。 

 

 

 

 

●システムの製造、システムソフトウェアの開発、及び施

設整備工事について順調に計画を遂行していることは高

く評価する。 

特に、Green500 世界 1 位の獲得については、並列計算

を得意とする GPU マシンがランキングの上位を占める中

で、汎用 CPU マシンがこれらを上回るのは世界で初め
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る。さらに、「京」及びポス

ト「京」で得られた計算科

学及び計算機科学の知

見を発展させ、社会的・

科学的課題の解決に資

するよう、成果創出や普

及を促進する。 

及びソフトウェアを「サ

イエンスを駆動する計

算科学コア・コンピタ

ンス」と位置付け、そ

れらの発展、国内外

での普及、成果の創

出を推進する 

（②計算科学コア・コ

ンピタンスによる計算

科学分野の中核拠点

としての活動）。 

さらに、研究所内の計

算科学研究を推進する

体制を構築するととも

に、研究所内の計算資

源を効果的に活用する

方策について検討を進

める。 

への共用に供すること

とし、8 月に計算資源

の共用を終了する。ス

ーパーコンピュータ

「京」の計算資源の共

用終了後、速やかに撤

去を実施する。 

さらに、我が国をとりま

く様々な社会的・科学

的課題の解決を見据

え、スーパーコンピュー

タ「京」の後継機である

ポスト「京」について

は、2021 年頃の共用

開始を目指し、その開

発を実施する。平成 31

年度は、前年度に実施

された総合科学技術・

イノベーション会議によ

る中間評価結果（平成

30 年 11 月 22 日決定）

等に基づき、システム

の製造・設置及びシス

テムソフトウェアの開発

等を進める。また、前

年度より着手した施設

設備工事について継続

して実施する。 

加えて、スーパーコン

ピュータ「京」及び将来

的なポスト「京」の利用

者の拡大、利便性の向

上及び人材育成の推

進のため、共通基盤技

術の整備、利用の高度

化研究、運用技術の開

発を実施する。 

平成 31 年度は、利用

の高度化研究として特

に、Society5.0 に向け

て高性能計算（HPC）と

人工知能（AI）の融合を

目指し、「京」やポスト

「京」における機械学習

の研究開発を国内外

の機関と共同で実施

し、高性能システム・ソ

フトウェア・アルゴリズ

ムを開発する。加え

て、これまで研究所で

展等に貢献する成果を

創出できたか。 

 

〇研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のた

めの卓越した研究開発

成果の創出、成果の社

会還元 

・外部への共用等を通

じた成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジメ

ントの取組 等 

力性能指標 Green500 において、世界 1 位を獲得した

ほか、米国 HPC に初めて採用された。複数の演算加

速装置を用いた高速化を行うことで、スーパーコンピュ

ータのネットワークに応用できる高品質なグラフを短時

間で設計することに成功し、国立情報学研究所が主催

する Graph Golf 2019 の格子グラフ部門において

「Widest Improvement Award」と「Deepest Improvement 

Award」の２つを 2 年連続で受賞した。また、平成 30 年

度より継続して実施していた施設設備工事については

滞りなく完了した。12 月からは富岳の設置・調整を開

始した。 

●広く社会に還元される成果を生むことが重要である

ことから、Society5.0 の中核拠点としてアカデミアや産

業界などでの幅広い利用を実現すべく、「富岳」の計算

資源を活用したクラウド的な利用サービスを試行する

ための共同研究を 7 団体と開始した。 

 

【共通基盤技術の整備、利用の高度化研究、運用技術

の開発】 

●スーパーコンピュータ「京」は、約 7 年にわたる共用

期間において、極めて安定的に運転・運用され、利用

者に提供した時間の割合は 93.6％であり、予期せぬシ

ステムダウンは年平均 9.5 日に留まった。11,095 名が

「京」を利用し、4,541 件の研究成果（うち、査読付き論

文数 1,162 件、産業利用による成果 321 件）を発表し

た。ACM ゴードンベル賞（2 回）、TOP500 1 位（2 回）と

いった名だたる賞を多く受賞した。このような実績が評

価され、情報処理学会「情報処理技術遺産」にスパコ

ンのシステムとして初めて認定された。 

●ビッグデータ処理（大規模グラフ解析）に関するスー

パーコンピュータの国際的な性能ランキングである

Graph500 において、スーパーコンピュータ「京」による

解析結果で、9 期連続（通算 10 期）で第 1 位を獲得し

た。 

 

 

 

●複雑なコード変更を行うことなく、階層型ストレージシ

ステムを有効に活用した高性能計算を可能にするスケ

ーラブル チェックポイント/リスタート フレームワーク

（SCR）に関する研究が、米国 R＆D Magazine 社が主

催する R&D Awards を受賞した。 

●個人の合理的な選択が社会としての最適な選択と

一致しない「社会的ジレンマ」について、「京」を用いて

3 人の公共財ゲームにおける 1 兆通り以上の戦略を

探索することにより、理想的な条件を同時に満たす戦

略が少なくとも 256 個存在することを発見した。また、

一般の n 人のゲームの場合に、戦略が満たすべき記

憶期間の条件についても明らかにし、ドコモ・モバイル・

サイエンス賞を受賞した。 

てのことである。また、今回開発した汎用 CPU は、AI や

ビッグデータ処理能力が非常に高く、革命的な HPC によ

る成果創出が期待される。この点を評価され、米国 HPC

に採用されたことは特筆すべきことであり、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

●クラウド的な利用サービスは、「京」の運用時には想定

されていたかったものであり、「富岳」の利用拡大におい

て、本サービスの実施は非常に有用なものとなる点にお

いて、高く評価する。 

 

 

 

 

●プロセッサのスピード、メモリ、通信のバランスがとれ

たスパコンとして、安定的な運転・運用により、その性能

を約 7 年にわたり最大限に発揮し続けた。また、アカデミ

ア界のみならず、産業界においても多くの成果をあげ、

世界の計算科学分野における中核拠点としてリーダーシ

ップを発揮してきたことは、特筆すべきことである。 

 

 

 

 

●大規模グラフ解析の性能は、大規模かつ複雑なデー

タ処理が求められるビッグデータの解析において重要と

なるもので、「京」は運用開始から 7 年以上が経過してい

るが、今回のランキング結果によって、現在でもビッグデ

ータ解析に関して世界トップクラスの極めて高い能力を

有することが実証された。「京」の設計思想の高さ、アプリ

ケーションの高度化及び最高レベルの運用により得られ

た成果であり、高く評価する。 

●本研究により、科学技術シミュレーションの入出力性

能を従来手法に比べ桁違いに向上させることが可能とな

る。また、本賞は過去 1 年間の最も優秀な技術革新 100

件に授与されるものであり、高く評価する。 

 

●本成果により得られた戦略は非常に精巧にデザインさ

れており、HPC の利用無くしては導出が不可能で、ゲー

ム理論における HPC の有用性を示し、新たな領域を開

拓した点で非常に意義深いものである。また、生物種間

の協調関係を研究する進化生物学（進化ゲーム理論）

や、自律分散するコンピュータの協調を分析する情報科

学への波及も期待され、非常に高く評価する。 
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開発したソフトウェアの

利用者拡大を目指し、

開発したソフトウェアの

向上及び普及活動等

を実施するとともに、ポ

スト「京」に向けた対応

に着手する。また、運

用技術の開発として

は、外部評価を取り入

れ、施設運用の効率

化、資源利用の効率改

善、利便性向上のため

の研究開発を実施す

る。 

また、登録施設利用促

進機関その他の関係

機関との適切な役割分

担と連携により、計算

科学に関する研究者

等の育成に努める。 

 

② 計算科学コア・コン

ピタンスによる計算科

学分野の中核拠点とし

ての活動 

国際的な計算科学分

野の中核拠点として、

研究所が強みを有する

テクノロジー（R-CCS

テクノロジー）と、研究

所で開発した科学技

術・産業・社会に貢献

するソフトウェア（R-

CCS ソフトウェア）とを

「サイエンスを駆動する

計算科学コア・コンピタ

ンス」と位置付け、それ

らの発展、国内外での

普及、成果の創出を推

進する。さらに、研究所

内の計算科学研究を

推進する体制を構築す

るとともに、重要性を増

しつつあるデータサイ

エンスや将来の高性能

計算技術に関する研

究開発を実施する。 

平成 31 年度は、特に

Society5.0 の実現に向

けた HPC と AI の融合

●データ同化技術を用いて、フェーズドアレイ気象レー

ダによる 30 秒毎に更新する三次元降水分布の 10 分

先までの予測という、世界に例のない新たな「3D 降水

ナウキャスト手法」を開発し、基礎研究からリアルタイ

ムの実応用まで発展させた。 

 

 

 

●複雑な構造物の計算メッシュを超高速に生成でき、

かつスーパーコンピュータの性能を引き出しやすい直

交メッシュに基づくオイラー型解法を用いて、流体と構

造を統一的にシミュレートする方法を提案し、応用力学

論文奨励賞を受賞した。 

 

●分子動力学（MD）計算を用いて、酵素活性を低下さ

せる阻害剤分子が標的タンパク質に結合する複数の

経路と結合構造を特定し、結合初期に形成される過渡

的複合体が経路選択を制御していることを明らかにし

た。 

 

●コンピュータシミュレーションの結果により、現在の地

球及び月を作った原因とされる巨大衝突仮説の矛盾を

指摘し、月が原始地球のマグマオーシャンから作られ

た可能性があることを突き止めた。 

 

 

 

 

●2 件の理研コンソーシアム、1 件の技術研究組合に

おいて、中核機関として活動した。「富岳」での活用が

期待されるソフトウェアの研究開発も着実に推進した。

このようなコミュニティの形成やソフトウェアの開発によ

り、成果創出加速プログラムや新型コロナウイルス対

策への早期利用が可能となった。 

●研産学連携コンソーシアム「HPC を活用した自動車

用次世代 CAE コンソーシアム（22 の産業・アカデミア

機関より構成）」及び「燃焼システム用次世代 CAE コン

ソーシアム（22 の産業・アカデミア機関より構成）」の中

核機関として活動した。産業界での実用化に向けた整

備を行った熱流体解析ソフトウェアソフトウェア

FrontFlow/red-HPC 及び CUBE に関し、「富岳」での

利用者拡大の一環として、コンソーシアム内でソフトウ

ェアの機能紹介、利用方法に関する教育と実用評価、

産業界でのニーズ発掘を行った。 

また本活動を通じて大規模シミュレーション技術の産

業界への普及・展開、さらには「富岳」へ向けた新たな

課題について検討を行った。この一環として Society5.0

の実現に向けたサイバー空間でのデジタルツインの実

現について議論し、この結果、2 件の研究課題が、富

岳成果創出加速プログラムのサブ課題として採択され

●フェーズドアレイ気象レーダによるリアルタイム予測は

世界に例がなく、雨雲の立体的な動きを直接考慮する

3D 降水ナウキャスト手法は全く新しいものである。本研

究の成果に基づき、東京五輪での降水予測の実証実験

を行う予定であり、ピンポイントで高精度な降水予測は

Society5.0 において実現が期待されているスマートシティ

への応用等、社会的インパクトが大きく期待され、高く評

価する。 

●高層建築物や自動車等の実運転状態での性能評価

においては、本研究成果のような複雑流体構造連成解

析が不可欠であり、バーチャル空間でシミュレーションを

構築し、フィジカル空間での実運転条件を随時取り入れ

たデジタルツインの実現に向けて、Society 5.0 に大いに

貢献できる成果と言える。 

●通常の MD だけでは探索できない過渡的複合体を

gREST 法の開発により予測可能とし、様々な標的タンパ

ク質の阻害剤などの設計に貢献すると期待できる。本成

果は、8 月 26 日付で非常の影響力の高い雑誌である米

国科学アカデミー紀要（PNAS）に掲載されており、非常に

高く評価する。 

●従来の仮説を覆しうる画期的なものである。また、本

研究に用いられたシミュレーションプログラム（FDPS)は、

他に類を見ないフレームワークであり、月の形成のみな

らず、津波や土石流といった防災利用及び工学分野へ

の応用も可能であり、様々な知見が得られることが期待

される。4 月 19 日付で非常の影響力の高い雑誌である

『Nature Geoscience』に掲載されており、非常に高く評価

する。 

●成果創出加速プログラムや新型コロナウイルス関連

研究への機動的な計算資源の提供は、Society5.0 の実

現に貢献するという「富岳」の設計思想を具現化するもの

であり、特筆すべきことである。これらは、「富岳」のハー

ド面の開発と並行してコミュニティ形成やソフトウェアの開

発の着実な実施によるものであり、高く評価する。 

●HPC 計算科学技術の産業界への普及・展開を実現す

るためには、産学が連携した体制で取り組む必要があ

る。しかしながらこのような目的の産学連携コンソーシア

ムは世界的にみても稀であり、この分野で主導的な役割

を担う中核拠点として高く評価する。 
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に注目した高性能計算

研究開発を実施する。

具体的には、「京」やポ

スト「京」などの大規模

並列環境におけるビッ

グデータや AI に関す

る研究開発を行うととも

に、実測データとシミュ

レーションを融合する

データ同化、計算結果

データベースの共有化

に関する研究、シミュレ

ーション計算の機械学

習による代替等の研究

開発を行う。さらに、将

来の高性能計算科学

を見据えた研究を国内

外の研究機関と共同で

行うとともに、シンポジ

ウム等を開催すること

により、研究所内外で

のコミュニティ拡大に取

り組む。 

これらの取組により、

国際的な計算科学分

野の中核拠点として優

れた研究開発の成果

を世界に向けて発信し

ていくと同時に、国内

外の研究機関と交流

し、新たな研究開発に

つなげることで、さらな

る成果の創出に結びつ

ける。 

また、施設公開、講演会

等を通じて、広く国民に

対して情報提供を行い、

国民の理解が得られる

ように努める。 

ている。 

● Society5.0 の実現に資するための国土交通省デー

タプラットフォームを構築するための「都市丸ごとのシミ

ュレーション技術研究組合」（スーパーゼネコン等を含

む 19 社が参加）にオブザーバーとして参画している。

データプラットフォーム構築するために必須である、都

市を構成するインフラストラクチャの外観と構造を自動

で DX 化するためのスクリプト言語を開発し、コンサル

ティングと講習会開催、教材の提供を行った。また、同

組合との共同研究を通じてスクリプト言語の開発速度

増強と利用促進を図り、データプラットフォームの構築

及び HPC の防災・減災分野への普及を拡大させつつ

ある。 

●GENESIS の産業界ユーザーコミニュティ形成に向

け、分子動力学（MD）計算を用いて、インシリコ創薬を

効率化するために、FEP、gREST、gREST/REUS など

の新機能の開発を行った。KBDD（バイオグリッドセンタ

ー関西）の活動の中で、GENESIS を紹介し産業界での

利用について議論した。また、理研 BDR の泰地チーム

が主催している「理研-製薬協連携フォーラム」におい

ても GENESIS で利用できる計算を紹介し、今後の連

携について議論した。 

 

② 計算科学コア・コンピタンスによる計算科学分野の

中核拠点としての活動 

【中核拠点としての役割】 

●センター長等の強力なリーダーシップの下、「富岳」

の着実・確実な開発及び設置調整、「京」の運用の延

長ではない「富岳」の運用方法の検討や運用体制の改

善、国際的な複合拠点として国内外の研究機関との交

流・連携によるプレゼンスの確立、推進する研究の見

直しを含めた研究力の強化等、今後のセンターの発展

に向けて有用な礎を築いた。 

 

 

●中核拠点として国内外の研究機関と積極的に研究

協力協定及び覚書を結び、19 件（海外 8 件、国内 11

件）の新たな協定等締結し、合計 31 件（海外 17 件、

国内 14 件）となった。共同研究については、令和 2 年

3 月 31 に現在で有効な共同研究の数は 60 件 であ

る。 

 

【研究推進体制の構築】 

●「富岳」及びその先のコンピューティングを見据え、

Society5.0 の実現、革新的大規模計算科学シミュレー

ションの技術基盤構築、次世代スーパーコンピュータに

向けた対応を軸に各チームの研究計画の見直しを図

り、着実な研究実施に向けた道筋をつけるとともに、新

たに、ビッグデータや AI 等の先端技術に対応するた

め、「高性能人工知能システム研究チーム」を立ち上げ

 

●「都市丸ごとのシミュレーション技術研究組合」はゼネ

コン、シンクタンク、コンサルタントが参画し、国土技術政

策総合研究所の委託研究受託先となっている。理研は

デジタル都市構築のためのコア技術提供元として重要な

役割を果たしていることは高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●世界最大級の分子動力学計算ができるソフトウェアと

して大きな存在感を発揮しており、創薬業界からの期待

も高い。富岳でさらに利用拡大進むことが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●Society5.0 への貢献や、「計算科学」と「計算機科学」

分野の国際的な複合中核拠点としての礎を、センター長

のイニシアティブの下、推進し、これらの改革の方向性

が、国内外の有識者を集めた国際評価委員会でも高く評

価されていることは、特筆すべきで点である。また、「京」

の運用の延長ではなく、まったく新しい設計思想で作られ

た「富岳」の運用方法を見直し、国（文部科学省）に対し

て建設的な提案を積極的に行っている点は、非常に高く

評価する。 

●研究協力協定等に基づく国内外の研究機関等との連

携は、その研究を促進するだけでなく、センターの国内外

におけるプレゼンスをさらに向上させるものである。 

 

 

 

 

 

●センターの各研究チームによる研究成果や国際的な

活動により、計算科学分野においてリーダーシップを発

揮していることは高く評価する。特に Society5.0 において

必要不可欠となる大規模な深層学習システムや、ソフト

ウェア、アルゴリズム研究を推進したことは、特筆すべき

ことである。また、新たな技術による運用体制の構築に

取り組むための組織改革は、先を見据えた取り組みとし
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た。また、「富岳」の運用を見据えた体制強化において

は、「富岳」に関するまったく新しい運用方法を取り入

れるため、新たに「先端運用技術ユニット」を立ち上げ

た。 

●データ同化分野において、国立中央大学（台湾）や

ペンシルバニア州立大学（米国）と MOU を締結したほ

か、気象庁と AI 技術の導入による気象観測・予測技

術の高度化に向けた共同研究契約を締結し、研究を

推進した。海外連携先との合同ワークショップを 5 件開

催したほか、国内外から研究者を講師に招いてのセミ

ナーを開催し合計 238 名が参加し、データ同化をハブ

としたイノベーションを生み出す広範な研究コミュニティ

及び研究分野の拡大を推進した。 

●「富岳」を中心とした世界トップクラスの AI 学習・推

論・利活用の計算機環境基盤を構築し、様々な AI アプ

リケーションを加速すべく、Arm エコシステムをベースと

した共同研究に関する MOU を富士通との間に締結

し、研究開発を開始した。また、さらなる研究開発加速

のために、Arm 社、Linaro 社を加えた 4 者 MOU が締

結手続き中である。 

 

【R-CCS ソフトウェア】 

●分子動力学ソフトウェア GENESIS を海外でも普及さ

せる一貫として、ポーランド・ワルシャワ大学において

ワークショップと講習会を行った。また、重点課題１に

おいて、複数のチームが「京」やその他の HPCI を用い

た研究で GENESIS を用いている。「富岳成果創出加

速プログラム」で採択された課題においても GENESIS

が利用される。GENESIS はコデザインにより富岳にお

ける性能を約 100 倍に高めており、「富岳」の試行的利

用の枠組みの中で実施する新型コロナウイルス対策を

目的とした研究開発の課題提案に結び付いた。 

●気象シミュレーションのための基盤ライブラリ SCALE

において、シミュレーションの再現性向上のための性能

改善を行った。SCALE の利用者拡大が進み、本年度

中の SCALE を利用した論文が 7 編出版された。また、

SCALE を利用した火星の乱流に関する研究が、日本

航空宇宙学会論文賞を受賞した。 

●産業界向け熱流体解析ソフトウェアソフトウェア

FrontFlow/red-HPC 及び CUBE の開発を進め、産業

界での実用化に向けた整備を行った。「富岳」での利用

者拡大の一環として、理研産学連携コンソーシアム内

でソフトウェアの機能紹介、利用方法に関する教育と

実用評価、産業界でのニーズ発掘とその実現に向け

た機能強化を行った。ポスト「京」重点課題 8 での活用

を通して、CUBE の利点を活用した多目的形状最適化

計算や機械学習によるサロゲートモデルの構築に成

功し、データ科学融合による新たなものづくりシミュレ

ーションの創出に寄与した。「富岳成果創出加速プログ

ラム」で採択された課題においても CUBE が利用され

て非常に高く評価する。 

 

 

 

●データ同化技術をハブとする各分野の融合研究を目

指した取組を発展させるとともに、それらの取組と連携し

た研究を推進した。また、国内外研究機関や企業との連

携や若手研究者の育成は所外からの期待も大きく、研究

所内外でのコミュニティ拡大に資するものであり、非常に

高く評価する。 

 

 

 

●「富岳」に搭載されるプロセッサ A64FX の能力を最大

限発揮し、一般的な AI アプリにおいても活用可能とな

り、「富岳」が Society5.0 の中心的なインフラとなることが

大いに期待できる。また、R-CCS が中心となり国内外に

おいて産学連携による研究を遂行していることは、非常

に高く評価する。 

 

 

 

●通常の MD だけでなく、String 法や gREST 法、cryo-

EM flexible fitting などはユニークな機能であり、最先端

の計算を実現できる。このようなエフォートは R-CCS ソフ

トウェアの普及に大きく貢献したものであり、かつ、今後

数年での利用者の拡大も見込まれているため、非常に

高く評価する。 

さらに、社会的な課題の解決が急務となっている新型コ

ロナウイルス対策に即応できるプロジェクトを直ちに立ち

上げたことは高く評価するとともに、「富岳」の真価を発揮

する好例として今後の成果に大いに期待する。 

●最先端の気象・気候シミュレーションモデルの一つとし

て世界的な認知度の上昇が進んでいる。さらに、高解像

度シミュレーション・データ同化システムの基幹技術とし

て普及が期待される。将来の気象・気候シミュレーション

基盤への貢献が期待でき、高く評価する。 
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る。 

●大規模シミュレーションのためのジョブ管理ソフトウェ

ア OACIS のユーザーインターフェースの使い勝手や

安定性の向上のための改良を実施した。また、講習会

や国際会議 NetworkX でのハンズオンチュートリアル

を開催し利用者の拡大を進め、MaaS をはじめとした

種々のエージェントシミュレーションやグラフ解析など

様々な実アプリケーションに利用された。 

 

【人材育成】 

●ソフトウェアや計算手法等のワークショップ、スクー

ルを開催するとともに、国内外の学生を各研究チーム

等へ受け入れ、計算科学に関する研究者等の人材育

成に努めた。 

また、6 月に、仏・原子力・代替エネルギー庁（CEA）と

の共催で、Maison de la Simulation において日仏の学

生を対象とした CEA-RIKEN HPC School を開催した。 

さらに、7 月に、欧州・米・日本・カナダの 4 機関共催に

て毎夏開講（通算 10 回目）する International HPC 

Summer School を今年度初めて R-CCS にて開催し、

約 110 名の受講生及び講師等をホストした。また、連

携講座の設置（神戸大学、東北大学）や研究員による

講義や学生指導（兵庫県立大学）等、大学との連携に

より若手人材の育成に尽力した。 

講義においてはスーパーコンピュータを用いた演習の

実施の他、ライブや e ラーニングアーカイブによる配信

講義を取り入れ、ワークショップでは計算科学技術に

係る多分野間の交流を図るグループワークを取り入れ

る等の工夫をした。 

● Society5.0 の実現に向け、高性能計算科学に係る

研究および研究者育成のための寄附金を募集し、予

想以上の反響があり、305 件の申込があった。 

 

【国際連携】 

●日米科学技術協定に基づき、米国エネルギー省傘

下の研究機関と連携し、HPC の高度化に資する研究

および開発を実施した。米国シカゴにおいて開催され

たワークショップでは 23 課題の進捗報告があった。

Society5.0 実現や Arm エコシステム構築に向けた取り

組みとして新規課題 8 件の報告を行った。 

 

●米国イリノイ大学 National Center for 

Supercomputing Applications（NCSA）およびフランス

Maison de la Simulation(MDLS)との MOU を更新、ドイ

ツ Zuse Institute Berlin (ZIB)とは新たに MOU を締結

するなど、海外の計算科学・計算機科学分野における

卓越した研究拠点とのネットワーク形成により、研究者

間の有機的連携が増進した。またアクセラレータを備

える計算機をターゲットとしたプログラミング環境

OpenACC の普及・仕様策定を目指す国際団体である

 

●複雑なエージェントシミュレーションを行う上での基盤

技術として着々と認知度が高まっており、大学や産総研

に加えて民間での利用も始まっている。社会シミュレーシ

ョンにおいて汎用的に利用されるツールとなり、本分野へ

の貢献が認められ高く評価する。 

 

 

 

 

●スクール、ワークショップ等の参加および、インターン

シップ等での R-CCS での受入れは前年度比約 20 名増

の 143 名にのぼった。 

研究成果の普及や、将来の HPC 及び計算科学を担う国

内外の若手研究者の育成に大いに貢献する取り組みと

して、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●寄附金の募集は及びその実績は Society5.0 実現に向

けた研究者育成に対する取り組みを広く認知してもらう

機会となり、高く評価する。 

 

 

●23 課題のうち 19 課題が R-CCS と米国研究機関との

共同研究課題であり、システムソフトウェア、プログラミン

グ環境、ビッグデータ、AI、将来のアーキテクチャ等多岐

にわたる分野において研究が実施されている。HPC の

高度化への貢献が大いに期待できる。さらに、協定の下

に置かれた委員会では R-CCS が議長となるなど、中心

的な役割を果たしており、高く評価する。 

●MOU 締結先を含む海外研究拠点から研究者を招聘し

た研究集会を数多く開催し、国際共同研究の検討や客

員研究員受入等の人材交流につながる有機的連携が増

進したことは、世界的に求心力を持った計算科学・計算

機科学の中核拠点の取り組みとして高く評価する。また

各国機関が協力する国際団体への参画は、「富岳」の利

用者拡大ならびに機能拡張の可能性検討のみならず、

将来の計算機科学分野における発展的な研究および成

果の実用化の早期実現に大きく寄与するものと高く評価
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OpenACC.org、HPC 環境のためのオープンソースフレ

ームワークを開発する The Linux Foundation プロジェ

クトである OpenHPC、アクセラレータスパコン技術に関

する国際拠点間の協調を目的に発足した国際連盟組

織である Accelerated Data Analytics and Computing 

Institute （ADAC）にそれぞれ参画。各国の連携機関と

「富岳」を含む将来の HPC 技術研鑽につながる相互

連携・協力を図った。 

●ASEAN 諸国と日本におけるシームレスなデータ共

有を行い、「富岳」をはじめとする日本の HPC の利活

用を促し、ASEAN 諸国の社会的課題の解決に貢献す

べく、Asia-Hub 構想を立ち上げ、文科省をはじめとす

る国内外の関係機関と連携し、人材育成及びテストベ

ッド構築等を目的とした MOU 締結にむけて最終調整

を行った。 

 

【広報活動】 

●「富岳」の名称決定にあたり一般から公募し、「京」の

ときに比べ約 2.5 倍の約 5,200 件の応募があった。名

称決定やシャットダウン式典、寄贈式の様子は、主要

テレビ局、主要紙や地方紙などメディアで広く報道され

た。 

 

●「京」の撤去にあたり、「京」の筐体や化粧パネル等

は、子どもや学生のスーパーコンピュータに対する理

解増進に活用してもらうため、希望のあった科学館等

13 館に寄贈された。寄贈にあたっては、寄贈式を開催

し、シャットダウンセレモニー同様にメディアの注目を集

めた。「富岳」の製造拠点がある石川県(金沢市)にて講

演会「富岳を知る集い」を開催し、その様子が全国レベ

ルで報道された。高性能計算科学に係る研究および研

究者育成のために寄附した者に対して「京」の CPU を

加工した記念品を贈呈するため、準備を進めた。 

● 情報発信手段として、ウェブを効果的に活用し、継

続的に最新情報を発信することで、訪問者数は約 29

万件にのぼった。また、令和元年度の「京」見学者数

は、撤去される 8 月初旬までの約半年間で約 5,700 人

となり、平成 2４年からの累計では約 9 万人、うち学校

関係による見学者は 2.1 万人に達した。 

●若年層向け広報強化のため、大学生広報インターン

を受け入れ、その提案に基づいて広報アニメーション

の制作や、決定した「富岳」の名称を周知するためのポ

スタープロジェクトを実施し、富士山にちなんだ写真を

募集したところ、SNS 等を通じて約 1,900 件の応募が

あった。また「京」の運用終了時のイベントに際して地

元高校生からのメッセージをもらい注目を集めた 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

●「富岳」をはじめとする国内 HPC の計算資源や、我が

国で培われた共通ストレージシステムの技術を国外にも

提供することは、世界におけるプレゼンスの向上に大い

に貢献するものである。また、当センターが本構想の中

心的役割を担っており、本構想のＡＳＥＡＮ側の中心国で

あるシンガポールの国立機関が前向きに協力しており、

高く評価する。 

 

 

●適切な時期に効果的なリリースや会見を繰り返すな

ど、常に話題づくりを心掛けたことにより、TV 報道を含め

数多くのメディアにおいてポジティブに報道され、「富岳」

への期待感を醸成するとともに、その役割や意義につい

て、国民の理解度を高め、広く関心を集めたことは、高く

評価する。 

● 単に「京」を撤去するだけでなく、後世に残るスーパー

コンピュータの歴史としてその一部を残し、CPU を感謝

の意味を込めた記念品に加工する創意工夫を行ったこと

は、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●ウェブ訪問者は、「京」シャットダウンのあった 8 月に前

年比約 190%、「京」贈呈のあった 9 月に約 140%、寄附金

に関する SNS を発信した 1 月に約 140%に達するなど、

注目を集めた。 

 

 

●大学生インターン生からの提案に基づいて、今までに

ない発想で新しい企画を実施できたことは、今後の広報

活動を実施するうえで有益であり、若年層に対するプレ

ゼンスの向上に資するものであると評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(2) 放射光科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

6 

135 

 

10 

202 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

34 

33 

 

38 

22 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

11 

8 

 

18 

9 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

55 

582,020 

 

58 

479,164 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 1,285,781 1,259,720      

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

 

14,169,255 14,163,294 
     

従事人員数 74 77      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

学術利用から産業応用ま

で幅広く利用される大型

放射光施設（SPring-8）及

び X 線自由電子レーザー

施設（SACLA）について、

共用法に基づき、安定的

な運転により利用者への

着実な共用を進めるとと

もに、データ処理技術の

高速・大容量化等の利用

技術の高度化、利用者支

援体制の拡充、施設性能

の強化等を図り、学術利

用のみならず産業利用に

ついても、その促進を図

る。また、これまでに得ら

れた知見を活かし、

SPring-8 及び SACLA と

大型放射光施設

（SPring-8）及び X 線

自由電子レーザー施

設（SACLA）の安定し

た共用運転を行う 

（①大型放射光施設

の研究者等への安定

した共用）。加えて、高

度化を着実に進め、そ

れぞれ単体の施設と

して世界トップクラス

の性能を維持するとと

もに、両施設の相乗

効果を生かした研究

開発を推進する。その

ために、 

②計測機器、解析装

置等の開発による放

① 大型放射光施設の

研究者等への安定した

共用 

安定した共用運転及び

維持管理を行い、運転

時間の 8 割程度の利

用時間を研究者等へ

提供する。 

平成 3１年度は、これ

までに蓄積された知見

を活かした合理的・効

率的な機器調整・運

用・維持管理等を進め

ることによって、低いダ

ウンタイムを維持しつ

つ、システム調整／ス

タディ時間の低減やイ

ンターロックの運用を

（評価軸） 

〇中長期目標・中長期

計画等に基づき、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組を推進できている

か。 

 

○研究所として、高度

化、利活用のための卓

越した研究成果が創出

されているか。また、そ

れらの成果の社会還元

を実施できているか。 

 

○研究開発基盤の外部

への共用等を通じ、科

学技術や経済社会の発

①大型放射光施設の研究者等への安定した共用 

●大型放射光施設 SPring-8（以下「SPring-8」）では、

平成 9 年の供用開始以来 20 年以上が経過しており、

施設の各所に老朽化が目立っているが、適切な対策

を打つことにより現在でも世界最高水準の放射光施設

の地位を保ち続けている。高度なメンテナンスにより、

令和元年度は総運転時間 5,286 時間のうち、4,584 時

間（総運転時間の約 87%）をユーザーの放射光利用時

間に充当し、ダウンタイムはわずかに 41 時間という世

界でも類を見ない安定した運転を実現した。SPring-8

では、世界最高品質の放射光 X 線を国内外の多数の

利用者に供給するため、光源及び光学輸送系に関し

て不断の研究開発を進めている。その結果、産業利用

割合は約 20%という世界で類をみないレベルに達して

いる 。 

●X 線自由電子レーザー施設 SACLA（以下

「SACLA」）では、平成 29 年度に、2 本の硬 X 線 FEL

ビームラインのパルス毎の振り分け運転において、両

 

●世界最高品質の放射光 X 線を国内外の多数の利用

者に供給しており、非常に高く評価する。 
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相補的な構造解析に資す

る基盤技術開発を進め

る。 

射光利用環境の向

上、 

③高性能 NMR 等の

要素技術開発、 

④X 線エネルギー分

析技術の深化による

実用材料ナノ評価の

推進、 

⑤放射光施設の高度

化に向けた要素技術

開発に取組む。このこ

とにより、広範な分野

の研究開発の進展に

貢献し、その整備や利

用を通じて産学官の

幅広い共用や利用体

制構築を実現、また多

種多様な人材の交流

に 

より人材育成に資する

ことで、科学技術イノベ

ーションの持続的創出

や加速に寄与する。 

見直すことにより一層

のダウンタイム低減を

図り、年間総運転時間

の 8 割程度の利用時

間を研究者等へ提供

する。また、平成 30 年

度に特定された挿入光

源（アンジュレータ）駆

動時のビーム微小変

動を抑制するためのハ

ードウェア及びソフトウ

ェアの整備に着手す

る。 

 

② 計測機器、解析装

置等の開発による放射

光利用環境の向上 

平成 31 年度は、X 線

画像検出器における計

測データの高速・高精

細・多量化の実現に向

けて、引き続き次世代

センサ開発を継続す

る。さらに、次世代セン

サを備えた計測システ

ム構築に必要となる広

帯域データ処理、可視

化、解析技術の開発に

着手する。 

 

③ 高性能 NMR 等の

要素技術開発 

平成 31 年度は、NMR

の高性能化に向けた

研究開発では、1GHz

級 NMR 用として世界

最小クラスの超高磁場

磁石を開発することを

目指し、磁石の安全シ

ステム構築と固体資料

向けの NMR 測定シス

テムの立ち上げ試験を

実施するとともに、超

高感度 NMR プローブ

の要素技術開発に着

手する。さらに、次世代

世界最高磁場 1.3GHz 

NMR 磁石に向けた要

素技術開発も進める。 

また、クライオ電子顕

展等に貢献する成果を

創出できたか。 

 

〇研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のた

めの卓越した研究開発

成果の創出、成果の社

会還元 

・外部への共用等を通

じた成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジメ

ントの取組 等 

ビームラインを同時に高い出力で運転することに成功

した｡ 合わせて、軟 X 線ビームラインは専用の加速器

を有するため、3 本の FEL ビームラインで同時に利用

実験を行うことが可能となり､令和元年度は総運転時

間 6,135 時間、X 線レーザー利用時間は 6,438 時間、

ダウンタイムは 312 時間となり､ 利用運転時間増加を

実現した。 

●平成 30 年度に特定された挿入光源（アンジュレー

タ）駆動時のビーム微小変動を抑制するためのハード

ウェア及びソフトウェアの整備に着手しており、順調に

中長期計画が進捗している。 

●SACLA においても、産業利用を進めるための研究

基盤及び利用環境の整備を推進し、平成 26 年度にス

タートした産学連携プログラムから論文成果が生まれ

る等産学連携利用が拡大しており、順調に中長期計画

が進捗している。 

 

②計測機器、解析装置等の開発による放射光利用環

境の向上 

●深層学習を用いた画像解析により、X 線結晶構造解

析においてタンパク質結晶試料を自動的に検出するプ

ログラムを開発しており、所期の計画以上に中長期計

画が進展した。 

●X 線画像検出器における計測データの高速・高精

細・多量化の実現に向けて、次世代センサの開発を実

施し、また、次世代センサを備えた計測システム構築

に必要となる広帯域データ処理、可視化、解析技術の

開発を進めており、順調に中長期計画が進捗してい

る。 

 

 

 

③高性能 NMR 等の要素技術開発 

●日本電子株式会社の新しいクライオ電子顕微鏡を

基に、単粒子解析と電子線 3 次元結晶構造解析の両

方が最適な性能を発揮できるようなシステムを設計し、

また、効率的な運用を可能にするソフトウェア開発を行

うことで、両技術において、世界最高品質のデータを取

得することに成功した。これにより所期の計画以上に

中長期計画が進展した。 

●電子回折による全体構造解析と固体 NMR による局

所構造解析を、第一原理量子化学計算を用いて統合

することで、0.1～1μm の微結晶から精密な構造解析

ができる手法を開発した。 

 

●NMR の高性能化に向けた研究開発では、1GHz 級

NMR 用として世界最小クラスの超高磁場磁石を開発

することを目指し、磁石の安全システム構築と固体資

料向けの NMR 測定システムの立ち上げ試験を実施す

るとともに、超高感度 NMR プローブの要素技術開発を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特に放射線損傷の影響を受けやすい試料を扱う実験

や室温での自動回折データ収集への活用が期待でき、

また、実験効率化の推進が期待される成果であり、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国産クライオ電子顕微鏡を用いた技術開発を通して、

単粒子解析と電子線 3 次元結晶構造解析において、世

界最高品質のデータを取得することに成功したことへの

世界的な評価は高く、同機の普及を進めることに大きく

貢献した。また、創薬研究への本格的な応用の加速が

期待され、非常に高く評価する。 

 

●電子回折による全体構造解析と固体 NMR による局所

構造解析を組み合わせた新技術を開発したことは、生活

習慣病や花粉症などの低分子医薬品の開発促進や品

質向上への貢献が期待できる成果であり、非常に高く評

価する。 
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微鏡では、これまで測

定できなかった高難度

の結晶からのデータ測

定が可能となる電子線

三次元結晶構造解析

システムの開発に取り

組むとともに、単粒子

解析においては、電子

銃の高い干渉特性を

活かした高分解能構造

解析を目標として、撮

影、解析、高品質試料

作製加工等の要素技

術の開発を引き続き行

う。 

 

④ X 線エネルギー分

析技術の深化による実

用材料ナノ評価の推進 

平成 31 年度は、引き

続き 2 次元非球面反

射光学系開発等のビ

ームライン要素技術開

発を行い、コンプトン散

乱 X 線によるイメージ

ング技術開発を行う。

これに加え、X 線ラマン

散乱を用いた実用材料

内部の化学状態解析

手法の開発に着手す

るとともに、CT 手法を

用いた化学状態の三

次元可視化の可能性

についての検討を行

う。 

 

⑤ 放射光施設の高度

化に向けた要素技術

開発 

平成 31 年度は、引き

続き次世代ビームライ

ンのプロトタイプ完成

に向けて、理研ビーム

ラインの高度化に資す

る要素技術開発を行

う。具体的には、ビー

ムライン自動化のため

のオートアライメントシ

ステムの開発に着手

する｡ 

進めており、順調に中長期計画が進捗している。さら

に、次世代世界最高磁場 1.3GHz NMR 磁石に向けた

要素技術開発も進めており、順調に中長期計画が進

捗している。 

 

 

④X 線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナ

ノ評価の推進 

●放射光マルチビームを用いた X 線タイコグラフィ（マ

ルチビーム X 線タイコグラフィ）を実証し、従来の X 線

タイコグラフィと比較して広い観察視野が得られること

が示された。 

●2 次元非球面反射光学系開発等のビームライン要

素技術開発を行い、コンプトン散乱 X 線によるイメージ

ング技術開発を行っており、順調に中長期計画が進捗

している。 

●X 線ラマン散乱を用いた実用材料内部の化学状態

解析手法の開発に着手するとともに、CT 手法を用い

た化学状態の三次元可視化のための検討を進めてお

り、順調に中長期計画が進捗している。 

 

⑤放射光施設の高度化に向けた要素技術開発 

●SACLA の軟 X 線ビームライン（BL1）において、KB

ミラーと回転楕円ミラーの二つの集光ミラーを組み合

わせた「ハイブリッド型集光システム」を開発し、軟 X 線

FEL のナノ集光に成功した。 

 

●ビームライン自動化のためのオートアライメントシス

テムの開発を進めており、順調に中長期計画が進捗し

ている。 

 

●東北大学に建設中の次世代放射光施設に関して、

RSC に所属する研究者が、次世代放射光施設の建設

主体である量子科学技術研究開発機構の客員研究員

を兼務し、光源加速器の設計について中心的な役割を

果たすなど、次世代放射光施設の整備に全面的に協

力を進めている。 

 

 

 

●令和元年度は、SPring-8 に隣接する SACLA から

SPring-8 に電子ビームを入射する輸送システムを整

備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●従来の X 線タイコグラフィよりも広い観察視野が得ら

れるマルチビーム X 線タイコグラフィを実証したことは、

観測試料の広視野・高分解能のイメージングへ応用され

ることが期待できる成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●従来の集光ミラーでは困難であった軟 X 線 FEL のナ

ノ集光に成功したことは、集光ビームの小ささを生かし

て、微細構造分析への応用が期待される成果であり、非

常に高く評価する。 

 

 

 

 
 

●次世代放射光施設は軟 X 線領域に強みを持つ放射

光施設であり、硬 X 線領域に強みを持つ放射光施設で

ある SPring-8 との相補的な利用が期待されている。

SPring-8 で培ってきた技術を次世代放射光施設にも活

用するために積極的な協力を行っていることは、今後の

日本全体の放射光分野の競争力向上や、産学官の放射

光利用におけるあらゆる分野の科学技術力向上や産業

活性化につながる取組であり非常に高く評価できる。 

●SACLA から SPring-8 に電子ビームを入射する輸送

システムを整備したことは、SPring-8 の電子ビームの品

質向上による産学官の利用実験環境の向上につながる

だけでなく、老朽化が進んでいる SPring-8 線形加速器と

シンクロトロンの施設保守費や光熱水費などの固定経費

の低減にもつながる取組であり高く評価できる。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(3) バイオリソース研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

12 

64 

 

5 

83 

     

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

88 

4 

 

79 

2 

     

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

4 

0 

 

5 

0 

     

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

75 

310,134 

 

90 

409,566 

     

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 1,940,393 1,784,007      

従事人員数 118 125      
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

基礎基盤研究から社会的

課題を解決する開発研究

までの幅広い研究に対し

て、社会的ニーズ・研究ニ

ーズを捉えながら、利用

価値、付随情報、品質等

について世界最高水準の

バイオリソースを戦略的

に整備し、提供する。ま

た、効果的・効率的なバイ

オリソース整備を実施す

るために、保存・利用技

術等の基盤技術開発を

実施する。さらに、研究動

向を的確に把握し、整備

したバイオリソースの利

活用に資する研究開発を

推進する。加えて、バイオ

バイオリソースは、幅

広い分野のライフサイ

エンス研究や産業活

動に必要不可欠な研

究材料であり、科学技

術イノベーションの推

進における重要な知

的基盤として、戦略

的・体系的に整備する

必要がある。 

本研究では、我が国

の中核的拠点として、

研究動向を的確に把

握し、社会的ニーズ・

研究ニーズに応え、 

①世界最高水準のバ

イオリソース整備事業

を実施する。また、バ

① バイオリソース整備

事業 

平成 31 年度は、以下

の事業を行う。 

(ア)高次生命現象の遺

伝子機能解明やヒト疾

患に対する創薬・治療

法の開発研究に有用

なモデルマウス系統、

(イ)環境応答機構の解

明に貢献するシロイヌ

ナズナ及び穀物研究に

貢献するミナトカモジグ

サの野生由来株、変異

体・形質転換体、(ウ)基

礎研究、医学研究、創

薬研究に必要なヒト及

び動物由来の培養細

（評価軸） 

〇中長期目標・中長期

計画等に基づき、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組を推進できている

か。 

 

○研究所として、高度

化、利活用のための卓

越した研究成果が創出

されているか。また、そ

れらの成果の社会還元

を実施できているか。 

 

○研究開発基盤の外部

への共用等を通じ、科

学技術や経済社会の発

●今期の実績は、全てのリソースで保存数/提供件数

の目標を上回り、累積提供数は 30,100 件と、目標値

22,000 件を大きく超える 137%の実績を達成した。利用

者による論文発表の累積数は 3544、特許公開の累積

数は 560 であった。提供したリソースの約 12％が論文

発表に、約 1.9%が特許公開に繋がったことは、科学技

術イノベーションの発展に大きく貢献していることを示し

ている。また、海外への提供件数は 7,483 件で、提供

の 25％を占めることは、我が国の科学外交上において

も誇るべき大きな国際貢献であり、理研ブランドの国際

浸透にも寄与している証左である。BRC の高い定評と

信頼は、例えば微生物リソースの寄託の約 80％が海

外からであることにも表れている。 

 

① バイオリソース整備事業 

a.収集・保存・提供事業 

●実験動物では、高次生命現象の遺伝子機能解明や

ヒト疾患に対する創薬・治療法の開発研究に有用なモ

●バイオリソース研究センター（BRC）は、主要な生物研

究材料である実験動物・マウスや実験植物の個体から、

ヒト・動物・植物の細胞材料、遺伝子材料、微生物まで、

一機関で整備・提供する世界でも類のないバイオリソー

ス機関である。各リソースが世界３大拠点の一つであり、

我が国が誇るべき世界最高水準の国際的な研究基盤で

あることを非常に高く評価する。また、左記の実績は、我

が国のみならず、国際的な研究コミュニティの支持と理

解を得て、研究動向と研究ニーズに沿った最先端のバイ

オリソースを積極的に収集・整備・提供した結果であり、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●遺伝子機能解明研究に有用なマウスの拡充に加え、

特に社会ニーズ、研究ニーズに応えたヒト疾患に対する
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リソース事業に関わる人

材の育成、研究コミュニテ

ィへの技術移転のための

技術研修や普及活動を

行う。 

イオリソース整備事業

を効果的・効率的に実

施するために、 

②保存・利用技術等

の開発を行う基盤技

術開発事業を実施す

る。さらに、研究動向

及びニーズに的確に

対応するため、 

③バイオリソース関連

研究開発プログラムを

実施する。加えて、バ

イオリソース事業に関

わる人材の育成、研

究コミュニティへの技

術移転のための技術

研修や普及活動を行

う。 

 

胞株、多能性幹細胞、

疾患特異的 iPS 細胞、

(エ)ライフサイエンス研

究の広範な分野で必

要とするゲノム及び

cDNA クローン、細胞

の分化状態を可視化

する蛍光標識遺伝子ク

ローン、遺伝子導入ベ

クター、(オ) 地球環境

及びヒトの健康増進の

研究に微生物の収集・

保存・提供を行う。加え

て、前年度実施した動

物、細胞、微生物のメ

タデータ統合及び、マ

ウス表現型解析に関す

る大規模データ解析の

成果を踏まえ、ホーム

ページ公開コンテンツ

の改善、充実と発信を

行う。これらの取組に

より、以下の保存数、

提供総件数の目標を

目指す。（別紙参照） 

平成 31 年度は、研究

結果の再現性が確保

されたバイオリソースを

提供するために、最新

の ISO9001:2015 国際

品質マネジメント認証

に従い、遺伝子検査、

微生物検査、質量分析

等に関する最先端検

査技術を継続し、厳格

な品質管理を実施す

る。また、バイオリソー

スとその特性情報の利

活用向上を図るため、

リソース横断検索機能

を開発する。さらに、集

積されたバイオリソー

スを災害から守り安全

に保管するため、播磨

事業所に設置したバッ

クアップ施設に逐次移

管する。アジア研究リソ

ースセンターネットワー

クや国際マウス表現型

解析コンソーシアム等

展等に貢献する成果を

創出できたか。 

 

〇研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のため

の卓越した研究開発成

果の創出、成果の社会

還元 

・外部への共用等を通

じた成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジメ

ントの取組 等 

デルマウスを収集、保存、提供した。今年度は、自閉ス

ペクトラム症に対する創薬・治療法の開発研究に有用

なマウス、痛覚研究や鎮痛剤の開発に有用なマウス、

出血性疾患の遺伝子治療法の開発に有用なマウス等

の社会ニーズ、研究ニーズの高いモデルを整備した。 

●実験植物では、植物の環境応答機構の解明に貢献

するシロイヌナズナの変異体・形質転換体、及び穀物

研究に貢献するミナトカモジグサの野生由来株を収集

した。またシロイヌナズナとミナトカモジグサの種子、遺

伝子及び培養細胞株を提供した。加えて、GFP 等マー

カー遺伝子の発現ベクターの検査及び提供を行った。 

●細胞材料では、ヒトがん細胞株、ヒト疾患特異的 iPS 

細胞株、動物由来の細胞株等の基礎研究、医学研

究、創薬研究等に有用な培養細胞株を収集し、培養・

品質検査・保存・提供を実施した。今年度、整備したヒ

ト疾患特異的 iPS 細胞株には、これまでに寄託がなか

った「嚢胞性線維症」「沖縄型神経原性筋萎縮症」等の

疾患由来の細胞株（39 疾患、100 患者、219 株）も含ま

れている。 

●遺伝子材料では、広範な研究分野で必要とするゲノ

ム及び cDNA クローンを収集し、提供した。ゲノム編集

用ベクター、細胞の分化や細胞周期の状態を可視化

するための蛍光標識分化特異的発現遺伝子クローン

並びに高効率の遺伝子導入ベクターを収集し、提供し

た。 

●微生物材料では、ヒト・動物腸内の細菌や、様々な

環境から分離された微生物、植物根圏に共生する微

生物等、健康と環境の研究に有用な多種の微生物を

収集して、保存・提供した。今年度は、新種の難培養性

アーキアや新種の難培養性ヒト腸内共生細菌等の整

備を複数行った。 

●前年度実施した動物、細胞、微生物に加え、遺伝子

（約 42 万件）および植物（約 63 万件）のメタデータ作

成を行い、5 つのリソースの情報統合を達成した。ま

た、BRC のウェブサイト公開コンテンツ改訂作業を行

い、さらなる充実を図った。さらに、リソース利活用向上

に向けた情報発信として、新たにマウス表現型の相互

関係データベース、マウスゲノム多型データベースを公

開した。加えて、リソース横断検索機能を開発し、遺伝

子等のキーワードを用いて、5 つのリソースを一度に検

索できるようにした。    

数値実績（別紙） 

 

b.バイオリソースの質的向上、品質管理 

●寄託されたリソースに 10%程度存在する情報の不

備、誤り等を是正もしくは排除して、真正なバイオリソ

ースを提供した。ゲノム編集マウスの遺伝品質検査、

マウス系統微生物汚染検査、iPS 細胞に残存する作製

時使用遺伝子の厳格な検査等を実施して、質的向上、

品質管理を図った。引き続き、品質検査項目と検査結

創薬・治療法の開発研究に有用なモデルマウス系統の

充実が顕著であり、高く評価する。 

 

 

 

●環境応答機構の解明に貢献する実験植物リソースの

収集を重点的に行い、社会ニーズ、研究ニーズに応えた

ことを評価する。 

 

 

 

●収集・保存数は目標数を超える実績をあげることがで

き、さらに iPS 細胞の提供数が目標数を大幅に超えた。

学術機関のみならず産業界にも多数提供し、多くの成果

論文、特許申請に貢献した。非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●蛍光蛋白質等、最先端のリサーチツールの知的財産

権等を所有する研究機関・企業から許諾を得て、それら

を利用して開発されたバイオリソースのコミュニティへの

提供を可能としており、研究の発展への大きな貢献であ

り、高く評価する。 

 

●細菌・アーキア種の基準株の整備で世界第２位の保

有数を達成し、他機関では困難な難培養微生物や研究

ニーズの高い共生微生物の整備を進め、海外からの寄

託も多く、国際的微生物保存機関として認知されている。

また、産業界にも大きく貢献しており、非常に高く評価す

る。 

●バイオリソース利活用向上に向けた情報基盤を充実さ

せ、検索機能の高度化を実現し、バイオリソースを利用

した研究の推進に大きく貢献しており、非常に高く評価す

る。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国際的品質マネジメント規格 ISO9001 認証を 10 年に

亘って維持、運営することでバイオリソースへの信頼性

の確保に貢献している。また、真正なバイオリソースを恒

常的に提供することで研究の再現性を向上させ、研究の

効率化を高め、国民のライフサイエンスに対する信頼を

得ることにも大きく貢献している。実験植物 1 系統の誤
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のバイオリソースの整

備に関する国際的取

組に参画し、主導す

る。加えて、研究所内

外の学生・研究者・技

術者を対象とした、バ

イオリソースを効果的

に利活用するための

iPS 細胞の取扱い、マ

ウス体外受精法、マウ

ス表現型解析法、嫌気

性微生物の取扱い等

の研修事業を、筑波大

学、南京大学、ソウル

国立大学等の国内外

の大学等とも連携し、

実施することにより、人

材を育成するとともに、

高度な技術を普及・移

転する。 

 

 ②基盤技術開発事業 

バイオリソース整備事

業を安定的かつ効率

的に実施するため、平

成 3１年度は、前年度

に開発した非凍結輸送

法の、BALB/c 等 5 つ

の近交系での至適化

を行う。また、体外受

精･胚培養の困難なマ

ウスの過剰排卵誘起と

人工授精の併用によ

る、これまで以上に効

率的に受精卵を獲得

するための最適条件を

定める。生体への復元

技術の改良として、ゲ

ノム刷込みを正常化す

ることによってクローン

の出生率を向上させ

る。さらに B6 マウス等

の胎盤の幹細胞の高

品質化のために、これ

らの細胞におけるヒス

トンの特性解析を行う。 

 

③ バイオリソース関連

研究開発プログラム 

果等の品質管理及び提供したバイオリソースの不具合

等の情報を日本語並びに英語のホームページに掲載

し、透明性と公開性をもって事業を実施した。また、遺

伝子材料に同梱する資料のバーコード管理を実務で

運用し、バイオリソースの提供事業の精度の向上及び

効率化に大きく寄与している。実験植物で、誤った 1 系

統の種子を提供する事例が発生した。本事例は実験

植物開発室が自ら発見し、即時に利用者へ連絡すると

ともにウェブサイトへの掲載等を速やかに行い、本事

例による研究結果への影響がないことを確認した。さら

に、徹底的な原因究明・改善策の検討を経て、作業手

順書の大幅な見直し・改定、バーコードシステムの導

入によるリソース管理、作業の二重チェック体制の構

築と実行等、ハードとソフト、両面からの対策を立て、

更なる業務の質向上に確実につながる取組を実施し

た。 

●提供件数が多い細胞材料及び微生物材料について

は国際品質マネジメント規格 ISO9001:2015 を維持し、

規格に沿って品質管理を厳格に行い、真正なバイオリ

ソースを恒常的に提供する体制を維持、運用した。ISO

の品質管理の理念と方法を他のリソース部門へも水平

展開し、品質向上に貢献した。 

 

c. 人材育成 

●技術系職員のキャリアパスの構築を推進するため、

リソース取扱い技術等の研修を実施した。また、事業

への貢献度という観点に重きをおいた人材評価を導入

した。若手人材育成の一環として、アジアの学生・大学

院生を対象とした第 8 回マウスサマーワークショップ

を、南京大学、ソウル国立大学と連携して、8 月つくば

にて開催した。また、若手職員が企画して 12 月に開催

した第 6 回若手 BRC Conference を支援した。 

 

d. 技術研修及び普及活動 

●BRC が保有するバイオリソースの利用促進と高度な

技術の普及を目的として、ヒト iPS 細胞培養技術、マウ

ス顕微授精に関する技術、微生物の乾燥保存技術、

遺伝子改変マウス作製法に関する技術、シロイヌナズ

ナの接木に関わる技術等の研修を開催した。日本分

子生物学会、日本癌学会、日本免疫学会、日本ゲノム

編集学会等の年会でブース展示を行った。 

 

e. 国際協力 

●International Mouse Phenotyping Consortium

（IMPC）は、ヒトの全遺伝子の機能と疾患との関連に関

する百科事典を作成するため、ヒトと同じ哺乳類である

マウスの全遺伝子の遺伝子破壊マウス系統を作製し、

表現型を解析する国際プロジェクトである。BRC は発

足当初よりメンバーであり、他の 12 の国と地域の 17 

機関とともに活動している。他の機関とともに、分担し

提供は、結果として徹底的な原因究明・改善策の検討を

経て更なる業務の質向上に確実につなげる取組に繋が

ったことを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●バイオリソース等の研究基盤整備に携わる研究者、技

術者の育成は、我が国の大学等では十分に実施されて

いない。BRC が単独、あるいは国内外の関係機関とも連

携して実施している研修等は、国内にとどまらず、国際

的にも人材の育成と確保に大きく貢献するものであり、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●IMPC へ参加することにより、マウスリソースと付随情

報の拡充、発表論文による情報発信、さらに我が国の国

際貢献を示すことができ、学術的に、また科学外交上も

極めて重要であり、高く評価する。さらに、ANRRC 等のア

ジア連携、またリソース関連の国際連携でリーダーシップ

を発揮し、主導していることは、非常に高く評価する。 
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高次生命現象、老化、

共生等の学術的に重

要な課題及び難病や

加齢性疾患の克服、創

薬、食料増産等の社会

的に喫緊の課題の解

決のために、バイオリ

ソースの利活用を促進

する研究開発を行う。

平成 31 年度は、以下

の事業を行う。 

(ア) iPS 創薬基盤開発と

して、引き続きアルツハ

イマー病、ALS 等の神

経難病等を対象にした

疾患モデル化、及び創

薬アッセイの簡便化を実

施するとともに、これら

技術を用いたアカデミ

ア・企業等との共同研

究・支援を行う。(イ) iPS

細胞高次特性解析開発

として、非常に重篤であ

るにも関わらず、これま

で治療法が確立してお

らず発症機序も不明で

ある 4p 欠失症候群等

の染色体異常関連難病

の疾患特異的 iPS 細胞

から、その病態に関わる

細胞を分化させ、健常

人由来細胞との比較解

析により病態モデルを作

出するとともに、遺伝子

レベルでの変異を明ら

かにするために疾患特

異的 iPS 細胞に対して

ゲノム解析を引き続き実

施し、変異を同定する。

また、疾患特異的 iPS

細胞の比較対照となる

遺伝子変異を修復した

iPS 細胞を作製する。

(ウ) 次世代ヒト疾患モ

デル研究開発として、日

本人患者のゲノム情報

と病態を反映した ALS、

脳血管疾患を含め前頭

側頭葉変性症、アルツ

ハイマー病を含む認知

て、新規４系統（累計 100 系統）の遺伝子破壊マウスを

作出、12 系統の表現型解析を行い、その成果をウェブ

サイトで公開、また２報の共著論文を発表した。さらに、

アジアのリソース整備の底上げのため、理研 BRC が

韓国、中国との関連機関と連携して設立した Asian 

Network of Research Resource Centers（ANRRC）の第

11 回 国際会議を 10 月にフィリピン・ロスバニョスにて

開催した。今回の理事会で、城石センター長が副議

長・理事に就任した。また、小幡特別顧問が、国連

SDGs の目標達成におけるバイオリソースと

ANRRC/BRC の役割についての基調講演を行った。 

 

② 基盤技術開発事業 

●BALB/c を含む近交系 5 系統の非凍結胚による輸

送法の至適化を行った。その結果に基づき、多系統の

遺伝的背景を持つ遺伝子改変マウスの非凍結胚を輸

送することが可能になった。また、体外受精･胚培養の

困難な A 系統において、抗インヒビン血清を用いた過

剰排卵法と人工授精の併用により、A 系統の安定的保

存と供給が可能になった。ゲノム刷り込みの正常化に

より、クローンマウスの出生率を従来の 3%から国際的

に最高レベルの 7%へ改善した。さらに、胎盤の幹細胞

において抑制性ヒストン変異 H3.1 の大規模なゲノム上

への集積を発見した。この胎盤系列細胞の特異性を、

胎盤幹細胞の品質維持のための指標として確立した。  

 

③ バイオリソース関連研究開発プログラム 

●iPS 創薬基盤開発チームは、アルツハイマー病 iPS

細胞を用いた共同研究により、アルツハイマー病の病

因分子の評価を実施し、新たな病態を発見した。遺伝

性脳小血管病 iPS 細胞を用いた疾患細胞のモデル化

を行い、論文発表、プレスリリースを行った。視覚系難

病患者由来の iPS 細胞を作製して品質チェックを行

い、論文を発表して世界の研究コミュニティにおける当

該 iPS 細胞の利活用を促進した。企業に技術指導を

行い、疾患 iPS 細胞を用いた、アルツハイマー病の細

胞モデル及び病因分子のアッセイ系、神経細胞分化誘

導法を導出した。   

●iPS 細胞高次特性解析開発チームは、4p 欠失症候

群等の染色体異常関連難病患者由来の疾患特異的

iPS 細胞から、その病態に関わる運動神経細胞、神経

堤細胞を分化させ、健常人由来細胞との比較解析によ

り、それらの細胞種でのゲノムワイドな遺伝子発現の

違いを同定した。さらに比較ゲノムハイブリダイゼーシ

ョン(CGH)アレイにより、染色体欠失領域に含まれる遺

伝子群を同定した。また、疾患特異的 iPS 細胞の原因

遺伝子変異を修復した比較対照用の iPS 細胞を作製

するため、染色体異常関連難病患由来も含め、複数の

疾患特異的 iPS 細胞の遺伝子変異を同定した。 

●次世代ヒト疾患モデル研究開発チームは、エレクトロ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●左記の技術により、多数のマウス系統の胚での国内

非凍結輸送が可能になり、また受精卵作出技術がさらに

効率化したことにより、マウスリソースの提供および生産

の大幅な技術改善を達成したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●アルツハイマー病等の難治性疾患に対する医薬品開

発につながる新たな病態の発見を含む重要な成果であ

り、非常に高く評価する 

 

 

 

 

 

 

 

 

●4p 欠失症候群特異的 iPS 細胞の特性解析と病態モ

デルの研究成果は世界初であり、高く評価する。遺伝子

改変 iPS 細胞株の開発は、順調に進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ゲノム編集法への新技術の開発・導入により、遺伝子
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症に関わる神経難病の

モデルマウスを作製す

る。(エ)マウス表現型解

析開発として、研究コミ

ュニティが開発した遺伝

子改変マウスについて、

胎児期から老齢期まで

国際標準法による表現

型解析を引き続き実施

する。また軟組織の X

線イメージングに最適な

方法の開発のために、

前年度に開発した新規

造影剤と X 線源の種類

や検出器の改善・改良

を行う。さらに、これまで

に整備した複数の解析

プラットフォームを国内

研究者に引き続き提供

する。(オ) 疾患ゲノム動

態解析技術開発として、

画像情報処理・機械学

習を用いたシングルセ

ルの分化状態の定量的

評価技術の高精度化を

計るとともに、この技術

を多能性幹細胞の分

化・脱分化状態の解析

に適用する。(カ)植物-

微生物共生研究開発と

して、野外環境の微生

物叢を同定した上で、根

圏微生物の単離・培養、

及びハイスループットな

単離培養法による基本

的な実験系を構築する。

また、共生研究に有用

なミナトカモジグサの系

統を整備する。さらに、

前年度に収集した共存

栽培のための各種情報

をもとに、モデル植物−

アーバスキュラー菌根

菌・根圏細菌・植物内生

菌を使った共生の実験

系の最適化を行う。 

ポレーションによるゲノム編集法を改良し、標準系統マ

ウスならびに亜種由来系統マウスへの変異導入を効

率化した。この手法を安定的に運用して、ヒト疾患点変

異・塩基欠失を有する８系統のマウスを樹立した。さら

に、ALS 関連遺伝子にみられる疾患変異を容易にマウ

スに導入するため、組換え酵素を利用したヒト変異遺

伝子のノックインシステムを構築した。これにより、多数

の ALS 遺伝変異の効率的な疾患リスク評価が可能と

なった。 

●マウス表現型解析開発チームは、国際標準表現型

解析パイプラインを用いて、BRC が作出した 12 系統

の 遺伝子破壊マウスの若齢期、加齢期の表現型解析

を完了し、結果を IMPC の成果として Bioinformatics

誌に発表した。また、国内の研究者向けに、国際標準

表現型解析パイプラインによる 31 系統の遺伝子改変

マウスの解析支援を実施し、得られた結果を、Nature 

Immunology 誌等で共著論文として発表した。さらに、X 

線 CT イメージングにおいては、新規造影剤を開発、そ

れらの造影剤について X 線種と検出器等との組合せ

の最適化を行い、高精細イメージング技術を構築した。 

●疾患ゲノム動態解析技術開発チームは、前年度に

開発した明視野画像を基にした細胞評価法の分子レ

ベルの裏付けとして、1 細胞レベルの遺伝子発現解析

を実施し、細胞分化状態の定量的評価技術の高精度

化を行った。また、明視野画像だけではなく、細胞個々

の分子変動を検出可能なラマン分光顕微鏡の解析デ

ータと遺伝子発現データを総合し、ラマン解析により、

ヒト iPS 細胞の分化過程における細胞特性の変化を非

侵襲的に検出可能であることを示した。 

●植物-微生物共生研究開発チームは、水田や畑での

根圏微生物叢の群集構造を明らかにし、根圏土壌から

特徴的な菌根菌の分離・同定を行なった。加えて、ハイ

スループットに根圏微生物を単離する新規培養技術の

核となる実験条件を特定した。植物-微生物共生の実

験系として、ミナトカモジグサの種子増殖法を確立し、

アーバスキュラー菌根菌の植物生育における共生効

果を評価できる栽培法を構築した。 

●細胞材料開発室、遺伝子材料開発室、iPS 細胞高

次特性解析開発チームは、連携して、細胞の分化状

態、または未分化状態で特異的に発現するマーカー遺

伝子を CRISPR/Cas9 ゲノム編集技術により導入した

細胞株を作製した。予想通りのマーカー発現を確認し

た 6 細胞株を寄託して提供可能とした。 

改変疾患モデルマウス作出の効率化を達成しおり、高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●Bioinformatics 誌に発表した論文は、IMPC 国際連携

によるバイオリソース大規模解析により初めて可能とな

ったインパクトのある成果である。国内研究者向けの表

現型解析支援は、国内のマウスを用いた研究の発展に

大きく貢献し、得られた結果を複数の Nature 姉妹誌等に

共著論文として発表しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●明視野画像を基にした細胞分化状態の定量的評価技

術の高精度化に加え、ラマン分光解析により、明視野画

像では得られない分子情報を取得し、これが細胞分化状

態の評価に利用可能であることを示した。この成果は、

細胞リソースを高い品質で維持する技術開発に繋がり、

高く評価する。 

 

 

 

●菌根菌の分離培養系の確立と、菌根菌の機能評価が

できるミナトカモジグサの実験系の確立を同時に進めた

ことは、今後の植物共生微生物の開発研究に貢献でき

る。複数のリソースを保有する BRC ならではの分野連携

であり、国際的にも新規性があり高く評価する。 

 

 

 

●２つの開発室と 1 つのチームが連携することにより、

研究ニーズに応えるリソースの整備と提供が初めて可能

になった。非常に高く評価する。 
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【Ⅱ】 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  B 

研究所が行う業務

の運営について、

以下に示す取組を

行うとともに、法人

独自の創意工夫を

加えつつ、その改

善に取り組む。 

研究所は、必要な

事業の見直し、調

達の合理化、効率

的な運営体制の整

備に取組、引き続き

経費の合理化・効

率 化 を 図 る と と も

に、独自の創意工

夫を加えつつ業務

運営の改善に取組

む。 

研究所は、必要な

事業の見直し、調

達の合理化、効率

的な運営体制の整

備に取組、引き続き

経費の合理化・効

率 化 を 図 る と と も

に、独自の創意工

夫を加えつつ業務

運営の改善に取組

む。 

 【業務実績総括】 

● 効率的な運営体制のため不断の見直しを進め

た。具体的には以下の通りの実績を挙げた。 

・ 経費等の合理化・効率化については、削減目標

である 1.16%の合理化を達成した他、エネルギー使

用の合理化については法定目標を十分達成する

など順調に計画を遂行した。 

・ 人件費の適正化については、高度人材の確保

をしつつ人件費の適正化を着実に進めた。 

・ 調達の合理化については、調達等合理化計画

に基づく取組を着実に進めた。 

 

 

左記の実績を踏まえ、着実に中長期計画が進捗していると判断できるこ

とから、B 評定とする。 

 

 
１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－1】 経費等の合理化・効率化 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指
標 

達成目標 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 参考情報 

一般管理費（人件
費、特殊経費及び
公租公課を除く。）
及び、業務経費（人
件費、物件費のうち
無期雇用に係る人
件費及び特殊経費
を除く。）の合計 

前年度比
1.16％以 
上の効率
化 

1.16%減 1.16%減      前年度比 
新規に追加されるもの、拡充分は除外 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

組織の見直し、調

達の合理化、効率

的な運営体制の確

保等に引き続き取

り組むことにより、

経費の合理化・効

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加されるも

の、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

平成 31 年度は、運

営費交付金事業に

おいて中長期計画

に沿って経費等の

合理化・効率化を図

る。 

（評価軸） 

・経費を合理的かつ効率的

に執行したか 

 

（モニタリング指標） 

・一般管理費、業務経費の

●業務の合理化・効率化を図るため、不要となった

実験機器のリサイクル活用、研究機器の共用利用

等の取り組みを実施し、削減目標である 1.16%、

494,219 千円の削減を達成した 
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率化を図る。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除

外した上で、一般

管理費（人件費、特

殊経費及び公租公

課を除く。）及び業

務経費（人件費、物

件費のうち無期雇

用に係る人件費及

び 特 殊 経 費 を 除

く。）の合計につい

て、毎年度平均で

前年度比 1.16%以

上 の 効 率 化 を 図

る。なお、新規に追

加されるもの及び

拡充される分は、

翌年度から同様の

効率化を図る。 

費及び公租公課を

除く。）及び、業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

合計について、毎

事業年度に平均で

前年度比 1.16％以

上の効率化を図る。

新規に追加されるも

の及び拡充される

分については、翌

年度からの同様の

効 率化 を図る。 ま

た、毎年の運営費

交付金額の算定に

向けては、運営費

交付金債務残高の

発生状況にも留意

する。 

 削減率 

 恒常的な省エネル

ギー化を進め、光

熱水使用量の節約

及び二酸化炭素の

排 出 抑 制 に 取 組

み、節電要請など

の状況下にあって

も継続可能な環境

を整備する。また、

研究所全体で研究

スペースの配分等

を調整する体制に

より、限られた研究

スペースをより有効

に活用する等資源

活用の効率化を図

る。 

恒常的な省エネル

ギー化に対応する

ための環境整備を

進め、光熱水使用

量の節約及び二酸

化炭素の排出抑制

に取組み、節電要

請等の状況下にあ

っても継続可能な

環境を整備する。 

また、省エネルギー

推進に向けた取組

として、エネルギー

使用のモニタリング

と見える化を推進

し、多様な啓発活動

による職員等への

周知徹底、エネル

ギー使用合理化推

進委員会の定期的

な開催、施設等の

使用量把握及び分

析の強化、エネル

ギー消費効率が最

も優れた製品の採

用をさらに促進す

る。さらに、研究所

全体の研究スペー

（評価指標） 

・省エネルギー化等に対応

した環境整備を進めること

による、節電要請などの状

況下にあっても継続可能な

環境の整備状況 

●恒常的な省エネルギー化のための環境整備 

以下の取組により、全理研のエネルギー使用量

は、原油換算で 133,791kl（対前年度比 90.1％）、省

エネ法の判断基準であるエネルギー消費原単位

は、過去５年間の平均で目標の 1％に対して、

2.3％減少した。 

・マルチエアコン、冷温水発生機、変圧器などを高

効率型に更新、MDU ブレーカー、LED 照明などを

導入及び断熱効果を目的とした外壁遮熱塗装の採

用や二重サッシ化などにより省エネルギー化及び

二酸化炭素排出抑制に取り組んだ。 

・外気の熱負荷を考慮し、複数ある熱源機器を最

適な運転台数とすることで省エネルギー化を行っ

た。 

・電力監視装置の更新と、受電電力表示用 PC の

更新を行った。 

 

●大型共用施設への対応 

スパコン「富岳」設置に際し、アモルファストラン

ス等の省エネ機器を一部採用するとともに、BEMS

（ビルエネルギーマネジメントシステム）により冷熱

源設備をモニタリングし、高効率運転への取り組み

を始めたことにより、より一層の省エネ化が期待さ

れる。 

「富岳」のプロトタイプがスパコンの省エネ性能を

示すランキングである Green500 List において、世

界１位を獲得した。 

 

適切に計画を遂行していると評価する。 
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スの配分等につい

て、施設委員会に

おいて各事業所が

取りまとめた要望を

調整して建物利用

計画を策定し、限ら

れた研究スペース

をより有効に活用す

る等、資源活用の

効率化を図る。 

●使用量把握及び分析のための継続的な取組 

特高変電所（開閉所）において、毎月の最大電

力及び電力使用量を把握するとともに、夏季期間

中は各バンクの最大電力を日単位・時間単位で監

視・把握し、使用電力のピーク予測と対策について

検討した。 

 

●省エネルギー推進に関する啓発等 

デマンド管理の実施により、ピーク時の電力余裕

率が 1％を切った場合には、施設運転に携わる関

係者らと事前に策定した節電メニューを実行し、さ

らに逼迫した場合には放送で研究者に節電への呼

び掛けを計画した。（今夏は、構内放送を実施する

事態には至らなかった。） 

また、職員宛一斉メールにより、クール・ビズ等

省エネ対策の励行を呼び掛けたほか、職場巡視の

際の不在室消灯を行い、建屋や部屋の利用状況

に応じて管理を行った。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－2】 人件費の適正化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

適切な人件費の確

保に努めることによ

り優れた研究者及

び研究支援者を育

成・確保するべく、

政 府 の 方 針 に 従

い、必要な措置を

講じる。給与水準

については、国家

公務員の給与水準

を考慮し、手当を含

め役職員給与の在

り方について厳しく

検証した上で、研

究所の業務の特殊

性を踏まえた適正

な水準を維持する

とともに、その検証

結果や取組状況を

公表する。 

なお、国際的に卓

「特定国立研究開

発法人による研究

開発等を促進する

ための基本的な方

針」 (平成 28 年 6 

月 28 日閣議決定)

等の政府の方針を

踏まえ、特定国立

研究開発法人とし

て世界最高水準の

専門的な知識及び

経験を活用して遂

行することが特に必

要とされる業務に従

事する者について、

国際的に卓越した

能力を有する人材

を確保する。 

給与水準(事務・技

術 職 員 ) に つ い て

は、研究所の業務

特定国立研究開発

法人による研究開

発等を促進するた

めの基本的な方針

(平成 28 年 6 月 28

日閣議決定)等の政

府の方針を踏まえ、

特定国立研究開発

法人として世界最

高水準の専門的な

知識及び経験を活

用して遂行すること

が特に必要とされる

業務に従事する者

について、国際的に

卓越した能力を有

する人材を確保す

る。 

給与水準(事務・技

術 職 員 ) に つ い て

は、研究所の業務

（評価軸） 

・人件費を合理的かつ効率

的に執行したか 

 

（参考：評価の視点） 

【給与水準】 

・ 給与水準の高い理由及

び講ずる措置（法人の設定

する目標水準を含む）が、

国民に対して納得の得られ

るものとなっているか。 

・ 法人の給与水準自体が

社会的な理解の得られる

水準となっているか。 

・ 国の財政支出割合の大

きい法人及び累積欠損金

のある法人について、国の

財政支出規模や累積欠損

の状況を踏まえた給与水

準の適切性に関して検証さ

れているか。 

【ラスパイレス指数（令和元年度実績）】 

●適正な給与水準に向け、給与改定等を行った結

果、ラスパイレス指数は、110.7(平成 30 年は 111.6) 

であった。 

 

●戦略重点科学技術の推進等社会からの要請・

期待に応える一方で、高度人材の確保と人件費削

減の両面に対応するために少数精鋭化を進めてお

り、学歴構成は大卒・院卒以上の学歴を有する者

が多く在籍することが指数に大きく影響している。 

 

●給与水準の比較対象者に占める管理職の割合

がやや高い水準となっているが、一部の無期雇用

職員、任期制職員や派遣職員等を給与水準比較

対象外とした結果であり、これを見込めば国家公

務員と遜色ない。なお、累積欠損金は無い。 

 

●令和 2 年 3 月に、借上住宅使用料を見直して職

員の借上住宅自己負担率を 26％から 30％へ引き

上げた。 

 

適切に計画を遂行していると評価する。 
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越した能力を有す

る人材の確保のた

めに、必要に応じて

弾力的な給与を設

定できるものとし、

その際には、国民

に対して納得が得

られる説明に努め

る。 

を遂行する上で必

要となる事務・技術

職員の資質、人員

配置、年齢構成等

を十分に考慮し、国

家公務員における

組織区分、人員構

成、役職区分、在職

地域、学歴等の比

較及び類似の業務

を行っている民間企

業との比較を行う等

厳しく検証する。自

らの給与水準が国

民の理解を得られ

るか検討を行った

上で、これを維持す

る合理的な理由が

ない場合には必要

な措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

ついて公表してい

く。 

なお、適切な人材

の確保のために必

要に応じて弾力的

な給与を設定できる

ものとし、その際に 

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努め るものとす

る。 

を遂行する上で必

要となる事務・技術

職員の資質、人員

配置、年齢構成等

を十分に考慮し、国

家公務員における

組織区分、人員構

成、役職区分、在職

地域、学歴等の比

較及び類似の業務

を行っている民間企

業との比較を行う

等 、 厳 し く 検 証 す

る。自らの給与水準

が国民の理解を得

られるか検討を行っ

た上で、これを維持

する合理的な理由

がない場合には必

要な措置を講ずると

ともに、その検証や

これらの取組状況

について公表してい

く。 

なお、適切な人材

の確保のために必

要に応じて弾力的

な給与を設定できる

ものとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努め るものとす

る。 

 

【諸手当・法定外福利費】 

・ 法人の福利厚生費につ

いて、法人の事務・事業の

公共性、業務運営の効率

性及び国民の信頼確保の

観点から、必要な見直しが

行われているか。 

●優れた研究成果を創出していくためには、優秀

な研究者の確保が不可欠であり、国際社会で活躍

する卓越した研究者を確保するためにも、給与上

の優遇措置を講ずることは、社会的な理解を得ら

れる範囲にある。 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

●レクリエーション経費・食堂業務委託については

国に準じて公費支出は行っていない。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－3】 調達の合理化及び契約業務の適正化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

研究開発が国際的

な競争の中で行わ

れることを踏まえ、

契約を迅速かつ効

契約については、

原則として一般競

争入札等の競争性

のある契約方式に

（評価軸） 

・契約の適正化を推進した

か 

 

別紙参照。 

 

 

 

順調に計画を遂行していると評価する。 
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5 月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組

を着実に実施し、

契約の公正性、透

明性の確保等を推

進し、業務運営の

効率化を図る。 

果 的 に 行 う と と も

に、適切に実施する

ために必要な体制

を整備する。契約に

ついては、一般競

争入札等競争性の

ある契約方式を原

則としつつ、「独立

行政法人における

調達等の合理化の

取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 

月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組

を着実に実施し、公

正性、透明性を十

分に確保するととも

に、随意契約によら

ざるを得ない場合

は、事前に審査した

上で実施し、その理

由等を公表する。ま

た、調達に当たって

は要求性能を確保

した上で、研究開発

の特性に合わせた

効率的・効果的な

契約方法により、質

と価格の適正なバ

ランスに配慮した調

達を実施する。同時

に、上記の取組が

適正に行われるよう

周知徹底を図るとと

もに、取組状況の

検証を行い、必要な

措置をとる。 

よるものとし、「調達

等合理化計画」 に

基づく取組の着実

な実施により、公正

性、透明性を十分

に確保する。随意

契約については、

研究所の研究開発

業務の特性を考慮

し、独立行政法人

の随意契約に係る

事務について（平成

26 年 10 月総務省

行政管理局）を踏ま

えつつ、その適否を

十分に検証するとと

もに、一般競争入

札等により契約を

行 う 場合 で あっ て

も、真に競争性、透

明性が確保されて

いるか点検・検証を

行う。 

平成 31 年度は、調

達を迅速に行うこと

が可能となる新たな

契約方式の導入を

引き続き検討する。

また、調達に当たっ

ては、仕様書作成

において要求性能

を確保した上で研

究開発の特性に合

わせた効率的・効

果的な調達に取組

むため、チェックリス

トにより調達におけ

る留意点の確認を

行うとともに、単価

契約による調達の

合理化促進を行う。

さらにコストを意識

しつつ、研究所とし

ての質と価格の適

正なバランスに配

慮した調達を実施

する。同時に、上記

の取組が適正に行

われるよう、研修等

において周知徹底

（評価指標） 

・契約の適正化の観点から

の、外部からの指摘等を踏

まえた対応状況 

 

（参考：評価の視点） 

入札基準額以上の契約事

案に占める競争性のない

随意契約となった件数を平

成 27 年度より低減させた

か。 

 

・企画競争方式の実施件

数、効果に関するヒアリン

グ 

 

・随意契約事前確認の公

募を実施した件数、効果に

関するヒアリング 

 

・競争入札に占める一者応

札等の件数等を平成 27 年

度実績より低減させる。 

 

・調達情報公開の継続 

調達情報のＷｅｂ公開にお

いて、掲載しそびれた調達

情報はなかったか。配信を

実施した結果、業者等から

の反応や関心はどうであっ

たか 

 

・公正性、競争性の担保 

仕様書の作成に関する注

意、啓発等の回数。会議等

での発表回数 

 

・入札参加要件の緩和 

入札参加の緩和を行った

件数 

 

 

・公告期間の確保 

業務日で 10 日以上とした

入札の回数、通常の 10 営

業日の件数、及び、緊急性

等の理由で短縮を行った

件数を比較、より長く確保

したか検証する。 

 

 

●外部の調査において内部規定に則した処理がな

されていない事案について指摘を受けた事例があ

ったが、関係規程の解釈に誤認を生じないよう規

程を改正し適正化を図った。 

 

●競争性のない随意契約の占める件数割合は、

平成 27 年度が 22.1%に対して、令和元年度は

25.0%と微増となった。 

 

 

 

●企画競争方式の実施件数は 14 件、うち 12 件が

複数社応募となり、契約先として業務遂行能力が

最も優れた者を選定できた。 

 

●随意契約事前確認公募の実施件数は 52 件、う

ち 8 件については他者も仕様書をダウンロードし

た。 

 

●一者応札等の割合は、平成 27 年度比で 8.3%あ

がっているが、対前年度比では 2.5%の微増であっ

た。 

 

●調達公告は Web サイトにてすべて公開した。調

達情報を自動配信した結果、訪問頻度の少ない業

者でも入札説明書等ダウンロードし資料を容易に

入手出来るようにしている。これにより資料のダウ

ンロード回数や参加機会も多くなり関心の高さが維

持されている。 

 

 

●新入職員オリエンテーションや研究センターの研

究連絡会の場を利用して、契約の公正性、競争性

の担保や仕様書作成時の留意事項の説明を計 14

回行った。また、e-Learning による契約に関する研

修機会を提供したりや所内ホームページ上での注

意、啓発活動を行っている。要求元が作成した仕

様書については事務部門においても、限定的な記

載内容とならないようチェックリストを用いて確認・

指導を行った。 

 

●物品・役務契約において、500 万円以上、3,000

万円未満の入札に参加するには入札参加資格要

件として B 等級又は C 等級の入札参加資格が必

要となるところ。最も下位の D 等級まで競争参加を

可能とするよう、要件の緩和を行った件数は、理研

全体で 68 件あり、このうち 15 件が複数者応札とな

った。 
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を図るとともに、取

組状況の検証を行

い、 改善につなげ

る。 

・単価契約及び一括契約の

締結促進の取り組み 

単価契約及び一括契約の

契約実績を平成 27 年度よ

り増やすとともに、それが

事務効率の向上につなが

ったのかヒアリング等によ

り検証 

 

・Web 調達の活用 

少額で購入頻度の高い消

耗品等の調達の単価契約

化及び研究室による発注

手続きの効率化に資するも

のとして、近年発達してき

た Web 調達が挙げられ

る。和光事業所における運

用で、研究室サイドの手 

間が軽減される等の確認

ができたが、一方、事務サ

イドは業務量の増加による

人的負担が懸念されてい

るので、効率化の方策を検

討しつつ全所的な展開準

備を行う。 

 

・発注権限の遵守 

理化学研究所においては

原則としてすべての発注は

契約担当部署から行ってい

る。緊急を要する場合等に

は予め定められた「契約担

当役の代行者」が発注を行

えることとしている。 

 

・新たな随意契約に関する

内部統制の確立 

契約審査委員会により、

3000 万円以上の随意契

約希望事案については全

数を審査する。また、3000 

万円未満のものについても

少額随意契約以上で競争

性のない随意契約につい

てはメールでの審査を実施

する。 

 

・契約依頼者以外の契約

担当部署による納品確認

の徹底 

●公告期間については業務日で 10 日超の日数を

設けた件数は 1,662 件、業務日で 10 日 とした件

数は 271 件であった。一方、緊急性の理由で、暦日

で 10 日よりも短縮した件数は 23 件あった。 

 

 

 

 

 

●新規の単価契約や一括調達については、業務

効率の向上につながるかを検討した上で拡充すべ

く、全事業所で取り組んでいる。 

 2019 年度の単価契約は、全体で 169 件であり、

このうちの 22 件は新規契約である。新規の一括調

達の実績としては、神戸地区の東エリアと西エリア

で使用するガスが挙げられる。 

 

 

●Web 調達利用について順次全所に展開する一

方、利用の多い商品を扱っているメーカー等と個別

に交渉する等により、Web 調達運営サイトから紐付

く形でメーカー等 2 社のサイト利用を追加すること

で、利便性と効率化の向上を図った。 

 

 

 

●会計規程等に沿った発注続きを徹底し、調達の

適正化を図り、全ての契約案件について契約担当

部署から発注を行った。 

 

 

 

 

 

 

●新たな随意契約制度（特例随契制度）を導入す

るメリット・デメリットについて、詳細な検討を行っ

た。特例随契制度の適用条件が緩和されなけれ

ば、理研の現行制度では研究開発成果の早期実

現への寄与が難しいことから、内閣府など関係官

署と意見交換を行った。 

 

 

 

 

 

 

●会計規程等に沿った納品確認等の手続きを徹

底することにより、調達の適正化を図り、現在は全

ての納品物について、契約依頼者以外の契約担
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検収にあたっては、契約依

頼者以外の契約担当部署

（納品確認センター及び納

品確認スタッフ）による納品

確認を実施しているが、不

正防止の観点から確実に

実施する必要がある。 

 

・不祥事の発生の未然防

止・再発防止のための取組 

研究費の不正使用の防止

及び適切な執行を行うため

に、過去の不祥事の事例を

含めて調達手続の枠組み

を契約担当部署で共有す

ると伴に、研究者へ HP 等

で周知徹底する。 

 

【関連法人】 

・ 法人の特定の業務を独

占的に受託している関連法

人について、当該法人と関

連法人との関係が具体的

に明らかにされているか。 

 

・ 当該関連法人との業務

委託の妥当性についての

評価が行われているか。 

 

・ 関連法人に対する出資、

出えん、負担金等（ 以下

「出資等」という。）につい

て、法人の政策目的を踏ま

えた出資等の必要性の評

価が行われているか。 

 

当部署による納品確認を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

●研究費の不正使用防止策として、新入職員オリ

エンテーションやセンター研究連絡会議などで研究

費の正しい執行について周知するとともに、すべて

の職員に対して e-Learnig による講習を随時受講

可能としている。また他法人からも情報収集を行

い、改善すべき点については契約担当課の連絡会

議にて情報共有を行うと共に、必要に応じて規程

の改正や要領を作成し研究者も含め周知すること

としている。 

 

【関連法人】 

●関連公益法人（独法会計基準第129 2（2）（事業

収入に占める割合が三分の一以上の公益法人等）

に該当する者）との契約は、ホームページ上で公表

している。 

 

 

●経費削減や効率的な実施を目的に事業の一部

を外部に委託しており、透明性・公正性を確保した

うえで、契約を締結している。 

 

●関連法人との契約金額については、積算資料な

ど刊行物等による積算も参考として、金額の妥当

性・適正性を確保している。出資等の必要性につ

いては、契約審査委員会や契約監視委員会にお

いても審査・点検を行っている。 

また、監事及び会

計監査人による監

査において、入札・

契約の適正な実施

について徹底的な

チェックを行う。 

また、監事及び会

計監査人による監

査において、入札・

契約の適正な実施

について徹底的な

チェックを行う。 

加えて、適正な契約

の確保のために、

外部有識者を含む

契約監視委員会に

よる定期的な契約

の点検・見直しを受

けるとともに、契約

に係る情報につい

てウェブサイトに公

表する。 

 外部有識者及び監事で構成される契約監視委員

会においては、年度内に 3 回開催し、2019 年度調

達等合理化計画の審議を含め契約案件に係るリス

ト点検及び委員が任意で選定した個別案件につい

て、担当契約部署からの説明、質疑応答を行い審

議の後、契約担当部署への講評を行っている。 

契約に係る情報については、ホームページで公表

している。 

適切に計画を遂行していると評価する。 
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【Ⅲ】 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  B 

研究所は、予算の

効率的な執行によ

る経費の削減に努

めるとともに、受益

者負担の適正化に

も配慮しつつ、積極

的 に 、 施 設 使 用

料、寄付金、特許

実施料等の自己収

入や競争的資金等

の外部資金の確保

や増加、活用等に

努める。 

   【業務実績総括】 

●財源の多様化を図るとともに、予算を適切に執

行した。具体的には以下のとおり。 

・ 予算については、業務運営に支障のないよう配

慮しつつ適切な執行を行った。 

・ 外部資金の確保については、公募情報の効果

的な周知など増加に向けた取組を実施した。科研

費、民間助成金獲得率、寄附金獲得件数が増加

した。 

・ 中長期目標期間を越える債務負担となるPFI事

業による本部・事務棟整備等については、費用を

抑制しつつ高い品質を確保すべく対応した。 

 

 

適切な業務遂行を通じて、着実に中長期計画が進捗していると判断できる

ことから、B 評定とする。 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－1】 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所は、予算の

効率的な執行によ

る経費の削減に努

めるとともに、受益

者負担の適正化に

も配慮しつつ、積極

的 に 、 施 設 使 用

料、寄付金、特許

実施料等の自己収

入や競争的資金等

の外部資金の確保

や増加、活用等に

努める。 

（別紙での記載） （別紙での記載） ・予算を適切に執行し、財

務内容の改善が図られた

か 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総

損失）） 

・  当期総利益（又は当期

総損失）の発生要因が明ら

かにされているか。 

・ また、当期総利益（又は

当期総損失）の発生要因

は法人の業務運営に問題

等 が ある こ とに よる もの

か。 

 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

については、別紙参照。 

 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総損失）の発生要因）） 

財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要因

（構成）について検証を行った結果、当期総利益の

発生要因（構成）は、その大部分が自己収入により

取得した固定資産の期間利益（残存簿価）であっ

た。 

 

（利益剰余金） 

利益剰余金の構成要素は、積立金、当期総利益

及び前中長期目標期間繰越積立金の残額であり、

当期総利益の発生要因からも、過大な利益となっ

ていない。 

順調に計画を遂行している。 
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（利益剰余金（又は繰越欠

損金）） 

・ 利益剰余金が計上され

ている場合、国民生活及び

社会経済の安定等の公共

上の見地から実施されるこ

とが必要な業務を遂行する

という法人の性格に照らし

過大な利益となっていない

か。 

・ 繰越欠損金が計上され

ている場合、その解消計画

は妥当か。 

※解消計画がない場合 

・ 当該計画が策定されて

いない場合、未策定の理由

の妥当性について検証が

行われているか。さらに、

当該計画に従い解消が進

んでいるか。 

 

（運営費交付金債務） 

・ 当該年度に交付された

運営費交付金の当該年度

における未執行率が高い

場合、運営費交付金が未

執行となっている理由が明

らかにされているか。 

・  運営費交付金債務（運

営費交付金の未執行）と業

務運営との関係について

の分析が行われているか。 

 

（溜まり金） 

・ いわゆる溜まり金の精査

において、運営費交付金債

務と欠損金等との相殺状

況に着目した洗い出しが行

われているか。 

 

（運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理

由） 

●令和元年度に交付された運営費交付金は、

53,618 百万円(1)である。このうち、令和元年度執

行額は、46,234 百万円(2)であるため、令和元年度

交付分の未執行額((3)=(1)-(2))は 7,384 百万円、未

執行率((3)/(1))は 13.8％である。 

●未執行額の要因として、長納期の最先端研究機

器の調達・周辺環境整備に必要な予算 2,402 百万

円（4）が含まれており、未執行額から本件を除いた

金額（（5）=（3）－（4））は 4,982 百万円であり、未執

行率（5）/（1）は、9.3％である。 

●その他の未執行の理由は、最新の研究動向に

合わせた研究を行うための計画変更や研究者の

着任時期の変更等によるものが要因である。 

【業務運営に与える影響の分析】 

●長納期の最先端研究機器の調達・周辺環境整

備については、中長期計画推進に必要な取り組み

であるため、業務運営に与える影響は特段ない。 

●その他の未執行額についても、令和 2 年度に全

額執行予定であり、引き続き執行状況の確認及び

柔軟な予算配賦等による早期執行に努める。 

 

（溜まり金の精査の状況） 

運営費交付金債務と欠損金等の相殺により発生し

た溜まり金はなかった。なお、第 1～3 期中期計画

期間中に発生した溜まり金（板橋分所売却に伴う

不要財産分含む）については、民間等出資者へ

84,850,189 円払戻しを行った（別途、出資証券の紛

失のため除権手続後に 1,573 円払戻しを予定して

いる）。 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－2】 外部資金の確保  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所は、予算の

効率的な執行によ

外 部 資 金 の 獲 得

は、研究所の研究

外部資金を積極的

に獲得するため、科

（評価軸） 

 

●令和元年度の外部資金の獲得にあたっては、下

記 3 点を重点的に推進した。  

適切に計画を遂行していると評価する。 
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る経費の削減に努

めるとともに、受益

者負担の適正化に

も配慮しつつ、積極

的 に 、 施 設 使 用

料、寄付金、特許

実施料等の自己収

入や競争的資金等

の外部資金の確保

や増加、活用等に

努める。 

者に新しいアイデア

や研究の目をもたら

すとともに、大学や

企業等と連携して

重要な社会・産業

の課題解決に向け

た研究開発を行うこ

とで、我が国のイノ

ベーション創出や世

界規模の課題の解

決に貢献することに

つながる。外部資金

を積極的に獲得す

るため、科学技術イ

ノベーション政策や

産業の動向把握に

努めるとともに、省

庁 や 公 的 研 究 機

関、企業や団体と

の意見交換等を通

じて、今後重点化す

べき取組や新たな

事業の提案を行う

等、一層の資金確

保に努める。 

学技術イノベーショ

ン政策や産業の動

向把握に努めるとと

もに、省庁や公的

研究機関、企業や

団体との意見交換

等を通じて、今後重

点化すべき取組や

新たな事業の提案

を行う等、一層の資

金確保に努める。 

 

・外部資金の一層の獲得を

推進したか 

１） 外部資金獲得に関する情報の周知及び研究

者の意識向上のため、引き続き公募情報システム

を活用した所内ホームページ・電子メールでの効果

的な周知をした。 

２） 外部資金獲得に向けた若手支援のため、科研

費の説明会（日本語及び英語）を実施した。説明会

では、制度変更に関する説明、種目別採択率等応

募・採択に関するデータ紹介、科研費の獲得経験

を豊富に有する研究者による獲得のポイント等に

ついての講義及び Q&A セッションを設けている。こ

の他、主な資金等について、戦略的な獲得に向

け、各制度の公募時期や募集要項配布時期に沿

って列挙した一覧を冊子にして配布した。 

３） 寄附金（558 件、87,530 千円受入）の受入れ拡

大のため、WEB 等での募集に、引き続き取り組ん

だ。 

 

●令和元年度は、2,290 件・175 億円を新規に獲得

した。外部資金の一層の獲得を推進した結果、平

成 30 年度に比して、獲得総額は減少したものの、

獲得総件数は増加し、競争的資金の科研費や科

学技術振興機構実施関連事業、若手研究者のス

タートアップ資金として貴重な原資となっている民

間助成金などの獲得額が増加した。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－3】 短期借入金の限度額   

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

運営費交付金の債

務残高についても

勘案しつつ予算を

計 画 的 に 執 行 す

る。 

短期借入金は 240 

億円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

短期借入金は 240

億円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

・  短期借入金は有るか。

有る場合は、その額及び必

要性は適切か。 

 

該当なし  

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－4】 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画   

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根  
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拠（個別法条文など） 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価  

必要性がなくなった

と認められる保有

資産については適

切に処分するととも

に、重要な財産を

譲渡する場合は計

画的に進める。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関

する計画はない。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関

する計画はない。 

 

 

●重要な財産の処分に関する計画はなかった。 

 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－5】 重要な財産の処分・担保の計画  

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根
拠（個別法条文など） 

 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

必要性がなくなった

と認められる保有

資産については適

切に処分するととも

に、重要な財産を

譲渡する場合は計

画的に進める。 

1990 年に締結した

研究協力協定に基

づく RAL におけるミ

ュオン研究は、中長

期目標期間中に終

了する予定であり、

建物を RAL に無償

譲渡する。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産以外

の 重 要 な 財 産 処

分・担保の計画は

ない。 

 

・ 重要な財産の処分に関

する計画は有るか。ある場

合は、計画に沿って順調 

に処分に向けた手続きが

進められているか。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・実物資産について、保有

の必要性、資産規模の適

切性、有効活用の可能性

等の観点からの法人にお

ける見直し状況及び結果

は適切か。 

・ 見直しの結果、処分等又

は有効活用を行うものとな

った場合は、その法人の取

組状況や進捗状況等は適

切か。 

・ 「勧告の方向性」や「独

立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針」等の

政府方針を踏まえて処分

【実物資産の保有状況】 

●リサイクルの推進により資産の有効活用を促進

するとともに、減損会計に係る調査及び現物確認

調査を定期的に実施して資産の利用状況の把握

等に努めた。 

 

① 実物資産の名称と内容、規模 

●理研の実物資産には、「建物及び附属設備、構

築物、土地」、及び「建物及び附属設備、構築物、

土地以外の資産」がある。「建物及び附属設備、構

築物、土地」は、各事業所等の土地、建物、宿舎等

が計上されており、「建物及び附属設備、構築物、

土地以外の資産」は「機械及び装置並びにその他

の附属設備」及び「工具、器具及び備品」が計上さ

れている。 

 

② 保有の必要性（法人の任務・設置目的との整合

性、任務を遂行する手段としての有用性・有効性

等） 

●実物資産の見直しについては、固定資産の減損

に係る会計基準に基づいて処理を行っており、減

損またはその兆候の状況等を調査し、その結果を

適切に財務諸表に反映させている。このため、実

資産の利用状況の把握等に努めていると評価する。 
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等することとされた実物資

産について、法人の見直し

が適時適切に実施されて

いるか（取組状況や進捗状

況等は適切か）。 

（資産の運用・管理） 

・ 実物資産について、利用

状況が把握され、必要性等

が検証されているか。 

・ 実物資産の管理の効率

化及び自己収入の向上に

係 る 法 人 の 取 組 は 適 切

か。 

 

【金融資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・ 金融資産について、保有

の必要性、事務・事業の目

的及び内容に照らした資産

規模は適切か。 

・ 資産の売却や国庫納付

等を行うものとなった場合

は、その法人の取組状況

や進捗状況等は適切か。 

（資産の運用・管理） 

・ 資金の運用状況は適切

か。 

・ 資金の運用体制の整備

状況は適切か。 

・ 資金の性格、運用方針

等の設定主体及び規定内

容を踏まえて、法人の責任

が十分に分析されている

か。 

（債権の管理等） 

・ 貸付金、未収金等の債

権について、回収計画が策

定されているか。回収計画

が策定されていない場合、

その理由は妥当か。 

・ 回収計画の実施状況は

適切か。ⅰ）貸倒懸念債

権・破産更生債権等の金

額やその貸付金等残高に

占める割合が増加している

場合、ⅱ）計画と実績に差

がある場合の要因分析が

行われているか。 

・ 回収状況等を踏まえ回

収計画の見直しの必要性

物資産についてその保有の必要性が無くなってい

るものは存在しない。 

 

③ 有効活用の可能性等の多寡 

●保有の必要性、資産規模の適切性、有効活用

の可能性等の観点からの法人における見直しの結

果、既に各資産について有効活用が行われてお

り、問題点はない。 

 

④基本方針において既に個別に講ずべきとされた

施設等以外の建物、土地等の資産の利用実態の

把握状況 

●不動産等管理事務取扱細則の規定に基づき、

毎年度、財産管理部暑（本部においては総務部、

各事業所においては研究支援部）が不動産等管理

簿を作成し、資産の現況及び増減の状況を明らか

にしている。利用実態の把握等については、各研

究支援部にて利用実態、入居要望等を適宜確認

し、建物利用委員会等で必要に応じたスペースの

利用計画案の策定を行っており、この計画の承認

並びに全所における重要な土地・建物利用に係る

案件については、施設委員会が、利用計画の把

握・調整に加えて老朽化対策等も勘案し、総合的

な視点から審議している。 

 

⑤利用実態を踏まえた保有の必要性等の検証状

況 

●減損会計に係る調査及び現物確認調査を実施

し、資産の利用状況の把握等に努めた。 

 

⑥ 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向

上に係る法人の取組 

※維持管理経費や施設利用収入等の観点、アウト

ソーシング等による管理業務の効率化及び利用拡

大等による自己収入の向上の観点から記載。 

●資産については、会計システムを用いて効率的

に管理を行っている。また、理研は研究活動を目

的として実物資産を取得。研究活動を通じて自己

収入を得ているところであり、自己収入を主目的と

した実物資産を有していない。 

 

【金融資産の保有状況】 

① 金融資産の名称と内容、規模 

●金融資産の主なものは、現金及び預金であり、

令和元年度末において 51,161 百万円となってい

る。 

② 保有の必要性（事業目的を遂行する手段として

の有用性・有効性） 

●未払い金等のために保有しているものである。 

③ 資産の売却や国庫納付等を行うものとなった金
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等の検討が行われている

か。 

融資産の有無 

該当なし 

④ 金融資産の売却や国庫納付等の取組状況／

進捗状況 

該当なし 

 

【資金運用の実績】 

●金利政策の影響により定期預金を組むことがで

きなかった。 

 

【資金運用の基本的方針（具体的な投資行動の意

志決定主体、運用に係る主務大臣・法人・運用委

託先間の責任分担の考え方等）の有無とその内

容】 

●特に定めていない 

 

【資産構成及び運用実績を評価するための基準の

有無とその内容】 

●特に定めていない 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

●該当なし 

 

【資金の運用に関する法人の責任の分析状況】 

●該当なし 

 

【貸付金・未収金等の債券と回収の実績】 

●該当なし 

 

【回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理

由）】 

●該当なし 

 

【回収計画の実施状況】 

●該当なし 

 

【貸付の審査及び回収率の向上に向けた取組】 

●該当なし 

 

【貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額／貸付金

等残高に占める割合】 

●該当なし 

 

【回収計画の見直しの必要性等の検討の有無とそ

の内容】 

●該当なし 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－6】 剰余金の使途 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

 

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通

りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転、新株予約

権の権利行使に係

る経費  

・成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費  

※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原

資とすることを  

基本とする。 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通

りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転、新株予約

権の権利行使に係

る経費 

・成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費 

※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原

資とすることを基本

とする。 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

・  利益剰余金は有るか。

有る場合はその要因は適

切か。 

 

該当なし  

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－7】 中長期目標期間を越える債務負担 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基

・ 中長期目標期間を超え

る債務負担は有るか。有る

場合は、その理由は適切

【本部・事務棟整備等事業の進捗状況】 

●本事業の範囲は、①本部・事務棟の建設、及

び、②本部・事務棟、既存施設等の維持管理であ

 

●国立研究開発法人における PFI 事業の実績が数少ないことから、国

立研究開発法人における PFI 事業の一つのモデルケースになり得ると考
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盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断されるも

のについて行う。 

ＰＦＩ事業として下記

を実施する。 

（ＰＦＩ事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断されるも

のについて行う。 

PFI 事業として下記

を実施する。 

（PFI 事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

か。 り、民間企業の持つノウハウを最大限に活用でき

るＰＦＩ事業では、約 15 年間に亘る長期契約により

費用を抑制し、高い品質を確保する。 

 

 

 

 

●10 月に本部・事務棟の実施設計図書が完成し、

10 月 15 日に建設工事に着工した。 

●新しい働き方の実現に向け、什器レイアウトプラ

ンを策定した。また建設完了後、12 年間に亘り行

われる維持管理業務については、令和 2 年 4 月の

協議開始に先立って、事前に関係者で勉強会を開

始している。 

えられる。 

●民間企業のノウハウを最大限に活用するため、既存施設等の維持管

理を事業に含め、長期契約により費用を抑制し、高い品質を確保でき

る。 

●国が推進している PFI 手法の導入を実施し、民間資金等の活用による

公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI 法）に則り、順調に事業

を実施している。  

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－8】 積立金の使途 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

前期中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第 44 条

の処理を行ってな

お積立金があるとき

は、その額に相当

する金額のうち主

務大臣の承認を受

けた金額について、

以下のものに充て

る。（国立研究開発

法人理化学研究所

法に定める業務の

財源に充てる。） 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係

る経費、知的財産

管理・技術移転・新

株予約券の権利行

使に係る経費、成

前中長期目標期間

の最終年度におい

て、独立行政法人

通則法第 44 条の処

理を行ってなお積

立金があるときは、

その額に相当する

金額のうち主務大

臣の承認を受けた

金額について、以

下のものに充てる。

（国立研究開発法

人理化学研究所法

に定める業務の財

源に充てる。） 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係

る経費、知的財産

管理・技術移転・新

株予約権の権利行

使に係る経費、成

(評価軸) 

・積立金を適正に充当した

か 

 

（評価の視点） 

【積立金の使途】 

・積立金の支出は有るか。

有る場合は、その使途は中

長期計画と整合している

か。 

令和元年度は支出なし。  
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果活用等の支援法

人等への出資に係

る経費、職員の資

質の向上に係る経

費、研究環境の整

備に係る経費、広

報に係る経費 

※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原

資とすることを基本

とする。 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前期中長期目標

期間に還付を受け

た消費税のうち、中

長期目標期間中に

発生する消費税の

支払 

果活用等の支援法

人等への出資に係

る経費、職員の資

質の向上に係る経

費、研究環境の整

備に係る経費、広

報に係る経費 

※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原

資とすることを基本

とする。 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前中長期目標期

間に還付を受けた

消費税のうち、中長

期目標期間中に発

生する消費税の支

払 
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【Ⅳ】 その他業務運営に関する重要事項 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  A 

    【業務実績総括】 

●研究開発法人の運営において重要な業務を着

実に進めた。具体的には、以下のとおり。 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応に関し、感

染動向、政府の対応等を注視し、適時に所内にト

ップメッセージを発出するとともに、ボトムアップの

意見・要望も汲み上げつつ、迅速かつ機動的な対

応を行った。テレワーク基盤を速やかに立ち上げ

るとともに、時差通勤などの人事上の特例措置を

迅速に行いつつ、業務パフォーマンスの低下を防

ぎ、必要な業務の確実な継続を確保した。 

・ 情報セキュリティ実施手順を完成させるととも

に、情報セキュリティ監査の結果を次年度の情報

セキュリティ推進計画に反映させるなど、情報セキ

ュリティ強化の取組を確実に進めた。 

・ 全所的に老朽対策を含め施設マネジメントに計

画的に取り組むため、令和 2 年度からこのための

本部機能を強化すべく施設部を創設することとし、

必要な準備を精力的に行った。 

・ 長期修繕計画の土台となる建物の予防保全の

必要資金算定プラットフォームの構築、既存施設

の改修優先順位付け等の作業を精力的に行っ

た。 

・ このほか、内部監査、監事監査や、研究不正等

の防止の取組、業務の安全確保、優秀な人材の

確保や研修による育成等の取組を着実に実施し

た。 

 

 
以下のような優れた取組を含め、全体として業務運営の改善・効率化等に

向けて顕著な業務遂行がなされた。これらを総合的に勘案し、A とする。 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う在宅勤務のための情報基盤の立上

げや、人事制度上の特例措置等に関する迅速かつ的確な対応を図ったこ

と。 

・ 情報セキュリティに関する一連の文書を完成させるなど、情報セキュリ

ティの一層の強化を図ったこと。 

・ 老朽化対策を含め全所的な施設マネジメントを進めるための本部機能

の強化を精力的に進めたこと。 

 等 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－1】 内部統制の充実・強化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

内部統制について

は、「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成 26

年 11 月 28 日付け

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

（参考：評価の視点） 

【監事監査】 

・監事監査において、法人

の長のマネジメントについ

て留意しているか。 

 

●内部統制に関しては、各組織からの内部統制の

推進状況等に関する報告を受け、必要に応じ是正

措置や再発防止に取り組んだ。 

 

●リスクに対する対応計画に関しては、前年度の

対応状況及び内部統制推進状況の報告や研究コ

適切に計画を遂行していると評価する。 
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総務省行政管理局

長通知）等を踏ま

え、理事長のリーダ

ーシップのもと、コ

ンプライアンス体制

の実効性を高める

とともに、中長期的

な視点での監査計

画に基づき、監事と

の緊密な連携を図

り、組織的かつ効

率的な内部監査の

着実な実施、監査

結果の効果的な活

用等により、内部統

制を充実・強化す

る。 

特に、研究活動等

における不正行為

及び研究費の不正

使用の防止を含め

た、研究所のミッシ

ョン遂行の阻害要

因となるリスクの評

価や分析、適切な

対応等を着実に進

める。 

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリスク

に対する対応計画

を策定してこれを実

施し、その結果を分

析・評価してリスク

管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点

での監査計画に基

づき、毎年の契約・

経理等会計部門に

加えて、センター毎

あるいはテーマ毎

等の内部監査を効

率的・効果的に実

施する。その他、監

事の実効性を確保

するための事務体

制を維持するととも

に、機動的かつ専

門性の高い監事監

査を実施できるよう

補 助 す る こ と に よ

り、監事機能の強

化を図る。 

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリスク

に対する対応計画

を策定してこれを実

施し、その結果を分

析・評価してリスク

管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点

での監査計画に基

づき、毎年の契約・

経理等会計部門に

加えて、センター毎

あるいはテーマ毎

等の内部監査を効

率的・効果的に実

施する。その他、監

事の実効性を確保

するための事務体

制を維持するととも

に、機動的かつ専

門性の高い監事監

査を実施できるよう

補 助 す る こ と に よ

り、監事機能の強

化を図る。 

・監事監査において把握し

た改善点等について、必要

に応じ、法人の長、関係役

員に対し報告しているか。

その改善事項に対するそ

の 後 の対 応状 況は 適切

か。 

ンプライアンス本部による各部署への聴取等をもと

に、全所的に取り組むべきリスク及び各部署で自

主点検を行い個別に取り組む個別リスクを抽出し、

対応計画を策定、実施した。その結果、多拠点化

等に伴う研究現場と管理部門の連携不足により、

研究の実施に支障を来すリスクが見出され、改善

を図ることができた。 

 

●内部監査について 

中長期目標期間中の内部監査計画に基づき、

令和元年度内部監査計画を作成し、監査を実施し

た。毎年の契約・経理等会計部門に加えて、センタ

ー毎あるいはテーマ毎等の内部監査を書面及び実

地監査などにより効率的・効果的に実施するととも

に、前年度改善措置要請した事項のフォローアップ

を行った。また、改善措置要請の該当部署だけで

なく関連部署や統括部署の本部組織に横展開を図

るなど、PDCA サイクルを踏まえた継続的な業務改

善に資するように着実に実施した。 

 

●監事監査の補助について 

以下のとおりの機動的かつ専門性の高い監事

監査に対する補助業務を実施し、効率的・効果的

な監事監査の実施を確保した。 

理事会議等の重要会議への監事の出席を通じ

て理事長の運営方針を十分把握しつつ、リスクア

プローチに従って年間の監事監査計画を策定し、

期中及び期末監査を実施。期中監査で認識した課

題は、期末監査で改善に向けた進捗状況をフォロ

ーアップするとともに、担当理事と面談して問題意

識を共有した。また、監査結果は、理事長に報告し

て意見交換を行うとともに、当該年度の監査報告

書にまとめて理事会議で説明した。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－2】 法令遵守、倫理の保持 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究開発成果の社

会還元というミッシ

ョンの実現にあた

り、法令遵守や倫

理に対する意識を

高め、社会の中で

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止については、

国のガイドライン等

の遵守を図るべく、

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止については、

国のガイドライン等

を踏まえて策定した

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

のもと、効果的かつ効率的

な業務運営体制及び迅速

かつ柔軟な運営・管理する

ことが可能な資金執行体

●研究不正の防止について、研究室主宰者等の

各研究室における取組状況等の点検を行い、その

結果を研究倫理教育責任者が確認し、研究倫理教

育統括責任者へ報告した。 

 

●研究倫理教育責任者が無作為に抽出した研究

適切に実施していると評価する。 
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の信頼の確保に努

める。 

特に、研究活動等

における不正行為

及び研究費の不正

使用の防止につい

て、国が示した「研

究活動における不

正行為への対応等

に関するガイドライ

ン」（平成 26 年８月

26 日文部科学大臣

決定）等の遵守を

徹底するとともに、

再発防止のために

研究所が策定し実

施したアクションプ

ラン等を踏まえつ

つ、引き続き適切な

対 応 を 行 う 。 さ ら

に、研究不正等に

係る研究者等の意

識の向上や、研究

不正等の防止に向

けた取組の社会へ

の発信等を通じて、

他の研究機関の模

範となる取組を進

める。 

再発防止のための

アクションプラン等

を踏まえつつ、健全

な研究活動の確保

に向けた適切な教

育を実施し、研究不

正等に係る研究者

等の意識の向上を

図る。また、論文の

信頼性を確保する

仕組みを適切に運

用する等の取組の

着実な実施を進め

る。さらに、研究不

正等の防止に向け

た取組等の社会へ

の発信等を行う。 

また、健全な職場環

境を確保するため、

ハラスメント等を起

こさないための教育

を実施する。 

さらに通報、相談を

受ける窓口を研究

所内外に設置して

職 員 等 か ら の 通

報、相談に対して迅 

速かつ適正に対応

する。 

規程等に基づき、

防止に関わる取組

を確実に実行する。

研究不正の防止に

ついては、研究倫

理に関する意識の

確認状況や研究記

録管理及び研究成

果発表に関する手

続きの履行状況等

の研究倫理教育責

任者による確認や、

研究倫理教育の受

講の義務化等を実

行する。また、研究

不正の防止に関わ

る取組及び研究費

不正使用の防止に

関わる取組につい

ては、ホームページ

にて発信する。 

また、健全な職場環

境の確保に向け、

ハラスメント等を起

こさないための e-ラ

ーニング、冊子等に

よる啓発活動を行

う。 

制を確保し、戦略的な法人

運営を行うことができたか。 

 

・我が国の研究開発の中

核的な担い手として、また

多額の公的な資金が投入

されている組織として、社

会の中での存在意義・価値

を高めることができたか 

 

・特定国立研究開発法人に

よる研究開発等の促進に

関する特別措置法（平成28 

年法律第 43 号）第 7 条に

基づく主務大臣による措置

要求に適切に対応できた

か 

（該当事例があった場合の

み）。 

 

（評価指標） 

・研究不正、研究費不正、

倫理の保持、法令遵守等

についての対応状況 

 

室から発表された論文に対し、研究記録が適切に

保管されているかを確認した。その結果、対象論文

に関する実験データ等が適切に保管管理されてい

ること等が認められた。 

 

●研究倫理教育統括責任者と新たに着任した研

究倫理教育責任者との面談を実施し、各センター

等の研究倫理教育の実施状況等を確認した。 

 

●研究倫理教育責任者連絡会議を開催し、ＩCT 戦

略でのデータ管理における検討状況やセンター等

における具体的な取組事例等の情報を共有した。 

 

●研究倫理教育の義務化等について、特に 5 年毎

に実施する継続教育となる研究倫理 e-ラーニング

の新規対象者及び再受講者への受講を推進した 

 

●研究不正の防止及び研究費不正使用の防止に

関わる取組について、ホームページにて発信した。 

 

●研究倫理セミナー「研究者に必要な統計学の基

礎知識」を開催し、配布資料や講演の動画を所内

ホームページに掲載した。 

 

●職員等の研究倫理に対する意識醸成を図るた

め、「研究リーダーのためのコンプライアンスブッ

ク」の配付や「理研で働く人のためのコンプライアン

スブック」を所内ホームページに掲載した。 

 

●無断引用防止対策として論文類似度検索ツール

をホームページ上で提供し、発表論文等における

引用表記の誤りや見落としの防止を徹底した。 

 

●通報・告発・相談窓口及び理研の「行動規範」の

更なる周知のため、名刺サイズのカード（日・英）を

国研協コンプライアンス専門部会が実施するコンプ

ライアンス週間に併せて配付した。 

 

●管理職（外国人も含む）に向けたハラスメント防

止研修を 8 研究センター等で実施した。 

 

●新任者に研究倫理等の研修リスト（e-ラーニン

グ、冊子等の URL 情報を含む）をメール送信した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 加えて、産学官連

携活動等の推進環

境確保のため、役

職員の外部におけ

る活動と、理研にお

ける責任との利益

相反を審査し、適切

加えて、産学官連

携活動等の推進環

境確保のため、役

職員の外部におけ

る活動と、研究所に

おける責任との利

益相反を審査し、適

 ●産学官連携活動、ヒト由来の試料や情報を取り

扱う研究、被験者を対象とする研究、AMED 事業等

における研究に関する利益相反審査を随時実施し

た。審議内容に応じ、対象となる活動等を行う役職

員の外部における活動と、研究所における責任等

の切り分け及び疑義の解消を求め、適切に利益相

反マネジメントを行った。 

適切に実施していると評価する。 
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な利益相反マネジメ

ントを行う。 

切な利益相反マネ

ジメントを行う。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－3】 業務の安全の確保 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

業務の遂行にあた

っては、安全の確

保に十分留意して

行うこととし、業務

の遂行に伴う事故

の発生を事前に防

止し業務を安全か

つ円滑に推進でき

るよう、法令等に基

づき、労働安全衛

生 管 理 を 徹 底 す

る。 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に十

分に留意する。 

法 令 や 指 針 の 制

定・改正に適切に対

応するため、関係官

庁等からの速やか

な情報入手に努め

るとともに、職員等

の安全に係る資質

向上を図る。入手し

た情報については、

それらが研究遂行

に与える事項につ

いて検討を行い、研

究者への的確な情

報提供や必要に応

じた規程等の整備

等を行う。また、こ

れらの情報を教育

に取り入れることに

より安全の確保を

図る。 

・業務の安全確保に務めた

か 

 

●安全管理に係る各種法令及び指針等の所内ル

ールへの反映、各事業所安全管理部署への展開

を適時に実施した。また、各担当の資質向上も含

め、関係省庁等主催の説明会及びセミナー等に述

べ 100 件以上参加するとともに、安全管理業務遂

行に必要な国家資格等の取得に努めた。 

 

●最新の動向に対応した所内規程の改正、所内へ

の周知を行うとともに、業務の効率化にも資するよ

う各種管理システムの計画的な改修を行った。 

 

●これまで各事業所独自に作製、使用していた教

育コンテンツについて、全所的に、項目ごとに実務

担当者主導での見直し、再構築を進めた。研究計

画立案時や実験従事時、更には遠隔地など研究

活動内容に応じた教育講習を受講できるよう教育

コンテンツの充実（細分化・共通化を含む）、e-ラー

ニング化への移行を進めた。 

適切に実施していると評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－4】 情報公開の推進 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

適正な業務運営及

び国民からの信頼

を確保するため、

「独立行政法人等

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140

（評価指標） 

・積極的な情報提供に向け

た取組状況 

●「独立行政法人等の保有する情報の公開に関す

る法律」に基づき、令和元年度は、3 件の情報公開

請求があり、うち 1 件が部分開示、2 件が文書不存

在のため不開示の決定を行った。 

適切に実施していると評価する。 
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の保有する情報の

公 開 に 関 す る 法

律」（平成 13 年法

律第140 号）に基づ

き、適切かつ積極

的に情報の公開を

行う。 

号）に基づき、情報

の一層の公開を図

る。 

号）に定める「独立

行政法人等の保有

する情報の一層の

公開を図り、もって

独立行政法人等の

有するその諸活動

を国民に説明する

責務が全うされるよ

うにすること」を常に

意識し、積極的な情

報 提 供 を 行 う 。 特

に、契約業務及び

関連法人について

は、透明性を確保し

た情報の公開を行

う。 

 

●所外向けホームページにおいて、「随意契約に

よることができる基準」、「競争性のない随意契約」

に係る情報等契約に係る情報を公開するとともに、

関連法人との取引状況、関連法人への再就職の

状況を公開した。 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－5】 情報セキュリティの強化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

サイバーセキュリテ

ィ基本法（平成 26

年法律第104号）に

基づき策定された

「政府機関等の情

報セキュリティ対策

のための統一基準

群」（平成 28 年８月

31 日サイバーセキ

ュリティ戦略本部決

定）を踏まえ、適切

な対策を講じるた

めの体制を強化す

るとともに、これに

基づき情報セキュ

リティ対策を講じ、

情報システムに対

するサイバー攻撃

への防御力を高め

るなど、外部からの

攻撃や内部からの

情報漏えいの防止

に対する組織をあ

情報セキュリティ強

化（特にサイバーセ

キュリティ対策）の

要請に応えるため、

研究部門と事務部

門の情報セキュリテ

ィの確保及び情報

倫理の教育や遵守

に向けた活動を包

括的に対応する組

織を運営する。さら

に、サイバーセキュ

リティ対策等につい

て最新の技術に対

応しながら、セキュ

アな情報システム

基盤・情報環境を継

続的に運営し、研究

所の情報セキュリテ

ィを抜本的に強化

する。 

情報セキュリティ強

化（特にサイバーセ

キュリティ対策）の

要請に応えるため、

研究所の情報セキ

ュリティ対策規程や

対策基準群に基づ

いた実施手順を整

備・策定し、それら

を啓発するための

情報セキュリティ教

育、そして研究所内

での情報セキュリテ

ィに関する情報共

有 を 実 施 す る。 ま

た、サイバーセキュ

リティ対策などにつ

いて最新の技術に

対応しながら、情報

セキュリティ対策の

ルールや手順に基

づいたセキュアな情

報システム基盤・情

・情報化を推進する等、資

源活用の効率化を図った

か 

 

（評価指標） 

・情報セキュリティ対策を推

進し、研究活動を支えるＩＴ

環境を整備したか 

 

●平成 30 年度に策定した情報セキュリティ対策規

程、情報セキュリティ対策基準を受け、令和元年度

には情報セキュリティ実施手順を完成させ、情報セ

キュリティに関して必要となる文書を全て完成させ

た。また活動を開始した情報セキュリティインシデ

ント対策チーム（CSIRT）により研究所の情報セキ

ュリティ方針、体制が整い、最高情報セキュリティ

責任者（CISO）のもと、情報セキュリティレベルの底

上げを目標とした各種計画を策定や関連事項の検

討・審議し、実施した。 

新型コロナウイルス感染症対応で、情報セキュリテ

ィと業務遂行を両立するテレワーク基盤を速やか

に立上げ、業務パフォーマンスの低下を防ぎ、さら

にユーザからのフィードバックを受け、改善を図っ

ている。 

 

●前年度に引き続き、情報セキュリティ対策の実施

状況や問題点の把握、改善方法の助言及び指導

をセキュリティレベル向上に資するため第三者の視

点を導入した情報セキュリティ監査を実施した。 

 

●情報化統括責任者(CIO)が委員長を務める ICT

基盤整備・サービス連携委員会において、情報シ

●情報セキュリティ対策推進計画や、利用者、情報資産の種類、目的ご

とに情報を安全に利用・管理するための具体的な注意事項や手順を定

めた情報セキュリティ実施手順の策定等、情報セキュリティ強化を着実

に進めている点について高く評価する。 
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げた対応能力の強

化に取り組む。 

それらの対策の実

施状況を毎年度把

握するとともに、サ

イバーセキュリティ

対策本部が実施す

る監査において指

摘される課題にも

着 実 に 対 応 し 、

PDCA サイクルによ

り情報セキュリティ

対策の不断の改善

を図る。 

報環境を継続的に

運営し、研究所の

サイバーセキュリテ

ィレベルを維持・向

上させる。 

ステム基盤の導入やそのサービス提供に対する審

議、理研データポリシーの策定、医学系研究にお

ける個人情報等管理ガイドラインの策定等、に関

する審議、ICT 戦略の実施状況報告を行った。 

 

●CIO の指揮のもと、平成 30 年度に所内に示した

研究所の中長期「ICT 戦略」の具体策の導入を進

めた。また次年度以降に導入予定のサービスの準

備、検討を開始し、情報セキュリティ維持の観点も

踏まえた各種運用手順の検討も実施した。 

 

 

 

 

 

 

●また、中長期 ICT 戦略に基づき具体策の導入を進めたこと、更にその

先の準備、検討を開始していること、情報セキュリティガイドラインに基づ

く医学系個人情報等管理のガイドラインを策定したこと等を評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－6】 施設及び設備に関する計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価  

将来の研究の発展

と需要の長期的展

望に基づき、良好

な研究環境を維持

するため、研究所

は、既存の研究施

設及び中長期目標

期間中に整備され

る施設の有効活用

を進めるとともに、

高経年化対策を含

め、施設・設備の改

修・更新・整備を計

画的に実施する。 

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トップ

レベルの研究開発

拠点としての発展を

図るため、常に良好

な 研 究 環 境 を 整

備、維持していくこ

とが必要である。そ

のため、既存の研

究施設及び中長期

目標期間中に整備

される施設・設備の

有効活用を進める

とともに、老朽化対

策を含め、施設・設

備の改修・更新・整

備を重点的・計画的

に実施する。なお、

中長期目標を達成

するために必要な

研究開発もしくは老

朽化により必要に

なる安全対策等に

対 応 し た 整 備 ・ 改

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トップ

レベルの研究開発

拠点としての発展を

図るため、常に良好

な 研 究 環 境 を 整

備、維持していくこ

とが必要である。そ

のために、既存の

研究施設及び新た

に整備される施設・

設備の有効活用を

進めるとともに、老

朽化対策を含め、

施設・設備の改修・

更新・整備を計画的

に実施する。 

(評価軸) 

・施設・設備の有効活用を

図るとともに、適切な改修・

老朽化対策を実施したか 

 

（評価の視点） 

【施設及び設備に関する計

画】 

・ 施設及び設備に関する

計画は有るか。有る場合

は、当該計画の進捗は順

調か 

 

【老朽化対策に向けた全所的リーダーシップの確

立と長期修繕計画】 

●事業所を越えて、全所的に老朽化対策等に取り

組むため、新たに令和２年度から本部施設部を創

設することとし、準備を行った（同部は、本年４月に

設置済）(全所)。 

 

●長期修繕計画立案の土台となる、建物老朽化に  

関する建物カルテをベースとした、予防保全の必

要資金算定業務を開始した(全所)。 

 

【施設及び設備に関する適切な改修】 

●既存の研究施設・設備の改修・更新・整備につ

いては、老朽化対策計画リストに基づき、施設委員

会での優先度付けに基づいて実施した(全所)。 

 

●既存の研究施設の有効利用のため、動物飼育

施設を有する研究棟の大規模改修の設計を実施

し、今後予定する別棟を改修する際に飼育動物の

一時受け入れ可能とする計画とした。また改修計

画に当たっては次回の改修時の施工性にも配慮し

た計画とした(和光)。 

 

●老朽化した特別高圧受電設備の更新を検討し、

将来の敷地利用を考慮した複数案を作成した(和

大きな懸案である施設の老朽化に所全体で長期的な視点から取り組む

べく、長期修繕計画を立案、実行していくための体制整備に本格的に着

手し、準備を進めたこと、また、より具体的な長期修繕計画のベースとな

る作業を精力的に実施したことは評価される。 
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修・更新が追加され

ることがあり得る。 

光)。 

 

【PFI 事業】 

●PFI 事業における本部・事務棟新築工事は、10

月に着工し、予定通りに進んでいる。なお、完成後

すみやかに利用するために、書類を削減するため

のワーキンググループ活動、什器の配置計画を作

成した(和光)。 

 

【防災を考えた施設整備】 

●防災拠点をエネルギー棟中央監視室とした中央

防災システム化の工事の第１期を行った。バイオリ

ソース棟などの建物毎に設置されていた自動火災

報知などの GR 受信機と防災監視盤設備を、中央

監視室に集約統合し、火災などの災害に対して安

全性を高めた(筑波)。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－7】 人事に関する計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究開発成果の最

大化及び効果的か

つ効率的な業務の

実施のため、任期

付職員の任期の見

直しや無期雇用職

の導入に係る人事

制度改革を、流動

性と安定性のバラ

ンスに配慮しつつ、

着実に進める。ま

た、クロスアポイン

ト等も活用しつつ、

多様で優秀な人材

を 確 保 す る と と も

に、職員の能力向

上、適切な評価・処

遇による職員の職

務に対するインセ

ンティブ向上に努め

る。 

業 務 運 営 の 効 率

的・効果的推進を図

るため、優秀な人材

の確保、専門的知

識を有する人材の

確保、適切な職員

の配置、職員の資

質の向上を図る。任

期制職員の活用や

クロスアポイントの

活用により研究者

の流動性の向上を

図り、研究の活性

化と効率的な推進

に努める。 

業 務 運 営 の 効 率

的・効果的推進を図

るため、優秀な人材

の確保、専門的知

識を有する人材の

確保、適切な職員

の配置、職員の資

質の向上を図る。任

期制職員の活用や

クロスアポイントの

活用により研究者

の流動性の向上を

図り、研究の活性

化と効率的な推進

に努める。 

(評価軸) 

・優秀な人材の確保、職員

の能力向上、インセンティ

ブ向上、任期付研究者等

の積極的活用が図れてい

るか 

 

（評価の視点） 

【人事に関する計画】 

・ 人事に関する計画は有

るか。有る場合は、当該計

画の進捗は順調か。 

・ 人事管理は適切に行わ

れているか。 

 

●常勤職員の採用は公募を原則とするとともに、

海外の優秀な研究者の採用を目指し、メーリングリ

スト、理研ホームページ、JREC-IN、Nature 等主要

な雑誌等に広告を掲載し、国際的に優れた研究者

を募集する等、研究開発環境の活性化を図った。 

 

●無期雇用職の登用制度により公募、選考を行い

令和元年度は研究系管理職 38 名、研究系一般職

22 名、研究支援職員 7 名、事務系職員 22 名を登

用した。 

 

●任期制職員のうち、5 年の雇用上限が設定され

ている職員への雇用上限の適用除外を運用すると

ともに、無期転換の申込をした場合は従事する業

務が存在する範囲において雇用を継続する「限定

無期雇用職」を導入した。2016 年 3 月末以前から

雇用され、繰り返し契約更新を行ってきたテクニカ

ルスタッフもしくは非管理職の研究支援系職につい

ては、現に従事する業務が存続する場合に限り、

雇用上限の適用を行わない。 

 

●クロスアポイントメント制度を活用し、令和元年度

は 41 名のクロスアポイントを行った。   

適切に実施していると評価する。 



 

120 

 

●実労働時間把握に際して客観性を確保するた

め、所内ウェブ上での本人による打刻を導入した。 

 

●以下の研修等を実施した。 

・管理職e ラーニング講座（倫理、労務管理、財務、

知財、安全管理、個人情報保護等）の受講徹底を

図り、年度末までに99.8％が全科目を受講し、確認

テストに合格。 

・若手研究員等を対象とし、将来、研究室主宰者を

目指す者にリーダーシップ研修を実施 

・オンライン語学学習講座の受講を常勤職員だけ

でなく非常勤職員にも促し、1,200 人（非常勤職員

は約 400 名）が受講。また、オンライン英会話学習

講座の受講を事務系職員に加えて、アシスタントに

も拡大。 

・海外での短期語学研修に、5 名を派遣。 

・海外大学の事務部門における実務体験を通じ

て、語学力や職務遂行能力の向上を図る OJT 型

語学研修を実施し、2 名の事務系職員を派遣。 

・所内のリソースを活用した語学研修として、理研

サマースクールで事務職員がポスター発表を行う

等の取組を実施。 

・職員からのニーズを踏まえ、ポスターレイアウトス

キルアップ、クレーム対応、英語論文の書き方等に

関する e ラーニング講座を開設。 

・研究不正やハラスメントの防止、メンタルヘルスに

関する研修等を実施。 

・夜間大学院での修学を支援し、事務部門 3 名が

修学。 

 

●初めて研究室を主宰する者（12 名）を対象とし、1

名に対してメンターを各 2 名、計 24 名を配置した。 

 

●顕著な業績等を上げた若手研究者及び技術者

を表彰する理研奨励賞（桜舞賞）の推薦・審査を行

い、研究部門 35 名、技術部門 2 名、産業連携部門

3 名の計 40 名を表彰した。 

 

●自己理解の促進及びキャリア支援の内容紹介を

目的として、その場で適性・適職診断を受けられる

イベントを、事業所の健康診断会場で開催し、結果

のフィードバックを個別に行った。 

 

●入所時から将来を意識するよう、入所オリエンテ

ーションに加えて健康診断の機会を利用して啓発

パンフレットや事例集を配布した。 

 

●キャリアのメールマガジン（毎月２回配信）では、

所に寄せられる求人以外に、特に理研の人材の専
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門性・特性に合う求人やキャリア関連イベントの情

報を検索収集して提供した。 

 

●積極的に企業訪問・求人開拓を行い、研究系職

員にマッチした求人情報の収集に努めた。 

 

●転出先の選択肢を広げるため、自動車関連技術

の研究職の紹介や、転身した理研出身者のいる医

療機器メーカーによるキャリアイベント、研究派遣

会社による説明会等を実施した。 

 

●キャリアパス好事例集の新版をリリースし、全研

究室に配布した。高専教員や 40 代での企業への

転身事例など様々なキャリアパスを示した。 

 

●外国人も参加可能な、人材紹介会社と面談でき

るイベントを引き続き実施した。 

 

●民間企業向け、アカデミア向け共に、応募書類

の添削や面接および模擬授業のリハーサル、想定

問答の添削アドバイスなどを実施して、実践的な転

身活動支援に努めた。 

 

●入所時期、転出時期等それぞれに合わせたワ

ークショップを各事業所で実施した。 
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   令和元年度におけるバイオリソースの保存数及び提供総件数                 （令和元年度実績報告書別紙） 

（Ｐ93：バイオリソースセンター） 

 

 

目標と実績 
保存数 提供総件数（累計） 

計画 実績 計画 実績 

実験動物 8,700 系統 9,028 系統 5,000 件 5,684 件 

実験植物 836,802 系統 841,798 系統 2,400 件 3,276 件 

細胞材料 13,700 系統 16,901 系統 6,600 件 9,104 件 

iPS 細胞（内数） 3,440 系統 4,999 系統 160 件 940 件 

微生物材料 27,900 系統 29,264 系統 6,000 件 9,544 件 

遺伝子材料 3,808,950 系統 3,812,723 系統 2,000 件 2,492 件 

合計   22,000 件 30,100 件 
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〈契約の状況〉                                                     （令和元年度実績報告書別紙）  

（Ｐ101：調達の合理化及び契約業務の適正化） 

 

 

1 令和元年度の理化学研究所の調達全体像 

 

                                                                                   （単位：億円) 

 
平成 30 年度 令和元年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
2,328 

（75.5％） 

556 

（37.3％） 

2,095 

（72.7％） 

344 

（75.8％） 

△233 

（△10.0％） 

△212 

（△38.1％） 

企画競争・公募 
60 

（ 1.9％） 

8 

（ 0.5％） 

66 

（ 2.3％） 

5 

（ 1.1％） 

6 

（10.0％） 

△2 

（△25.0％） 

特例随意契約 
-   

（ - ） 

-   

（ - ） 

-   

（ - ） 

-   

（ - ） 

-   

（ - ） 

-   

（ - ） 

競争性のある契約（小計） 
2,388 

（77.4％） 

564 

（37.8％） 

2,161 

（75.0％） 

349 

（76.9％） 

△227 

（△9.5％） 

△214 

（△37.9％） 

競争性のない随意契約 
696 

（22.6％） 

930 

（62.2％） 

722 

（25.0％） 

105 

（23.1％） 

26 

（ 3.7％） 

△825 

（△88.7％） 

合 計 
3,084 

（100％） 

1,494 

（100％） 

2,883 

（100％） 

454 

（100％） 

△201 

（△6.5％） 

△1,040 

（△69.6％） 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増△減の（ ）書きは、令和元年度の対平成 30 年度伸率である。 

（注 3）競争入札等には、競争入札を実施したが落札に至らず、交渉の結果随意契約としたものを含む。 
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2 令和元年度の理化学研究所の一者応札・応募状況   

 

    

          （単位:億円） 

 平成 30 年度 令和元年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
487 

（ 21.0％） 

396 

（ 18.5％） 

△91 

（ △18.7％） 

金額 
118 

（ 24.5％） 

120 

（ 34.7％） 

2 

（   1.7％） 

１者以下 

件数 
1,835 

（ 79.0％） 

1,744 

（ 81.5％） 

△91 

（ △5.0％） 

金額 
364 

（ 75.5％） 

226 

（ 65.3％） 

△138 

（ △37.9％） 

合 計 

件数 
2,322 

（  100％） 

2,140 

（  100％） 

△182 

（  △7.8％） 

金額 
482 

（  100％） 

346 

（  100％） 

△136 

（ △28.2％） 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書きは、令和元年度の対平成 30 年度伸率である。 
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